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3・ 今 後 の 発 展

a)通 信 回線 利用の制 限を大 幅 に緩 和 アメ リカでは,コ ン ピュー タが他 の コン ピュ

ー タ と通信 回線 でつ ながれ ,互 い にその能 力 を貸 し借 りす る例 がふ えてい る。 大企業 の

中に は,自 社 の コン ピュータの余 力で情 報 サ ー ビス を しよ うとい うところ もあ る1こ の

場 合 は,プ ロ グラムや コー ドの標 準化 が まず必要 で,連 邦政 府 では標準 局が 中心 にな っ

て これ をま とめてい る。

将来 の姿 としては,コ ンピ ュータは ユーザ ーか ら通信 回線 に よって アクセスす る とと

もに,コ ンピ ュータ同士 が通信 回線 で結 ばれ,コ ン ピュータのネ ッ トワーク とい う形 で

情 報 サ ー ビスが行 なわれ る ように なる と考 え られてい る。 この場合,FCC(連 邦通信

委 員会)は 通信 回線 の利 用 につい て一 定 の技 術基準 を満足 す る機器 は 自由 に接続 で き る

よ う勧告 し,1968年10月 よ り実施 に移 った。 これ に よって通 信 回線 利用 につ いての制 限

は大 幅 に緩 和 され,情 報産 業発展 へ のひ とつの重要 な布石 が な された と考 えて よい。

b)プ ログ ラム学習 の発 達 コンピ ュータ ・パ ワーの展 開 の重要 な分野 の ひ とつ と し

て,教 育 関係 をあげ る ことが で きる。 それは プ ログ ラム学習 の発達 で ある。 学校形 式 に

よ るマスプ ロ教育 は,教 育 の大衆化 に成 功 したが,一 方,人 間 の個人 差 を無 視 した とい

う点 で多 くの マ イナス面 を もってい る。 これ に対 しプ ログ ラム学習 は,個 人 差 に応 じた

教 育 を行 な うこ とが でき るとい う理 想 の実現 の可能性 を もって いる。

教 育 をひ とつの産 業 として みる ことには,ア メ リカにお いて も抵抗 は あ るよ うだが,

情報 処理 とい うことか らすれば,情 報産業 の カ テゴ リーに入 れ るこ とは さ しつか えあ る

まい。す でに ニ ュー ヨーク州 では,1968年 夏 か らこれ を正 式 に教 科 と して採 り上 げてい

る。 そ して これ は,先 に述 べ た公共放 送法 にお け る ジ ョンソ ン前 大統 領 のメ ッセー ジに

沿 った もので ある ことは明 らか であろ う。

C)シ ミ ュ レー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム の 発 達 シ ミュ レ ー シ ョン ・プ ロ グ ラ ム の 急 速
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な発達 に よって,研 究 ・設計 な どの分野 に コン ピュー タは多 くの可能 性 を提供 しつ つあ

る。技 術研 究や設計 にお い ては,多 くの部 品 や材 料 を集 め て実験装 置 を試作 し,デ ー タ

を とるの に長 い時 間 をか けてい たが,こ れ をコ ン ピュー タの シミュ レー シ ョン ・プ ログ

ラムに よ ってブ ラ ウン借上 で ライ ト ・ペ ンを操 作 すれば,直 ちに答 を求 め るこ とが可能

にな った。

これ らの情報 処理 サ ー ビスの特徴 は,人 と機 械 との イ ンターフ ェイス の進 歩 であ る。

と くにそ のため のグ ラフ ィ ック ・デ ィス プ レイ,プ リン タな どは ,各 社 とも工 夫.をこら

して,次 々 と便利 な新製 品 を開 発 してい る。
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第2章 ア メ リカ に お け る

コ ン ピ ュー タ利 用

1・ 企業 内情報処理

A.ウ ェス テ ィ ン グ ハ ウ ス 電 機 会 社

ウェス テ ィングハ ウス電機 会社(WestinghouseElectricCo.)は,重 電 機,原 子 力機

器,宇 宙機器,家 庭 用電気機 器 な どの世界 的総 合 メー カーで,1967年 におけ る売上 高 は

約29億 ドル,税 引後純利 益 は約1億2,000万 ドル であ る。

同社 の コ ンビ。ユ一夕利用 は.ア メ リカで も屈指 の ものであ るこ とは有名 であ る。全 社

レベル の利用 は テ レコ ンピュータ ・セ ンタ ー(ピ ッツバ ーグ)が 統括 し,事 業部 レベル

の利 用は各事 業部 にそ の責任 がゆ だね られて い る。

a)テ レコ ンピュータ ・セ ンターの概要 テ レコ ンピ ュータ ・セ ンターが設 け ら4た

の は,1962年12月 の こ とで,そ の後,サ ブ シス テ ム開発 の積 み重 ね に よって,次 第 に統

括機能 を強めてきている。 しが し,広 範に分散 した企業活動 のすべてをす っぽ り包み込

ん で しま うよ うな トー タル ・イン フォメー シ ョン ・システ ムの完成 は むずか しい ので,

サブ シス テム を地 道 に積 み上 げ てい きたい と考 えて い る。

テ レコン ピュータ ・センタ ーの 現在果 た してい る お もな機能 は,① 全 社的規模 での

メ ッセー ジ ・ス イ ッチ ング,② 各種 デ ータの リモー ト処理,③ 受注 ・出荷 ・在庫補 充,

④ 事業部 レベ ルでは手 に余 る大 規模 な計算,⑤ 事業計 画統制,な どであ る。 ① ～④ は い

わば事業部 レベルの支援 活動 だが,全 社 的規模 のサー ビス としては,固 定 資産会計,株

式計 算,現 金管理,財 務決 算書 お よび営 業報 告書 の作成,利 益計 画 従業員 貯蓄計 画,
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年金予測,個 人財産税報告,収 入税お よび特許税報告である。

b)TOPシ ス テム 業務 支援 で よ く世 間 に知 られ てい るのは ,500台 のタ ー ミナル

を全 国の販売事務 所,倉 庫,事 業部,子 会社 に配 置 して,テ レコ ンピュータ ・セ ンター

の大型 コン ピュータ と接 続 し,オ ン ライン ・リアル タ イムで行 な ってい る受注 ・出荷 ・

在 庫補 充 シス テム(TOPS=TeletypeOrderProcessingSystem)で あ る。 この タ ー一一・

ミナル は・ATTか ら賃借 してお り,毎 月25,000件 にのぼ るメ ッセー ジのス イ ッチ ング

に も使 用 され てい る。 この うち5,000件 は顧客 か らの オー ダーであ る。 オ ンライ ン ・リ

アル タ イム処理 を行 な ってい る対 象商品 は,汎 用 モ ーター,発 電機,変 圧器 な どのカタ

ロ グ製 品 であ り,大 衆 製 品な どが全 面的 にオ ンラ イン処理 され てい るわ けではな い
。 も

しそ うす るには,膨 大 な ハー ドウェア投 資が必 要 で,経 済1生を重視 す るアメ・リカ企 業らミ

この よ うな ことを正 当 とみなすか は疑 わ しい。

c)人 事記録で キ ー ・ス タ ッフを適材適 所 に配 置 ・テ レコ ンピ ュータ ・セ ンターが保

有 して い る共通 フ ァイル と みな され る ものには,従 業 員14万 人 の うち数 千人 の枢要職

員(keystaff)に 関す る人 事記録(学 歴 ・年 齢 ・人 事考課 な ど),受 注,生 産 オーダ ー,

在 庫 に関 す るフ ァイルが あ る。 人事記 録 は,い わ ゆ るス キル ズ ・インベ ン トリー ・シス

テ ムであ り,た とえば,新 工 場建設計 画 の推進 に 当た って,全 社 の中か ら適材 を発見 し,

適 所 に配 置 す るこ とな どに利 用 してい る。

いず れに して もこのテ レコ ンピ ュータ ・センタ ーは,軍 事用 を除 いて世 界最初 に開設

された もの とい われ,そ の規 模 と利用水準 は世 界屈 指 の もの とい える。

d)シ ステム導入 の指導 ・ア ドバイス 前述 のよ うに,事 業部,子 会社 レベル では ,

お のお の 自己のEDPSを 設 置 してい るが,そ の導入 ・運営 責任 は,ロ ーカルに任 され

てい る。 た だ 本社所 属 の この テ レコン ピュー タ ・セ ンターは,シ ス テム導入,分 析 ,

設計 な どの指導 ・ア ドバ イス が で きる体 制 にあ る。

EDPS導 入効果 の評価 は,ハ ー ドウェアの新規設 置後3年 で利益 が上 が るか どうか

で判 定す る とい うことであ る。 この場合 には ,も ちろ ん無形 の効果 も評価 され る とい う。

[
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な お 同 社 で は,最 近WestinghouseInformationSystemsLaboratoryを 設 け,外 部

に対 す る ソ フ トウ ェア,コ ンサ ル テ ィン グ ・サ ー ビス を 開 始 して い る。

B.マ グ ロ ・一 ヒ ル 出 版 社

a)マ グ ロー ヒル出版社 の概要 マグ ロー ヒル 出版 社(McGraw-Hill,Inc・)は,連

結 方式決 算 に よ る年 間売#高3億2900万 ドル(1・184億4,000万 円)(1967年)・ 税 引後純

利 益2900万 ドル(104億4,000万 円)を あげ る世界 屈指 の大 出版社 で,情 報 産業 の発展 に

対 して も,従 来蓄積 した広 範な情報 を もとに,地 味 では あるが着 実な 事業計画 を練 ろ う

と して いる。

同社 の業務 内容 を大別 すれば,① 書籍 出版会社 の経営,② 出版事業 部 の経営,③ 情報

シス テム会社 の経 営,④ 財務 情報 の販 売,の 四 つ とな る。 ① の活動 では,書 籍,教 科 書,

フ ィル ム,教 材 を,② の活動 では雑 誌,新 聞 を編集 出版販 売 してお り,③ の活動 では,

約10業 種 の読 者 に対 して,業 界統計 情報 ・速 報 を編 集 ・販 売 してい る。 また,1967年 に

(は,InformationRetrieval,Inc.を 買収 し,産 業界 政府 の技術者 向 けに マ イクロ フ ィ

ル ムに よ る技 術情報 を売 り始 めた。 ③ の活動 で最 大 の収入 源 とな ってい るのは,建 設 業

向 け の情報販 売 で あ る。 ④ の活動 では,Standard&Poor社 を通 じて,株 式 ・社 債市場

・に関す る投 資情報 を販 売 してい る。

従業員数 は12,264名,事 務所 数は180か 所(う ち海 外30か 所)で あ るが,こ れ らに

対 す る社 内 サ ー ビス部門 と して,不 動産管 理 ・一般 サ ー ビス 事業 部,ス タ ッフ事業 部

(CorporateStaffDivision)の2部 門 があ り,後 者 部門 に デー タ処理,シ ス テム手続

開 発,財 務 人 事,PR機 能 の遂行 がゆ だね られ てい る。

'b)EDPの 適 用分 野 同社 のEDP適 用 を一 口でい えば
,① 社 内情報処理 は経済1生

を重視 し,し たが ってハ ー ドウェア設 置に対 す る態度 は漸 進主義的 で あ る,② しか し,

アプ リケ ー シ ョン領域 で は,マ ーケテ ィン グ機 能 を採 り入 れ た独 創的 な手法 を開 発 して

『い る
,③ 情報販 売活動 に は積極 的 で,科 学情報 サ ー ビス,技 術情報 サー ビス,建 設 情報

サ ー ビス,株 式 情報 サー ビスに コン ピュータ を応用拡 充 す る考 え を もってい る,④ 経営
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情報 システ ムに対 す る態 度 は現 実的 で あ る,の 四つ に要約 でき る。

同社 のEDP適 用領域 は,① 業務 支援(operationalactivities),② 管 理資料 の作成

(managementcontrol),③ 顧客 へ売 る情報 の作 成,の 三 つに分 け るこ とがで きる。 そ

の内容 を紹介 す る と次の よ うにな る。'

① 業務 支援 ・… ・伺 社 の発行 す る書籍 は20,000種 類 にお よび,取 扱店10万 軒,個 人 直接

発注者100万 人 をかか えてい る。1日 の受注件数 は,書 店 経 由が6,000件,個 人 直接 申込

が3,000件 で あ るが,同 社 は受注 後2日 以 内に発 送 す る。 同社 は コ ンピュータに よ って

ω受注 した本 の有 無の チ ェ ック,回 本 の在庫場所 のチ ェ ック,内 在庫量 の確認 ⇔発送

法(ト ラ ック輸送 か,郵 送 か)の 決 定,㈱ 送 り状作 成 の諸業務 を行 な ってい る。

② 管理 資料 の作 成 …… ど うい う種類 の本 を どうい う種類 の顧 客 が買 うかの顧 客 予測,

製品別 収益i空管 理,在 庫 管理(業 務 支援 の両域 に またが る),広 告料金管 理,損 益計算

書,バ ランス ・シー トな どの財 務報 告書作成 な ど を実 施 してい る。 この 中で広 告料金管

理 が独創 的 であ り,同 社 の広告料 金 は,広 告 掲載面積 に よ って決 め られ るのではな い。

同社 は,磁 気 テー プに雑誌 と書 籍 の購入 者 の住 所 ・氏名 ・勤務 先 ・肩書 を記録 してお ぎ,

あ る会社 か ら広 告掲載依頼 が あ った場 合,ど の よ うな人 間が何人,ど の よ うな本 を読 ん

でい るか を分 析 し,読 者 の質に よ って広 告料金 を決 定 してい る。

③ 顧 客 へ売 る情報 の作成 ……同社 は古 くか ら経済,企 業調査,科 学 技術情報,建 設 情

報 な ど各種 のデ ータ を蓄積 してお り,デ ータ ・バ ンク としての資格 をす でに もってい る

と自負 してい る。 しか レ,デ ー タ ・バ ン クは必 ず しもEDPSと 直結 してい る場合 を指

してはいな い。EDPS利 用 に よる情 報販売 の記録形式 としては,MT,カ ー ド,バ 一一

ド・コ ピーの三 つが あ り,現 在 では建設 業者録,建 設統計 な どを編 集 ・抄 録 ・出力 して

い る。企 業財務情報 は,MTま たは さん孔 カー ドに記録 してお き,情 報 を出力 ・販 売 し

てい る。 この よ うに,デ ー タ提供収 入 に 占め るEDPS直 結 の情報 販売収入 は まだ大 ぎ

くない。最 近,IR社 資産 を買収 し,マ イクロ フ ィル ムに よ り技術情 報 を販 売 してい る

が,こ のサ ー ビスには イ ンデ ックス作 成 に コ ンピュータ を使 用 してい る。

④ その他 … …プ ログラム学 習 ソフ トウェアに対 す る関心 も高 く,現 在 テ キサス大学,

ピ ッツバ ーーーグ大学,フ ロ リダ大学 の3大 学 と共 同研 究 に より,小 ・中 ・高校 ・大学 向け

のCAIパ ーvケ一一ジを開発 中で あ る。
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MISへ の態度 は,正 しい情報 が,適 切 な管理 者 へ,適 切 な時 に,正 しい様式 で供 給

され,そ の情報 が それ ぞれ の ニ ーズに沿 って機能 別 に特 定管理 者 に供 給 され,役 立 つ こ

とが経 営情報 シス テムであ り,こ れ は別 に コ ンピュー タが な くて もで きるが,使 った方

が よ り良い と考 えてい る。

C.IBMデ ー タ ・ セ ン タ ー

a)セ ン タ ー の概 要 tシ カ ゴ の ミ シガ ン ・ア ベ ニ ュ ー に あ るIBMの デ ー タ ・セ ン タ

ー は
,IBM全 社 の 生 産 ・販 売 ・管 理 な どの業 務 を 高 能 率 化 し,受 注 か ら出 荷 まで の時

間 を減 らす こ と と,む だ の な い 制 御 を行 な う こ とを お もな 目的 とす る二 つ の シ ス テ ム.

ITPS(InternationalTeleprocessingSystem)とMICS(ManagementInforma-

tionControlSystem)を 〕軍用 す る と と も に,顧 客 の た め の教 育,バ ック ア ップ の た め

の コ ン ピ ュ ー タ時 間 の提 供 を行 な って い る。'

施 設 と して は,360シ ス テ ム の20,25,30,40,50,65の 各 モ デ ル の ほ か に,1130,

1800が 配 置 され,特 別 な 周 辺 装 置 と して はOCR(1287,1288),MICR(1490),キ

ャ ラ ク タ ー ・デ ィス プ レ イ(2260),ラ イ トペ ン付 デ ィス プ レイ(2250)な ど が 用 意 さ

れ て い る。 コ ン ピ ュ ー タ は3シ フ トで運 営 さ れ て い るが,実 動 時 間 は1日 だ い た い14～

20時 間 で あ る。IBM社 は,一 般 に 対 す るデ ー タ 処 理 サ ー ビス は 独 禁 法 の制 約 の た め行

な って お らず,そ の 目的 の た め に100パ ー セ ン ト持 株 の子 会 社SBC(ServiceBureau

Corporation)を 設 立,運 営 して い る。 した が っ て,こ の セ ン タ ー は顧 客 に対 して マ シ

ン ・タ イム を売 る だ け で,プ ロ グ ラ ミ ング,オ ペ レー シ ョンは顧 客 自身 が 行 な っ て い る。

b)ITPSこ れは,北 アメ リカ,ヨ ーロ ッパ,日 本 に,合 計250セ ッ トの1050型

テ レプ リン タをお き,伝 送速度14、5字/秒 の テ レタ イプ専用 回線 で結 んだ ネ ッ5ワ ーーーク

であ る。ITPSが 担 当す るのは1日 約3万 通 のメ ッセー ジ(1通 は平均300字)で,

その内容は,

① カ ー ド ・オ ー ダー:顧 客 が必要 とす るカ ー ドの量,納 期 な ど。

② マー ケテ ィング ・レポー ト:特 定 の品 目,特 定の期 間に ついて セールス ・オ フ ィ
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スか ら報 告 させ る。 ど くに新製 品 を発 売 した ときに顧 客 の反 応 を敏速 につかむのに

使 われ る。

③ 開発情報:新 製 品,製 品の一部 変更 な どの新 しい情 報 をセールス ・オ フィスに迅

速 に送 る。

④ 緊急 パ ー ツ ・オ ーダー:と くに緊急 を要す る部 品 の要 求 があ る と,要 求元に一番

近 い倉 庫 を コン ピュー タが選 ん で出荷 を指示 す る。

c)MICSこ れ はTELPAC-Aと 呼 ば れ る40,800ボ ー(5,100字/秒)の 高速 専

用 回線 をATTか ら借 りてい るもので,ス イ ッチ ング もATTが 行 な ってい るが,タ ー

ミナル はIBM7711特 殊 コン ピュ・一タ と301Bデ ー タ ・セ ッ トで構 成 され,IBMが 所

有 してい る。 タ ・一一・ミナル は全 部 で50か 所 で,カ ナダに1か 所 あ るほか はすべ てアメ リカ

国内 であ る。

この高速 ネ ッ トワー クは,マ ーケ テ ィング部門 の四 つの地域 と製造部 門 の11の 工 場 を

結 んでMISを 形成 してい る。 すな わち,製 造 ・開発 につい て の情報 をフ ァイルに して

お き,問 合 わせに対 して 最新 の回答 を提供 す る もので あ り,将 来 は 労務関 係 の情報 を

セ ールス ・オフ ィス が本部 に フ ァイルす る計 画 ももってい る。 しか し,IBMのMIS

は 「どこか らで も瞬間 に最新 の デー タを取 出せ る」 システ ムではな く,デ ータの更新 は

地 域本 部が指示 した もの を工 場 が受取 るまで に16時 間 を必要 と してい る。 こ の よ う に

IBMのMISは 実務 本位 で,情 報 の伝 達は 「な るべ く速 く,し か しコス トを無視 して

まで速 い とい うことのない よ うに」 とい う観点 か ら,コ ス トと効果 のバ ラ ンス を充分 に

計 算 して設計 され た シス テム とい うこ とがで きる。

D.IBMエ ン デ ィ コ ッ ト工 場

a)従 業 員総数 の11%が 生産管 理要 員IBM社 の発祥 地 といわ れ るこの エ ンテ ィコ

ッ ト工場 は,IBMの もつ伝統 を最 もよ く保持 してお り,と くに工程管 理 と部 品管 理 は

む

有 名 であ る。 また新 しい管理 システ ムと して注 目されて い るオ ン ライン ・シ ョッフ ・コ

ン トロール ・シス テムは,1968年3月 に完成 し,部 品発注計 画 シス テム も本 格的 な軌 道

L
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に 乗 り,数 多 くの効 果 を あ げ て い る。

当工 場 の 従 業 員 は7,500人 で,そ の うち800人(11%)が 生 産 管 理 に た ず さ わ っ て い る。

これ は デ ー タ処 理 サ ー ビス の60%に 相 当 して い るが,こ れ か らみ て も 当工 場 が い か に 生

産 管 理 を重 要 視 して い るか が わ か る で あ ろ う。 生 産 管 理 用 と して設 備 され て い る コ ン

ピ ュー タは1401が8セ ッ ト,1410,7010,7080,7090各1セ ッ ト,7094が2セ ッ ト,

360-30,360-50,360-65各1セ ッ ト,合 計17セ ッ トで あ る。 これ に よ っ て,週 当 た り受

注3,000セ ッ ト(360-30),月 ベ ー ス400回 の 技 術 改 訂,75,000点 の 部 品 管 理 な どが行 な

わ れ て い る。

b)オ ンライ ン ・シ ョップ ・コ ン トロール ・システムの効 果

① エ ラー の減少 … …オ フラ インに よ る部 品管理 では約20%の エ ラーが生 じてい たが,

1030を 導入 したオ ン ラインの新 シス テムにな ってか らそれ が0.8%に 減 少 した。 その原

因は,ま ず第1に 転記 に相 当す る入力 を極 力減 ら レた こ と。第2は オ ンラ インのた めプ

ログ ラムで チ ェ ック され る,と い う二 つ であ るが,こ の ような単純 な こ とが非常 に大 き

な効果 をあげて い る。

当工場 では毎 日約3,000の ク レー ムが,25の ステ ー シ ョンか ら発生 してい るが,そ れ

らがす べてオ ンラインで処理 されて い るので あ る。ぞそ こでエ ラーが大 幅 に減 少 してい る

のは,い わゆ るマ ニ ュアル ・エ ン トリー方式 の入 力方 法 に よって,(4)作 業者 の入 力工 数

が減 少 す る,回 コ ンピ ュータへ の入 力が速 くな る(3秒 以 内1件),㈲ カー ド収 集 作

業 とカー ド紛 失がな くな る,⇔ 正 確 なデ ータ入 力が で き る,㈱ オペ レータ,デ ィスバ ッ

チ ャー の本来 の仕事 が で きる,な どに よるものであ る。

② レポー ト時間 の短縮 …… 日常業 務 の報 告書 も,オ フラ イン当時 は13.5時 間遅 れが 普

通 であ ったが,新 システムにな ってか らは,そ れが5.5時 間遅 れに まで短縮 され たので,

作業 計 画 の ロス も減少 した。

オ ン ライ ン処理 の最 大の特 色 は,そ の場 その場 でチ ェ ックされ て入 力され る ことに意

義 が あ る。 また人為的 な入力 がな くな り,コ ン ピュータで幾重 に もチ ェ ックされ,正 確

な入 力が で きるので ロスが な くな る。 したが って報 告書作成 の時 間 も短縮 され るとい う

こ とにな る。
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③ 発注 量決定 の合理化 ……一般 に発注 量 の決 定 はOR統 計手 法 で行 なわれ るが ,当 工

場 では コス ト主義 に徹 した全 くコン ピュータ的 な や り方 で決定 され る。

すな わち㈲,部 品1個 当た りの変動 的在庫 費 用 の算 出,回 先行 手配 期間 の計 算,内 発

注 時期 の計算 ⇔,部 品発注 の調整(現 在 の在 庫量,現 在 の受注量,戻 り量,最 低保 有期

間,先 行 手配 期間,手 配 期間等 の算 出),な どの計算 が行 なわれ,そ れ らを総 括 して各

種 の制 限条件 を もとに処理 され る。

このため には75,000の 部 品 に関す る基 礎 デ ータのマ スター ・フ ァイルが備 え られ ,そ

れ もたえず更新 され る仕組 み とな ってい る。

④30%の 高収益率 ……同工 場 では,75,000部 品す べてに利潤概 念 を徹底 させて い ると

ころに特 徴 が あ る。 これに よって高価 な部 品 ,安 価 な部 品が 自動 的に分類 され,調 達 の

難 易 も明 らかに され るのであ る。す なわ ち,部 品別 スペ ース,保 険費用,利 子,税 負担

その他,部 品 の単位 当た り費 用が算 出 され,価 値分 析 を しなが ら生 産管理 が行 なわれ て

い るのだ か ら,当 然 の こ となが ら30%と い う高収益 が得 られ るのであ る。

E.カ リ フ ォル ニ ア 州 政 府

a)カ リフォル ニア州政府の システ ム分析 カ リフ ォル ニ ア州は ,今 日アメ リカの州

の中 で最 も急速 に発展 してお り,現 人 口2,000万 人 に対 し毎年50万 人 の流入 人 口が あ る
。

その ための社会環境 の整備,産 業公 害 の問題 な ど,州 として解決 す べ き多 くのテ ーマが

次 々 と発生 してい る。

これ に対 してカ リフ ォル ニア州政 府 は,非 常 な熱意 をもって大規 模な社会 開発 を計 画

し,行 政 の近代 化 を進 めてい る。 その計 画の スパ ンは少 な くて も10年 ,長 い ものは紀元

、2000年 を 目指 してい る。

作業のまず第一の特徴は,巨 額な費用 を投入 したシステム分析である。国防や宇宙開

発 の分野 で成功 を収 め たシステ ム分析 の手法 を,こ れ らの問題解決 のた めの案 の作成 に

用 い てい るが,そ の契 約金額 は1件 当た り10万 ドルか ら20万 ドル とい った大規模 な もの

で あ る。
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b)交 通 関係 ・犯 罪関係 か ら具体 化 具体的 テーマ としては,交 通問 題,廃 棄物処理,

水資源 の利用 か ら州行 政 の近代化 とい った具合 に,実 に多彩 で あ る。 回答 をその まま実

行 に移すか ど うか は これ か らの問題 として残 ってい るもの もあ るが,そ の方法論 は他 の

システ ム分析 に大 きな影 響 を与 え てい る。

州政 府内 で使 用 されて い るコ ンピュー タのセ ッ ト数 は,1968年 におい て74セ ッ トであ

るが,こ れ らをよ り機 能的 に利用 す るため,1967年 に委 員会 がつ くられ,引 続 き次々 と

プロ ポーザル がつ くられ た。 この中で取扱 われ てい る項 目は膨 大な もの であ るが,州 内

の市 お よび郡 の情 報交換 につい ての立 法 がな され,ま ず交通関 係 ・犯 罪関係 か ら具体 化

し始 めた。 そ して これ を ワシン トンのFBIに 設置 してあ るコ ンピ ュー タ とも接続 させ

て い る。

これ らの作 業 を通 じて費用対 効果 を求 め ると ともに,シ ス テ ムと して の効率 化 を図 り,

その結論 と して小 型 コ ンピ ュー タは減 ら して大型化 す る方 向 にあ る。

c)AMlS代 表的 な応用例 として,AMIS(AutomobiieMIS)と 呼 ばれ る交

通 関係 の シス テムがあ る。 この システ ムはRCAス ペ ク トラ70-35を デ ュアルに使 い,

フ ァイルは磁 気 カ ー ドであ る。 自動車 の登 録 と免許証 につい ての集 中管理 システ ムであ

って,1,200万 台 の 自動 車,790万 人 の ドラ イバ ーのデ ータが フ ァイル され,盗 難 車,交

通違 反な どの問合 わせ はCRTデ ィス プ レイまたはテ レタ イプ ・ター ミナル か ら リアル

タ イムで回答 を得 るこ とが で きる。.1964～65年 の1年 間 で約1,500万 件 の問合 わせが あ

るが,1970年 には これ は倍 にな るだろ う と推測 されてい る。

d)CLETS司 法関 係 の システ ム としてCLETS(CaliforniaLawEnforcementTe-

lecommunicationSystem)が あ る。 これは犯 罪関係 の デー タ ・バ ンクで,ワ シン トン

のFBIや カ ナダのオ タ ワの シス テム と も接続 され てい る。

州の予算管 理 にはIBM7074を1セ ッ トと・ .1401を2セ ッ ト使 ってお り,年 間250万

件 の支払い を処 理 してい る。 これ らの金 の動 きについ て の膨 大な情報 を利用 す ることに

つ いては,コ ン トロー ラが まとめて行政部 門 ・立法 部 門に提供 してい る。
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e)過 剰人 員の首切 り防 止 を立法 化 この よ うに,カ リフ ォル ニ ア州で は コン ピュー

タ利 用 に積極的 に 取組 ん でい るが,こ のためには まず人 員 の処置 につ いての立法 があ る。

すな わち,同 州 で はオ ー トメ ー シ ョンの結果 い らな くな った とい う理 由 だけで解雇 す る

こ とは で きない。 従業 員 は,再 教 育 のための訓練 を受 け る権利 が与 え られ てい る。従 業

員数 につ いて の実 績 をみ る と,コ ン ピュータ を導 入 して も実質的 に従業 員 は減 っていな

い。 む しろ これ までやれ なか った ことが で きるよ うにな って,そ の面 で人 が吸収 されて

い る。 た とえば予算管 理 とか,犯 罪 の情報 システム とい った方面 にふ りわ け られ てい る。

F.ア メ リ カ 社 会 保 険 庁(SSA)

a)シ ス テムの概 要 社会 保険庁(SocialSecurityAdministration)のEDPS

は,そ の規模 が大 きい こ と,デ ータの大量処理 の ある こ とな どで有名 であ る。 そ して,

そ の処理 業務 の中心 は健康保 険 で,社 会保険登録 番号,人 名,性 別,生 年 月 日な どの属

人 的 な デ ータ ・フ ァイル(Establishment)の 更新,支 払 手続 き(Certification)な ど

が,オ ン ラインに よる共同 利用 シス テムで一 貫 して行 な われ てい るのが特 色 である。

また この シス テムは,中 央 セ ンターだけで も,大 型機 種 を主 とす る26セ ッ トのコ ン

ピ ュー タ と1,200台 の さん 孔機,150台 のマ イクロ リー ダな どで構成 され てい る。 さ らに

その うえに,6か 所 の地方 事務所 には6セ ッ トの中 ・小型 コ ンピュータを備 え,テ レタ

イプ ・ネ ッ トワー クの ター ミナル700を もち,2,000人 の オペ レータが働 いてい る。

いわば この システ ムは,コ ン ピュータ ・オペ レー シ ョン ・コ ン トロール と して活用 さ

れ てい るばか りでな く,そ れ自体,デ ータ処理工場 として の工程 を形成 しているのであ

る。 しか もこれ は,大 規模 な人事 管理 システム ともい うべ きもので あ る。

b)処 理業 務の概 要 処'理業務 は 次の三 つであ る。

㈲ 登録 の設定(Establishment)

回 設定 内容 の更新(Maintenance)

内 支払 い手続 き(保 障)(Certification)

① 登録 の設定 … …現在 行 なわ れて い るEDPSは,1937年 ごろか ら検討 と実践が積 み

L
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重 ね られ て きた もので あ'る。 このSSAシ ステ ムの特徴 のひ とつ は,ア カ ウン ト ・ナ ン

バ ー(Acc.No.)と 呼 ば れ る 個 人 コー・ドの体 系が すべ ての 基礎 とな ってい る ことであ

る。 このコ一一ドは9桁 で表 示 され,地 域 を表 わす コー ド(areacode),グ ル ープ ・コー

ド(groupcode),連 番 コー ド(sequencecode)の3種 類 に分 け られ て い るが,受 付

順 に よる連番 コー ドは最 大5億 まで可能 で,現 在 す でに2億6,000万 人 とな ってい る。

また700か 所 の ター ミナル か ら送 られ るApPlicationforSSAAcc・No・ と呼 ばれて い

る用 紙 には,14項 目につい て記 載 され る。 この原票 は マ イク ロフ ィル ムに されて保 管 す

ることにな ってい るが,こ れ は またア クチ ュアル ・カー ドと呼 ばれ るパ ンチ ・カー ドに

もな る。現在,月 当た り新規 発生件数 は50Q・OOO件 で あ る。

② 設 定 内容 の更 新 …… これは登録 され た人 々 の諸記 録 内容 を,会 社 な どか ら新 たに申

告 され た もの に基 づ いて フ ァイルの更 新 をす る業務 で,SSA最 大 のオペ レー シ ョン ・

システ ムとな って い る。 これに よって,3か 月に1回,す な わ ちク ォータ リー ・レポ ー

トが作 られ るが,期 間 中の 申告数 は4,500万 人程度 であ る。 その ため8,000万 の項 目につ

い ての機 械入 力 を必要 とす るが,こ れ には約200種 類 の活字 を読取 るこ とがで き るOC

Rが 使 わ れてい る。

③ 支払 い手続 き…… このSSA保 障 制度 に よ って支払 われ る件数 は,毎 日2万 件 に達

してい る。 それ らに関 す る膨大 なデ ータが全 国700か 所 の テ レタ イプ ・ター ミナ ルか ら

伝 送 され る と,そ の ま ま磁気 テー プに記録 され る。 それ をマス ター ・フ ァイル と照合 し

て抽 出 し,本 人 に郵送 され る とい うこ とで,SSAの 全 処理業 務 が終 了す るとい うこと

にな る。

以上 がSSAのEDPSの 概 要 であ るが,こ れ はマ ン ・マ シ ン ・システ ムをフル に活

用 し,オ ンラ インに よる大規模 な コ ンピュー タ ・オペ レー シ ョン ・システ ムを形成 して

い る。 しか も現 在 イメージ ・フ ァイルや入 力問題 な どの研 究が さか んに行 な われて い る

こ とな どか らみ て,こ れ で定着 す る ものではな く,今 後 さらに システ ムの更新 が行 なわ

れ る もの と思わ れ る。
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2・ 情報 サ ー ビス産 業

A.GEの タ イ ム シ ェ ア リ ン グ ・・セ ン タ_

a)タ イム シェア リング ・サー ビスの概要1963年 秋;ダ ー トマス大学 で は
,学 校 教

育 の ための タ イムシ ェア リング ・システ ムの開発 に の りだ した。 この研 究 はNational

ScienceFoundationの 資金 で始 め られ た。GE-235とDATANET-30(通 信制御装

置)が 使用 され ることにな り,1967年7月,こ の シス テムは稼動 を開始 した。 さ らにす

べ ての学科 の学生 が容易 に学 習 で きる 言語 と して,BASIC(BeginnersAll-Purpose

SymbolicInstructionCode)が 同時 に 開発 され た。 この言語 は その後TSS標 準的言

語 として他 機種 で も採用 され るよ うにな ってい る。

このTSS開 発 に非常 な関心 をGEが 示 し,1965年 に ニュー ヨe-一・クお よび フ ィーニク

スの両市 に社 内用TSSセ ンター一が設置 され た。GE内 のすべ ての事業部 でTSS利 用

に つい てのテ ス トが繰・返され,1966年9月,GEで は この)"・一 トマ スの シス テ ムを商用

サ ー ビスに提供 す るこ とを決 意 し,将 来電 機会社 は必 ず しもハ ー ドウ ェア製 造 のみが企

業 活動 ではな ぐ ソフ トウェア ・サ ー ビス も重要 な位置 をしめ るこ とを認 め ,情 報 サ ー

ビス事業部 を設立 した。

この商用 タ イム シェア リング ・サ 一一ビスは ,ス タ ー ト時 におい て2シ ステ ムのみだ っ

たが,そ の後2か 年 で全米主要45都 市49シ ス テムが稼 動 してい る。 また今 日全 米 のほ と

ん どの地 域 か ら,こ の タイム シ ェア リング ・サー ビスを利用 す るこ とが でき るよ うにな

った。 この分野 では ア メ リカの商用 タイム シェア リング ・サー ビズ の45%近 い シ ェアを

も ってい る といわれ てい る。 この事業 は国 内のみな らず海 外 に も急速 に拡 大 され,今 日

で はオ ース トラ リア ・ベル ギー ・カナダ ・フ ランス ・西 ドイツ ・イタ リア ・オ ランダ ・

ス ウ ェーデ ン ・イギ リス ・南 ア フ リカにお よび,順 調 な事 業拡大 をみ てい る。 と くにイ
,

ギ リスにおい て官 営 のタ イム シェア リング ・サ ー ビス を放 棄 せ しめ る事態 をひ きお こす

まで に至 って い る。

ト
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さらに この商用 タイム シ ェア リング ・サ ー ビスの特 色 は,単 に端末 装 置 をユーザ ーに

提供 し,コ ン ピュータが共用 で きるこ との みに あるの でな く,ユ ーザ ーに対 し て コ ン

ピュー タ利用 へ のあ らゆ るサ ー ビス業務 を中心 的 に行 な ってい る ことが ,今 日のGEの

地位 を保 ってい る最 大 の理 由 であ る。 今後 のわが国 の商用TSSサ ーtビスに大 きな示唆

を与 えて いる ものであ る。

b)タ イム シ ェア リング ・システムの概要GE-235お よびDATANET-30のT

SSをMARK・1と 呼 び・.ユ ーザ ー数 は1シ ステ ム 約200,最 近 に 至 ってGE-635,

DATANET-30に よ るMARK-llサ ー ビスが開 始 され,こ の場合約500の ユー ザーが加

入 で きる よ うにな って いる。 ユ ーザーは 仕 事 に よ りMARK-1お よびMARK-IIを 選 択

で きるよ うにな った。両 シス テム と もに使 用言語 は,BASIC,FORTRAN-IV,ALGOL,

EDITORで,最 近 と くに力 を入 れ て開 発 された のは 数 値制御 お よび遠隔 プロ ッターの

プ ログ ラムで あ る。

ユーザ ーが 自由に,し か も無料 で使用 で きる プログ ラムが約500あ って,そ の分野 も

財務LP,各 種統計,お よび相関分 析,数 値制御,プ ロ ッテ ィング,乱 数発 生確率分

布 にわた って お り,そ の内容 は大型 コン ピュータ'適用 のス ケール の もので あ り,ま た大

型機 で今 日使用 され てい る標準 的 アプ リケー シ ョン ・プ ログ ラムは ほ とん どあ る もの と

考 えて よい。料金 は,今 の ところアメ リカ国内 で1端 末 平均20万 円程度 使用 され てい る

よ うであ る(基 本料金 月額約8万 円)。 す でに全米 で5万 人 の人達 が このサ ー ビス を 利

用 してい る といわれ てい る。

B.TEMPO

a>研 究の 分野GEに は生産 に関係 してい る研 究 所 な どが100以 上 あ って,そ れ に

従事 してい る研究所 員 は約2,000名 といわれ てい る。 その数 あ る研 究所 のなか で,わ が

国の電機 会社 ではみ られない研究所 が,ロ サ ンゼル ス とサ ンフ ランシスコの 中 間 サ ン

タバ ーバ ラにあ る。 そ の研究所 はTEMPO(TechnicalMilitaryProgrammingOrgani・

zation)と 呼 ばれて お り,約300名 近い博士 が活動 してい る。
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ここでの道具はコンピュータ以外にはない。 日本の電機会社 には見 られない研究所で

ある。研究員は科学者,経 済学者,社 会学者,心 理学者,地 理学者,歴 史学者,海 洋学

者 と非常 に広範囲の分野 の人たちの集合である。仕事の大部分は,5年 以上先の情勢の

進展をテーマに した研究で,未 来に関す るものである。 またすべての計画は,過 去の流

れか らの推定でな く,未 来その ものの環境 と相互の影響 を分析することが中心にな って

いる。現在同研究所では民間 ・政府 からの依頼研究がな されてお り,そ の関係分野は次

の とお りである。

① 地域経済開発。 ③ コンピュータと通信組織。

② 技術研究および経営計 画。 ④ 都市化 と工業化の問題。

b)研 究産業の代表格 同研究所では,軍 事経済学,あ るいは原爆 ・ポラリス潜水艦に

関す る問題の研究 も行なわれてお り,中共の原爆実験の期 日について,そ の数年前 より正

確な予測 をしていたことな どは有名である。 また同研究所はPPBSを 民間あるいは政

府機関に再開発 したことにおいても有名であって,そ の成果はGE自 身で利用 している。

この方面でも諸外国からの依頼研究 を受けてお り,最 近ではハワイ空港に対す るPPB

システムの適用研究などが高 く評価 されている。 またこのような研究機関としては年収

1,000万 ドル近い収益 をあげてお り,す でに経済的にも独立できうる力を もっている。

GEの 企業 としての長期経営 目標の設定に対 して も,同 研究所は重要な役割を果 たし

てお り,今 日のアメ リカにおける研究産業の代表的な もの といえるだろう。

C.MEDINET

a)医 療 関係 タイ ム シェア リング ・サ ー ビスGEで は古 くか ら医療関係 の電気製品

を製造 してい る。 と くに レン トゲ ンは有名 であ り,広 く使用 され てい る。 この よ うにす

で に医学 分野 に根 をおろ してい る この会社 では,コ ンピュータの製造 をは じめ るや,こ れ

の医学分 野 への適用 を熱 心 に研 究 す る ことにな った。 一方1962年,ボ ス トンにあ るマサ

チ ュー セ ッツ中央病院 とBBN(BoltBernakandNewman)と 呼 ばれ る医療 情報 コ ン

サル タン ト会社 が,コ ン ピュータ,し か もタイム シェア リング ・シス テムに よる医療情報



第2章 アメリカにおけるコンピュータ利用271

システ ムの開発 を始 めた。GEと しては かね て この方法 に関心 が あ った ので,BBNの

同部門 を買収 し,医 療 情報 システムの タ イム シ ェア リング化 に全 力 を投 入す るこ とにな

った。 これ をMEDINETサt-一 ービス と呼 んでお り,GE情 報 サ ー ビス事 業部 の一部 門 と

して活動 が始 まった。

MEDINETは,病 院,医 院,医 学研究 所,そ の他 医療 に関す る情報 処理 を中心 と し

た商用 タ イム シェア リング ・サ ー ビスで あ る。 現在 セ ンターは ボ ス トン郊 外 ウォタ一 夕

ウンにあ って,す でにボ ス トン～ ニ ュー ヨー ク間 の病院 ・研究所 が多数加 入 してお り,

やが てア メ リカ全土 にそ の シス テム を普及 させ る予定 であ る。 同 システ ムを一度 で も利

用 した患者 は,病 歴 その他医療 に必要 な デー タが個人 フ ァイル に登 録 され るので,い か

な る地 点で病気 が発生 し,事 故 に よ り負傷 して も,直 ちに その対策 が とれ る ようにな る

た め,こ のタ イム シェア リング ・サ ー ビスは,や が て公 共性 を もつ シス テムに発達 す る

可 能性 を もつ,ナ シ ョナル ・ネ ッ トワークの ひ とつ であ る と考 えて よかろ う。

MEDINETはGE-435を 中心 とした タイ ム シェア リング ・シス テムであ り,端 末装

置 は医療 向け特殊装 置 にな ってお り,医 者 お よび医療 従事者 が だれで も手軽 に取 扱 え る

よ うにな って い る。

b)FILECOMPこ の商用 タ イム シェア リング ・サー ビス で使用 され るTSS言 語

は,FILECOMPと 呼 ばれ る もので,医 学 向け の特 殊言語 で あ る。 もちろん この言語 の

なか でFORTRANの 使 用が可能 とな ってい る。 下記 にその一例 を示 す

ANOTHERPATIENT?YES

INPUTDEVICE、PLEASE?TTY

PLEASEENTERTHEMEDICALRECORDNUMBER:7878787

PATIENTNOTPREVIOUSLYIDENTIFIEDTOTHESYSTEM,

ISSUEBADGENUMBER24TOTHISPATIENTT

*****UPDATEI.D.FILE*****

PATIENT'SNAME?SMITH,A,L

MOTHER'SNAME?SMITH,ROBERTA

K
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FATHER'SNAME?SMITH,GEORGE

'
DATEOFBIRTH?6/11/40

WELFARENUMBER?56567

MEDICAIDNUMBER?23

**********COMPLETE**********

ANOTHERPATIENT?NO

SAMEPATIENT?YES

WHATOPERATION?ALTER

WHICHFILE?IDENT

*****ALTERI.D.FILE*****

PATIENT'SNAMEISSMITH,A,L

MOTHER'SNAMEISSMITH,ROBERTA

C?NO

FATHER'SNAMEISSMITH,GEORGE

C?SMITH,DAVID

DATEOFBIRTHIS6/11/40

C?NO

WELFARENUMBERIS56567

C?NO

MEDICAIDNUMBERIS23

C?2356

**********COMPLETE**********

D.ア メ リ カ ン ・ ナ シ 。ナ ル 銀 行 と テ レ デ ー タ 社

a)業 務 の概要 アメ リカには銀行 が約14,000あ るが ,そ の内の200行 で全 体 の規 模
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の99.5%を 占め てお り,そ の200行 の ほ とん どすべ てが銀行 業務 に とど まらず余剰 デ ー

タ処理 能 力 を外部 に提供 す るよ うにな ってい る。

ア メ リカ ン ・ナ シ ョナル銀行 は その一典 型 で,テ レデ ータ と呼ぶ計 算サ ー ビス会社 を

傘下 に収 めて,自 行 の業務 は もちろ ん,15の 貯 蓄貸付 組合 の貯 金 口座 業務 をオ ン ライン

リアル タ イムで行 な うと同時 に,給 与 支払 い,請 求書 発行業務 な どのサ ー ビス をあわせ

行 なわ せ てい る。

b)シ ステ ムと業 務形態 テ レデ ータ社 は,IBMの360/40(コ ア128kバ イb)シ

ステ ムを もち,貯 蓄 貸付組 合 におかれ た90台 の ター ミナ ル をオ ン ライ ンで結 ん で,通 帳

の記入 と,デ ィス ク上 の口座 内容 の書替 えを同時 に行 な ってい る。

窓 口タ ー ミナルは二 つの窓 口で共 用 す るこ とにな って い るので,貯 金 をす る人 が窓 口

に来 る と,窓 口のオペ レータは ター ミナル の キー を一方 に切 換 えて,通 帳 を所定 の場所

には さみ,一 定 の様 式 で タイプす る と,コ ンピ ュー タに情報 が送 られ る。 コ ンピュータ

は端末 固有 のコー ドか らそれが属 してい る組合 の番号 をみつけ,口 座番号 とともに対 応

す るデ ィス ク と照合 してデ ィス ク内 の情 報 を更 新 し,結 果 をター ミナル に送 り,通1帳 に

プ リン トす る。 この1オ ペ レー.シ ョンに要 す るコ ン ピュ ータ時間 はO.35秒,タ ー ン ・ア

ラウ ン ド・タ イムは 約8秒 で あ る。 オペ レーシ ョンの頻 度 は90タ ー ミナル全体 で1日

平均22,000件 で,700件/30分,ラ ンチ ・タ イムが ピ・一一・ク にな り,1,200件/30分 とい う。

アメ リカの貯 蓄組合 は朝 早 くか ら夜 遅 くまで サ ー ビス を してい る所 が あ るので,朝7

時半 か ら夜9時 までは リアル タイム処 理 を受付 け,そ れ以外 の時 間 はバ ッチ処 理 で給与

計算 や請求書作成 業務 を行 な ってい る。 な お昼 間 リアル タイム処理 を行 な ってい る時 で

も,並 行 してプ ログ ラム ・デバ ッグや プ リン ト業 務 を行 な ってい る。

扱 って い る貯 蓄 口座 は37万5,000口 座 であ り,100万 口座 まで拡 張 で きる。 大部分 は シ

カゴ周 辺 であ るが,中 には]80マ イル離 れた所 に ある もの もあ り,50本 の電話線 で90の

端 末 につ なが ってい る。 貯蓄組 合 に よ って利子 の計 算方 式 な どが異 な ってい るため,処

理 プ ログ ラムは組合 ご とに全部 異 な る。

c)料 金 と経 営 ター ミナルは各組 合 が調達 し,通 信 回線使 用料 もユ ーザ ーが払 う。'
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コ ンピ ュー タ使用料 は,

① 手持 口座 一 つ につ き毎 月5セ ン ト。

② 貯金 な ど内容 に変更 の あ った 口座一 つ につ き毎 月10セ ン ト。

とい う方式 で,こ れか ら推 定 して 月当た り約6万 ドル(2,200万 円弱)の 売上 げ をあげ

て い るこ とにな る。 このほかに夜間 の余 剰 マ シン ・タイムを利 用 して,パ ッチ方 式 の ビ

ジネス ・デー タ処理 を行 な って いるので,充 分 採算 ラインにの ってい る もの とみ られ る。

d)銀 行業 務の方 向 アメ リカ ン ・ナ シ ョナル銀行 の意見 に よれ ば,銀 行 のデ ータ処

理 能 力は これか らます ます増 大 させ る必要 があ る とい う。小切 手が な くな るのは遠 い将

来 の こ とであろ うし,ク レジ ッ ト ・カ ー ドが普 及す,る ζ請求書発 行 な どの業務,す なわ

ち"紙"が 急増 す るか らで あ る。 また,こ うしてデ ー タ処理 能 力が増大 してゆ くと,必 然

的 に生 ず る余剰 能 力 を使 って新 しい業務 を開拓 す る動 きが激 しくな って くる。銀行 が行

な うデ ータ処理 サ ー ビスが いわゆ る専門 の サー ビス ・ビュー ロー と競合 しない よう,"財

務"の 領域 にサ ー ビスを しぼ る傾 向はあ るが,労 働 力分布,作 業原価,医 療 費請 求,信

用 調査 な ど銀行 の特 質 を生 か したデ ータ処理 サー ビスの範 囲は急 速 に広 が りつ つあ り,

わ が 国の金 融 ・保険 ・証 券業界 のデータ処 理部 門 に大 きな示唆 を与 え るもの といえ よ う。

E.ユ ニ バ ー シ テ ィ ・ コ ン ピ ュー テ ィ ン グ 社(UCC)

a)毎 年 倍増 の収入 アメ リカ にお け る情報産 業 が急 速 に発展 してい るなか で も,同

社 の発展 ぶ りは まさに注 目に価 す る。 同社 の発足 は1964年 で きわめ て社歴 の若 い会社 で

あ るが,1968年 まで の5か 年間,毎 年倍増 の収入 をあげ,1970年 には1億 ドル の売上 げ

を 目標 と してい る とい う驚 くべ き会社 であ る。

b)UCCの 概 要 同社 は若 い ワイ リー・・一・(Wyly)兄 弟(兄37才,弟35才)が1964年

にダ ラス市(テ キサス州)に 設 立 した従 業員1,000人 程度 の規模 の会社 で ある。 業務 内

容 は,コ ン ピュータ周辺装 置 お よび ソフ トウ ェアの開発販 売,周 辺装置 の リース,コ ン

ヒ。ユータの時間貸 しな どで,い わゆ る総合 情報処 理 サ ー ビス会社 で あ るが,そ のサ ー ビ
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ス は 現 在 まだ タ イム シ ・ア リ ング方 式 ・・よ る共 同 利 用 サ
ー ビ ス は行 な

。 て は お らず,

リモ ー ト ・バ ッチ と ロ ー カ ル ・バ ッチ 処 理 サ ー ビス が 中心 とな
って い る。

そ こ で 同社 のEDPS糊 精 成 を み る と
,IBM113・,UNIVAC1004 ,1・05,1108

が2セ ・ ト・ 合 計5セ ・ トで ・ 記1意 装 置 にはFASTRAND-ll(ド ラ ム)を 使 用 してV、

る・ また ス イ ・チ ング を もつ入 出 力 を行 な う部 分 の 八 一 ドウ
。 ア と ソ フ トウ 。 ア を総 称

して,FASBAC(F・llyA・t・m・ti・Tim・Sh・ ・edB・t・h・ndC。nvers
ati。n。IP,。cess.

ingの 略)と 呼 び
,同 社 の売 り もの ・・して ・・る.ま たPDP-8と ・ 一 ド.リ ー ダ

,プ

リン タ を つ け た シス テ ム をCOPE-45と 呼 び
,レ ン タル お よ び 販 売 を行 な っ て い る。

な 醐 在 使 用 中 のFASBACは,1・ カ・所 の タ ー ミナ ル か らUNIVAC1108が 同 時 処 理

で き る よ うに 開 発 され て い るが,ダ ラ ス の 研 究 所 で 開 発 さ れ て 目下 実 験 中 の もの は
,64

か 所 の タ ー ミナ ル か ら同 時 処 理 が で き る もの で あ る
。

c)ユ ニークな経営 で急成長 同社 の髄 は
,ま ず第1に,同 社 を完全 支配 して い る

ワイ リー兄 弟 がいずれ も若 く,し か もそれ ぞれ必要 な知識経験 を もってい るので,こ の

種 の新 しい事業,新 しい技 術 を こな すの に適 してい る,と い うことをあげ なければ な ら

な い。

社長 であ る 弟 の サム(SamWyly,35才)は ,ミ シガ ン大 学 で 財 務 を専攻 した の'ち

ア ータ ・セ ンタ ーのセール スマ ンをや り,5年 の経験 を もってい る。 一方,兄 のチ ャー

ルズ(CharlesW・ly,37才)も ,サ ー ビス ・ビ。一・一会社 の セ ール スマ ンの経験 を

もってい るので,同 社 の販売 力の基盤 とな ってい る
。

第2は,す ぐオtた技 術者 を高給 で迎 え ,そ れに 自社株 を持 たせ て志気 を高 め るや り方

を してい る こと も,急 成 長 の大 きな原動 力 とな って い る
。西 部地 区70人 の うち2人 を除

いて残 り全部 が株主 であ る,と い うことか ら もその徹 底 ぶ りが うかが える。

第3は,こ れ まで大 学卒 の新入社 員 を1人 も採用 せず ,新 規 採用者 のす べてが職歴 を

もつ ものであ る とい うこ と,そ れ も5年 以上 の業務 経験者 を基準 としてい る
。

第4は ・ スペ リー ラン ド社 か ら焔 のUNIVAC1108を 購入 す る契約 を行 な 、・
,他 社

の導 入価格 に比 べ て非常 に搬 の コ ンビ ・ニ タ樽 入 してい るこ とが
,コ ス ト上有 利 な

条件 とな ってい ることであ る。
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第5は,極 力 オペ レータを 減 ら し,自 社 負担 を軽 減 し,周 辺装置 を 自ら開発 す るな

ど,ハ ー ドウェア,ソ フ トウ ェア両面 におけ る合理 的 な処理 体制 を整 備 してい るこ とで

あ る。

第6は,ア メ リカにお け る情報 処理 産業 の潜 在需要 が きわ めて大 きい こと も重要 な要

素 とな ってい るが,と くに同社 は ボ ーイ ング社,シ ェル石油,そ の他 大 ユ ーザー を顧 客

に も ってい ることであ る。

だいたい,以 上 の よ うな ことが あげ られ るが,同 社 の強味 は中 ・小型 機 を ター ミナル

として大型機 を利 用 させ る リモー ト ・バ ッチ ・シス テムにあ る。 しか もそれ に強 力な販

売 力 が加 わ ってい る とい うこ とにつ きる。
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第3章 その他 の諸 国の コ ン ピュー タ利用

1・ イ ギ リス の 情 報 処 理 サ ー ビス

イ ギ リズ の コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビス ・ビ=一 口ロ一一は,1968年1月 現 在 で102に の ぼ る。

こ の 中 に は ・ICLの 子 会 社 で18セ ッ ト9)コ ン ピ ュ ー タ と800人 の ス タ ッフ を擁 し,22

%の シ ェア を 占 め る,イ ン タ ー ナ シ ョナ ル ・コ ン ビ。ユー テ ィン グ ・サ ー ビ ス社(lnter-

nationalComputingService),GEの 子 会 社 で あ る ド ・ラ ・'リュー ・ブ ル ・イ ン フ ォメ

ー シ ョン ・プ ロ セ シ ン グ ・セ ン タ ー(DeLaRueBullInformationProcessingCenter)
,

オ ン ラ イ ン情 報 処 理 を行 な う タ イム シ ェア リ ン グ社(TimeSharingLtd.)な ど が あ り,

1967年 に は全 体 で1,100万 ポ ン ド(94億 円)の 売 上 げ を あ げ て い る。

こ こ で は と くに興 味 を ひ くオ ン ラ イ ン ・サ ー ビス を行 な っ て い る企 業 に つ い て み る こ

とに す る。

a)タ イム シェア リング社1967年9月 に設 立 され,32社 の顧客 を対 象 にタ イム シェ

ア リング ・サ ー ビス を行 な ってい る。 コン ピュータはPDP7,タ ー ミナル は テ レタ イ

プ33(紙 テープ送 受信機計)で,LP統 計分 析,定 義方程式,建 築 力 学計 算,カ ーブ ・

フ ィッテ ィング,マ トリクス計 算な どのアプ リケ ーシ ョン ・ソフ トウェアを開発 して利

用 させ てい る。

b)ド ・ラ ・リュー ・ブル ・セ ンター1968年 の初 めか らサ ー ビス を開始 してい る。

コン ピュータはGE265が2セ ッ ト,250人 の プ ログ ラマ を有 し,顧 客100社 に対 して経

営計 算,ネ ッ トワーク ・アナ リシス,科 学技 術計算 のサ ー ビス を提供 してい る。
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c)イ ンター ナシ ョナ ル ・コ ン ピューテ ィ ング ・サ ー ビス社 英 国唯一 の民族 系 コ ン

ピュー タ ・メーカーInternationalComputerLtd,の 子会 社 で,1969年 か らタ イムシ

ェア リング ・サー ビス を始 め る こ とにな って い る。 コ ンピューータ としては,ICL社 の

1905Fモ デル を用 い,全 国の客 先か らの科 学技術計 算,事 務計算 を行 な う。 このための

ソフ トウ ェア"Minimap"は す でに開発済 みで,100社 前後 の ユーザ ーを獲 得 し,同 時

に九 つの ユーザ ーが同時利 用 で きるよ うにす る計 画で あ る。

d)大 学の タ イム シェア リング計 画 大 学間 の コン ピュータ ・リンク計 画 が,政 府 の

援 助 を得 て進 め られ て い る。 計 画に よれば,資 金3,000万 ポン ドを投 じて科学研究会 議

(ScienceResearchCouncil)の チ ル トン(Chilton)研 究所 に,セ ン トラル ・コン ピ

ュータ を置 き,各 大 学 に リンクす る ことにな ってい る。

な お,こ の計 画に際 して,現 在 国立物理研 究所(NationalPhysicsLaboratory)で

開発 中 の新 しいデー タ伝送 方式 が採用 され る見込 みで,注 目を集 め ている。 この方 式 は.

二 つの端末 を結 ぶ方 式 でな く,一 地域 の情報 を その地域 の コ ンピュー タに集 中 し,そ れ

を まとめて中央 に伝 送 しよ うとす る もので,回 線 の利用効率 を著 しく高 め る ものであ る。

2・BBCの 在庫管理お よび在庫予測

BBC(BritishBroadcastingCorporatoin)は,ICT1909を ベ ー ス に して,中 継

局,ス タ ジ オ で 必 要 な4,000点 以 上 に も の ぼ る半 導 体,バ ル ブ,ス ペ ア ・パ ー ツな どの

部 品 管 理 と在 庫 予 測 を行 な って い る。

a)BBCの 在庫管理 の概要 イギ リス国内 ,海 外,合 わせ て150以 上 の中継局 で,

4,000以 上 の送信 機 をオ ペ レー トす るため ,ま た ロン ドンと地方 の ラジオ,テ レビ ・ス

タジオ での需要 に こた え るため,現 在BBCは 中継局 ・スタ ジオで真 空管 や部品 の在庫

を管理 してい る。 これ ら部品 の在庫 を補給 す るのがサ ー リ州(Surrey,MotspurPark)

にあ る中央倉庫 であ る。 ここには約4,000点 もの部 品 が ス トアされ てお り,そ の種 類
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は半導体,真 空管 な どに加 えてCRT(CathodeRayTubes) ,大 型 送信真 空管 な ど多

彩 な もので あ る。,

BBCの コン ピュー タ利 用 の第 一段 階は,1966年 をもってス ター トす る。 当初約2 ,40P

点 の部 品か ら始 まったが,半 導体 お よび カ ラー ・テ レビ放送 の開始 な どに よって必要 と

な って きた諸 部品 が急増 す るな ど,徐 々 にその管 理在庫 品 目のわ くを広 げねば な らな く

な って きたので あ る。

BBCの シス テム構 成 は次 の とお りであ る。

① 中央演算 制御装置 …ICT-1909(32,768ワ ー ド)

② 磁 気 テープ …4台(デ ー タ ・ トランス フ ァー速度20,000キ ャラクタ/秒)

③ ライン ・プ リンタ…300行/分,1350行/分

④ 紙 テープ…100キ ャラク タ/秒

⑤ カ ー ド ・リーダ…300枚/分

コン ピュータ ・センターは,ロ ン ドンの ポー トラン ド・.ブ レース(PortlandPlace)に

あ り,サ ー リ州(Surrey,MotspurPark)の 中央倉庫 とは通信 回線 で結 ば れて業務 が ス

ヒ。一 ド・ア ップ されてい る。ICT-1909は 四つの プ ログラム を同時 に実 行 す るマル チプ

ログラ ミング能 力 を もってお り,在 庫 管 理お よび予測処理 は統 合的 お よび総 合的 な シス

テ ム として設計 されて い る。

シス テムはCEMAST(ControlofEngineeringMateriaLAcquisition,Storageand

Transport)と い う言 語 で記 述 され る。CEMASTは 一連 のプ ロ グラムか ら構 成 されて

い るが,そ の中核 とな ってい るのがICTで 開 発 されたSCANと い うソ フ トウェア ・パ

ッケ ー ジであ る。

SCANはStockControlandAnalysisonNineteenhundredの 略 で,在 庫管理,

分析 のた めのル ーチ ンを もつ パ ッケー ジであ る。SCANは 在庫記 録 の更新,さ らには発

注 ポイン トの検 査,各 部 品 の需 要 の水 準 とかパ ター ンの変化 の適応 を 自動 的 に行 な うた

めに利 用 されて いる。 さ らに短 期的 予測 は全体 にわ たる処 理 の中に含 まれ てい る。

b)S¢ANで 在庫の 自動調整SCANを 利用することによって初めてBBCは ,

複雑高度な実際 の需要に応 じて,中 央 ・地方の倉庫の在庫水準を自動的に調整 する中央
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管理 システムをつ くりあげることができた。

また予測処理についてはバルブおよびその関連品 目がテス トのために選び出され,在

庫予測の実験が行なわれたが,結 果は成功で,こ れによ り実際手持 ちの在庫 を減らすこ

とができた。

以上のことか ら,コ ンピュータを使えば経済的な在庫管理が達成 できることがわかっ

た。 そしてこのためには,次 の四つの分野でコンピュータを利用 した処理が必要である。

① 在庫記録および発注 ③ 在庫把握処理

② 在庫計算 ④ 在庫予測お よび検査

c)在 庫 記録 および 発注 第5.1図 は在庫記 録お よび発注 業務 を図式化 した もの であ

る。 この業 務 での中核 とな るのは,在 庫 マス ター ・フ ァイルで あ る。 この ファイル は中

央倉 庫 か ら送 られ て くる修正 お よび取 引 きデー タに よ って更新 され る。磁気 テープの中

には い ってい るこのデ ータの種類 は,品 種 コ ー ド,メ ーカー,コ ス ト,発 注 時期 な どで

あ るが,こ れ まで週 に25品 目 ぐらいず つが フ ァイルの 中に新 し く加 え られ,こ のス トッ

ク ・フ ァイル には現 在4,000の 品種 が入 れ られ,そ の デー タが更新 されてい る。取 引 き

デ ータか らは メ ーカーか ら倉庫 に入 れ られた品種 デー タがはい って くる。

d)在 庫把握 処理 第5.2図 は在庫 把握処理 の業務 を図式 化 した ものであ る。 常置発

注 フ ァイル には全発注 の完全 な記録 が入 れ られ てい る。在庫計 算 が行 なわれ てい る間,

コス ト ・テープ の中に記録 され てい るコス トを報告 す るため支給 ノー トが プ リン ト ・ア

ウ トされ る。 また在庫 把握処理 の インプ ッ ト ・データは分類 済 み取 引 きテープ,常 置 発

注 フ ァイル,確 認済 みテ ープな どか ら提供 され る。

e)予 測 および検 査業 務BBCの シス テムの中心 とな るのは,予 測 お よび検査 業務

で,こ れ を第5.3図 に示 す。 この在庫 予測 お よび検査 処理 は2年 間 にわ たる各 品 目の出

庫要 求 の記 録 を入 れた出庫要 求記録 がベ ースにな ってい る。 そ してICTの パ ッケー ジ

SCANル ーチ ンは,全 品 目の総需要 を見積 ると ともに,中 央倉 庫 の在庫 水準 を決定 す る

ものであ る。
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第5.1図 在庫記録および発注業務
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第5.2図
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第5.3図 予測および検査業務
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3・ ロ ー ル ス ・ロ イ ス の コ ン ピ ュー タ利 用

A.コ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム

ロール ス ・ロイス は有 名 な 自動車会社 で あ るが ,航 空機 エ ンジン ・メー カー として も

また名門 であ る。 この ロールス ・ロイスが先 ごろ1億5,000万 ポン ドにお よぶ英 国輸 出

市 場 にお いて史上 最大 とい う航 空機 エ ンジンの受注 を ロ ッキー ド社 か ら受 け,同 社 の技

術 水 準 の高 さ を改 めて内外 に認識 させ た。

a)コ ン ピュー タ ・システムの概要 ジェ ッ ト・エ ン ジンRB211受 注 の裏 には,ロ

ールス ・ロイスの コ ンピュ{タ ・セ ンター と高度 な コンピ ュータ ・シス テムがあ る
。 ロ

ー ル ス ・ロイス のコ ンピ ュー タは ,第1号 機 の導入 が15年 前 に行 なわれ,現 在27セ ッ ト

が 稼動 してい る。 コ ンピ ュー タにかけ ている費用 は年 間総 売上高 の2%に お よび,コ ン

ピュ一一タ関係 に従事 す る者 は1,100名 で,こ の うち シス テ ム ・アナ リス トとプ ログ ラマ

が320人 を占めて いる。

b)適 用業務 コンピュータの適用業務は,当 初の設計,製 造,販 売,経 営管理分野

へ と広が ってお り,現 在科学計算はどちらか といえば従の立場にあ り,経 営情報処理に

主 力が振 り向けられている。

C)技 術 開発計画 管理 システ ム ロールス ・ロイス の最 も精緻 な システムは,技 術 開

発 計 画管理 シス テム(EngineeringConfigurationManagementSystem)で ある。 こ

れ はエ ン ジンの設計 段 階か ら製造段 階 に至 る までの開発 デ ータ を記 録 し,情 報交換 す る

とい う機能 を果 た してい る。 つ ま りエ ンジンの設計 明細 書か ら部 品 の リス トを記録 し,

要求 が あれば詳細 な報 告書 として アウ トプ ッ トす るほ か,新 しい追 加部 品や改 良部 品に
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関 す るデータ を即座 に再 ファイルで きる よ うに仕組 まれた システ ムである。

d)生 産管理 システム 航空機エンジン事業部の製造部門では,"Magpie"と いわれ

{
る生産管理 システムが開発された。 これは現場工場のすべての機械化 システムを管理す

るという目的をもち,計 画全体は6期 まで 分割 されている。 現在3期 まで 完成 してお

り,残 りはなお開発中である。

最初に完成 した第1期 計画は材料や完成部品の在庫管理であり,第2期 は進行管理 に

よる生産管理 と第3期 の工作機械 ・工具管理 までが実用化 されている。現在開発中のも

のは現場末端か らの生産データの直接集収(デ ータ ・コ レクション)や 生産 ラインの負'

荷最適配分,一 般会計などである。

e)エ ンジ ン ・シ ミュ レ一一タ 科 学技術計 算 の面 では15年 の歴 史 があ り,そ の集大成

が ・エ ン ジン.シ ミュ レー タ"と 呼 ばれ るプ ログ ラム ・パ ッケー ジであ る。 これは80個

の サブプ ログ ラムか ら構 成 され,エ ン ジン開発計 画 のプ ラ ンニング段 階か ら,テ ス ト,

開発,試 験飛行 を通 じて実際 に稼 動 す るまでのプ ロセス を論理 的 に分 析,プ ログ ラム と

した もの であ る。 エ ンジニ アは これに よってペ ーパー ・ワー クでエ ンジン ・テス トをす

るこ とがで きる。

f)そ の他 の システ ム ロール ス ・ロ イスが誇 るのは,こ の ほかSRDA(Service

RecordingandDataAnalysisSystem)で,全 世界 の民 間航空,政 府 機関 な ど総計

80か 国,370か 所 の ユーザ ーの もとにあ る数万 台 のエ ンジ ンに関す るすべ ての記 録 と情

報が た くわ え られ,あ らゆ る照会 質問 に応 じられ る よ うにな ってい る。

工場 で のコ ンピ ュータ利用 と して は,こ のほか ご く最近 開発 された数値制 御 シス テム

があ る。一応 全工程 に わた ってコン トロールが行 なわ れてい るが,こ とに ターボ ・フ ァ

ン(圧 縮器)の 工 程 におけ る数値制 御 はす ぐれて いる。

B.コ ン ピュー タ利 用 組 織 の 再 編 成

ロールス ・ロイスのコンピュータ利用方針は,最 近 まで縦割 り組織の各部門でまちま
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ちで あ り,会 社全体 の責任 体制 は確 立 され てお らず,主 要 な生 産作業 の能率 は何 ら改 善

されて いなか った○ すな わ ち,大 規 模 な投 資額 の割 りには見 るべ き利益 が な く,効 率 が

きわめ て悪 い こ とが明 らかにな って きた。 この よ うな事 態 に終 止符 を うつ ため ,1964年

1月 ロール ス ・ロイス社 は コンピ ュータ ・シス テムの再編成 を決 定 した。

a)経 営管理組 織調査 大 規模 な コン ピュー タ ・シス テムは ,強 力に統 合 された組織

がな くては効果 をあげ えな い。この ため,航 空 エ ン ジン事業部 にデー タ推進本 部 を設 け ,

1965年,二 つ の全社 的規模 に よQ調 査 を実施 した。一 つは経 営管理組 織調査(Manage-

mentSystemsSurvey)と いわれ ,各 部課 と経営主脳 陣 を結 ぶ情報管 理 シス テムを完全

に統 合化 し,強 力な コン ピュータ利 用体制 を確立 す るのが 目的 である。

1966年 経営管 理組織調 査 の結 果 ,組 織再編成 が行 な われ,第5r4図 の よ うにな った。

b)計 算技術調 査 もう一 つは,計 算技術 調査(CornputationalSurvey)と い う も

の で,研 究,開 発 設計 グル ープ の専 門的活動 を助 け るため科学的 シス テム を確立 す る

のが 目的 であ る。

4・ テユッセ ン社 ミュルハ イ ム製 鉄所 の工程 管理 と計 算制 御

西 ドイツ の大製鉄会 社A.T.Hの 翼下 に あ るテユ ッセン社 ミュル ハ イム製鉄所(Th-

yssenmulheimWerks)の,小 径管 工場 にお け るオ ンライ ンに よ る工 程管理 と計 算制

御 は,西 ドイツのみな らず,ヨ ーロ ッパ におい て もす ぐれ た コ ンピュータ利 用 の一例 で

あ る。

a)シ ステ ムの概 要 ミュル ハ イム製鉄 所 の小 径管工 場(月 産2万 ～2万3千 トン)は ,

1965年8月 に新設 稼動 した新鋭工場 であ るが ,最 初 か らEDPに よ る操 業 を計 画 した シ

ステ ム設計 が進 め られた。 当初 は シス テム設計 上 の改 善 な どのた め手間 取 った よ うであ
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るが,1966年5月 ごろか ら システ ムは軌 道に乗 り,現 在 では生 産能率 ・要 員節減 な どに

大 きな効 果 をあげ,徹 底 した 自動化 システム とな ってい る(第5.5図)。

工場 の全工程 の進行管 理 をオ ン ライン ・リアル タ イムで コン トロールす る'とと もに,

絞 り圧 延機,鋸 断機,製 品仕分 け機 械 な どの操 業 を制 御 してお り.ま た最適 スケ ジュー

リング,出 荷指示,生 産 実績 の集計 な ども,工 場 内 のコ ン ピューータに よってす べてED

第5.5図 テユヅセンミュルハイム製鉄所小径管工場のコンピュータと周辺装置
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P化 されてい る。
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セ ッ トを直結 したデ ュアル ・システ ムで あ って,1セ ッ トは管理 用の オ フ ライ ン,他 は

制 御用 のオ ンライツ ・システ ムで あ る。 制御 用 には多数の計数器 ・監視機 器 ・自動制御

用 の端末 装置 がつ いてお り,そ れ らすべ ての設 備費 は工場 建設費 の約5%に も相 当す る

費 用 で ある。

b)オ ーダー ・ファイル と圧延 スケ ジュー リ ング 同工場 の生 産 オ ーダーは,月 間約

:2,500件(オ ーダ 一-1件 は数 種類 の鋼管30本 ぐらい であ る)で あ って,受 理 したオ ーダ

ーは毎 日オ ー ダー ・フ ァイル(磁 気 テ ープ)に 記録 され る。 オ ーダー一・フ ァイル は3か

月分 を常 に記憶 してお り,毎 日,① 納期→② 鋼種→ ③ サ イズの順 にチ ェ ック してその 日

の操 業能率 が最適 にな るよ うに圧延 順序 を計 画 す る。 このス ゲジ ュー リング の作業 は,

管 理 用オ フライ ン ・コン ピュータに よ って行 なわれ る。 スケ ジュー リングの作 業 を毎 日

毎 日繰返 すのは緊急 製作 を要 求 され るオ ーダ ーが頻 繁 に発生 す るか らであ る。

この圧延 ス ケ ジュー リングは,作 業 シフ ト(1日 三交替)ご とに ま とめて紙 テ■・・一・プに

打 出 し,オ ン ライン用 コ ンピュー タに インプ ットされ る。 またオ ー ダー ・フ ァイルの内

容 は,オ ーダー ・リス トと して4年 分 が磁気 テープで保管 され てい る。

℃)工 程 進行管理(移 送制 御)小 径管 工場 で圧 延 す る素 材が,圧 延 ラインの入 口で あ

る装 入 台に乗 せ られ てか ら,ラ インの最 後 の製 品仕 分 け台に達 す るまで,そ こを通 過す

る素 材 の1本1本 が計数機 や監視装 置 に よ って進行 工程 を追跡 チ ェ ック され る。 この圧

延 ライ ンは60ゾ ーーンに区分 されてお り,各 ゾ ーンご とに監 視装置 が設置 され ていて,同

じゾー ンに2本 以上 の素材 が はい らない よ うに 自動制 御装置 に よって ロール ガ ング装置

な どの移送装 置 をコ ン トロール してい る。素材 の装入 間隔は平均15秒 であ り,最 も早 い

ゾ ー ンでは1秒 に3mの ス ピー ドの移送 を繰 返 してい る。

装 入順序 は前述 の よ うにス ケ ジュー リング の とお りに行 なわれ,オ ンライ ン ・コン ピ

ュTタ 内部 で は常 に60ゾ ー ンに仕掛 か ってい るオーダ ーが刻 々に把握 され,圧 延機 の操

作,鋸 断機 や仕分 け機 械 への指示 をデ ィス プ レイに よ って作 業員 に送 った り,直 接 それ

らの機械 の運転制御 を行 な ってい る。

この よ うに徹底 した自動化 が実施 されてい るので,各 装 置 の運転 員 や作業 員 はきわめ
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『て 少 な く(1シ フ トに40人)
・ 無 人 工 場 に 近 い オ ー トメ ーtシ ョン工 場 の観 力『あ る6

d)コ ンピュー タ制御 オ ンラ イン用 コ ンピュー タは,前 述 の移送制 御 の一部 と して

絞 り圧延機 の ロール回転 数制御,鋸 断機 パ イラー仕分 け機 のすべ ての運転 を,SIMA

TICと 称す るジ ーメ ンス社 の自動制 御装 置 を介 してコ ン トロール してい る。

絞 り圧延機 のコ ン トロ ールは,24ス タ ン ドのそれ ぞれに左右 の ロールの回転数 を,肉

厚 が 目標値 に的 中す るよ うに コン トロール してい る。鋸 断機,パ イラー仕分 け機 につ い

ては,オ ーダ ー内容 に応 じて製 品 の本 数 を 自動 的 に ロ ッ ト形成 す るよ うに コン トロール

してい る。

e)精 整工程の進 行把握 素圧 延 の終 わ った製品 は,次 の精 薬工程,つ ま り検査 ・研

摩 ・矯 正 な どの精整 ・加工 の諸工程 に ついて,各 仕 掛 り状態 ・進 行状態 の把握 をオ ンラ

イン ・コ ンピ ュー タた よって行 な って い る。 出荷 指示 に応 じて最終製 品仕 分 けぺの作 業

指 示 もこの段 階 で行 な われてい る。

f)日 報 ・生 産情報 の把握 オ ンライ ン用 コ ンビ。ユー タに よ って把 握 した工程別 の仕

掛 り状 態,仕 上 が り状 態 な どの作 業実 績デ ー タは,紙 テー プに よって打 出 され る。 この

紙 テー プは,作 業 シフ トが終 了す る と直 ちにオ フ ライン ・コン ピュータにかけ られて 日

報 が作成 され'る とともに,必 要 なす べて の各 種生産工 程情報 が得 られ る。

5・ ノ バ 乳 業 の コ ンeOユ ー タ 利 用

現 在 自由諸 国 におい て,日 本 とイギ リス を除 けばす べてIBM社 が50%以 上 の比率 を

占めてい る。 フ ランス では,当 初 ブル社 が過 半数 を占め た時代 が あ ったが,ブ ル社がG

E傘 下 にな るころ,フ ランス もまたIBM社 が50%以 上 を占め るに至 った。

フランスの アプ リケー シ ョンは,小 道具 を うま く使 った ユニ ークさ と;コ ス ト主 義 に

徹 した精神 が システ ム上 に現 われ てい るのが特徴 であ り,そ め代表 的 な もの として ノパ
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乳 業 があ る。 しか し一方 フラ ンス国鉄 では,ユ ニパ ック1108を4セ ッ ト使 用 してオ ンラ

イン化 を図 った り,ク レデ ィ ・リョネ銀行(預 金 高 では 日本 の都市 銀行 よ り規模 が大 ぎ

い)で はGE635を2セ ッ トと400シ リーズを4セ ッ ト設置 す るな ど,大 規模 化 も目立 っ・

てい る。

a)ド キュメ ン ト処 理 ノバ乳業(CooperativeLaitiさredeHauteNormandie.

MarqueNOVA)に おけ るコ ンピ ューータ利用 の特 徴 は次の とお りで あ る。

① 月間100万 円前後 の小型 コ ンピ ュータを フルに活用 してい る。

② パ ンチ,タ イプインを考 えな い。

③ 中間媒体作 成者 を排除 して,第 一線 の人 々が入 力 し,タ ーン ・アラウ ン ドさせ る。

④ 帳 票設計 に土 夫の あ とが見 られ る。

これ らには,わ が国 の機械 化 に も参考 にな る点 が幾多見受 け られ る。

ノバ乳業 で は,130種 の製 品,6,000顧 客,4営 業 所,7倉 庫 を もち,1日4,000件 の

配送 を行 な ってい るが,GE115と い う小型機 に,LD-1と い うCMC-7磁 気 イン

キ文字 読取 りと,マ ■一一・ク480ポ ジ シ ョンの読取 りが で きるデ ィス ク付 とい う構成 で ある・・

1968年1月 か ら本番 が開始 され たが,配 送 の運転手 が直接入 力す る ことに よ り工 数 を

減 らし,請 求 書 の精度 を上 げ,現 金扱 いをな くす ように システ ムが作 られ てい る。 これ

は,請 求書 を10日 ごとに発行 し,同 時 に製 品在庫 と配 送計 画表か らの ター ン ・アラウ ン

ド ・システ ムに よ り,1ド キュメ ン ト当た り40種 の製 品が事 前印刷 され,移 動 分 だけ を

運転 手 がマ ークすれば よいわ けであ る(1,2,4,8,法 で,1行199ケ ースが40品 種1枚)。

同社 は この よ うに,製 品数 が180種 で1日 当た り4,000件 とい う多数 の トランザク シ ョ

ン ・デ ータ を処 理 す るの に,従 来 であれ ば40枚 のパ ンチ ・カー ドを必要 とす るもの を,

キーパ ンチ ャーな しで1枚 の ドキ ュメ ン トに よ り処理 してい るの であ る。 しか も,細 部

にわ た って チ ェ ックで き るよ うに設計 されてい る。

b)タ ッチ ・メ ソ ッ ドだけ に頼 らず この よ うな シス テムは ノバ乳業 だけ に限 らず,

た とえば ハ ッチ ンソン ・ゴ ム会 社(Hutchinson)で は,CINチ ェ ック と称 して最 も

精度 の高 いチ ェック ・レタ ーをマ ークで記入 で きるよ うに設計 してい る。 また,ド ィッ
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の製 ・ζン会社(BrotFabrikPeterABEL)で も,ド キュメ ン トに数 値 を記 入す ると

マ ーク ・シー トに複写 され,1ド キ ュメ ン トに収容 で きるよ うに設 計 され てい る。L

これ らを総 合 すれば,細 部 にわ た って注 目す べ きシステ ムを造成 してン・る とい える。

と くに タ イプラ イタの発達 してい る ヨー ロ ッパ におい て も,新 しい アプ リケー シ ョンで

は タ ッチ ・メ ソ ッ ドだけ を頼 りに してい るわ け ではない とい う事実 を認識 すべ きであ る。

6・ カ ナ ダ政 府 の中央 デ ー タ処 理 サ ー ビス局

カナダ連 邦政府 には,1968年 当初 にお いて約100セ ッ トの コ ンピュー タが導入 され て

い るが,政 府 全体 と しての コ ンピ ュー タ利用 をさ らに効率的 に行 な うため に,各 省庁 の

共 同利用 セ ンター として中央 デ ータ処理 サー ビス局 を設置 した。 国の行政 にお け る数 少

な い中央 セ ンター と して注 目され てい る。

中央デ ータ処理 サー ビス局 は,1964年 に設立 され,1965年 か ら稼動 を開始 し発展 して

きた ものであ る。設立 の 目的 は,オ タ ワにあ るカナダ政府各 省庁 と地 方政府 に対 す るコ

ン ピューテ ィング とデ ータ処 理 サー ビスの提供 に あ り,現 在 導入 され てい る機 種 はIB

M360-65が2セ ッ ト,50が2セ ッ トとな って い る。

a)導 入計 画 ・システム分析 に も助 言 中央 デ ータ処理 サー ビス局 の特色 は ,第1に

財務 会議(予 算編成 ・行政 管理 改善担 当)の 監督 下 にあ るが,各 省庁 の調整機 関 として

の機 能 はな く,単 に政府各 省庁 に対 す るサー ビス機 能 のみ を もってい るこ とであ る。

第2に,財 政的 に独立採 算制 を とってお り,当 初 の政府 資金 とサ ー ビス提供 に よる収

益 で運営 され る点 であ る。 第3に は,単 にデ ータ処理 サー ビスのみで はな く,各 省庁 に

対 して コン ピュータ導入 計 画 の助言,プ ログ ラ ミング と シス テム分析 の助言 を行 な う点

で あ る。 この各 省庁 に対 す る助 言 につ いては,た とえば1967年 では,29省 庁 に対 して1

か 月延 べ100人 が従事 してい る。 ・

b)政 府各省庁に幅広いサー ビス こ の 中 央 サ ー ビス 局 の コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビス は,
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政府 各 省庁30に 対 して行 なわれ,そ の アプ リケー シ ョンは科学技 術計算 か ら事務計算 に

至 る まで の,非 常 に広 い範 囲 にお よん でい る。

また,主 要設 備 の効 率的 なオペ レー シ ョンに不 可欠 な ソフ トウ ェア の開発 のため,シ

ス テム部 が設 け られて い るが,こ の システ ム部 は,本 来 メーカ ー ・サ イ ドで開 発すべ き

基 礎的 な ソフ トウ ェア も開発す る目的 を有 してい る点 で注 目され る。

中央 デ ー タ処理 サ ー ビス局 は,各 省庁 あ るいは カナダ政府財 務会議 の要 求 に よ りコ ン

ピ ュー タのア プ リケー シ ョンを探 索 し,開 発 す るこ とに ついて技術的 な援助 を行な い,,

各省庁 と財務 会議 に報告 す る。 と くに,ま だコ ン ピュータ設備 を もたな い省庁 に対 して

新 しい ア プ リケ ーシ ョンの開発 をす る。 将来,大 型 のデ ー タ処理 業務 を必要 とす る省庁

に対 しては,シ ステム ・アナ リス トとプ ログ ラマを配 置 す るため,サ ー ビス局 において

シス テム ・アナ リス トとプ ログ ラマの養成 を含 むあ らゆ る援助 を与 える体制 を とってい

る。

s
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第4章 海外の通信回線利用

1・ 企業 内情報処理 にお ける通信回線 の利用

すで に述べ て きた ように,海 外,と くにアメ リカにお いては,ユ ーザ ーの ニー ズに応

じた 自由な通信 回線利用 が可能 とな ってい るこ とを背景 として,企 業内情報 処理 におい

て も,ま た情 報処理 サー ビス業 の分 野 にお いて も,通 信 回線 の情報処 理 への利用 が高度

に進 め られてい る。

これ らの通信 回線 利用 の態 様 を大 き く分類 すれば,① オ ンライ ン ・リアル タイムでの

利用,② デ ー タ伝 送 に通信 回線 を用 い,処 理 はバ ッチ方式 で行 な うものの二 つになろ

う。

A.オ ン ラ イ ン ・ リ ア ル タ イ ム で の 利 用

オ ンライ ン ・リアル タイムで の利 用 の例 と しては,ウ ェス テ ィングハ ウス 電 機 会 社

の テ レコン ピュPtタ ・センター,IBMデ ー タ ・セ ンター一におけ るITPSな どがあ

る。

ウ ェステ ィングハ ウスでは,す でにみ た よ うに(第2章 参照),中 央 コン ピュータ と,

全 国 に散 在す る事務 所 ・倉庫 ・事 業部 ・子会 社 な どに設 置 され てい る500台 の端末 装置

とを結 んだオ ンライン ・リアル タイム処理 の ために通信 回線が利 用 されてい る。 なお こ

の システ ムは,メ ッセー ジ ・ス イ ッチ ングに も用 い られてい る。

IBMのITPSに おい ては,ヨ ー ロ ッパでは パ リにあ るコ ンピュー タ とター ミナル

を結 び,ヨ ー ロ ッパ以西 は ニュー ヨー クの コ ンピ ュータ とタ ー ミナル を結 ぶ テ レタイプ

専用 回線 を利 用 してい る。 また,日 本 お よび ヨーロ ッパ とアメ リカ との間 には,2本 の
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専用回線を利用 してい る。

B.デ ー タ 伝 送 で の 利 用

処 理 はバ ッチで あ るが,デ ー タ伝 送 に通信 回線 を利 用 してい る例 としては,ア メ リカ

社会 保険庁,ア メ リカ共通役務庁,IBM社 のMICS,ス ペ リーラ ン ド社,ロ ッキー

ド社な どが あげ られ る。 これ らの うちでメ.ッセ ージ ・スイ ッチ ングを も行 な ってい る も

のは,共 通役務庁,ス ペ リー ラン ド社 で ある。

社会 保険庁 で は,全 国700か 所 の地 方事務所 と中央 セ ンタ ーを通信 回線 で結 ん でい る

が,各 地 のテ レタ イプ と中央 コ ンピュータを直結 す る ものではな く,回 線 に よ り伝送 さ

れ たデ ータは,登 録 事務 の場 合 はマ イクロ フ ィル ムお よびパ ンチ ・カー ドに され,更 新

事務 お よび支 払事務 については い った ん磁気 テー プ化 されてい る。

共通 役務庁 で は,連 邦 資材 補給 システム と して全 国 の10の 地方局 を結 び,磁 気 テー プ

～磁気 テープ のデ ータ伝送 を行 な うために通 信 回線が用 い られ てい る。

IBM社 のMICSで は,大 量 の データ を伝送 す るため に40,800ボ ーの高速 専用 回線

をATTか ら借 り,ア メ リカ全土 の50か 所 を結 んで,磁 気 テー プ～磁気 テー プの伝送 に

用 い てい る。 な お この システムにお けるメ ッセ ージ ・ス イ ッチ ングは,ATTが 行 な っ

てい る。

以上 の よ うな企業 間情報処理 におけ る二つ の通信 回線利用 の うち,現 在大勢 を占めて

い るのは やは り後者 であ る。 アメ リカではEDPシ ス テムの導 入 に際 しては,ま ず何 よ

りも経 済性 が尊 重 され,オ ンライ ン ・リアル タイム ・システ ムは,そ れ だけの コス トを

か けてで も,な おかつ迅速性 が要求 され る業務 に適 用 されてい るか らであ る。

2・ 情報処理 サー ビス業 にお ける通信回線 の利用

情報 処理 サ ー ビス業 にお け る通信 回線利 用は,タ イム シ ェア リング ・サー ビスの出現

」■
.1,、;
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に よ って本格化 したが,さ らに最近 は,そ の経済 性 の観 点か ら,リ モ ー,ト・バ ッチ方式

に よるサ ー ビスが急速 に拡大 しつ つあ る。 と くに加入電話 を利 用 して,い つで もどこか

らで も リモ ー ト・バ ッチ処理 がで きるよ うに した サー ビス業 が,タ イム シェア リング と

肩 を並 べ る今後 の情報処 理 サ ー ビス業 の本命 と して急速 に 台頭 しつ つあ る。

現 在 は主 として科学技 術計算 用 とな ってい るが,こ れ らアメ リカにおけ る タイム シ ェ

ア リン グ(お よび リモ ー ト ・バ ッチ処理)サ ー ビス業 は年 間75%の 成 長率 をみ せ,1968

年 の年 間売上 高は7千 万 ドルに達 して い る。

以下 これ らのサ ーービス業 におけ る通信 回線 利用 の代 表例 と して,GEの タ イム シェア

リング ・サ ー ビス をみてみ よ う。

GEの イ ンフ ォメ ーシ ョン ・プロセ シング ・セ ンターGE社 は アメ リカにおい て14

都市 に計算 セン ターを設 置 してお り,稼 動 コ ン ピュrタ は約40セ ッ ト,基本 的 な伝 送手段

と しては公衆 自動 電話交 換網 を用 い てい る。 またセ ンターが設置 され ていな い地 域 に対

しては,以 下 に述 べ る よ うな方法 を利用 してア メ リカ全土 の85か 所 以上 の都市 で,顧 客 が

市 内 ダイヤル接続 に よ りタイム シ ェア リン グ ・サ ー ビス を受 け られ る よ うにな って い る。

オ ンラ イン ・サ ー ビスの場合 に最 も問 題 とな るのは,通 信 回線 の利用 コス トであ る。

アメ リカで電話交 換網 を用 い る場 合 には,ロ ーカル ・コール(市 内接続)と ロ ングデ ィス

タ ンス ・コ ール とが あるが,後 者 は かな り高価 であ るため,GEのTSSの ように テ レ

プ リンタな どの,直 接 人 が操作 す る 端末 装 置 を用 い る場 合 には,通 信 回線 コス トの 負

'第5
.6図GE・TSSセ ンターの通信回線利用方法

電話局

市内

顧客

他 州 セ ン ター のあ るエ リア
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担 が きわ め て大 き くな り,長 距離 の サ ー ビスは成立 しな くな るお それが ある。 この ため

GEは,第5.6図 の よ うに州 を結 ぶ専用 回線 を借 り,こ の端末装 置 をローカル ・コ ール

で呼 べばTSSセ ン ターが利 用 で きる ように した。「他用 加入」と呼 ばれ る この方式 は,

専 用 回線 の料 金 をGEが 支 払 ってお り,GEは い ったん借 りた通信 回線 を他 人 に使 用 さ

せ てい る ことにな るが,こ の ような方式 は現在 わが 国の制度 では認 め られ ていな い。

この よ うに,ア メ リカにおい ては専用 回線 だけで な く,公 衆交 換 回線網 が情報処理 に

開 放 され てお り,1情 報処理 サ ー ビス業 の基本 的な伝送 手段 には電話 回線網 が用 い られ て

い る。 タイ ムシ ェア リング ・サ ー ビスの顧 客 の平均利 用時間 は1日 約2時 間 とされてお

り,専 用 回線 を借 りるよ りも交換網 の方 がは るかに経済 的 だか らで あ る。

交 換 回線網 に よ り情報 処理 サ ー ビスが提供 されてい る場 合 には,顧 客 は幾 つかの サ ー

ビス業者 を,目 的 に応 じて,ま た待 ち時間 を少 な くす る ように利用 す る こ とが可能 とな

る。 た とえば,ニ ュー ヨークで タイ ムシ ェア リング ・サー ビス を行 な ってい るデ ータ ・'

ネ ッ トワーク社 の顧客 の中 には,同 社 とだけで な く,同 時 に他 の同種 のサ ー ビス業者 と

も契 約 を結 び,デ ータ ・ネ ッ トワーク社 が ふ さが ってい る場 合 には も う一 つ のサー ビス

業者 をダ イヤルで呼 び出 し,利 用す るこ とがで きるよ うに してい る。 これは処理 の 目的

に よってサ ー ビス業者 を選択 す る場 合 につ い て も同様 に可能 である。 こ うして,本 当の

意味 で のサ ー ビス の競争 と専門化 が進 め られ るこ とにな り,情 報処理 サー ビス業 は急 速

に高度 化 を と1げるこ ととな る。

また,GEの 例 にみ られ る よ うな専用 回線 を第三者 との間 で 自由に使 用 し うる ことは,

回線 の経済 的 な利 用 を可 能 にす る と同時 に,情 報処理 サー ビス業 が広 域的 な ネ ッ トワー

ク を形成 す ることを可能 に してい る。

イギ リス や西 ドイツにお いて も,交 換 回線 網 を情報 処理 に用 い るこ とが 可能 とな って

お り,イ ギ リス におい ては タiム シ ェア リング ・サ ー ビスが,ブ ルーGE,IBMな ど

?ほ か,唯 一 の民 族資本 コンピ ュー タ ・メ ーカーであ る・ICLな どの手 に よって活発 に

展 開 されつ つあ る。 また100以 上 あ るサ ー ビス ・ビュ ーローのかな りの数が,リ モ ー・一

ト ・バ ッチ処理 を行 な ってい る もの と推定 され てい る。
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3・ 通信 回線 の提供体制

6

以上のように,欧 米 の情報処理における通信回線の利用が,わ が国 と比べて広範かつ

高度 に進 められているのは,通 信 回線の提供 の側において,① 制度,② 量,③ 質,④ 料

、金,に ついて適切な提供体制が整 えられてお り,し か もそれちが新 しい時代の要求に適

応するよう,常 に弾力的に改善されていることに負 うところが大 きい。以下 これらにつ

いてみてみよう。

a)制 度

① 情報処 理 のネ ッ トワー クを形成 す る うえで,最 も基本 的な利 用形態 であ る異企 業

間 の専用 回線利用 は,契 約者 が単 一 であ る限 り 「単独 専用」 として 自由 に行 なわ れて

い る。

② 電話 や テ レックスは もとよ り,デ ー タ伝送 用 に建設 された交換 回線網 が情報処理

の用途 に開放 され てお り,こ れ に コン ピュータや端末装 置 を結 合 して,望 む相 手 を ダ

イヤルで呼 出 し,情 報 処理 を行 な うこ とが で きるこ とにな ってい る。

③GEイ ンフ ォメー シ ョン ・プ ロセシ ング ・セ ンター の例 でみ た よ うに,他 局加入

方式 が可能 とな ってい る。

④InwardWATS(月 ぎめ料金 で,あ る地域 の どの電話 か ら も遠距 離 にあ る特定 の

電 話 を呼 出せ る制度)やOutwardWATS(そ の逆)の よ うな便利 な料金 制度 が運

用 されてい る。

⑤ 自営 のMODEMを 交換 回線 に接続 す る ことは従来 禁止 され ていたが,最 近 カ ー

タ ー ・エ レク トロニクス社 とATT,ゼ ネ ラル ・テ レフ ォンな どの電話 会社 との間 で

争 われ てい た"Carterfone事 件"に つ い ての連 邦通信 委員会(FCC)の 審決 が あ

り,通 信会 社 の営業規則 の接続 禁止条項 が不 当かつ差別的 であ ると して削除 が命 ぜ ら

れた。 これに よ って,ユ ーザ ーは交換 回線網 に も自由な型 のMODEMを 接 続 す る こ

とが可能 とな り,交 換 回線 網 を効 率的 に利用 す る道 が開 かれた。 この場合,交 換 回線
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網 へ の接続 に際 しては,回 線 の保護 の ため に回線 とMODEMの 間 に,ヒ ュー ズ装置

をユ ーザ ーの経費 負担 で入 れ るこ とにな ってい る。 なお 専用回線 へ の設備 の接続 は,

以前 か らユーザ ーの設 備(MODEMを 含 む)を 自由 に接続 す るこ とがで きる ようにな

って い る。
■

b)量 と質 通信回線の量的な把握はむずか しいが,質 的な面について欧米諸国 と日
バ 　

　

本 の状況 をみ る と第511表 の よ うにな る。
o

これ に よれば,欧 米諸 国 にお い て も専用 ・交 換 回線いず れ につ いて もデ ー タ伝送 のた

め に豊富 な種 類 が そろえ られ てお り,用 途 に マ ッチ した ものが利用 され てい る。

第5.1表 欧米と日本の通信回線の状況
〔単位:ピットノ秒〕

低 速 中 速 高 速

専
用

回
線

交
換
回
線

ア メ リ カ
45

150

50 5575

180
300 600 1200

ヨ 一 口 ツ
!こ 50 75 …1 300 600 1200

日 本 50 200 1200

ア メ リ カ 50 45/llO 150 300 600 1200

ヨ 一 口 ツ ノミ 50 200 300 600 1200
.

日 本 50

1800200024004800

18.Ok,19.2k,40.8k,50k

105k230k500k

24004800

50k230k500k

2000240050k

c)料 金 アメ リカの市外専用 回線利 用料金 の例 を 日本 の場合 と比較 す る と第5.2表

の よ うにな るが,こ れ をみ る と,ア メ リカにお いては,わ が国 と比 べ て距 離が長 くなれ

ば な るほ ど,ま た速度 が速 くなれば な るほ ど割 安 にな って い る。

第5.2表 専用回線使用料金比較例(局 間)
〔単位:円ノ月〕

地点の例

東京一千 葉

東京一静 岡

東京一大 阪

東京一鹿児島

距 離

33㎞

150㎞

408㎞

985㎞

50ボ

… カ 【・ 本

10,332!17,500
47,52065,000

104,328151,400

171,252324,500

1200ボ

… カ1・ 本

22,140

79,200

166,680

290,880

119,900

279,000

564,000

1,141,000
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4・ コ ン ピュー タ と通信 回線 の結 合 に伴って 生ず る

通 信 規制 上 の問題 につ い て

一 一－FCCに 対 す る 関 係 者 の 回 答 一

通信 回線 が情報 処理 に用 い られ るよ うにな り,通 信 とコ ンピ ュー タが相 互 に強 い依存

関係 を有 す る よ うにな る と,通 信規 制 と情 報処理 の関係 につい て問題 が生 じて くる。

この よ うな問題 点 を解 決す るために,ア メ リカの連邦 通信 委 員会(FCC)は,関 係

各 方面 の意 見 を求 め た。 以下 その回答 の概 要 を述 べ よ う。

① 通信 回線 を利 用 す る遠隔情 報 処理 サーー一・一ビスは,FCCの 規 制 を受 け るべ きか とい

う質問 に対 しては,コ ン ピュータ ・メ ー カーは も とよ り,通 信会 社,メ ーカ ー団体,

司法省 のいずれ も,一 致 して遠 隔情報 処理 は通信 法 の規制 を受け るべ きではな い と回

答 してい る。

ここで,通 信 と情報処 理 が アメ リカ におい ては明確 に区分 され てい る点 に注 意 す る

必 要 があ る。 すなわ ち,通 信 とは"情 報 を変 え るこ とな く"伝 達 す るこ とであ り,情

報 が変 え られ る情 報処理 とは区分 され るものであ る とされ てい る。

ただ この点 につい て,次 に述 べ る よ うにメ ッセー ジ ・ス イ ッチ ング の扱 いが問題 と

な ってい る点 に注 意 す る必要 が あ る。

② メ ッセ ージ ・ス イ ッチ ングが規制 され るべ きか否 かにつ いては,コ ン ピュータ会

社 は 「デー タ処理 に付随 して行 な われ るメ ッセー ジ ・ス イ ッチ ングは規 制 され るべ ぎ

ではな い」 としてい るの に対 し,通 信 会社 は 「どの ような もので あろ うとそれは トラ

ンス ミッシ ョンに不可 欠の もの であ り,他 人 が これ を行 な うこ とは通信 の侵 害 で あ る」

と して反対 してい る。

③ 通信会 社 が遠 隔情報 処理 を行 な うこ とにつ いて,コ ンピ ュータ ・メ ーカ ー側な ら

び に司法 省は 「通信 会社 は 回線 利用上 有利 な地位 を 占めてい る点 か ら,一 般情報 処理

業者 との間 の競争 に公正 を欠 く」 と して反対 してお り,通 信 会社 は これ を認 め るべ き

だ と してい る。

0
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第6部

第1章 コ ン ピュー タ と

マ ネ ジメ ン トの 高 度 化

1・ マ ネ ジ メ ン トの 変 化

1959年,リ ー ビ ッ ト氏 は,ハ ーバ ー ト ・ビジネス ・レビユ〔誌上 で20年 後 の経 営 にお

いて 中堅管 理層 は消滅 す るとい う論文 を発表 し,話 題 を まいたが,10年 を経過 した現在

では どうで あろ うか。

アメ リカ におけ る1968年 の マ ッキ ンゼー ・コン ピュPtタ ・サ ーベ イで は,こ の10年 間

に トップ と第一 線に対 す る ミ ドル ・マネ ジメ ン トの比率 は減 少 してい る し,そ れが コ ン

ピュー タの影響 か ら くる組 織へ の現 わ れであ る と指 摘 してい る。

ジ ョン ・デ ィーボル ト氏 も,1965年 の ビヨ ン ド・オ ー トメー シ ョンで,20年 を待 たず

して変化 す る こ とを裏付 け してい る。

しか し,定 常 的判断業務 の一部 が移行 した こ とであ って,消 滅 す るこ とではな い こ と

も,イ リノイ工 科大学.(1 .IT)の カー シュ教授 に よ って報 告 されてい る。

さて,日 本 の現 実は どうであ ろ うか。 作 業的業務 の移行 によ って,管 理者 の仕事 の
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手法 が異 な って きた こ とを重視 しなけ ればな らない。

2・ 業務 の変 化

コン ピュー タ利用 に よって もた らされ た業務 の変化 につい てふれ よ う。 た とえば造船

業界 では,ア メ リカの 自動車産業 ・航 空機 産業 の設 計方法 を もとに,鋼 板 の カ ッ ト・デ

ザ インをプ ログ ラムに切換 え るこ とに した造船 所が あ る。 従来 の方 法 では,設 計図 面 を

ラ フ ・ス ケ ッチ して トレース してい た。 それ を,鋼 板 に現 寸 に転記 し,そ れか ら切 削す

るの であ る。

それ に対 して,必 要 な強 度,厚 さ,'重 量 をパ ターン別 に プ ログ ラムが呼 出 され,フ ィ

ルム上 に0.2mmの 精度 で トレースす るの である。

航空機産 業 では,デ ィス プ レイで試行 す るのに対 して,定 型化 された ものの設計 であ

るか ら,こ の フ ィル ム 自身が拡 大投 影 されて,鋼 板 に電子写 真 で現 寸大 の作 図が で きる

のであ る。 この作 図 され た鋼 板 は,そ の まま自動切 削 で きるよ うに改 善 され,そ の結 果

1万 トン当 た り800時 間 以上 の設計 工数 が減 少 した。 しか し,そ れ よ り管理 の方法,能

力評 価 が変わ って きた とい うこ とが重要 であ る。

この一 つ の変化 は,設 計 管理 を変 え,研 究 開発方法 を変 え,技 術 資料管理 まで も変 え

る こ とにな った。 したが って,一 つ の事 象が 変 え られ るこ とが,波 及的 に管 理思 想 を変

え るこ とを意味 す るので ある。

経営情 報 シス テムは,コ ンピュー タに よって造成 される こと も考 え られ るが,む しろ

第 一線 の有 能 な技術 を もつ集 団 の作 業 方法 が コン ピュータ に よ って変 え られ れば,必 然

的 に経営管 理 が変化 す る もの と考 え るこ とがで きる。

第4部 『わが 国の コンkeユ.一 タ利用(ケ ース紹介)』 の第2章 のマス コ ミ産 業 で紹介 し

て い るよ うに,NHKの 番組 編成 プ ログ ラムが 完成す れば,そ の内容 が作 業 情報 ジス テ

ムであ って も,そ の管 理者 の もつ考 え方 は変化 せ ざるをえない のであ る。 管理 者 の業 務

自身 をコン ピュ ータによ って変化 させ る場 合 と,第 一線 の業務 が変 わ るこ とに よって管
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理者 の業務 が変化 す る段階 とに分 け る と,現 在 は後 者 の段 階 であ る。

B消 費財 メーカ ーの販売戦 略 に よる変化 をなが め てみ る と,女 性 を対 象 に して,平 均

単 価が1,000円 程 度 で,数 百種 を市販 してい るが,同 社 では価 格別 に売上 げ数量 の分析

を,販 売伝票 のデ ータ処理 の副産物 と して作 らせ ている。

あ る地域 にお け る製 品別 売上 げ傾 向 を把握 す る こ とに よ って,そ の業 界外 の係 数 との

相関 を求 め,40系 列 の指数 を作 成 してい る。 この販 売予 測 と,輸 送 コス トを下 げ るため

のパ ッケ ー ジ化 の基準 も,こ の デー タを もとに して行 なわれ る よ うにな っている。

新製 品の開発 につ いて も,300円 未満 と10,000円 以上 の製 品 は赤字 であ って も,全 体.

の企 業 イメ ー ジと品 ぞろ えのため には,ど の程 度製造 し,宣 伝 したら よいか について,

基準 デ ータ をコ ンピ ュータ と対話 しなが ら作成 してい る6そ しで,'男 性用消 費財 を市場'

に出す とき も,客 単価300円 の場合 で も,利 益 の得 られ る包装方 法,、 製造 方法 を開発,し

て いるの であ る。

この事例 は,販 売 業務 で 日常発生 す るデ ータ をいかに情報 に加工 す るか とい うことと,

外部 デ ータの収 集 と先行指標,一 致 指標 の確 認,計 画誤 差 の修 正 とい った一連 の業務 を

コンピ ュータ化 した事例 であ る。 この場合,営 業所 長,製 造部 長,輸 送課長,資 材,宣

伝 な どの各部課 長 の業 務 は,当 然 従来 とは異 な った ア.ブローチ にな って くる。

個 別生産 におけ る設計,量 産 工業 にお け るマ ー ケテ ィングは,と もに コンピ ュータに

とって も大 きな役 割 を もち,利 用 の影 響が最 も激 しい もので あ る。 す でに,1968年 あ た ・

りか ら,こ の よ うな思想 を もとに した機械 化 が始 まった と見 て よいで あろ う。

、

3・ 中間職能 の排 除

これ まで,コ ツ ビュー タを利用 す るため には,① コ ン ピュー タで入 力 され る媒体作 成

作 業 や基 準 を設 けて コー ド設 定 をす るこ と,② 専 門の プ ログ ラマ,オ ペ レータに よ って

閉鎖 され た組 織 で処 理 された 出力だけが,第 一線 とか報 告受領者 に渡 され る,と い うよ

うにな ってい た。

このため,コ ン ピュータ ・シス テ ムが拡大 す るにつ れて,現 場 との仲介 者,す なわ ち
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キ ーパ ンチ ャー,コ ーダー,タ イ ピス ト,プ ログ ラマ,オ ペ レー タな どが別個 に組織 さ

れ1全 くのブ ラ ック ・ボ ックス化 していたわけ であ る。

しか し1968年 あた りか らクロー ズ ・ア ップされて きた シス テムは,第 一線 とコン ピュ

ー タが直結 で きる もの につい ては ,極 力直結 しよ うとす る努 力 が見 られ る よ うにな って

きた。

た とえば鉄鋼 業 におい て,小 型 コンピ ュータをサブ ・シス テム として現場 にお き,第

一線作 業者
,管 理者 が,専 門 オペ レータの仲 介 な く利 用す る よ うに し,コ ン ピュータ ・

シス テムを身近 かな もの に して い る製 鉄所 があ る。

また,食 品工 業 におい ては,地 方 営業所 とセ ミ ・オ ンライ ンに よる リモー ト・バ ッチ

処理 を して,遠 隔 処理 と 準 リアル と しての ス ケジュール処理 を してい る 食 品会社 があ

る。基 本的 には,39,000店 の店 別 ファイル を中央 コン ビュー'タの記憶 装置 に入 れ,地 方

営業所 は それ を取 出す キーだけ をマ ークす る と,テ レタイプに連動 す る よ うに設計 され

てい る。 しか もそのため に,コ ー ド表 を見 て コー ドを記入 す る作業 も排除 され た。 しか

しなが ら同社 は,中 型機 の小規 模 シス テ ムで あ り,売 上 げのO.1%し か レンタル料 には

投 入 され ていな い。

従来 の方法 な らば,キ ーーパ ンチ ャーが20人 以上 必要 で,3日 後 でない と作票 されない

し,10台 以上 の さん孔 タイプ ライ タを分散 配置 して も,作 票 に必要 な要素 はエ ッジ ・カ

ー ドや入 力 タ ッチ数 を増加 しな ければ な らなか ったで あろ う。 しか も銀行 な どに見 られ

る よ う'なオ ンライ ン ・シス テムな らば,経 費的 に も負担 で きな くな って しま う。

この よ うな ケースは,中 規 模 以下 の企 業 が機械 化効果 をあげ るため の前提 条件 として,

問題 にな る ことであ る。

この よ うに,専 門オペ レー タの仲 介 な しにコ ン ピュータ を利 用 す るためには,営 業員

の仕 事 を軽減 す る とともに,方 法 その ものを変 えな けれ ばな らない。 しか もその結果,

営業所 の管理 方法 も変わ り,作 業的 業務 の軽減 は,管 理者 と しての頭脳 的業務 への余 裕

と,勤 労意 慾 のキ ッカケ を作 ったわけ であ る。
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4・ 管理者 が直接利用

GE社 の フ ィー ニクス工 場 では,従 業員7,500人 中6,000人 は コ ンピューータが扱 え る と

い う。 コン ピュータ人 口 もこ こまで増加 して くれば,マ ネ ジメ ン トそ の もの も変化 す る

のは 当然 であ る。

わ が国 の現 状 では,こ こまで徹 した企業 は まだ見 当た らな い。 しか し,当 協 会 のコ ン

ピュ ータ利用状 況調 査 をみて もわか る よ うに,そ のため の教育 的要素 を もつ過 程 にあ る

企業 は幾つ か見 る ことが で きる。

た とえ1ギ,管 理者 が コ ン ピュー タか ら簡 単 にデ ータ を リクエスFす るための プ ログ ラ

ムを開発 した電力会 社が あ る。 これ は一種 の レポー ト ・ジ ェネ レータで あるが ,従 来 の

プ ログラマ用 のよ うに専門 的 でな く,や さ しい,数 少 な い命令 でで きるよ うに した もの

であ る。 しか し,こ のや さ しい プ ログ ラムは,そ の限界 を知 る と,次 の段階 へ の意慾 を

燃 やす背景 を作 り,高 度 の プログ ラム言語 をマス ターす るため の布石 とな ってい る。 そ

して,初 めて プ ログ ラマな どコ ンピュー タ専門要 員 の苦 心 もわか り,す べてが うま くい

くとい うもの であ る。

しか も,管 理 者 が コン ピュータ と対話 で きる よ うになれば,定 常的 な レポ ー トは減 少

す る し,コ ン ピュー タが印刷機 であ る とい う印象 をな くす効果 も現 わ れ て くるので はな

い だろ うか。

アメ リカ で開発 された や さ しい プ ログラムは,コ ンピ ュータ人 口を増 す こ とと,管 理

者が コンピ ュータ要 員 の技術 を理解 す る こと とに役 立 ってい る。

わ が国に もその きざ しが現 われ た と見 られ,こ れ か らの管理 者 とコン ピュータ との結

びつ きを密 にす るこ とに よ って,作 業方法 の変化 は もとよ り,管 理 思想 の変化 に通 じる

で あろ う。
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5・ 手法 の開 発

コン ピュータの マネ ジメ ン トへ の影 響が最 も大 きい ものは,、経営科学的見 地か らの利

用 で あ る。

官庁 では,す で に審査 業務 に対 して決 定理論 を応 用 した手法 が使用 されてい る例 があ

る。 この点,'従 来 の考 え方 では,比 較 的卓論理性 といわれ る明快 な論理 で証 明 される も

の だけが対 象 にな ってい たが,コ ンピ ュータに よって質 に挑戦 す る多論理性 を採用 して,

実効 をあげ始 めて いる。 ここまで活用 されれば,作 業的 業務 では な く,頭 脳 的業務 と し

て,し か もベテ ラ ンの仕 事 の一部 にな って くるのであ る。 したが って,ベ テラ ンを助 け

るための利用 と,ベ テ ラ ンが他部 門に数量的 に説明 で きる要素 を作 り出す こ とがで きる

の であ る。

6・ マ ネ ジ メ ン トの 高 度 化

これ まで述 べ て きた こ とを整理 してみ る と,次 の よ うにな る。

第1に は,マ ネ ジメン トの評価 を計量 化 して問題 発見 や解 決 に当て,客 観性 を もたせ

る努 力が必要 であ る。

第2は,長 期 的 な企業 競争 にお ける経済性 を追求す るこ とであ る。

第3は,経 営 に'おけ る同期 化,す な わ ち顧 客 の欲 求 とそれに対 す る供 給 との タイム ・

ラグ(時 間差)を 減 らす た めのス ピー ド化が必要 であ る。

以上,第2,第3に つ い ては,単 にオ ンライ ン ・リアル タ イムや,タ イム シ ェア リン

グ に飛 びつ くの ではな く,リ モー ト・バ ッチ処理 とか,三 次 元情報処理 といわれ るシス

テムを総 合 した ものへ と 移行 し,1セ ンター集中 シス テムか,端 末 に1万 ドル ・コン

ピ ュータ ・ター ミナル を設 置 して ,デ ー タ通 信 とも合わ せて,計 画業務 の処理 と変化 に

対 応 す る フィー ド ・バ ックが行 なわれ なければ な らな いのであ る。
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現在 の ところ,顕 在的 に は経営 にお いて大 きな変化 は見 られな いが,潜 在的 には すで

に変化 が始 ま り,次 第 に拡 大 す る段階 に さ しかか ってい る。 すな わち コン ピュー タ指 向

型 のマネ ジメ ン トへ と高 度化 して い るの であ る。
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第2章 情報産業の台頭

1・ 情報産業 台頭 の背景

1967年,当 協会 と 日本生 産性本部 が共催 で派遣 した 『訪米MIS使 節 団』 が ,「 アメ

リカにお け る見 えざ る革命 の進展」 を報告 した の を契 機 と して,わ が国 で も情報産 業 に

対 す る関心 が急 激 に高 ま り,さ まざ まな角度 か ら,さ まざ まな表現 で情 報処理 問題 が論

議 され るよ うにな った。

1968年9月,当 協会 と 日本生産 性本部 引は続 き 『情報産 業特別調 査 団』 を訪米 させ ,

情報 産業 発展 のため に国 をあげ ての協 力体制 の必要 性,と くに民 間が取組 んで い るハ ー

ドウ ェア,ソ フ トウ ァアの研究 と開発 デ ータ ・バ ンクの設 置 な どには ,政 府 の財政援

助 が必要 で ある一 との提言 を行 な ってい る(付 属資料 皿参照)。

一 方 ,日 本情報処 理 開発 セン ターで も,情 報産 業 の将来像 はいか にあ るべ きかを解 明

す る立場 か ら,『NIS(NationalInformationSystem)小 委 員会 』 を設 置 し,個 々

の企 業,産 業界,あ るいは官庁 な どの情報処 理 シス テムのわ くを越 え た,有 機 的な情報

シス テム ・ネ ッ トワーク を確 立 す るた めに採 るべ き政 策 につい て提案 を してい る。 その

後,通 産大 臣 の諮 問 を受 け て情報産 業対策 を検討 して いた 『産業構造審 議会情報産 業部

会 』 は,こ れ らの提言 をさ らに推 し進 め た形 で1969年2月 に「情報処理 施策 の基本 方向」

を公表 し,政 府 の採 るべ き施策 として,

① 積 極的 にガ イ ド・ポス トを策定 し,提 示 す る こと。

② 基礎環境 整備 の観 点 か ら,現 行 の各種制度,体 制,慣 行 につ い て積極的 に改善措

置 を とる と ともに,民 間 の活動 に対 して援助 を行 な うこ と。

③ 情 報化 時代 に即 応 した行 政体制 を確立 す る こと。

以上3点 を指摘 し,さ らに次 の よ うな11項 目の方 向 を示 して,情 報産 業全般 にわ たる
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行政体制確立 の基礎づけを行 なった。

① 教 育 の拡 充。

② 標 準 化 の促進。

③ 通 信 回線 利用 の促 進。

④ 情 報産業 の育 成。

⑤ 行 政 におけ る情報 シス テムの高度 化。

⑥ ナ シ ョナル ・プ ロ ジェク トに関 す る

さ らに1968年9月,

情報 システムの開発。.

⑦ 政府提供デLタ の拡充。

⑧ 技術開発の促進。

⑨ ソフ トウェアの価値の確立。

⑩ 各種法制の整備。

⑪ 政府施策推進体制の強化。

「超技 術社会 へ の展開 」 を主 題 として催 され た 日米合 同 シンポ ジ.

ウムで も,こ れか らの社会 にお いては,価 値 の高 い情 報 の重 要性 は ます ます 高 まるであ

ろ うこ とが と くに強 調 され るな ど,情 報産 業発展 の気 運は強 くな って きた。

情 報処理 の技術 が新 たな産業形成 への胎 動 を始 めたのは,こ の よ うな事態 を背景 とし

てで あ った。 それは,閉 鎖 社会 の特 定 目的 にのみ奉 仕 してい た情報 処理技術 が,コ ンピ

ュー タ とい う強 力な道具 を得 て外部 社会 へ進 出 し,極 度 に増 大 して きたデ ータの体 系的

な収 集 ・加 工 ・再生 産 を図 り,飛 躍的 に価 値 づけ られた情報 と して広 く提供 す る ことを

専業 とす る産 業 へ脱 皮 したの だ とい って もよい。育 つ べ き基盤 の整備 もよ うや く始 まっ

たば か りではあ るが,わ が国 にお いて もい まや情報産 業 とい う新 しい産 業 は,コ ン ピュ

ータ を主 軸 とす る通信機 器 ・制御機 器 とい った情報 処理機 器群 の 目覚 ま しい発達 とあい

ま って,未 整理 で混然 とした基盤 の上 な が ら,大 き く育 ってい こ うと してい る。

きわめ て近 い将 来,情 報産 業は混 とん たる情 報環境 を手 ぎわ よ く整備 す るだけでな く,

潜 在的 情報価値 を広 く開 発 し,産 業構 造 に大 幅な変 革 を もた らす こ とにな るだろ う。現

実 に,社 会 経済 活動 は最 新 の情報処理 技術 の積 極的 導入 に よ り,徐 々にでは あるが規模

の大 きい体 質変化 の きざ し・をす でに見 せ始 めて きてい るので あ る。

"情 報産 業"は
,広 義 に解 す る と放送 ・出版 ・広 告 ・通信 とい った マスコ ミュニケ ー シ

ョンの分 野か ら,情 報処理 機器 を製作 す るメー カー まで を含 む,き わ めて広 い範囲 に ま

たが るが,こ こでは"コ ン ピュータ を中心 として,情 報 を生産 し,加 工 し,伝 達す るこ

とを業 とす る もの"と い'う狭義 の ものに焦点 を 当ててい きたい。 したが って従来 の マス

コ ミュニケ ー シ ョンに属 す る産 業や情報処 理機器 メ ーカーは,一 応対 象 か ら除外 し,別

章 にゆず る こ とにす る。 ち なみに,産 業構 造審議 会情 報産 業部会 では,情 報産 業全体 を
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第6.1図 の よ うに整 理 し,と くに コ ン ピ ュ ー タ産 業,ソ フ トウ ェ ア産 業,情 報 処 理 サ ー

ビス 業 の三 つ の 産 業 を"情 報 処 理 産 業"と し て と らえ て い る。

.,・ 第6.1図 情報産業の位置づけ

通信

情 報 教育

内 頚 サ 処

処

報 フトウェ ス

藁ア業翼

鉱業

/

2・ 情報処理産業 の現況

A.計 算 セ ン タ ー

情報 処理産 業 として最初 に うぶ声 をあげ たのは,コ ン ピュータ を使 った情 報処理 サ ー

ビス業一 いわ ゆ る計 算 センター であ る。 いずれ もコン ピュータ を道具 と して,

{緊;ll諮三 欝i欝,一
な どを営業種 目 として企 業活動 を行 な ってい る。

1969年 .1月 現在,独 立計算 受託企 業201社,セ ンター・tW221,対 前年 度 の増加 率30.3%

と,数 の上 で の発展 は 目覚 ま しい ものがあ るが,1968年1月 現 在 で センタ ーの総売上 げ

は120億 円 で,10年 前 の アメ リカ同業界 に比 べて10分 の1以 下 であ り,セ ンター平均 規

模 は資本金 で約1,900万 円,年 間売上 げが約1億 円,従 業員60名 程度 と規模 も まだ小 さ く,

`
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経営 もお しなべ て苦 しい。

また売上 げの内訳 も,受 託計 算業務(パ ンチ,マ シン ・タ イム,プ ログ ラム作 成)が

圧倒的に多 く,開 発的な分野での収入がずっと低いため,計 算業務 の単純請負いか らの

脱皮 を 目指 し,潜 在需要 開拓 に努 力 を傾 けてい る。'(第6.2～6.3図)。
`

第6,2図 独立計算受託企業の部門別売上高構成(34社 平均)一
コ曙 　「「卜㌻

パ ンチ料

23.0%

2,330万 円

その他 の計算一

6.4%

412万 円 Lて芽斗学 言十算二

3.0%193万 円

〈注1>そ の他の中には,講 習会などの教育収入,関 連用品販売収入を含む。

〈注2>マ シ ン・タイムの販売収入を100と して,そ の使用構成をパーセンテージで表わした。

事務計算:給 与,経 理庶務,料 金計算など。

管理事務計算:人 事,財 務,在 庫,原 価計算など。

統計:計 画 ・調査:生 産統計,販 売統計,市 場調査,予 測,ORな ど。

その他の計算:教 育,IR,プ ログラム・デバ ッグ,コ ンパイルなど。

出所:日 本電子計算機株式会社 『独立計算受託企業実態調査報告書』より
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第6.3図 セ ンター利用者別の売上高構成

大企業

10.2%

中小企業

9.3%

一 般

58.8%

大企業

7.7%

中小

企業 中小企業

4.1%6.6%

セ ンターの

出資者

叉は

関係

企業

41.1%

その他企業以外

15.4%

/中 堅企業1.0%

企業

4.8%

大企業

6.2%

その他企業以外

10.9%

出所:日 本電子計算機株式会社 『独立計算受託業実態調査報告書』より

1968年 度 の傾 向 として,大 規模 な セ ンター と小規 模 なセ ンターの格差 が経 営的 に も技

術的 に も目立 って きた こ と,全 体 としては情 報処理 技術者 の不 足 ,低 い生産性,手 持 ち

コ ンピ ュータの不 充分 な稼 動率 ,コ ンピ ュータの レンタル料 や人権 費 の重圧 な どが 問題

点 としてあげ られてお り,こ れ らの影響 を直接 受 けて苦境 に立 た され てい る ところ も少

な くない。

計 算 センタ ーは まだ産 業 として根 づ いたば か りの段 階 で ,完 全 に定着 する には至 って

お らず,こ れ らの問題 の解決 には あ る程度 の年 月が必要 であろ う。

これか らの計算 セ ンターは,大 きい ところは通信 回線 を活用 す る共 同利 用 センタ ー と

して,中 小規模 の ものは技術的 な面 で特 色 を生 か した専業 セ ンター として脱 皮 してい く

もの と思 われ る。
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'
× ∴

名 称1所 在 地1代 裁1設 立 已 業 内 容

日本経営情報

開発協会

東 京 都千 代 田区 霞

ヵミ関3-2-5

TEL581-6401

(大 代)

理事長1965年5月

平田敬一郎(1968年9月

日本電子計

算開発協会

が改組)

経営者に対する研修 ・シンポジウム

開催。

コンビ一夕を利用した新産業分野の

研究開発。

各種委員会活動。

海外視察団派遣。

出版物:コ ンピュータ白書(年 刊),

各種調査研究報告書。

スライド:コ ンピュータによる経営

合理化シリーズ。

情報処理学会 東京都港区芝公園 会長 1960年4月 情報処理研究の学術団体としてコン

21号1-5 出川雄二郎 ビュータと情報処理についての国内

機械振興会館内 および国際的標準化審議。

TEL434-82n 情報処理国際連合参加。

(会館代) 計数言語学研究委員会。

ALGOL,ソ フ トウ ェア研 究 委 員

会活動。

情報処理月例会開催。

出版物:情 報処理,

計算機ユーザー調査年報。

エ レ ク トロニ クス

協議 会

東 京 都 港 区新 橋 会 長

1-1-13浜 田 成 徳

TEL591-7161

1957年7月 電子技術基礎研究体制の整備拡充。

大学 ・高校における電子技術教育の

充実。

電子工業の設備増強の国内需要の喚

起。

輸出振興。

以上の政策樹立のための政治行政

面に対するエレクトロニクス思想

の浸透活動。

各種委員会活動。

出版物:エ レク トロニクス協議会の

活動(年 刊),各 種調査研究

報告書。

日本電子工業

振興協会

東 京都 港 区 芝 公 園

21号1-5

TEL434-82]1

(会 館 代)

会長1958年4月

駒井健一郎一 電子工業のメーカー・サイドから電

子技術の向上,電 子機器の開発,電

子工業の合理化等の促進のための総

合技術委員会活動,調 査活動実施。

外国特許の検討。

出版物:電 子工業の展望。
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E.電 電 公 社 の デ ー タ 通 信 サ ー ビ ス

電電公 社 は,電 気通 信 回線 とコ ンピュータ を直結 したオ ンライ ン情 報処理 サ ー ビス と

して,新 たにデ ータ通 信 サー ビスを開 始 した。 同公社 は,コ ンピ ュー タの ユーザ ーに対

して従来 か ら通 信回線 と変復調装 置 の提供 を行 な って きたが,こ れ ら回線 を使用 したオ'

ンライ ン ・システ ムは,1969年1月 現在 で約70シ ス テ ムに達 してい る。

デ ータ通 信 は,コ ンピュータのハ ー ド,ソ フ トに関 す る技術 ,通 信 に関 す る技術,そ

の両者 を結合 す る技 術 を駆使 して,端 末装置 と通信 回線 とコン ピュータ とを総合的 に動

作 させ る複雑 な シス テムで,そ の開発 と設計 には高度 の技術水 準 を要 し,ま た多額 の投

資 と多数 の設計 者 を要す る。 同公社 の デー タ通信 サ ー ビスは,多 年 にわ た って蓄積 した

技 術 を活 用 して,こ の システ ムの設計 ・設 置 ・保守 を行 ない,各 種 需要 に対 す るサー ビ

スの提供 を行 なお うとい うもの である。

す でに1968年8月,試 行的 な公衆 電気 通信役 務 として郵政省 の認可 を受け ,群 馬銀行

の本 支店 間 を結 ぶオ ンライ ン ・リアル タイム方 式 のサ ー ビス を開始 したの を皮切 りに
,

同年10月,全 国62行 の地 方銀行 の本支 店間 を結 ぶ全 国規 模 の為替通 信 の シス テムを完成

し,サ ー ビス を開始 してい る。1969年2月,社 内の組織 を改正 し,デ ータ通信 の設計 ・

建設 お よび営業活 動 を行 な う大規模 な 『デ ータ通信 本部』 の組織 を設 置 し,本 格 的 な活

動 を開始 した。

現在,デ ータ通信 本部 で設 計 中の シス テムは,

① 運輸 省 自動車 局 の車 検登録 関係業務 の データ通 信 システ ム

② 万 国博覧会 の管理 ・運営 を行 な うデー タ通信 シス テム

③ 東京都信用金庫協会および大阪府信用金庫協会の預金 ・貸付けな ど全業務にわた

るデ ータ通信 シス テム

な どの,同 一企業 体 あ るいは相互 に関連 の深 い特定 企業 間の デー タ通信 システ ムのほか
,

だれ で も随 意 に加 入 で きる大型 コン ピュータの共 同利用 方式 として
,一

④ 新 型押 ボタ ン ・ダ イヤル電話 器 を使用 し,音 声応答 ので きる簡易計算 シス テム

⑤ キーボ ー ド ・プ リンタを使用 し,各 種 の高度 な科 学技術計 算 を行 な う科 学技 術計

算 シス テム
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「
つ

⑥ さ しずめ,主 として販 売管理 ・在庫管 理 に使用 す る事務計 算用 シス テム

の開設準 備 を進 めてい る。 これ らの 『加入 デ ータ通信 サ ー ビス』 は,1970年 度 には東京

～大 阪で サ ー ビスを開始 し,1971年 度 以降 に名 古屋 に も開設 され る予定 であ る。

これ らのデ ーー一.タ通信 サー ビス に,同 公社 は1972年 度 まで に約1,700億 円 の投 資 を行 な

ヰト

う計 画で,電 気通信研 究所 ではDIPS(電 電公 社1インフ ォメ ー シ ョン ・プ ロセ シング

システ ム)を は じめ,デ ー タ通信 関係 のハ ー ド,ソ フ トの研究 のほ か,電 話交換 機 をコ

ン ピュータ制御 で行 な う電子交 換機 の実用 化 が急 テ ンポで進 め られ てい る。

慨

㌔

寧
4

A
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概

第3章 情 報 の流 通 と.'
ト

外部サー ビスの活用
{,

1・ 外 部 サ ー ビス利 用 の現 状

r

当協会 の コ ンピュー タ利 用状 況調査 に よ る 『計 算 サ ー ビス機 関 の利 用』 につ いて,次

の よ うな調 査結果 が発表 され てい る。

① 投 資規模 が大 き く,導 入後 の経過 期間 の大 きい企 業 ほ ど,外 部 の計 算 サ ー ビス機

関 を利 用 す る比率 が大 きい。`

② 利用 の 内容 は,パ ンチ委託,計 算 の委託 が大 きな割 合 を占め,コ ン ピュータ室の

経費合 理化 に苦 心 してい る ことが うかが われ る。投 資規模 の小 さいユ ーザ ーでは,

プ ログ ラ ミングの委託 が多 いの も特徴 的 であ る。,

付 属資料1に もあ る とお り,中 型機 以上 の機種 を導入 し,し か も導入後 数年 を経過 し

'て い る企業 の外部 サ ー ビス機関 の利 用 は ,最 近著 しい増加 の傾 向に あ る。 これはお おむ

ね次 の よ うな理 由に よる もの であ る。

,`

a)要 員 の確保 ・養成 の困難 アプ リケー シ 。ンの採択,シ ス テム分析,シ ス テ ム ・

デ ザ イ ンまでは別 として も,プ ログラ ミング,パ ンチ、オペ レーシ ョンの段 階 では,も

は や企業 内 でその要員 を確 保 ・養成 ・管理 してい くこ とが,経 済 性 か ら も制度 上 か ら も
ツ

多 くのネ ックが生 ずる こ とが わか って きた ことを意 味す る。 つ まり一般 企業 に とって,

コン ピュータ を利用 す るこ とと,コ ンピ ュータその ものの業 務 に従事 す る要 員 まで を確

保 し運営 す る こ とは別 で ある,と い う認 識 が出 て きた か らであ ろ う。

人

b)機 能を重 視 プ ログ ラマ、 オペ レー タ.キ ーパ ンチ ャーな どの要員 は,一 般 企業

と しては あ くまで も間接要 員 であ り,し か も確保 ・養成 ・メ イ ンテナ ンスに はかな りの

ハ
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時 間的 ・経済 的投 資が必要 であ る。 しか も企 業 と しての貴重 な人材 は,や は りそ の企業

でのメ イ ン部 門 への投 入 が優 先 であ るか ら,勢 い間接部 門 であ るコ ンピュー タ要 員 につ

い ては専門的 な外部 サ ー ビス機 関 を利 用 す るこ との方 が,企 業 に とって長期的 に見 れば

経済性 が高 くな る と考 え られ るか らで あ る。

'らま り一般企 業 に と
っては,コ ンピュー タの機能 の利 用が必要 な ので あ り,コ ン ピュ

ータの運営 は必ず しも必要 とは いえない ので ある。

c)・ 要 員管理上 の問題 点 こbよ うな現実的 な事 例 として は ,あ る金融機i関では1961

年 ごろ よ り大規模 な コ ンピ ュータ導入 に よ る機 械化 シス テ ムを計 画 し,社 内 で要員 を確

保 ・育成 したので あるが,機 械化 が軌道 に乗 り始 めた今 日,次 の よ うな問題 が現 われ て

対策 に腐 心 してい る。

① ・.プログラマ を例 に とるな らば,機 械 化 当初 に大 量確保 したプ ログ ラマた ちはす で

に30才 を過 ぎている。

② この プ ログラマを社 内 ローテー シ ョンに よ り若 返 らせ,効 率 の低 下 を防 ぐために,

社 内で の配 置転 換 を考 えて も,と くに一般 営業部 門 では経歴 ・年 齢 か らして引取 り

部 門が きわ め て少 ない。

③ しか も最 近 のアプ リケー シ ョンの高度化 か ら,プ ログラマの能 力 の高度 化 が要 請

され るのに対 し,現 状 ではむ しろ能 力 ・士 気 の面 で これ ら高齢 の プ ログ ラマは年 々

能 力 ・士気 と もに低 下 の道 をた どっている。

④ キ ーパ ンチ ャーの場 合 も,結 婚 ・配転 に よ る一応 の ローテ ーシ ョンは あるが,他

部 門 との振 合い か らの人員確 保,実 質稼動 時 間,残 業,環 境 給与 ・待 遇 な どを含

め た問題 か ら,そ の管理 に多 くのエ ネル ギー を投 入 せねば な らず,結 局総 合的 に自
ロ

社 内にパ ンチ部 門 を設 置 ・運 営す る よ りも,外 部 サ ー ビス機 関に委託 す る方 が有利

で あ る と考 え られ て きてい る。

⑤ オペ レー タにつ いて も,コ ンピ ュータの有効利 用 の面 か ら シフ ト制 を採 ろ うとす

る場合,や は り他部 門 との振合 い,組 合問 題な どで も障 害 が出て くる し,ロ ーテ ー
ノ

シ ョン上 も円滑 さを欠か ざ るをえない現状 とな って い る。
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d)外 部 サ ー ビスの利用方 法 した が って現状 での外部計 算 サ ー ビス の利 用方法 とし

ては,大 き く四 つに分 け られ る。

① プ ログ ラ ミング,計 算,カ ー ド・パ ンチ を外 部機関 に委託 し,外 部機 関 の要 員

と設 備 を利 用 す るケース。

② 外 部 サ ー ビス機 関 か らプログ ラマ,オ ペ レー タ,キ ーパ ンチ ャーな どの要員派

遣 をさせ,自 社 内で業務 に従事 させ る。

③ コ ンピュー タ部 門 の一 部 を 自社 内で一 括委託 運営 させ る。 た とえば パ ンチ室,

コ ン ピュータ室,プ ログ ラ ミング室 とい うユニ ッ ト。 この場合 ,ス ペ ース だけを

外部 サー ビス機 関に提供 す るケース と,さ らに場 所 と機器 ・設備 も貸与 す るケー

ス とが あ る。

④ 機械 化 の政策 方針,ア プ リケー シ ョンの採択 業務 のみ を自社 内に留保 し,シ ス

テム分 析,デ ザ イン以降 を一括外部 サー ビス機 関 に委託 す るケース も現 われ で き

てい る。 この ケースは従来 自社企業 内 にあ ったコ ン ピュー タ部 門 を別 会 社 と して

独立 した場 合 に多 い よ うであ る。

以上 の よ うな外部 サ ー ビス の利用 の態様 につい ては,① ②③④ へ の利用 の質的 な順序

での エスカ レーシ ョンが行 な われ てい るよ うで ある。 いずれ に して も現段 階 におけ る企

業 の情報 処理 につい ての外部 サ ー ビス機 関 の利 用 の レベルは,製 造工業 にお け る下請企

業的 性格 の縦 の線 での プロダク シ ョンのバ ッフ ァ的 な利 用が大勢 を占めてい る とい え よ

う。 ア

e)国 際競争への新 しい対処 しかし,今 後は次に述べるような,資 本 自由化の本格

化による開放経済体制への移行 と,国 際競争 の新 しい展開への対応,さ らには 宇宙開
の

発,海 洋開発 都市開発などの新たな複合的巨大な システム産業の台頭,こ れと並行 し

て展開 してゆ くコンピュータ,通 信媒体 を主軸 とする情報化社会 ・脱工業化社会への指

向 は,情 報処理における外部 サービス機関の利用の質 と形態を大幅 に変えてゆ くであろ

う。 その要請に先ん じて外部 サービス機関その ものの新たな機能 も,外 部サー ビズ機関
も

自 らが開発 してゆ くこ ととな ろ う。 そこには現状 で の従属 的 ・バ ッフ ァ的 な サー ビス機

関 では な く,む しろ主体性 の ある機 能 のサ ー ビスカミ行 なわれ,一 般 企業 の中 にあ って対

L
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尋な立場で機能 を提供す るとい う機関になってゆ くであろ う。

この機 関 は,一 般企 業 の必要 とす るデー タ ・バ ンクの よ うに,各 種情報 を創 出提供 す

る機 関で ある場 合 もあ る し,あ るいはNIS(NationalInformationSystem) ,企 業間

シス テムな ど,巨 大 シス テムの中 での リンケージ ,ス イ ッチ ャー と して,シ ス テ ムの1

ユ ニ ッ トとして存在 す るこ とも考 え られ るので ある。

もちろん先 に も述 べた現状 と同様 な下 請 けバ ッファ的 な機 能 の存続 も引続 き拡大 され

てはゆ ・くであろ う。

ぽ

2・ 広 域 情 報 シス テ ムの ニー ズ とそ の背 景

先に も述べたよ うに,わ が国の産業界が迎 えつつある大 きな問題は,次 の三つに分け

られる。

① 現在直面 しつつある資本 の自由化の本格化による,外 国 ビッグ ・ビジネス とのわ

褥国国内市場をフィール ドとする国際競争。

② 機能あるいはシステム産業の台頭。

③ コンピュータと通信媒体 を主軸 とする情報化社会への指向。

a)国 際化の中の経営戦略 まず資本 自由化 と国際競争の問題についていえぱ,従 来

わが国の国際競争は輸出市場での戦いであったが,フ ィール ドがわが国の国内市場 にも

移行 してくることが最 も大 きな問題である。 しかも,こ れか らの競争は,資 本 ・技術 ・

労働 とい うようなコス トを中心 とした個別的な要因の優劣に加えて,こ れら要因をシス
コロ

テム と して動 かす,経 営戦略 シス テム とい う総合経 営 力の格 差 が中心 とな るであ ろ う。

つ ま り,国 際 競争 が販売競争 の時代 を経 て技術競 争時代 に移 り,今 や経営 シス テ ム競

争 の時代 には い った とい うべ きであ り,こ の経 営競争 こそがMIS時 代 を アメ リカにお'

い て現 出 してい る要 因 で もあろ う。
ロ

技術競争から経営競争へ移行するとい うことは,そ の必要 とする情報源が技術重点の

もの,あ るいは社内重点のものから,政 治 ・経済 ・社会 ・科学技術 ・市場などすべてに
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し

広が り,か つその情報が総合化 ・複合化 され,企 業活動に必要なもの として付加価値 を

与えられねばな らない ことを意味する。 もともと企業 とは,外 部環境に即応 した経営活

動 を要求するもので,そ のためには外部情報 を充分活用できる情報処理の仕組が必要で

あ り,し かもこのような仕組が各企業ごとのMISと うまくかみ合 ってい くことが重要

占

である。

ヨーロ ッパ市場におけるアメ リカの ビッグ ・ビジネスの地元企業制圧 も,実 はこの経

営戦略展開のための経営 システム自身が生みだす システム ・パワーの発揮にあらたので

ある。e

b)外 資企業への対応策 当面,わ が国企業の対外資企業への具体的対抗策のひ とつ

には,産 業の再編成の一環 として実施される同種企業の合併 ・集中などによる,水 平的

な規模の拡大 ・投資の効率化な ど,企 業の大型化の推進がある。 但

もうひ とつは,異 種企業間における系列化 ・グループ化,さ らにはシステム化 という

垂直的な方向での体制強化策 も進 められてい る。

国家施策 としても,民 間企業力 とわが国の活動 の総合力 としての体制 を高効率化 する

ため,さ らには来たるべき情報化時代への国家 としての布石 として,前 記NISの 形成

のための準備が進められている。

水平的な企業合併によって,そ の資本力 ・技術力 ・生産力は増大 し大型化するわけで

はあるが,こ こにおいても経営力の革新がフォロー ・ア ップ しなければ合併の相乗効果

は期待 しえないであろ う。

一方
,垂 直的な異種企業間のグループ化 あるいは集団化の前提には,グ ループ ・イン

フォメーシ ョン ・システムの形成がグループ効果 を発揮する上で必要であろう。 このグ
,

ル ープ結束 強化 のね らいは,も ち ろん 当面 の外 資企 業 との競争対策 のひ とつ の施策 にあ

るわ けであ るが,真 のね らい は アメ リカの コ ング ロマ リッ トに も見 られ る,台 頭 しつ つ

あ る海 洋開発 ・都 市開発 な どの ビ ッグ ・シス テ ム産 業 への対 応 にあ る とい えよ う。

以 上 の よ うに,わ が国 自体 の産 業界 の 当面 してい る問題 か ら,今 後 のコ ン ピュー タ と
4

通信 媒体 を主軸 とす る シス テム開発 の必要 性 は,日 増 しに高 ま りつつ あ るの であ る。 す

なわ ち一企 業 を単位 とす るMIs,同 業者 ・異種業 者間 の イン フォメー シ 。ン ・シス テ
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ム,さ らに産 業社会 のみな らず国民福祉 ・教 育な どを含 めた,国 家的 な レベル での イ ン

フ ォメPt 、シ ョンの整合化 に よるNISの 形成 な どが,具 体 的 に検討 され始 めてい る とい

うこ とであ る。

c)情 報化社会 ・脱工業化社会を指向 さて次に,産 業社会 そのものが迎 えつつある

急激な変革 と,情 報機能の関係 を採 り上げてみると,大 別 して次のようになる。

① 研究 ・開発機能のウェイ トの高 まり。

② プロダクション ・オ リエン トからマーケ ット・オ リエン トへの変革。

③ 新たな システムあるいは機能,巨 大産業 の台頭。

以上 と並行 して進行 している情報革命 と,脱 工業化社会あるいは情報化社会 への指向

である。

情報革命の基盤 となるべきコンピュータをは じめ とする諸機器の技術革新の背景には,

第二次産業,第 三次産業の隆盛あるいは成熟が大 きく広が ってお り,さ らにその背後に

は機能産業あるいはシステム産業 と称せられ る新巨大産業一 つ まり宇宙開発,海 洋開

発,地 域開発 環境開発な どの諸産業が台頭 しつつあ る。

d)複 合 的な科学体 系が誕生 以上 の よ うな産 業社会 の急激 な進展 には,民 間企業,

政府 を問 わず組織 ・規 模 の大 型化 を もた ら しつつ ある。 一方,と くに組 織 力につ いては,

旧来 の静的 な ものか ら動的 な ものへ,さ らには剛 構造(ハ ー ド)か ら柔構造(ソ フ ト)

へ の変容 の方 向にあ る。 とい うこ とは,生 産 に ウ ェイ トを置 く第二 次産業的 形態 か ら,

研究 ・開発 に重 点 を置 く形態 に向 かい つつあ り,こ の背 景 には,そ の基盤 とな るべ き科

学 の参加 の形 態 も,旧 来 の単 能的 な 自然科 学か ら複 合的 な シス テム科 学へ と変 容 しつつ

あ るか らだ とい え よ う。 つ ま り,シ ステ ム工学 ・情報 科学 ・行 動科学 ・人間科 学 ・経 営

科 学 ・社会 工学 ・宇宙工 学な どとい う,新 たな大規模 な複 合的 な科 学大 系が誕生 しつつ

あ るので ある。

ここに は,研 究 ・開発 ・教 育 を通 じての知識 さ らに は情報 の爆発 的な増加 を もた ら

してい る。
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e)情 報市場 も変革 産業社会 における研究開発分野 ・生産分野に起 こりつつある以

上 のような急激な変容は,も ちろん消費分野においても市場の消費の高度化 ・大型化,

さ らには生産 と消費の旧来の上下関係の逆転,つ まりプロダクション ・オ リエントから

マーケ ット・オ リエン トへの変換は,生 産者 あるいは流通部門に高度かつ広範 ・多岐 に

わたる市場調査 ・技術開発への指向を余儀な くしているのである。市場からの膨大な情

報 は,研 究 ・開発部門へ,あ るいは販売政策分野へ と流れ,処 理 されなければならない

`

わ け であ る。

また,輸 送手 段 ・通信 手段 の高度化 は,企 業 活動 の広 域化 を もた ら してお り,こ の こ

とが研究 ・開発 あ るいは マーケ ッ ト ・オ リエ ン トへ の変位 に よる必要情報 量 を一層大 き

く してい る。

f)必 要情報源の広域化と立体化 前述の ように,企 業外環境の企業への影響九とい

うものが,旧 来の単一商品の生産流通体制内要因のみならず,他 業界,さ らには産業社

会全体や市民社会からも,複 合的な影響 を受け る態様 とな りつっあるといえよう。そ し

てこのことは,商 品を中心 とする単一体制外か らの情報 の必要性のウェイ トを高めつつ

あ り,企 業外か らの必要情報源は広域化 と立体化へ と向かいつつある。

以上 のように情報化社会 に生 きる企業の環境は,ま さに情報の氾濫 であ り,企 業にと

って必要な情報 の収集 ・蓄積 ・利用 ということは,個 々のベースではおそらく対処 しえ

ないであろ うし,企 業間あるいは国家スケールでの情報処理 システムが必要 となるであ

ろ う。

3・ 外部 サ ー ビス機 関 の将 来 へ の展 開

a)発 展の形態 以上のような産業社会の指向,さ らには情報化社会への展開に伴 っ

て,外 部サービス機関の機能は全 く現在 とは異質の ものとな ってゆ くであろ う。すなわ

ち,現 在のような一般企業の情報処理のための従属的 ・補完的な ものではな く1き わめ

て多角的な機能 をもった情報産業 としての自主的な企業へ と進展 してゆ くであろう。具
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体 的 には次 の よ うな形態 が考 え られ る。

①NISあ るい は 巨大産 業 間 シス テムにおい て,外 部 サー ビス機 関 は その投 資

(人 材 ・設 備機器)も 巨大 な ものでな ければ な らず,ひ い ては公 共性 を も持 つ に

至 るであ ろ う。 つ ま り巨大 な シス テ ムを形 成 す る上 の リンケー ジ,ス イ ッチ ャー,
も

データ ・バ ンクと して,巨 大 シス テ ムの一単位 と して,シ ス テ ムに組込 まれてゆ

く形態。'

② 独 自の システ ムに よるデー タ ・ギャザ リング,プ ロセシ ングに よる新 たな付加

価値 を もった情報 を製 造 ・販 売 す る形態。

③ アプ リケー シ ョン,シ ス テ ム ・パ ッケ ー ジな ど,一 連 の ソフ トウ ェアを開 発提

供 す る形態。

④ 官公庁,大 企 業 の情 報処理 を,シ ス テム開 発 を含 め て一括 受託 運営 してゆ く形

態。F

⑤ 以上,① ～④ までの機 能 を総合化 して,社 会 改善 に ソシアル ・エ ンジニア リン

グ企業 として,地 域 開発 ・都 市開発 とい う大型 プ ロジェク トの企 画を販売 し,開

発 を請 負 う形態。

⑥ さ らには現在 の ア ド ・マス コ ミ,一 部商 社(マ ーケ テ ィング)教 育機能 を総合

化 した,マ ーケ ッ ト ・オ リエ ン トに立 った巨大 な情 報企業 が新 たな形 で生 まれて

くるこ とも考 えられ る。

つ ま り現在 の広義 の情 報産業 群 が ,前 述 のよ うな情報化 社会 へ の進展 の過程 で

起 こすで あろ う再編成 に よ り,情 報複 合企 業 の発 生す る可能性 は充分 にあ る とみ

られ る。

b)第 四次産業への展開 このような推測が許 されるならば,外 部サービス機関の機

能 とい うものは,現 在 のように一般企業からの要請による受動的な ものではな く,自 ら

その機能を創 出し,産 業社会 のみならず市民社会へ もその機能 を積極的に提供 しようと

するきわめてダイナ ミックな形で展開するであろ う。

このような見地から,一 般企業はもちろん国家 レベルにおいて も,も はや情報サー ビ

ス産業 のサー ビス提供な しには自己の機能 を遂行 してゆ くことは不可能な状態 とな り,
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外部 サー ビス機 関 の社会 的 ウ ェ イ トは現在 の二 次,三 次産業 を しのぎ,第 四次産 業 と し

て大 き く展開 してゆ くの ではない だろ うか。
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第4章 コ ン ピュー タ と通信 回線 の結合

1・ 現 状

今後 の情報産業 の発展 の中心 をなす といわ れ るコ ンピュー タと通信 回線 の結合 利用 の

形態 は,次 の よ うに大別 で きる

① オ ンライン ・バ ッチ処理

② オ ンラ イン ・リアル タイム処理

③ オ ンライ ン ・マルチ アクセス処理 もし くは タ イムシ ェア リング

④ コミュ ニケ ー シ ョン ・ス イ ッチ ング,あ るい はメ ッセー ジ ・ス イ ッチ ング

この よ うな コン ピュ・一タ と通 信回線 の結合利 用 は,ア メ リカ で も1950年 代末 には31シ

ス テムにす ぎなか った ものが,1966年 には2,330シ ス テム とな ってい る。

a)オ ンライ ン化 は部分 的 わが国 で も,す で に国鉄 の"み ど りの窓 口"を は じめ,

航空会社 や私鉄 の座 席 予約 シス テム,銀 行 の預金 ・為替 な どの業務 鉄 鋼,自 動 車・製

紙 な どの製造業,NHK,労 働 場 センターな ど四+数 シス テム約3,000回 線 カミ稼動 し

てい る。

これ らのオ ン ラインに よる情報処 理 シス テムの導入 の態様 は,デ ー タの処理 が その ま
◆

ま業務 につな が る産 業一 た とえば金融機 関,交 通業 あ るいは旅行代理 業 お よび政 府

機 関な どが最 もオ ン ライン化 が進 んでい る。製 造業 にお いての デー タ処理面 で のオ ンラ

インの採用 は,た とえば経理 部門,資 材部 門な ど部 門別業務 に限 られ てい るケースが 多

く,な かで も経蝶 務 中心 の ものが多 い・卸 ・小 売業 では コ ンピゴ タの導入 自体 が ま

だ充分進 んでい ない ため,オ ン ラインのケ ースはほ とん どな い。

■
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b)技 術面 の障害 な し 今 回 の当協会 ア ンケ ー ト調査 回答382社 につ いてみ る と,現

在 コ ンピューータ と通 信回線 を結合 して オ ン ライン実施 中が4社(6.26%),専 用線 を利

用 してオ フ ラインに よってデ ータを処理 してい る ところが72社(18.85%),テ レックス

を利 用 して デー タ ・ギ ャザ リング を行 な って い る ものが49社(12.82%)と な ってい る。

オ ン ライン ・シス テ ムの普及 は,4,000台 を越 え るコン ピュー タ ・ユ ーザ ーの ほ んの

一 部 に過 ぎな い状況 にあ るが
,機 械 技術 的,ソ フ トウ ェア的 には特 殊用 途 を除 い てな ん

ら障 害 はな く,あ る面 では技術 が利用者 に先行 して いる ものす ら見 受 け られ る。

2・ 今後 の動 向

a)オ ン ライ ン ・システ ムの急速 な普及 現代 の高度 な技術 を駆使 したオ ンライン ・
ベ

シス テ ムの導入 の要請 は,今 後 のコ ンピュー タ本 体,大 容 量記憶 装置 ,多 種類 の オンラ

イ ン端末装 置,デ ータ伝送 機器,施 設 な どのハー ドウ ェア の技術 的進歩 ・開発 と,オ ン

ライ ン処理 のための複 雑 な コン トロール ・プ ログ ラム,各 種 のアプ リケ ーシ ョン ・プ ロ

グ ラムな ど実用的 な ソフ トウ ェアの開発 と,さ らには導入設 置費用 お よび使用経 費の低

減 とあい まって今 後急速 に強 くな り,爆 発的 な普及 もあ りうる もの と思わ れ る。 この こ

とは 当協会 の アンケ ー ト調査 に もみ られ る とお りで ,ア ンケ ー ト回答382社 中、現在専

用 線 を利用 してオ フ ライ ンで デー タ ・ギ ャザ リング を行 な ってい る もの72社(18 .85%),

テ レ ックス を利 用 してい る もの49社(12・82%),合 計121社 の大 部分 の オ ンライン化 へ

の 移行 は,当 然近 く予想 され る ところであ り,か つ現在 は通信 回線 を利 用 していない と

回答 した256社 につ いて も,近 い将来(3か 年 以 内)利 用す る もの81社(2i.20%),予

定 はな いがい ずれは使 うと思 うと回答 した ものが134社(35.08%)も あ ったこ とについ

て みて も明 らか であ る。 この ことは,ア メ リカにおい ては,1970年 代 に毎年設 置 される

コ ンピ ュータ5～6,000セ ッ トの うち ,50%以 上 が オ ンラ イン処理 に使 用 され るであろ

う と予想 されてい るこ とか ら も想像 され る ところであ る、

b)ネ ッ トワークは拡 大方 向 この よ うなオ ン ライン化 への要請 は ,金 融機 関お よび

9



第4章 コンビ=・一タと通信回線の結合333

政府 機関 にあ っては,現 在 の限定 され たサ ー ビス機能 をオ ンライン ・システ ムの導入 利

用 に よって拡 大 す る一方,関 連企 業 ・関 連産業(た とえば金融機 関相 互 のネ ッ ト構成,

取 引先大企業 とのネ ッ トワーク,近 隣地 域商店街 とのネ ッ ト構成)と の オ ンライ ン ・ネ

ッ トワーク形 式 へ進 む もの とみ られ る。

また,交 通 ・旅行代理 業 にお いては,座 席予約 ・乗 継 ぎ乗車 船券 ・旅 館 の手 配 な どを

含 めてのサ ー ビス ・ネ ッ トワー クを広 げ る ことは すでに一部 に見 られ る とお りで あ る。

製 造業 ではす でに一地域 の工場 ・本社 に限定 された部 分的 オ ンライ ンか ら,全 工場 ・

本 社 ・営業所 ・材料 資材納入 企業 ・大 口需要先 ・下請企 業 ・系列会社 まで もオ ンラ イン

で結 ぼ うとす る計 画 を もってい る ところが ある。

一方中小企 業 において は
,地 域 内同業者 ・同一 資本 系列企業 な ど関連 企業 のオ ン ライ

ン共同使 用 に よって,大 企業 に対抗 で きるよ うに経営効率 を高 め よ うと企 画 して い る と

ころ も現 わ れてい る。

卸 ・小売業 は現在 では情報処 理,利 用 の遅れ て いる分 野 のひ とつではあ るが,中 小 の

卸 ・小売業 同士に よるボ ラ ンタ リー ・チ ェー ン化,共 同仕 入 ・共同配送 ・経営情 報処理

のための共 同利 用な ど,業 務提 携 に よ っては容易 にオ ンライ ンを指 向す るこ とが で き,

い ったん コ ンピュー タが導入 され れば,生 産 ・輸送 ・販 売 まで流通 パ イ7.が 効率 化す る

ため,こ の実現 に よって社会経 済活動,国 民生活 に大 きな影響 を与 え るこ とが予想 され

る。 一部 では この ような段 階 を経 て,い ずれはNISの よ うなだれ で もが必要 とす る情

報 を,即 刻 自由 に利 用 で きる組織 へ発展 して い くこ とが考 え られ てい るの であ る。

C)超 大型 が万能 ではな い この よ うに,単 位 企業,各 種 の政 府機 関の個 々か ら,関

連 企業相互,同 一地 域 内企 業間 な ど とい った順序 でネ ッ トワー クが形成 されてい く過 程

では,必 ず しも超大 型 で高性能 の少数 の コ ンピュー タに よ ってオ ン ライ ン化 して い くこ

とば か りが有利 であ る とは考 え られな い。 大型 高性能 コン ピュータの ソフ トウ ェアの開

発 に も大 きな困難 が あ り,で きあ が った多種複雑 なアプ リケ ーシ ョンの きめ細 か いメ ン

テナ ンスに も大 きな問題 が想像 され,せ っか くの大型 コ ンピュータの使用効率 ・経済 効

率 か らも,大 型機 による全 面的集 中化 は必 ず しも有利 で あ る とば か りは考 え られ ない。

この ことは,1980年 代 に予想 され るAnElectronicCashandCreditSystem時 代 の
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第6.8図1980年 代 の ア メ リカの 予想 ネ ッ トワー ク
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出所:AnElectronicCashandCreditSystem,AMA,P.44(1966).

ア メ リカ の 予 想 ネ ッ トに お い て も,さ な が ら電 話 交 換 網 の よ うに,単 位 企 業 ご との 多 数

の 小 型 コ ン ピ ュ ー タ(自 営 交 換 機)を ス イ ッチ ング ・コ ン ピ ュ ー タ(地 区交 換 局)で ス

イ ッチ ング して 全 国 ネ ッ トを構 成 して い る こ とか らみ て も,現 実 的 な 進 め方 で あ る と思

わ れ る(第6,8図)。

3・ 問 題 点
4

a)通 信 回線 の 自由化 が必要 これか らの情報産 業 の発展 の中心的 な課 題 のひ とつは,

オ ンラ インに よるデー タの 自由 で廉価 な収集 が可能 とな る ことによ って,デ ー タを自由

に 駆使 す る機 能 が満 た され る こ とであ る。 このため には,自 由な ネ ッ トワーク を形成 す

る見地 か ら,通 信 回線 が可能 な限 り自由に使 用 で きる よ うにな る こ とが望 まれ る。 とこ
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う が現状 は∴種 々の制約 のため にオ ン ライン利 用者 の要望 が満 た され ていな い こ とが多

い。 た とえばオ ンライン採 用 による サー ビスの改善推 進 が阻 害 され て いる例 と して,H

相 互銀行 のオ ン ライン ・セ ー ビング ズ ・システ ム と業務提携 を した四 つの都 市銀行 のオ

ンラ イ ン ・システ ムが,通 信 回線 の共 同専用 が認 め られないば か りに,各 行 シス テムの

間 で リアル タイ ム処理 を必 要 とす る大量 の取 引 きを人間 が電 話 で中継す る とい う不 合理

さで,コ ンピ ュータの効果 を半減 せ しめ てい る例 が あ る。

b)現 行制度の改善 しか しなが ら,最 近 ようや くこのように社会的な発展に寄与す

るための情報 のオンラインによる効果的な処理 を阻害 している,制 度的あるいは慣習的

な要因を除 くために,通 産省では省内に 『1青報産業室』 を発足 させ(1968年2月),一

方郵政省は同省電気通信管理室内に 『電気通信制度総合調査室』 を設け(1968年7月),

また電電公社にはデータ通信関係部課 を大幅 に増強す るなど,わ が国のオンライン情報

処理 の普及発展のための現行制度 ・施設 の改善に踏み出している。

C)端 末装置接 続の 自由化(ア メ リカの現 状)こ の よ うな コン ピュータ と通信 回線 の

結 合 につい ては,ア メ リカにおい て も種 々の問題 が あ り,こ の こ とは昨年 度 の 白書(43

ペ ー ジ)の 『FCC(連 邦通 信委員会)の 調査』 に解説 され てい る とお りであ る。 この

調 査 の膨大 な回答 は,現 在 なおSRI(StanfordResearchInstitute)で 分析 集計 が行

なわ れ ている段 階 にあ るが,一 部 の問題 につ いては逐 次改 善 の施策 が実行 され始 めてい

る。 た とえば カ一一ターホ ン(Carterfone)に よって提起 され た問題 に端 を発 し,米 司法

省 の強 い要請 と,多 くのユー ザー一や電子工 業界 の要求 に応 じて,ATT(ア メ リカ電信

電 話会 社)は その通信 政策 に大幅 な変更 を行 ない,従 来通信 回線 の使 用 に加 え られて い

た制 限 を緩和 しつつあ る。

その第1は ユt・一・ザ ーが 自ら設置 す る端末 装置 を,電 話交換 回線 に音響結合,誘 導 結

合,あ るいは直接 電気的 に結合 す るこ とを許 した ことである。 この こ とは きわ めて多種

多様 な端末 装置 の開発 を刺 激 す る結 果 とな り,さ らに変化 の あるデ ータ通信 が期待 され

て い る。

第2はATTの 電話交換 回線 に私設通信 系 を,同 様 に音響 的 ・誘 導的 あ るいは電気的
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に結合することを許 したことである。 これにより私設 マイクロウェーブ回線 私設構内

交換設備,私 設無線電話 システムなどの私設通信系と公共通信系間の通信が可能 とな り,

コミュニケーションはさらに弾力性 を増 しつつあるのである。

d)拡 大傾 向にある日米の利用格差 数次にわたるアメ リカの情報産業に関する視察

団の報告は,ア メ リカの情報産業の先進性 を伝えてい るが,わ が国 とアメ リカとの間に

現在の格差 を招いた最大の理由のひ とつは,ア メ リカが十余年 も前か らデータホン ・サ

ー ビスを開始 して通信回線利用の問題 と真剣 に取組んでいたか らであ り
,わ が国が現在

当面 している通信回線利用上の諸問題 を早急 に解決 しない限 り,そ の格差はさらに開 く

ことは火 を見 るよりも明 らかであろう。

L
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第5章 コン ピュー タ と労 働組 合

1・ コ ン ピュー タ利 用 と労 働組 合 の意 識

a)労 働組合の意識に変化 コンピュータがわが国に導入 され始めた当時
,そ れは労

働組合にとって組合員の生活 を脅かす もの と考 えられていた。 コンピュータは人員削減

のための機械 であると信 じられ,か つて第一次産業革命 当蒔 ,機 械打壊 し運動がイギリ

スで蔓延 したように,コ ンピュータ導入反対運働が労働組合の重要な運動方針 として取

上げ られたところも少な くなか った。

しかしなが ら,以 来十数年,わ が国のコンピュータが 世界第3位 の 設置数 を誇 るに

至 った今 日,コ ンピュータに対する評価は一変 した。 コンピュータは,そ の高速 ・大量

な処理能力によって業務処理時間の短縮 ・合理化だけの効果 を現わすばか りではな く,

即時処理技術な ど利用水準の急速な向上を通 じて,経 営資料の作成,経 営 の意思決定に

まで広範に使われるようになった。 こうな るにお よんで,労 働組合 のコンピュータ観 も

「人員削減 の機械」から 「企業の業績向上を通 じて労働者の生活水準 を向上 させるに役

立つ機械」あるいは 「労働 を軽減する機械」 とい うように著 しく変化 してきている。コ

ンピュータはすでに労働者 を脅かす機械ではな くなった といっても過言ではあるまい。

b)コ ン ピュー タは企業 の業 績 向上 に寄与 当協会 が東京都 の主要 労働組 合 の幹 部 を

対象 に行 な った 『コ ンピュー タに関 す る ア ンケ ーート調 査』(1969年1月 実 施,ア ンケー

ト発送数700組 合,回 答 数90組 合)に よって も,労 働 組合 の意識変 化 は明確 に看取 で きる。

第6・2表 に よれば,企 業 の業 績向上 に役立 つ と思、うのが88.9%に 達 してい るの をみて

も,コ ンピュータの経営 にお よぼす 力の大 きさを,労 働組合 は充分 に感 じ とってい るの

がわか る。 しか も,第6・3表 では40.0%が 「賃 金上昇 に役立 つ」 と感 じてお り,31.1%
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が 「わ か らな い」 な が ら半 ば期待 を,半 ば不 安 を感 じてい る。 「賃金上昇 には役立 たな

い」 と思 って い る労働組合 は23.3%に 過 ぎないのは注 目して よい。

第6.2表 コンピュータは企業の業績向上に寄

与すると思いますか。

項 ∋ 同額 台数1パ ーセ・・

思 う

思 わ な い

わからない

無 回 答

80

3

3

4

88.9

3.3

3.3

4.5

合 ∋ ・・1・ …

第6.3表 コンピュータは賃金上昇に寄与する

と思いますか。

項 目 巨 額 合数 い 一セ・・

思 う

思 わ な い

わからない

無 回 答

36

21

28

5

40.0

23.3

31.1

5.6

合 計1・ ・1・ …

c)コ ンピュータ導 入 に伴 う労使 間の 問題 点 第6.4表 に示す よ うに,コ ンピュー タ

導入 に よ って解雇 ・配置転換 な ど,労 働者 に とって は最 も重 要 な労 働条件 の変化が起 こ

る と考 えてい る労働組 合 が54.4%あ る。「思 わ ない」 が34.4%あ るの もお も しろい。 ま

た第6・5表 では,労 働強L化に な らない と考 えている ものが53・3%あ り,興 味深 い。

これ らの問 題 に関 して,労 使 間 ではす でに相 当の交 渉が もたれ てい る。第6.6表 に よ

れ ば,45.6%の 労働 組合 が コン ピュー タ問題 を重視 して,労 働組合 内部 で検 討 してい る

こ とを示 して いる。

コ ン ピュー タ導入 をめ ぐる労使関 係 では,配 置転換 と適用業 務 の拡 大 ・変化 が重 視 さ

れ てい る(第6.7表,第6.8表)。

第6.4表 コンピュータの利用は解雇や配置転

換をもたらすと思いますか。

第6.5表 コンピュータの利用は労働強化につ

ながると思いますか。

項 目 陣 馴 合数|パ ーセ・・

思 う

思、わ な い

わからない

無 回 答

'49

31

5

5

54.4

34.4

5.6

5.6

合 計1 ・・{ 100.0

項 ∋ 回答 組 合 数 パ ー セ ン ト

思 う

思 わ な い

わからない

無 回 答

22

48

14

6

24.4

53.3

15.6

6.7

合 計1 ・・1 100.0



第6.6表 貴組合内では経営におけるコンピュー

タ問題を取上げたことがありますか。

項 ・1酪 飴 釧 ・一セ・・

あ る

な い

無 回 答

41

47

2

45.6

52.2

2.2

合 計90 100.0

第6.8表
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第6.7表t'貴 組合と経営者側とコンピュータ問題

について話合いをしたことがありますか。

項 目 酪 組合⇒ パーセン・

あ る

な い

無 回,答

39

17

34

43.3

18.9

37.8

合 計1・ ・1・ ・…

コンピュータの利用をめぐる労使関係上の問題点で重要と思われる項目を三つ選び,

順位を書いて ください。

1.2.3.と

項 目 回 答 数 パ ー セ ン ト
順 位 の 内 容

1位2位3位 不明

導

交

配

要

要

要

組

教

適

労

解

そ

入 計

替 勤 務 制 度 の 採
'置 転

員 の 賃

員 の .資

員 の 組 合 員 の 範

織 方 変

有 間

用 業 務 の 変 化 ・拡

働 強

の

画

用

換

金

格

囲

更

題

大

化

雇

他

22

33

41

8d

1

13

25

10

39

30

7

5

9.4

14.1

17.5

3.4

0.4

5.6

10.7

4.3

16.7

12.8

3.0

2.1

14

13

18

1

0

1

5

1

6

9

5

!

7

10

13

3

0

6

9

3

14

9

0

2

0

9

7

3

1

6

11

6

18

9

0

0

合 計 2341 ・・…174 76 70

1

1

3

1

0

0

0

0

1

3

2

2

14

d)再 訓練 で適応業 務 に配 属 第6.9表,第6.10表 は,コ ンピュ一一タの普及 によ って

新 しい職務 に配置転 換 され,し か もその職 務 に適応 で きない人 が出て くる恐れ を約65.6

%の 労働組合 が認 めて いるが,そ の80%以 上 が 「再訓練 を して適応 で き る業務 に配属 す

れ ば よい」 と回答 してお り,労 働組 合 が コ ンピュータの導入 を肯定的 に受け入 れてい る

とみて よいであ ろ う○

第6.9表 ますますコンピュータが普及した場合,新 しい職務に適応できない人が出ると思いますか。.

項 目1晒 飴 数
,レ ・一セン ・

思 う

思 わ な い

無 回 答

59

29

2

65.6

32.2

22

合 ∋ 90 1000
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第6.10表 新 しい職務に適応できない人の救済についてはどのように考え

まずか。"(第6.9表 の 「思 う」59組 合について)

項 目1回 答 釧 パーセン ・

企業が定年まで面倒をみれぽそれでよい 5 &2

再訓練で適応できる職務に配属させる 49 80.3

国の職業訓練所で再訓練し再就職させる 2 3.3

社会保障で生活できるようにすべきである 3 4.9

そ の 他 2 3.3

無 回 答 0 0

合 計1611・ ・α・

しか し,労 働 組合 が コ ンピュー タを全面的 に組 合員 に プ ラスにな る ものだ と考 えてい

る と思 っては間違 いで あろ う。

e)企 業 経営 への コン ピュー タ導入 の真 のね らい 第6.11表 は,企 業 が コンピュータ

を導入 す るね らい につ いて,労 働 組合 は企 業競争 力 の強化(24.5%),意 思決 定の用具

(15.7%),顧 客 への .サー ビス強 化(11.1%)な ど,企 業 の経 営基盤 強化 のため と見 な

が らも,一 方 では人 員 削減(22.2%)の ため と感 じとって い るのであ る。

コ ン ピュータ利 用状 況調査 に現わ れた企業側 の回答 をみ て も,「 コ ン ピュー タを利用

した直接的効 果」 へ 回答 した355社 の うち,317社(89.3%)が 「業務処 理 の迅速 化」,

304社(85.6%)が 「業 務処理 の正確化 」 をあげた のに続 い て,238社(67%)の 企 業 が

「人 員削減」 の効 果 を現実 に認 めてい るのであ る。 労働 組合 も当然 その現実 を知 りな が

ら,し か もなお企 業競 争力 の強 化 の面 に よ り大 きな価値 を認 め ている。

この傾 向は, ,アンケ ー トの 自由回答欄 の意見 の中 で企 業側 に対 して 「導入 に積極 的 に

賛成 す る」 「情報 革命 に乗 り遅 れない よ うな企 画 を早 く立 て るべ きだ」 「早 く導入 方針

を確 定 すべ きだ」 との声が,コ ン ピュータ未導入 企業 の労働組 合 か ら強 く出されて いる

の をみ て も明 らかで あ る。

さ らに 「コ ンピ ュータは経 営者 の利 益 のみの ものでな く,働 く下部機 構 に も多 く利 用

され るべ き もの だ」 「コ ンピュータは生活条件 の向上 につ なが る ものだか ら,機 械偏 重

にな らぬ よ うな施 策 を もって導入 すべ きだ」 としてい る。
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第6.11表 貴社におけるコンピュータ導入の真のねらいと思われるものを,

次の中から三つまで選んでください。

項 目1回 答 ⇒ パー…

競争力強化 53 24.5

意思決定のための用具 34 15.7

人 員削 減 48 22.2

他社が導入したため 6 2.8

顧客へのサービス強化 24 11.1

人間が人間らしい仕事に戻るための機械化 9 42

人件費以外のコス ト削減 29 13.4

そ の 他 13 6.0

合 計1・ ・61・ …

2・ 労 働 組合 自体 の コ ン ピュー タ利 用

以上のように,労 働組合のコンピュータに対 する認識が大 きく変わ ってきた事情の裏

には,労 働組合 自体 もコンピュータを使わなければ経営者側に対抗できな くな ってきた

とい う理由がある。それは労使交渉の複雑化が招いたとい ってよい。

従来の労使交渉 では,科 学的資料に基づいて交渉 を行な うのではな く,や やもすれば

感情に走 りがちであった と思われ る。現在では,経 営者側はコンピュータを使 って賃金

や要員の見通 しまでを含 めた長期経営計画 を作 り,理 論的に資料を整備 して交渉に臨む

例が多 くなった。 これに対 して,労 働組合側が素朴な"生 活の実感"だ けで対抗 しよう

としても,生 活水準が向上 した今 日では説得力に欠け る。 そこで労働組合側 も対抗策 を

講ぜざるをえな くなってきた。 『

全 日本労働総同盟(同 盟)は,学 者 グループの協力を得て,1968年 初 めに,1968年 度

か ら1971年 度 までの 『長期賃金計画』 を作 った。 これは政府の作 った計量モデルをその

まま利用 したものであるが,今 年の春闘1三もこれを改訂 して使 う一方,1972年 度以降は

独 自の計量モデルを開発 して,完 全に自前の賃金計画 を作 り上げる予定 である。

このほか全 日本電気機器労働組合連合会(電 機労連)も,1969年 要求する予定の 『産

業別最低賃金』に備 えて,傘 下40万 人の組合員 の年齢,学 歴,勤 続,職 種,性 別の詳細
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な賃金調査を行 なってい るし,全 国電力労働組合連合会(電 労連)や 全国金属産業労働

組合同盟(全 金同盟)も,格 差是正 のために組合員の賃金調査 を行な っている。いずれ

もコンピュータをフル に使 っているのは当然 のことである。 さらに労働組合自体が独 自

に企業の経営状態 を分析する例 も見 られる。

労働組合 の コ ンピュー タ利 用は少 ない 労働組 合 自体 の コ ンピ ュータ利 用 は,第6.

12表 の とお りであ る。33.3%の 労働 組合 が コ ンピュータ を利 用 してい るが,ま だ利 用 し

ていな い労働 組合 も相 当あ る。

次に,コ ン ピュータ を利 用 した労働組 合 で,ど のよ うな方法 で利 用 したか は,第6.13

表 の とお りであ る。会社 のコ ン ピュータを利 用 した労働 組合 が40.0%に お よんでい る。

利用 した内容 の多 くは賃金 分析 で あ る。 一方,利 用 した こ とがな い労 働組合 で も,62.1

%は 必要性 を感 じてい る(第6.14表)。

第6.12表 貴組合ではこれまでにコンピュー

タを利用し7ヒことがありますか。

第6.13表 どのような方法で利用しましたか。

(第6.12表 の 「ある」30組 合について)

項 目1回 翻 台数1パ ーセ・・ 項 目1回 離 合⇒ パーセ・・

あ る

な い

無 回 答

30

58

2

33.3

64.5

2.2

計算センターを利用した

会社のコンピュータを借 りた

そ の 他

16

12

2

53.3

40.0

6.7

合 計1・ ・1・ … 合 計1・ ・1・ ・α・

第6.14表 コ ン ピ ュー タ利 用 の 必要 性 を 感 じま

す か 。(第6.12表 の「な い 」58組 合 に つ い て)

項 目1回 答齢 数 い 一セ・・

必 要

不 要

無 回 答

36

18

4

62.1

31.0

6.9

合 計1581・ …
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3・ コ ン ピュー タ要 員 の待遇 改 善
こ1

a)一 直 制が多 い 労働 組合 の もうひ とつの役割 は,コ ンピュ ータ部 門要 員 の待遇 改

善 ・労働条件 向上 に関す る交 渉 であ る。 その交渉 態度 は,労 働 組合 の コン ピュータに対

す る認識程度 の いかんが大 き く影 響す るのは 当然 の ことであろ う。

コ ン ピュータが普及 す るにつ れて,コ ン ピュータ要員 に対 す る需要 は増加 す るばか り

で あ り,労 働条 件 もおの ずか ら変 わ って くるであ ろ う。 当協会 の コ ンピュー タ利 用状況

調 査 に よれ ば,コ ンピュー タ部 門 の勤 務態様 は,一 直制73.8%,二 直制10.1%,三 直制

3.8%と な ってい る。ttc

これに よ ると,二 直制,三 直制 がかな り目立 って きてお り,三 直制 に よるコ ンピ ュー

タの24時 間運転 が14社 見 られ るのは,"コ ンピュ;タ のコス トに対 す る関心 が大 き くな っ

た ことを示 す ものであろ う。(一 直,二 直,三 直制 のパ ーセンテ ージの合計87.7%の 残

り12.3%は,'時 差勤務制 度 を採 ってい る ところ であ る)。 と くに レンタル料 が2,225万 円

以上 の超大型機 を使 ってい る企 業 では,二 直制 が29.2%,三 直制 が25.0%,時 差勤 務制

が12.5%で,一 直制 を採 ってい る ものは33.3%に す ぎな い。

一方 ,こ の よ うにコ ン ピュー タ要員 の勤務制 度 は交替制 を採 る ものが増 加 してい るが,

報 酬面 で の手 当な どについ ては,20.0%が 支 給 してい る と回答 したにす ぎず,特 別 扱 い

は されて いない。

労働 組合 は交 替制度 を どう受取 ってい るかに ついて は,第6.15表 に示 す とお り交 替制

第6,15表 コンピュータ部門の交替勤務制度についての考え方をあげてください。

Q

項 目1酪 労組釧 パーセ・・

交替制に賛成

交替制そのものには反対しないが交替制による弊害を除去することが前提

交替制に反対

そ の 他

無 回 答

5

61

12

4

8

5.6

67.8

13.3

4.4

8.9

合 計1・ ・ ・…
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その ものに反対 す る ものは少 ない。 積極的 に 「交 替制 は必然 の傾 向 だ」 と してい るのは

5.6%で あ るが,「 労働条件,健 康 管理 に留 意 すれば交替 制 も反対 しない」 ものが大 半 を

占めて い る。 この結 果 か ら,労 働組 合は コ ン ピュータの効 用 を認識 してい る とみて よい。

b)コ ンピュータ要 員の 絶対数不足 コン ピュータ利 用状況調査 に よれば,51.3%の

企 業 が コン ピュータ要員 の絶対 数不足 に悩 んで い る。 しか も 「}亡しくて研修 の余裕 が な

く」 「教 育 には手間 がか か る」 のであ る。

企 業 が コン ピュー タ要 員 に関 して困 って い る問題 は次 の とお りであ る。

① 教育 に手間 がか か る51.3%

② 絶対数 が足 りない51。3%

③ 忙 し くて研修 の余裕 がな い40.4%

④ 有能 な社員 を他 部門 が離 さない25.7%

⑤ 定着 性 が低 い3.2%

(二 つ以上 に答 えてい るので合計 は100%に な らない)

この よ うな状 況 に もか かわ らず,労 働 組合 は ,現 状 にお いてコ ン ピュー タ要員 を特別

扱 いにす べ きでは ない として いるのが一般的 で あ る。

4・ コ ン ピュー タに取組 む姿 勢 は不 充分

も う一・段 の認識 を
'

以上 の よ うに労働組合 の コン ピュー タに対 す る認識 は相 当に高 ま ってい るもの の,コ

ンピ ュー タに本 格的 に取 組 む姿勢 は まだ充分 な もの とは いえない よ うであ る。 ・

a)80%以 上 が担 当者 不在 労 働組合 内 にコ ン ピュータ担 当者 が い るか どうかに つい

て は(第6・16表,第6・17表),担 当者 がいな い労 働組 合が81.1% ,担 当者 がい るのは

16・7%で あ る。担 当者 がい る場合 で も,そ の うち の25.0%は 組合 自体 の コ ンピュータ利

用 につい てで あ り,経 営対策,合 理 化対 策 として のコ ンピ ュー タ担 当者 を置 いてい るの
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第6.16表 貴組合ではコンピュータに関する

担当者がいますか。

項 ∋ 同額 鍛 ・一セ・・
1

い る

い な い

無 回 答

15

73

2

16.7

81.1

2.2

合 計90100.0

第6.17表 次のいずれについての担当者ですか。

(第6.16表 の 「いる」15組 合 について)

項 目

組 合独 自 の コ ン ピ ュー タ利 用 に つ い て

コ ン ピュ ー タ対 策 に つ い て

回 答組 合 数 パ ーセ ン ト

425.0

1175.0

合 計 1511…

は,残 り75・0%(全 体 の12.2%)に す ぎ な い。

b)教 育 への取組 み も不充 分 コン ピュータ教 育 に つい ては(第6.18表 ,第6.19表)

これ までに実 施 した ことが あ るのは3.3%に す ぎない。 しか し教 育 の必要性 を認 める労

働 組合 は62・2%に 達 してい る。教 育 の必 要性 を認 め るよ りも 「必 要性 を認 め ない」 とい

う28.9%の 労働組 合 にか えって興 味 をひか れ る。

しか しなが ら,い ず れにせ よ労働 組合 が コ ン ピュータ をと りあげ ざる をえな い時代 が

きて い るこ とは まぎれ もな い事実 であ る。

第6.18表 貴組合はコンピュータ教育を実施

したことがありますか。

項 目 巨 答組緻 い 一セン・

あ る

な い

無 回 答

3

85

2

3.3

94'4

2.3

合 ∋ ・・1・ …

第6.19表 組合でコンピュータ教育の必要性

を認めますか。

項 ∋ 回融 合⇒ パ ー セ ン ト

認 め る

認 め な い

無,回 答

56

26

8

62.2

28.9

8.9

合 計 ・・1 100.0
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5・ 電 労 連 の コ ン ピュー タ利 用

A.個 別 賃 金 要 求 方 式 の 確 立

電労連(全 国電力労働組合連合会 ・13万人 ・同盟)は,1966年 か らコンピュータを利

用 して毎年組合員全員 を対象 とした賃金実態調査を行な っている。 そして1967年 春 の賃

上げ闘争では 『個別賃金要求方式』 を打出 して,全 国9電 力労働組合が統一要求を行な

い,以 後毎年この方式で賃上げ要求を行な っている。

a)調 査の概要 この賃金実態調査の内容は,基 本給お よび基本給以外の基準内賃金

を個人別 ・性別に学歴,年 齢,勤 続年数,扶 養家族数 とともに調査 し,こ れを もとにし

て各電力企業間の賃金比較を行 なってい る。 この賃金比較は実態調査結果の分析の中で

も一番大 きなウェイ トを占めており,と くに9電 力企業間の横断賃率設定へ一歩近づ く

ものとして注 目されている。比較の内容は次の とお りである。

① 基準内賃金傾向値による比較

② 基準内賃金階級別特性値 による比較

③ 標準者基本給階層別特性値による比較

④ 基準内モデル賃金比較

⑤ 基本給特性値(十 分位数)に よる比較

また同時に,各 電力企業別に属人的要素別(年 齢別,勤 続年数別,学 歴別,そ の他な

ど)の 労務構成 も把握 している。電労連では,こ れらの調査のために年間総予算(約1

億円)の5%を 経費 として使 っている。

b)ザ イン線 ・ゾル レン線の設定1966年 の調査結果 を賃金分析小委員会報告書にみ

ると,ま ず電労連一本 の現行賃金傾向線(ザ イン線 と称 している)を 最小 自乗法により
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求 めて いる。 次 に電労 連 と して か くあ るべ き姿(ゾ ル レン線)を 求 めて,標 準基本 給線

を設 定 して いる。

c)要 求ポ イ ン トの設 定 賃 上 げ要 求額 の決 定 につい ては,た とえば1969年 度 の要求

額 でみ る と,実 態調 査 よ り得 られ た統計 数字 に基 づい て,第1に 高卒初 任給,第2に 高

卒勤続15年 初任 判定職 の二 つの ポ イン トを設 定 して要求 額 を決 定 した。 他 は それ ぞれ こ

の二 つの ポイ ン トとの相関 に よ って決 定 され る。 したが って,個 別 賃金要 求方式 とい っ

て もまだ完全 な もの とは い えな いが,こ れは各 電 力企業 間 の賃金 に格差 があ る こと と,

各 電 力企業 間 の労務構 成 の違 いか らくる年 齢 ・勤続年 数 の要 素 と職 種(職 級)と の間 に

調 和点 を見 いだせなか ったためで ある。 しか し将来 の方 向 としては,ポ イン トの多点化

を行 なお う として いる。 また,要 求 ポ イン トは,ザ イ ン線 とゾル レン線 の間 に収 まって

い る。

d)コ ン ピュータ利用で ベ ース ・ア ップ方式 か ら脱 皮 電労連 が個 別賃金要 求方式 を

採用 した理 由は,戦 後長 い間受 けつ いで きた定率加算 を用 い るベ ース ・ア ップ方式 が,

労務 構成(年 齢構 成)な どに大 き く左右 され,と くに若 年 層か らの不満 が高 まって いた

か らであ る。 そ して13万 組合 員 の個 々 の賃金 を把握 す るた めには,ど うして もコン ピュ

ータが必 要 であ り,も は や コ ンピュータな く しては賃金政 策 も立 て られな い状 態 とな っ

て い る。 また,個 別賃 金要 求方式 を採用 してい るのは,総 評 ・同盟 を通 じて電労連 のみ

で あ る。

B.賃 金 台 帳 は 磁 気 テ ー プ

電労連 では,1969年 度調査から,調 査結果を磁気テープに記録 して賃金台帳 を作成す

ることに している。 このため今年度は基本調査(属 人的要素)と 賃金調査(毎 年変動 す

る賃金 そのもの)を 行 ない,1970年 度か らは賃金調査 のみを行なって賃金台帳 を更新す

ることに している。 これが完成すると,全 国9電 力労働組合別 ・組合員別 のコー ドによ

り,13万 人 の個別賃金 の変動がすべて磁気 テープに保存され ることになる。
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第6章 企業 再 編成 に伴 う

コ ン ピ ュー タ問題

1・ 企業再編成 とその促進要因

a)資 本集約的経営からコンピュータ集約的経営へ1969年 の新年は,三 菱 ・第一両

銀行合併のス クープによって明け,国 内は もちろん海外にも大 きな反響を巻 き起 こした。

この合併は2週 間足 らずで白紙還元 となったが,大 蔵省銀行局は都市銀行の合併 メリッ

トのひとつとして,コ ンピュータ ・メ リットをあげ,公 式に見解発表 を行なった。 また

1968年4月 に報道 されて以来,近代経済学者の反対 にもかかわらず,わが国経済史上最大

の合併 として満天下 の注 目を集めている八幡 ・富士両製鉄 の大合同は,公 正取引委員会

の事前審査 を終わ り,問 題点の煮詰めを経 て実現 されようとしている。 さらにこの八幡

・富士両製鉄 の大合同計画が発表 されるや
,こ の両社のそれぞれの主力鉄鋼取引商社で

ある日商 と岩井産業は,1968年10月,一 足先に合併 を終 え,日 商岩井 としてその企業規

模 の拡大 を完了 した。

戦後の企業再編成の歴史 をながめると,戦 後アメリカ占領軍によって財閥本社 の解体,

集中排除,独 禁法による改革が行なわれたが,集 中排除法に よって実質的に企業の分割

または分離が行なわれたのは,そ の後 の大量指定解除(1948年)に より11社 であった。

朝鮮動乱 を契機 としてわが国経済は高度成長の道を歩み,今 日に至っているが,東 京証

券取 引所開所以来 のお もな合併企業 を見 ると第6.20表 のとお りである。

企業経営はやは り社会事象のひとつであるが,社 会事象は 日々刻 々新たに生成流転 し,

流 動 し続 け てい る。 きの うの それは き ょうのそれで はな い。 自然事 象 と異な って,流 動

こそ社会事象の本質ではないだろうか。企業の経営 も,決 して社会事象のわ く外ではあ

りえない。企業経営は 自分 自身が内蔵 してもっている力で流動 してゆ くと同時に,企 業

経営 をめ ぐる四囲の環境の社会事象 の流動の波及影響を受けて流動 してゆ く。 日本 の政
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第6.20表 東証開所以来のおもな合併企業

合 併 企 業

甲

被 合 併 企 業

乙

合 併

期 日

合 併 比 率

乙:甲

合 併 後

資 本 金
新 商 号

1

～

協 和 醗 酵 工 業 山 陽 化 学 工 業33.3.110:7

白 木 屋 東 横 百 貨 店33.8.11:1

第 一 物 産 三 井 物 産34.2.151:1・

日 本 鉄 板 日 亜 製 鋼34.4.11:1

磐 城 セ メ ン トJil崎 セ メ ン ト35.3.3145(500):100(50)

石 川 島 重 工 業 播 磨 造 船 所35.12.15:3

別 府 化 学 工 業 製 鉄 化 学 工 業36.10.11(500):!0(50)

東 京 芝 浦 電 気 石 川 島芝 浦 タ ー ビ ン36.10.11:2.75

日 鉄 汽 船 東 邦 海 運37.2.151:1

呉 羽 化 学 工 業 呉 羽 化 成37.5.11(500):10(50)

宇 部 曹 達 工 業 セ ン ト ラ ル 硝 子38.1.11(500):10(50)

浦 賀 船 渠 蓼 。堅 ㌍ 曇 ・・ ・・・ …

鯉 ・・ン・{霞 蒜 三 ・-ll:蒜lll:91}3・ …

日 本 航 空 日 本 航 空 整 備38.10.11:1

三 菱 製 鋼 三 菱 鋼 材39.2.11:1

大 日 電 線 日 本 電 線39.4.14:5

日 本 郵 船 三 菱 海 運39.4.13:2

日 東 汽 船 大 同 海 運39.4.110:7

三 井 汽 船 大 阪 商 船39.4.11:1

山 下 汽 船 新 日 本 汽 船39.4.11:1

川 崎 汽 船 飯 野 汽 船39.4.11(500):10(50)

日 本 油 槽 船 日 産 汽 船39.4.11.6:1

新三麹 工業{:菱 呈㌘ 蓋 ・-1:1

車輪工業鷲 羅 一 ㌫ 劃 一
第 一 銀 行 朝 日 銀 行39.8.11:115,000

神 戸 製 鋼 尼 崎 製 鉄40.4.11:158,000

丸 紅 飯 田 東 通41.4.14:115,500

東 洋 紡 績 呉 羽 紡 績41.4.2610:817,300

日 産 自 動 車 プ リン ス 自動 車 工 業41.8.15:239,800

川 崎 重 工 業 横 山 工 業41.11.11:112,010

兼 松 江 南42.4.15:12,800

富 士 製 鉄 東 海 製 鉄42.8.11(500):10(50)102,000

石 川 島播 磨 重 工 業 呉 造 船 所43.4.11(500):10(50)28,872

十 条 製 紙'東 北 パ ル プ43.4.12:17,500

八 幡 製 鉄 八 幡 鋼 管43.4.1111127,350

日 商 岩 井 産 業43.10.13:2

大 日 日 本 電 線

ジ ャ パ ン ラ イ ン

大阪商船 三 井 船舶

山 下 新 日本 汽 船

昭 和 海 運

}・9・1・… 三 菱 重 工 業

ト ピ ー 工 業

(百 万 円)

2,185.26

1,800(株)東 横

5,926.72三 井 物 産

4,800日 新 製 鋼

2,000

10,200石 川 島 播 磨 重 工 業

2,500製 鉄 化 学 工 業

46,200

3,920新 和 海 運

2,500

3,720セ ン ト ラ ル 硝 子

6,400浦 賀 重 工 業

住 友 セ メ ン ト

13,689

4,581.82

3,900

14,600

11,807.5

13,100

5,270

9,000

4,500

兼 松 江 南

1L186.80日 商 岩 井

出所:統 計 月報1968～6号 よ り♪
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治 ・社会 ・経済 的環境 や,世 界 の政治 ・社会 ・経済 的条件 の流動 に敏感 に対応 してゆか

な け れば,自 らの生存 を主張 す る ことす らおぼ つかない。流動 こそ企業 経営 の本然 の姿

で あ り,静 止 は競争 の圏外 に置 き去 られ る こ とを意 味 する。 あ る環境 の もとで非 常 に経

営 効率 が高 い とされてい た企業 が,変 化 した条件下 で も同 じよ うに高 い効率 の もとに経

営 を持続 しうる とは限 らな いのは 当然 の こ とであ る。

た とえ ば,か つ て労働 コス トの低廉 な時代 では,労 働集約 的経営 が合理 的 であ ったか

も しれな いが,労 働 コス トが上 昇 し,あ るいは労働 供給 力の不 足 した環境 の もとで,依

然 と した労働集 約的経 営 が生 存権 を主 張 し続 け るこ とはで きない。

革新 した生 産技術 や設 備 に よる大 規模 の メ リッ トを享 受 しうる企 業 では,生 産 設備 の

新 設 ・拡大 とい う資本集約 的経営 へ と移 行 せざ るをえない し,こ の機運 と時流 をつかめ

な い企 業 は,自 然 淘汰 の運命 をた どる こ とにな る。生 産設備 のス ク ラ ップ ・アン ド ・ビ

ル ド,あ るいは新 設 ・拡 大 とい う資本 集約的経 営 以外に,さ らに一層労 働 コス トの上昇,

労 働 力の枯渇 とい う環境 へ の適応 性 を発揮 す るため には,コ ンピュー タ集約 的経営 をあ

わ せ行 な うこ とに よ って,人 間労 働 の可及的節減 とマネ ジメ ン ト・レベル の向上 を図 ら

ざ る をえな くな って くる。

石油 化学,肥 料,セ メ ン トな どの装置工 業 や,製 鉄,造 船,自 動 車産業 な どその良 い

例 であ る。一 方,銀 行,保 険 商社 の よ うに生産設 備 を もたな い業種 では,い きおい コ

ンピ ュー タ集約 的経営 に よ って環 境 の変化 へ の適応 性 を発揮 せ ざ るをえな い ようにな っ

て くる。

こ のコ ンピュー タ集約的経 営は,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの発達 に よ って一層 そ

の濃 度 を深 めてお り,銀 行 業 の再 編成 に関 して コン ピュータ ・メ リ ッ トが あげ られ るの

は,こ の よ うな事 情 を物語 ってい る と考 え られ る。

b)企 業合併の促進要因 企業合併 の要因をながめると,個 々の合併 にはそれな りの

合併 を促進 した個別的要因がある。 しか しこれを国民経済的観点か らみれば,わ が国経

済 の絶 えざる高度成長の もとに実行 された企業合併 を促進 した要因には,そ れな りに共

通的な ものを見ることができる。それは技術革新 とそれに支えられた生産力の顕著 な発

達 と,そ の生産力を消化 しうる大量消費 ・大量需要が一方で考えられ,他 方資本 の自由
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化,国 際化 に よる国際 競争 に耐 え うる競争 力強 化 の必 要性 であ る。 この二 つ の要 因は,

今後 しば ら く企 業合併 あ るいば 再編成 の有 効 な促 進要 因 とな るこ とが考 え られ る。

2・ 企 業 経 営 と コ ン ピュー タ

a)コ ン ピュータ とMlS1967年10月,当 協会 と日本生 産性本部 の共・催で派遣 され

た 『訪米MIS使 節 団』 の帰 朝報告 を契機 として,わ が 国にいわ ゆ るMIS旋 風 が巻 き

起 こ った。市 中 の書 店 には コン ピュータ ・コー ナーが設 置 され るな ど,い やお うな くコ

ンピュータ を意 識 させ る時代 を作 りあ げた。 このよ うな背景 の もとに1968年 の コン ピュ
●

一 タ白書 は ,「 ア メ リカにお け るMISの 現状 把握 と,わ が国 におけ るMIS適 用上 の

諸 問題 」 に重 点 を置い て まとめ られ た(1968年 版 コ ンピ ュータ白書,序 文)。 ・

そ こに定義 されたMISと は,「 経営 のすべ ての階 層 にお い て,そ れ ぞれの業務遂 行

に必 要 とされ る情報 を,必 要 な時 期 に提供 す るための効率 的 な仕 組」 で あ り(同 白書55

ペ ー ジ),『 訪 米MIS視 察団』 の 「MISの 開発 お よび利用 に関 する提 言」 では,MI

Sに つ いての明確 な定義 は確 立 され ていな い と前 置 き しなが らも,「 そ の最大 公約数 的

見解 としては,企 業 の各管理 階層 に対 し,そ れ ぞれの必要性 に適 応す るよ うな情報 を,

い つ で も,ど こで も提供 す る シス テムで あ る」 と表 現 してい る(同 白書257ペ ー ジ)。

この定義 な り表 現 をい ま一歩深 く検 討 してみ る と,ま ず第 一 に情 報 を必要 な 時期 に,

いつ で も,ど こで も提供 す るため の仕組,い わ ゆ るイン フ ォメ ーシ ョン ・シス テム以前

に,こ の システ ムか ら出 され る情報 を必要 とす るす べて の階層 な り各管 理階層 が存在 し

てい なけれ ばな らない。 これは論理 的 に前提 とされ てい る ことであ る。

す なわ ち,イ ン フォメー シ ョン ・シス テムを必要 とす るマネ ジメ ン ト・シス テ ムが ま

ず存在 していなけ ればな らな い。 イ ンフ ォメ ー シ ョン ・システ ムがマネ ジメ ン ト ・シス

テムをつ く り出 してゆ くのではな く,マ ネ ジメ ン ト ・シス テ ムあ っての イ◆ンフ ォ'メ・一 シ

ョン ・シス テ ムであ る。 マネ ジ メン ト ・シス テムが確 立 してい ない企業 に コ ンピュ.一夕

を導入 して,、イン フォメー シ ョン ・シス テムの みを確 立 しよ うとす るのは意 味 のな い企

て であ る とい うこ とが できる。
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第 二 に,イ ンフ ォメー シ ョン ・シス テ ムを確立 す る手段 が 別 にあ るな ら,何 も コン

ピュータに こだわ らない とい うこ とであ る。 コ ンピュータな しに必要 な情報 がい つで も

どこで も得 られ るな ら,MISは コ ンピュー タな しに実現 しうる。 しか しな が ら企業規

模 が拡 大 し,情 報 が量的 に増 大 し,質 的 に多岐 多彩 にわた り,迅 速 性 が要 求 され て くる

と,コ ン ピ ュー タの威 力 に また ざる をえな くな る。 そ こでは コ ンピュー タな しに イ ン

フ ォメ ーシ ョン ・シス テムは確立 で きな くな る し,マ ネ ジメ ン ト ・シス テ ムは必要 な情

報 が得 られ な くな る。 そ して その存立 す ら脅か され るよ うにな り,MISど ころではな

くな って しま う。 したが って,コ ンピ ュー タに よってのみMISが 達 成 で きる とい うこ

とも また事実 であ る。

り

b)マ ネ ジメ ン ト・システム とイ ンフォメー シ ョン ・システ ムの融合 い まコ ンピュ

ー タが企業 経営 に初 めて採 り入 れ られ てか ら
,完 全 に融 合 ・融 和 し,本 来 の機 能 を発揮

す るよ うに な るまでの過 程 をながめ てみ る と,前 述 した よ うに,前 もって何 らか の姿 で

確立 されて いたマ ネ ジメ ン ト・シス テ ムを構成 してい る人的要素 の一部 に,コ ン ピュー

タに対 す る拒絶反 応 を示 す現象 が しば しば起 こる。 これは何 もコン ピュータに限 った こ

とではな いが,他 動的 な変革 を嫌 う人 間心理 の現 わ れであ り,コ ン ピュー タ運営 担 当者

が最 も苦労 と苦心 をす る事 柄 であ る。拒絶 反応 な り抵抗 が現わ れる形態 は種 々雑 多な の

で,こ の収 拾策 を一歩誤 る と,い ったん導入 した コン ピュータを返却 す る事態 にな った

り,反 却 しない まで も長期 間 マネ ジメ ン ト・システ ムに融 合 しな い まま とい う実例 もあ

る。

この難 関 を トップ ・マネ ジメン トのバ ック ・ア ップや,一 部 の ミ ドル ・マ ネ ジメ ン ト

の協 力 を得 た りして,適 用業 務 の拡 大 を図 りな が らコン ピュータのメ リッ トを実証 す る

な ど,少 しずつ,一 歩一歩,コ ンピュータ運 営担 当者 の努 力に よ って コン ビ。ユータ とマ

ネ ジメ ン ト ・シス テ ムは融合 してい く。融 合現象 を起 こ した部分 のマネ ジメ ン トは ,コ

ン ピュータな しでは不 可能 とい う事 態 とな って くる。 時間的経過 とと もに この融合部分

の拡 大 が現 われ,そ れが あ る限界 に達 す る と,急 速 に完全融 合状 態 へ と進行 す る。

マネ ジメ ン ト・シス テム とインフ ォメー シ ョン ・シス テ ム との完全融 合状 態 こそ
,M

ISの 姿 で あ る と思 われ る。
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c)コ ンピュー タ ・オ リエ ンテ ッ ド ・マ ネジ メ ン ト・システ ム 当初 マネ ジメ ン ト ・

シス テムは インフ ォメー シ ョン ・シス テ ムの論理 的前提 であ ったが ,イ ン フ ォメー シ ョ

ン ・シス テムの中核 を形成 す るコ ン ピュー タを基 盤 としてマネ ジメ ン ト・シス テムへ と

変貌 をとげ,コ ン ピュータ`オ リエ ンテ ッ ド・マネ ジメ ン トともい え る水 準 に まで到達

す る。 いわば コ ン ヒ。ユー タ ・オ リエ ンテ ッ ド・マネ ジメ ン ト・シス テムで あ り,イ ンフ

ォメー シ ョン ・オ リエ ンテ ッ ド・マネ ジメ ン ト ・シス テム であ る。

このよ うな状 態 にお け るイン フォメー シ ョン ・シス テム と以前 の それ とをデー タ ・プ

ロセシングの面か ら比較 す る と,以 前 のマ ネ ジメ ン ト ・システ ムは,総 務 人事,企 画,

開発,資 材,生 産 販 売 な ど,縦 割 りに組 織 され てお り,そ の縦割 り組 織 の中 でデ ータ

プ ロセシングが営 まれ,良 きにつ け悪 しきにつ け縦 割 りの特徴 を発揮 していた。

しか し,こ の よ うな閉鎖的 で横 のつな が りを もたず に独 自性 ・存在 性 を主 張 す る組織

へ情報 を提供 す るイン フ ォメー シ ョン ・シス テムは必要 とされ ず
,企 業全体 の最 適化 を

目指 したイ ンフ ォメー シ ョン ・シス テムが必要 とされ るのであ る。 そこにデ ータ ・プ ロ

セ シングの本 質 があ り,コ ン ピュータを基 盤 に したイ ンフ ォメー シ ョン ・オ リエ ンテ ッ

ド ・マ ネ ジメ ン ト ・シス テムの真 価 があ る。

この よ うな状 態 にな る と,コ ン ピュータ とマ ネ ジメン トの関係 は密着不 離 の域 を越 え

て両者相融 和 し,相 互 に影響 をお よぼ しな が ら発展 してゆ く,ひ とつ の有機 的組 織体 と

な る。

'

3・ 企 業 再 編 成 と コ ン ピュー タ

a)コ ー ド・コ ンバ ー ジ ョン 企 業再編 成 とコン ピュータに関 す る問題 は
,企 業 再編

成 の形態 とコン ビューtタ集 約的経営 の集約 化 の程度,い いかえれ ば コン ピュrタ ・オ リ

エ ンテ ッ ド・マネ ジメン ト・シス テムへの進化度 合 に大 き く関連 してい る。

まず企業再編成 が企 業間 の業務提 携な い しは 系列化 の段 階 では,両 企 業 ない しは関連

す る数企業 内 に存在 す るマネ ジメ ン ト・シス テムは相互 に尊重 され るのが通常 であ る。



354第6部 コンピュータ利用の進展と問題点

したが って それ らの企 業 に コン ピュー タが未導入 であ ろ うと,あ るいはす でに コン ピュ

ー タ ・オ リエ ンテ ッ ド ・マ ネ ジメン ト・システ ムへ と進化 してい よう と,コ ン ピュー タ

に関す る問 題は さほ ど大 きな問題 とはな らず,当 初 は コー ド ・コンバ ー ジ ョンで一応 の

目的 を達成 す るこ とがで きる。

しか しな が ら造 船業 と製 鉄業 間 の合理 化の一部 に見 られ る よう に,造 船 用鋼板 の契 約

段 階 におい てさ え,造 船 業 が造 船用鋼 板 を入 手 してか ら建造 完 了 まで の生 産管理情報 と

製 鉄業 の生産管理 情報 とを,一 元的 に処理 す るよ うな鋼 板発注 情報 が相互 に授受 されれ

ば(そ の間 に もち ろん コrド ・.コン バ ー ジ ョンと い うコン ピュー タの処理機 能 が介在 し

て初 めて実行 し うる ことではあ るが),企 業 間合理化 が定常化 し,拡 大 普遍化 す るにつ

れ て,双 方 が当初尊重 し合 っていた マネ ジメン ト・シス テ ムその ものに影 響 をお よぼ し

て くるこ とが容易 に想像 で きる。 業務提携,系 列化 の段 階 にお け る企業 再編成 の場 合 も

全 く同様 であ る。

b)ハ ー ドウ ェアの互換 性の 問題 最近 では 系列企業 間 のマ ネ ジメ ン ト ・シス テムの

同一 化 を図 るために,.コ ン ピュータを導入 しよう とす る実 例 があ る こ とに注 目 したい。

この場合 の困難 な問題 は,ハ ー ドウ ェアの非 互換1生と,通 信 回線 の問題 であ る。 バー一

.ドウェアは第 三世代 にはい つて,同 一 メーカ ーの製 造 す るコ ン ピュー タにつ いては小型

か ら中型 ・大型 へ とその プ ログ ラム互換性 が可能 とな ったが,.こ れ はマ シン ・イ ンス ト

ラクシ ョンな い しは ランゲ ー ジの互 換1生であ る。 しか し,企 業間 に授受 され る情報 は,

カ ー ドない し磁 気 テー プ とい う記録 媒体 であ る。 この記 録媒 体 につい ては,一 部 メ ーカ

ー の製造 す る コン ピュータに互換性 の持合 わぜ のない ものが あ り,そ のため に企 業間 に

お け る情報 の交換 を阻 害 し.てい る。、情報化社会,国 民経済的 な い しは世界経 済的情 報 シ

ス テムの形 成 に対 す る阻害要 因 とな らぬ ように,メ ーカ ーの早急 な善処 を望 みたい。

C)通 信回線利用の問題 バーtドウェアの非互換性を回避 あるいは克服する手段 とし

て,通 信回線 を情報交換手段 として選択することが考えられるoし か しわが国の通信回

線 の現状は,相 異なる法人間に,同 ÷法人の事業所間 と同様 のボイス ・グレイ.ドの自由

な通信回線 の提供 を受けることに対 して,明 確な結論がまだ出ていない という障害があ
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る。 この障害ない し制約は,異 種企業間の自由な情報交換 という構想の実現を躊躇 させ

ていることを意味する。

原材料を海外ない し国内から調達 して第一次製品へ生産する企業か ら,こ の第一次製

品を買受けて第二次製品へ加工生産する企業,同 様に第三次ない しは第四次製品を加工

生産する企業を経て,最 終需要家または最終消費者に物資が流通する過程 において,契

約 ・.送品 ・受品 ご代金請求 ・代金授受 ・その他納期督促,さ らには納品残高 ・検収残高

・債権債務残高の照合など
,物 資の流通にそってその裏側に膨大な情報の交換が授受さ

れてい る。

この情報量のわが国における国民経済 レベルでの総量はば く大な ものであ り
,郵 便受

配量の相当な部分 を占めているとも考えられる。 この情報授受が,自 由に して高速安定

な通信回線を利用す ることが可能 となれば,わ が国の企業経営が国際化への順応 ,あ る

いは大量需要 ・大量消費時代の経済の構造的変化への適応に対 して大 きな力 となるであ

ろう。

この場合,一 企業から他 の企業へ情報が通信回線によって伝送される間には,情 報加

工や情報処理 を何 ら必要 とせず,発 信 された情報が迅速に正確にそのまま受信 されるこ

とによって目的を達することができるわけである。 これは現在の技術水準で充分可能で

あ り,当 局のすみやかな善処 を切望 したい。

d)企 業合併 にお け るコン ピュータの功罪 企業 合併 の場合,両 企業 が一法人 格 とな

るので通信 回線 の利用 は 自由 とな り,障 害 は解消 され るが,シ ス テ ム ・コンバ ー ジ ョン

は非常 に困難 であ り,こ の困難 を克服 して初 めて合併 メ リ ッ トのひ とつ と しての コン ピ

ュータ ・メ リ ッ トが実現 す るわ け であ る。 この克 服 には相 当長 期間 を要す る。 また両企

業 の コ ンピュータ ・オ リエ ンテ ッ ド・マネ ジメ ン ト ・システ ムの進展度 合 が深 け れば深

いほ ど,コ ン ピュー タは む しろ逆 に企業 再編成 のマ イナス要 因 ともな りか ねない。 コン

ピュータは,企 業再編成 に対 して,時 には功 ともな り,時 には罪 と もな る両側面 を もっ

て い る。 合併 メ リッ トを1日 も早 く出す ため には,イ ンフ ォメー シ ョン ・シス テ ムを1

日 も早 く統合 す るこ とであ る。
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e)イ ンフォメー シpン ・シス テムが企 業の再 編成 を促 進 バ ンキング ・オ ン ライ ン

は,シ ス テ ム構成,ソ フ トウ ェア対策,な らびに膨大 な通信 回線 ネ ッ トワー ク と機器構

成 に,多 くの労 力 と時 間,さ らにはば く大な投 資 を必要 とす る。 これ に耐 え られな い銀

行 があ る とす れば,そ の銀行 は既設 のバ ンキ ング ・システ ムに便乗 せ ざるをえない。 バ

ンキング ・オ ンラ イン ・シス テムの媒体 とな って,銀 行 の業 務提携 ない しは系列化 が促

進 され る要 因 のひ とつが ここに潜 んでい る。 インフ ォメー シ ョン ・システムが企 業再編

成 を促進 す るケ ースであ るが,こ の ことは銀行 業 だけ に限 られ たわ けでな く,将 来 どの

よ うな契 機 で コン ピュー タが媒体 とな って企 業再編成 が起 こる とも限 らな い。 ハー ドウ

ェアや ソフ トウ ェアの発達 だけ でな く,コ ンピ ュー タをめ ぐるあ らゆ る事態 の流 動す る

様 相 を注 視 して ゆ くこ とが必要 であ る。
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第7章 コ ン ピュー タ教 育 の必要 性

コ ンピュータの導入は,年 々飛 躍的 に増 加 の一途 をた どり,産 業,研 究 の各 分野 に広

く利用 され てい るが,物 としての コ ンピュー タの この よ うな普及は,コ ンピュータのハ

ー ドウ ェア ,ソ フ トウ ェアの開発 に従事 す る人 々は もち ろん,シ ステ ムの設計 者,あ る

いは一般利 用者 に対 す る組 織的 な教育 の必要性 を生 じて い る。

1・ 実 態 調 査 に み る コ ン ビ ュー一.S教 育

A.教 育 対 象 と 教 育 主 体

1968年9月30日 現在 の,当 協会 の コン ピュータ利 用状況調査 の結果 に よれば,付 属 資

料1に 示 した よ うに,コ ン ピュータ要 員 につい て,大 企業 も中小企 業 も含 めて,絶 対 数

の不足(51.3%),教 育 に手間 がかか る(51.3%),日 常 業務 に追わ れて研 修 の時間 を さ く

こ とが困難(40.4%)で あ ることが,企 業 のかか えてい る困 った問題 として指摘 され て

い る。 コン ピュータ教育 の実施 につ いては,ア ンケ ーtト回答全 企業数 の93.4%が コ ン ヒQ

ユータ教 育 を実施 してい るが,教 育 は必要 に応 じて(72.5%)行 なわれ,体 系的 に実施

してい る企業 は27.5%で あ る。体 系的 に コ ンピ ュー タ教 育 を実施 す る企 業 は,コ ンピュ

ー タの投 資規模 が大 き くな るにつれ て多 くな るが ,大 型 コ ンピ ュー タを設 置 してい る企

業 の場 合 で も52.0%に す ぎない。

被教育者 をみ る と,プ ログ ラマ教 育(80.7%)が 最 も多 く,次 い で キーパ ンチ ャー

(66.6%)で あ って,現 在 の コン ピュータ教育 は直接 コ ンピュー タに関係 す る要員 教育

が中心 であ るが,課 長 ・係 長 ク ラス(57.5%),一 般職 ・新入 社員 が それ ぞれ(54.7%),

(53.0%)で,企 業 内にお いて コ ンピュ一一タ要 員以外 の コ ンビ ュー一夕教 育 の重要性 が浸
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透 してい るこ とがわ か る。 と くに部長 クラス以上 の上級 管理者 に対 して,43.3%の 企 業

が教 育 を実施 してい る。 教育主体 をみ る と,SE,プ ログ ラマお よびオペ レー タ教 育 に

つい ては,各 産 業 ともコ ンピュータ ・メ ーカー に依頼 す る例 が多 く,キ ーパ ンチ ャー教

育 は社 内教育 が多 い。課 長 ・係長 ・一般 職員 ・新入社 員 については,社 内教育 が傾 向 と

して多 く,部 長 クラス以上は コ ン ピュータ ・メ ーカーの教育 が多い。 これ らの ことか ら,

わが 国の企業 では コ ンピ ュータの基本 的知識 をかな りマスター し,社 内 にお け る知 識 の

再 生産 お よび技法 の伝授 が可 能 とな り,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,シ ステ ムに つい

て の新 知識 は,メ ーカ ーに依 存す るとい う姿 にな って いる ことがわ か る。

B.教 育 に 対 す る ユ ー ザ ー の 要 望

ア ンケー ト調査 自由解 答欄 にお いて,コ ンピ ュ■タ ・ユーザ ーの教育 に対 す る要 望 が

多 く,232企 業 の うち35企 業 が コ ンピュータ教 育 の実 施 を政府 に強 く要望 してい る。

教育 につ いて政府 に対 す る要 望 を分類 す れば,① 学校 教育,② コ ンピュータ要員 の研

修 機関,③ 資格 制度,④ 学会 の設 立,そ の他 で あ る。

a)学 校教育 学校教 育 につ いては,大 学 で のコ ンピュ'一タ教 育 を,コ ン ピュータ専

門 の学 生ば か りでな く,一 般 の学生 を含 めて組織的 に行 な うべ きだ としてい る。 高校 ・

中学校 の教科 の中 にコ ン ピュータの知識 を と り入 れ るべ きだ とい う意見 もある。 この よ

うな議 論 のほか にたいせ つな提 案 は,情 報科 学 を中心 に急速 に進 展 してい る諸科 学 を,

各 企業 のSEや プ ログ ラマばか りでな く,一 般 職員 に対 して も大 学は再教 育 の場 を提供

すべ きであ るとい う意 見 が多 い。.一 ,

b)コ ン ピュー タ要 員の研修 機関 コ ンピュー タ要 員 の レベル ・ア ップを図 るために,

メーカ ーは もち ろんの こ と,一 般 ユーザ ーの プ ログ ラマ教育,シ ステ ム設計 教育,お よ

び トップ教育 な どのた めの常設 研修機 関 を設 置 せ よ,と い う声 もある。

c)資 格制 度 コン ピュータ要員 の質 の向上 を図 るために,資 格制度 を設 け るべ きだ
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とい う声が あ るが,こ れについ てはす でに第2部 第3章 に述 べ た よ うに,通 産省 は1969

年 中に情報処理 技術者 認定 制度 の実施 につい て計 画 中で あ る。':

d)学 会設 立の要 望 各 コン ピュータ ・メ一一力一お よび コ ンピュータ ・'ユーザ ーは ヂ

協 力 して,第6.21表 に示 す よ うに,.そ れ ぞれ独 自のコ ン ピューータについ て研究会 を もっ

てい るが,コ ンピュー タ ・サ イエ ンス を中心 とす る経 営科学 ・情報科 学 な どにつ いての,

学問的研究 と実 際的研 究 とを結 びつ け る学会 が存在 して いない。 この よ うな意 味 か ら経

営情 報科学 に関 す る学会(経 営 情報学会)設 立 の要望 が 高 まってい る。

第6.21表 ユー ザ ー 協議 会 ・研 究会

一 一 ザ 一 会1定 例 会1発 行 文 パ

FACOMフ ァ ミ リ会 全国大会(春 期,秋 期)年2回

技術計算研究会 年2同

地区別研究会 月1～4回

FACOMEDP論 文 集 『年1回

'会 報
.「FamUy」 隔 月

フ ァ ミリ会 ニ ュ ース 月 キ‖

HITACユ ーザ 会 大会(春)年1回

事務分科会 随時

地区別分科会 随時

機種別分科会 随時

'
大会記念論文集'年1回

会報 「HITACユ ーザ」.月 刊

MELCOM研 究会 総 会 年1回

研究会 隔月

議事録1随 時

TOSBAC研 究会 総会 年1回

TOSBACシ ンポジウム 月3回

業務別分科会 年3回

地区研究会 随時

TOSBACレ ポ ー ト 年2回

会 報 ・「TOSBACニ ュー ス」 月 刊

UNIVAC研 究会 全国会議 年1回

秋期大会 年1回

月例会 毎月

情報分科会 隔月

機種別分科会 随時

業種別懇談会 毎月

プログラマ ・ゼミナ一 年4回

部課長セミナー 年4回

会報 「SYSTEMS」 月刊

全NEACユ ーザ ー会 研究会 年1同

地区別研究会 随時

会 報 「NEACユ ー ザ ー ズ」 月刊

全国IBMユ ーザー協議会 大会 年1回

地区研究会 随時
欝 械化シンポジウム論 年・回
会 報 「IBIUUsers」 月 刊
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C.企 業 が 大 学 に 望 む コ ン ピ ュー タ 教 育

コ ン ピュータ利用状 況調査 の付帯 調査 と して ,一 昨年 に引続 き,「 大学 に おけ るコ ン

ピュータ教 育 に関 す る調査」 を実施 したが,大 学 にお いて コン ピュ ータ教育 が必要 で あ

る と回答 した件数 は1,164件,全 体(1,290件)の90.23%で あ って,一 昨年 の83.75%よ

りも多 くな っている。不 要 と回答 した ものはわ ずか0.77%に しかす ぎな い。課 目別 に コ

ン ピュータ教育 の重要度 につい て調査 した結 果 は,付 属資料Hの とお りであ る。

関連基礎 学科 につ いては,一 昨年 よ りす べ ての学科 につ いて最 重要 のパ ー セ ンテー ジ

が増加 し,不 必要 のパ ーセ ンテ ー ジは減少 してい る。 この 中で,と くにORは27.6%

(一 昨年19・2%),シ ステム工学24.8%(同15.2%)の 増加 が著 しい。 情報 処理 お よび コ

ン ピュ■'"タにつ いて も,最 重要 がはなは だ しく増加 してい る
。 とくに経営機 械化論22.7

%(10.3%),シ ステ ム設計35.1%(14.5%),情 報処理技 法26 .7%(12.7%),コ ン

ピュータ概 論40.0%(28.2%) ,実 習30.6%(7.9%)に み られ るよ うに,こ の2年 間 に

お いて理論 お よび特 殊教育 は,む しろ現 実的 に して基本 的 な知識 につい ての教 育 が重視

されて い る。

a)業 務別 ・学卒別 の最重要課 目 コン ピュータ業務 にたず さわ る技 術 系学 卒者 に対

しては,最 重要 とされ るのは論理 数学(32.5%),数 値計算 お よび解析(59 .2%),OR

(50.0%),シ ス テム工 学(53.3%),統 計学(37.7%),シ ステム設計(53 .2%),情 報

処理 技法(46'6%)・ コン ピューータ概論(62.2%) ,プ ログ ラ ミング(55.4%),ア プ リケ

ー シ ョン'プ ログ ラム(38 ・8%),実 習(55.1%)な ど,数 学,シ ス テム,コ ンピュ■.一.

タにつ いて多 くの教 育課 目が要 求 されて い る。

コン ピュータ業務 にたず さわ る事務 系学卒者 については
,OR(41.1%),統 計学(43.

1%),計 量経済 学(41・9%) ,経 営学(51,5%),経 営機 械化論(49.3%) ,シ ステ ム設

計(68.7%),情 報処 理技法(49.7%),コ ン ピュータ概論(59 .1%),プ ログ ラ ミング

(46・6%)・ アプ リケー シ ョン ・プログ ラム(36 .8%),実 習(50.3%)で あ って ,計 量

経済 学,経 営学,経 営機械化 論 の教 育 が 目立 って い る。

一般技術 系業務 にたず さわ る学 卒者 の教 育 と しては
,統 計学,コ ン ピュータ概 論 を重
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要 と す る もの が それ ぞ れ48.1%,47.3%で あ る こ と を除 い て は,す べ て の学 科 目 に つ い

て 普通 が 多 数 を 占め て い る。

一 般 事務 系 に つ い て も同 じよ うな傾 向 が 見 られ るが
,不 必 要 な 課 目は 電 子 回 路(76.7

%)・ 自動 制 御(74・3%),論 理 代 数(39.0%),通 信 工 学(69.1%),ア プ リケ ー・・一句シ ョン

・プ ログ ラ ム(36 .0%)な ど で あ る。 ・

こ の よ うに して,全 体 と してOR(96.2%),統 計 学(96.5%) ,経 営 学(89.8%),

コ ン ピ ュ ー タ概 論(97・2%)の 教 育 の 必 要 性 が 強 調 さ れ て い る。

b)プ ログ ラム言語 プ ログ ラム言語 につい ては,機 械 語,ア セ ンブラ,FORTRAN,

ALGOL,COBOLい ずれ も最重要 の割合 は増加 してい るが ,機 械 語 につい ては,コ ン

ピュー タ業務 にたず さわ る者 が増加 し,一 般 業務 に たず さわ る者 は減 少 し,全 体 として

不必要 とす る企 業数 は54.1%を 占めて い る。 アセ ンブ ラに つ い て も同 じ傾 向がみ られ

る。

ALGOL,FORTRANに っい ては,コ ン ピュー タ業務 にた ず さわ る技術 系学 卒者 の場

合,最 重要 が62・4%,重 要 が27.2%で あ るが,コ ンピ ュー タ業務 に たず さわ る事務 系学

卒者 の場 合は,最 重要19.1%,重 要44.0%で あ る。COBOLに つい ては,ALGOL,

FORTRANと 全 く逆 の傾向 がみ られ,前 者 は最重要25 .5%,重 要41.2%,後 者 は最重

要58.5%,重 要28.6%で あ る。

一 般業務 に たず さわ る者 で
,技 術 系,事 務 系は同 じ傾 向が み られ る。

2・ コ ン ピュー タ教 育 の 事 例

付属 資料1に 示 した よ うに,コ ンピュータ教 育は メ ーカ ー一は もち ろん ユ一一ザー も積極

的 に実施 してお り,枚 挙 にい とまないが,1968年 度 までに実 施 され た教育 の中 で と くに

顕 著 な事例 を紹介 しよ う。
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A.大 学 に お け る コ ン ピ ュー タ 教 育

大 学 におけ る コン ピュータ教育 は,コ ンピュータ設置 の大学 にお いて,工 学 部,経 営

学部,商 学部 な どを中心 に学 内 の研 究 活動 の水準 を向上 させ,ま た産 業界 の コン ピュー

タ人 口増大 の要請 に呼応 して コ ン ピュータ教育 の カ リキ ュラムが整 いつつ あ り,と くに

国立 大学 にお いては,第4部 第4章 で述 べた よ うに,大 型計 算機 セ ンター開設 に伴 って

コ ンピュー タ利用者 の便 に供 し,さ らに プログ ラム指導員 の研修 の ために ,各 種 の講習

会 お よび特別 研修会 が催 され てい る。

a)研 究者 に対す る初 心者講 習会 九地 区 に配 され た大型計 算機 セ ンターを もつ大 学

では,一 般利 用者(大 学院学 生以上 の研究者)に 対 して,各 地 区協議 会 の指 導 の 下 に

FORTRANプ ログ ラ ミング講習会 が行 なわれ てい る。 その代表的 な例 と して東京地 区

につい ていえば,1967年 度上 半期 にお け る3日 間 にわ た る初 心者講 習会 が ,毎 月実施 さ

れ てい る(第6.22表)。

第6.22表1967年 度上半期における初心者講習会

同 次

第14回4月

第15回5月

第16回6月 .

第17回9月

受 講 者 数

東 木 巨 大以外

43

37

54

44

20

24

33

2ユ

計

63

61

87

65

出所:HITACユ ーザ研究会,第5回 大会記念論文集

b)プ ログラム指導員 の講 習会 東 京地区 セ ンターでは各年度 半期 ご とに,東 大 に在

籍 し,セ ンター利用経験 を もつ教官 ・技官 ・大学院学 生 の中か らセ ンター付 指導員 を公

募 し,書 類審査 お よび面接 の うえで選 考委嘱 される。 指導員 は指導員 講習会 の上 級 コ ー

スを受 講す る。 必要 のあ る場 合は基本 コースの受講 を課 す るこ とがあ るが,1967年 度 に

おい ては,1回 の基本 コース(受 講者43名)と2回 の中級 コース(受 講者95名)が 開 か

れ た。 同年 におけ るプ ログ ラム指導員 講習会 の基本 コ ースお よび 中級 コースの 日程 は,

第6.23表,第6.24表 の とお りで あ る。

1968年 は,基 本 コースの レベル をや や上げ た もの を1回 と,そ れぞれ オペ レーテ ィン
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第6.23表 プ ログ ラム指 導 員講 習 会 基 本 コ ー ス 日程(1967年)

漣1、 。、。。 11:00 12:001:00 三≧:303:004':00

第1日 イ ン トロダ ク シ ョ

ン

ラ イ ブ ラ リー オ ペ レー テ ィ ン グ ・シ ス

テ ム($カ ー ドそ の他)

映画見学 演 習

llI 1

第2日 オ ブ ジ ェ ク ト・プ ログ ラ ム

'

エ ラ ー ・メ ッセ ー ジ

` 1

第3日 ソ フ トウ ェ ア改 訂

(フ ォ ー トラ ン)

文法補足とHITACコ ン 演 習

パイラのくせ

第4日 ソ フ トウ ェア改 訂

(フ ォー トラ ン以 外)

センター利用 研究懇談会 演 習

上の諸注意(他 センター,将 来計画)

出所:HITACユ ーザ研究会.第5回 大会記念論文集

第6.24表 プログラム指導員講習会中級 コース日程(1967年)

櫟1、 。,。。 、1,。 。 、2,。 。 、 、・…3・3…4…

第1日 講習会の進め方などに

ついて

JISフ ォー ト

ラ ンに つ い て

オペ レ ーテ ィ ング ・

シ ス テ ムHISAPに

関 す る諸 問題

フォートラン監視に関

する諸問題

第2日 ライ ブ ラ リー ・プ ログ

ラム に関 す る諸 問題

他 セ ンタ ー の

計 画 につ い て

エラーに関する統計

について

プ ロ グ ラム診 断 と カル

テの 記 入方 法 につ い て

のデ ィ ス カ ッシ ョン

1

第3日 利用業務に関する諸問 初心者教育に

題 ついて

研究懇談会

出所:HITACユ ーザ研究会,第5回 大会記念論文集

グ ・システ ム,ラ イブ ラ リー ・プ ログ ラム,複 数大型 コ ンピュー タ間 の言 語 の比較 をテ

ーマ とした上級 コ ース を各1回 行 な った。 このほか毎年1回 プ ロ グ ラ ム指導員研 修会

(1日)を 行 な ってお り,各 地 区か ら4～S争 の代 表 と,セ ンター付 指導員,東 大 デ ー

タ処理 センタ ー付 指導 員 が加 わ って,活 発 な意見 の交流 が行 なわれ てい る。

c)学 生 に対 す るオ ープ ン ・システ ム ・ 大型計 算機 センタ ー・一・ge.6地区協議会 の大 阪大

学 では,MACシ ステ ムの活 用 によ り,1968年7月1日 か ら中之 島地区(No.1)と 東

野 田地区(No.2)の デ ータ ・ステ ー シ ョンか らのコ ンビiー タ利 用 を学生 に開放 した。

オt-一プ ン ・システ ムは1週 に3日 間,1回 につ いて30分 の使 用 を許 可 してい る。 その他

の時 間 は,土 ・日曜 日を除 く午後1時 か ら4時 まで ク ロー ズ ド・シス テムであ って,計

算依 頼 カ ー ドで提 出 しな ければな らない。 ・∴.'
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d)社 会 人 に対す るコ ンピュー タ教育 わが国の大学 にお け るコン ピュータ利 用 は ,

大 学院 学生 以上 の研 究者 に限 られ る場合 が多 いが,早 くか らオープ ン ・プ ログ ラム制 を

しいてい る大 学 に早稲 田大学 が あ る。1959年 か ら春 ・秋2回,5日 ない し1週 間 の学 内

講 習会,お よび20日 間 にわた る夏 期 プ ログ ラ ミング講習会 が開催 され,学 部学生 お よび

広 く一般 社会人 に開放 され て きた。

1964年 に 同大 学 は産 業技術専 修学校 を開設 し,学 内利用 お よび社会人 のため の教 育 を

実施 してい るが,そ の中に常設 の電子計 算専修科 が設 け られてい る。1968年 度 の授業計

画 は,前 期16週 お よび後 期16週 に分 かれ,前 期に おい ては 月曜 日か ら水 曜 日まで講義 が

行 なわれ,木 ・金 曜 日は演 習 を行 な ってい る。前 期授業 内容はPCS,数 値計算 法,デ ィ

ジタル ・コ ン ピュータ,プ ログ ラ ミング手法,ア ナログ ・コン ピュータな どであ り,後

期 は応 用数値計 算法,ビ ジネ ス ・アプ リケ ー シ ョン,ハ ー ドウ ェア,プ ログラ ミング ・

システ ム・ ア プ リケ ーシ ョン ・プ ログ ラム,実 習 な どであ る。 実習 項 目はFORTRAN ,

ALGOL,COBOL,GPSS,LP,PERTな どであ る。

B.国 鉄 に お け る コ ン ピ ュー タ 教 育

a)国 鉄 におけ る総合 システム1960年 ,ユ ニパ ック(UFC)を 導入 し,漸 次 シス

テムの拡 大 と質的 レベル ・ア ップ を図 って きた国鉄 は,第6.9図 に示 す よ うな総合 シス

テム を 目標 と してい る。

この総 合 システ ムを軌 道 にのせ るため には,コ ンピュータ要員 を早急 に養成 しなけれ

ば な らな い。 この ために,要 員養成 計 画が国鉄 のコ ンピ ュータ問題 の 中心 課題 とな って

い るの であ る。

第6・25表 は要員 の1967年 度 に おけ る実績 と,1971年 度 必要 人員 を示 してい る。 さ らに

第6.26表 に これ ら要員 に求 め られ る技 術 レベル の ランク を示 す。

b)国 鉄 にお け るコ ンピュータ教 育の ね らい 前述 の量的 ・質的 要請 に こた え るコン

ピ ュー タ教育 のね らい と して,次 の4項 目が あげ られ る。
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§
∪
第6.25表 必

属
シ

ス`

∪
要 人 員

コ

ン

ピ

ユ

1

タ

専

門

「 「 玉6叶1971(内 訳) 増 員

プ ロ ジ ェ ク ト

SErお よび プ

ロ グ ラマ

147 736 職 員60,経 理60,資 材60,旅 客40

貨 物40,運 転40,設 備180,車 両

180,工 事 局20,工 場56 、

589

オ ペ レ ー タ 155 548 一 393

1/0管 理者

その他

318 526 一 208

小 計 620 1,810 一 1,190

主 管 部 門 63677 旅 客30,貨 物30,運 転30,設 備 そ

の他587

614

合 計16831・487 1,804

第6.26表 要 員 の 質

1級 と くに むず か し い シ ステ ム ・プ ログ ラ ムの 開発 がで き る 一

2級 シ ステ ム設 計,プ ログ ラ ミング が 自 由に で きる。 リアル タ イ

ム ・プ ログ ラ ム,OS
10%

3級 複雑なプログラムが組める フ ォ ー トラ ン,ア セ ン ブ ラ
,

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム
20%

4級 簡単 な プ ロ グ ラ ムが組 め る コ ボル ,シ ス テ ム設 計入 門 70%
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① 主管部門(機 械化対象部門)の 職員 を対象に した教育 の強化充実

② 管理者層に対する教育機会 の増大

③ 本社職員に対する教育機会の増大'『'　 '、

④ 教育方法の改善(教 材用コンピュータの導入 ・1969年 ぎ月):,

c)コ ンピュー タ教育 の体系 第6.27表 にコ ン ピュー タ専 門要員 ・主 管部門要員 別教

育 体 系 を,第6.28表 に それ ぞれの課程 内容 を,第6.29表 に専門要 員対象 の単位 別履修 時

間 を示す。 これ ら3表 で,国 鉄 の コ ンピュ一一タ教育 の イメー ジが とらえ られ るが,受 講

希望者 数 に比べ て受入 体 制(教 室 ・教員)が 追 いつか ず,一 部,外 蔀機 関 の利用(通 信

教 育 ・夜間専 門学校)で カバ ー してい る実情 で あ る。

三鷹 ㌔ 二㍍ 巖 ㌻ 地階 アγピユ禰 がかたよつ
① 書面1本 で旅費 をつけてやることにより,大 ぎな支障>Sし に受講者が集められる。

② 本 社 の主 管 部 門 職 員 は,一 定 期 間 仕 事 を離 れ るゆ と りが な い。

第6.27表 コ ンピュータ専門要員 ・主管部門要員別教育体系'.

養成機関教育 ・'職 場内教育

〔コンピュータ専門要員〕 〔主管局要員〕

(基本コース)(補 習 コース)(講 習会など)

高 等 課 程 高 等 課 程 ・

特'設 特 設

コンピュータ1科 コンピュータ2科

(3か 月)(1.5か 月)

↑ ↑'1・

普 通 課 程 普 通 課 程 『 一

特 設 特 設 プ 。グ ラ,ン グ .,一 ス
コ ン ピ ュ ー タ ・ コ ン ピ ュ ー タ ・ 一….二(

5～21日)
プ ログ ラ ミン グ1科 プ ログ ラ ミング .2科'^

(・.5か 月)(、 か 月)1
ロ

↑ ↑ 一 … システム設計温)

暮 通 謀 塁 ぱ 通 謀 ・竃 ↑
`

'ン ピ ー タ1科='■ ピ
・ 一 タ2科'-ttt"tttt・ ン ピ

、一 ・ 入 門'(1
.5か 月)(1か 月)

,..(3.一 ・6日).

■
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第6.28表 課 程 内 容

基

本

補

習

教

育

課 程

'
高 等 課 程

コ ン ピ ュ ー タ 科

(3か 月)

普 通 課 程

コ ン ピ ュ ー タ ・

プ ログ ラ ミン グ科

(1.5か 月)

普 通 課 程

コ ン ピ ュ ータ 科

(1.5か 月)

高 等 課 程

特 設

コ ン ピ ュ ータ 科

(1.5か 月)

普 通 課 程

特 設

コ ン ピ ュ ー タ ・

プ ロ グ ラ ミング科

(1か 月)

普 通 課 程

特 設

コ ン ピュ ー タ 科

(1か 月)

経 営 技 術 研 修 会 議

(『 ン ピュ 一 夕 ・
』シス テ ム)

(6日)

目 的 対 象 者 記 事

コ ン ピュ ー タに よ る情 ① 普 通 課 程 コ ン ピュ 」 タ ・プ ログ ラ
1

報処理システムの管理運 ミング科および普通課程特設コンビ

用 に 従事 す る シ ステ ム ・ ユ ー タ ・プ ログ ラ ミン グ科 を修 了 し

プ ラ ンナ ーお よび プ ログ た 職 員,ま た は コ ン ピュ ータ部 長 が

ラマの養成 これと同等以上の能力を有すると認

足 した 職 員 で,2年 以上 コ ン ビュ ー

タ関連業務に従事した職員

② 入学試験および適性検査(コ ンビ

ユータ関係適性検査に合格したもの
'

を除く)を 行ない合格した職員 一

コ ン ピュ ー タの 実 務 に ① 普 通 課 程 コ ン ピ ュー タ ・プ ロ グ ラ

従事 す る シ ス テ ム ・プラ ミ ング科 を 修 了 した職 員,ま た は コ

ソナ ーお よび プ ログ ラマ ソピュータ部長がこれと同等以上の

の養成 能力を有すると認定した職員で,6

か 月以上コンピュータ関連業務に従

事した職員

② 入学試験および適性検査に合格し

た職員

コ ン ピュ ー タの 実 務に ① 高等学校卒業またはこれと同等の

従事するプログラマおよ 能 力 を 有 す る職 員で,ゴ ン ピ 三一 タ

び オ ペ レー タ の養 成 関連部門に勤務 している職員,お よ.

び これ か ら コ ン ピ ュー タ関 連業 務 に

へ 従事する職員'

② 入学試験および適正検査に合格し

た職員
1

コ ン ピ ュー タに よ る情 ① コンピュータ関連業務に従事する

報処理システムの管理運 職 員 で,普 通 課 程 特 設 コ ン ピ ュー タ ・

用 に 従事 す る シ ステ ム ・ プログラミング科を修了程度の実力 '〉

プ ラ ンナ ーお よび プ ログ を 有 し,コ ン ピ ュー タ関 連 業 務 に2

ラマの再養成 年以」二従事した職員

コ ン ピ ュー タの 実 務 に ① コンピュータ関連業務に従事する

従事するプログラマおよ

びオペレータの再養成

職員で,普 通課程特設コンピュータ

科を修了程度の実力を有し,コ ンピ
ュータ関連業務に6か 月以上従事し

た職員

コ ン ピ ュー タの 実 務 に ① コンピュータ関連業務に従事する

従 事 す るプ ログ ラ マお よ 職員で,所 属長が指定した職員

び オ ペ レー タ の再 養 成

一

経営管理上必要なコツ ① コンピュータ部門の主席以上の職 現在は啓もう教育

ピ ュー タ ・シス テ ム に関

す る知 識 ・技 能 の研 修
1員

に と どめ てい るが,

指 導 内容 を 改 め て,
コ ン ピュ ー タ部 門管

「 一 理者研修としたい



368第6部 コンピュータ利用の進展と問題点

第6.29表 専 門 要 員 対 象 単 位 履 修 時 間

教 育 対 象

単 位 名

事 務 近 代 化 入 門

コ ン ピ ュ ー タ 入 門

プ ロ グ ラ ミ ン グ 入 門

シ ス テ ム 分 析 設 計 入 門

コ ボ ル 入 門

コ ボ ル ・ ア ド バ ン ス

フ ォ ー ト ラ ン 入 門

フ ォ ー ト ラ ン・ア ドバ ン ス

RPG

ユ テ ィ リ テ ィ ・プ ロ グ ラ ム

ア セ ン ブ ラ

シ ス テ ム 分 析 と 設 計

オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム

シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム

リ ア ル タ イ ム ・プ ロ グ ラ ム

プ ラ ン ニ ン グ

ス ケ ジ ュ ー リ ン グ

ア プ リケ ー シ ヨ ン ・プ ロ グ ラ ム

コ ン ピ ュ ー タ 専 門 課 程

正 規 再.教 育

高 コ
ン

等 ピ

「
課 タ

程 科

普 コ プ
ン ロ

通 ピ ζ
ユ フ

課ぶ
・ グ

程 科

普 コ
ン

通 ピ
ユ

課 ↓

程 科

普 特 コ
ン

通 ピ
ユ

課 ↓

程 設 科

普 コ プ

通㍑
課 ユ ラ

程|ミ

特㌶
設 科

4 4 ・|・1・

22

引

20

1221

42

14

2828

1414

281 1 1・81
・・1 1 ・・1

441751 1 十25
56 1 1561
421 t 「 「
48 1 } 1
21 1 1・ ・1

28 t 128「

1-

一
・;[・l
lI・ll
ll・ll
1「二]二 『一「一「一
ー 一
64144154133132
-
468234123412341186

・1
1・

デ ー タ 管 理

コ ン ピ ュ ー タ の 活 用

経 営 と コ ン ピ ュ ー タ

他企業における情報処理 シス テ ム

MIS

機 械 操 作 法

コ ン ピ ュ ー タ 実 習

そ の 他(見 学 ・体育など)

計



・ コ ン ピ ュ ー タ 関 係 教 科 目(案)

第7章 コン ビ=一 タ教 育 の必 要 性369

研 究 課 程 大 学 課 程

第 一 科 第 二 科 已 三 科

高 持 コ
ン

等 ピ
ユ

課 ↓

程 設 科

事

務

系

技

術

系

事

務

系

技

術

系

工

専

業

務

機

械

科

土
木

建築

電
気
科

管

理

者

研

修

課

程
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しか し,シ ス テムの基本 は本 社 が プ ランニングす る以上,地 方偏重 では効果 が少 ない

こ とが反省 され,シ ス テムづ くりの直接 の指導者 であ る本社補佐 級 を対 象 と して,次 の

骨子 で実施 され てい る。

① 対 象の区分

④ ……推進 を直接担 当す るか,ま た は これ と関係 の深 い補佐級

◎ …… その他 の補佐 級

② 教育 目標 と期間

④ … … シス テム分析 ・シス テム計 画 の推進 に必要 な コン ピュータに関す る知識 ・

手法 の習得(1.5か 月)

◎ ・・…rコ ン ピュータ利用 につ い ての基礎 的な理解(6日 間)

第10表 に①④ の補佐級 に対 す るカ リキ ュラムを(第6.30表)に 示 す。

第6.30表 補佐級に対するカリキュラム

科 目 時酬 ・ 数

事務近代化㈱1・1・ ・

・ンピー ・入門i・ 叶 ・

・・グ・・入門 ・81・

システ・設計入門1183

コボル ・プログラミング6010

・・G・1・

情報検索・・グ・・(IR)1・ 【1

システ・分析と設計1・ ・1・

他端 ・おけ・・ンピー ・の活用と将来1・ ・

国鉄におけるコンピュータの現状と将来

(OLRT含 む)

15 2.5

・ンピー一・実習1・81・

経営情報システ・(MIS)(PPB・)1・!1

デー・餌1・ い ・

見学1121・

検討会 い ・巨 ・

計1222137



付 属 資料1

コ ン ピュー タ利 用 状 況

ア ンケー ト調 査結 果

1・ 調査の概要

、

A.調 査 対 象

コンピュータ ・ユーザー(国 産機,外 国機 とも)企 業833社,官 公庁,商 工経済団体,農 協

な ど80事 業 体,お よび計算受託企業154社,合 計1,067ユ ーザ ーを対象 とした。調査対象 にし

た コン ピュータは,ス トア ド・プ ログラム方式の汎用 デ ィジタル ・コン ピュータ とし,制 御用

は除 いた。

B.調 査 方 法 と調 査 時 期 ・

コンピェ一夕利用状況調査票を,1968年11月20日 に 発送 し,

た 。

同年12月31日 に 回収を締切 っ

C.調 査 項 目

調査票の調査項 目の概要は次のとお りである。

(1)ユーザ ー概 況 回答企業ならびに回答事業体 の属す る産業,資 本金,年 間売上高,従 業

員数(常 傭)の 記 入を求めた。

②ハー ドウェア ㈲最初の コン ピュータを入れ てか らの経過年数。〔ロ)使用中のハ ー ドウェ

アの超大型 ・大型 ・中型 ・小型 ・超小型別保有セ ッ ト数を下記基準 に従 って記 入してもらった。

超大型

大 型

中 型

小 型

超小型

〔買取 りの場合〕

10億 円 以上

2億5,000万 円 ～10億 円未 満

4,000万 円 ～2億5,000万 円未満'

1,000万 円 ～4,000万 円 未満

1,000万 円未満

〔レンタルの場合〕

2,225万 円 以上

555万 円 ～2,225万 円 未満

88万 円 ～555万 円未満

22万 円 ～88万 円未満

22万 円 未満

ン 〆/
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?・)1967年,1968年 に おけ る コン ピュータ部門の月間必要経費(複 数セ ッ ト保有 の場合はその

合計費用)を,人 件費,機 械 レンタル料,機 械償却費,保 守費 ・保険料,消 耗 品費関係項 目,

外 注費(委 託計算費,さ ん孔費 ・検孔費),そ の他(連 絡費)の 各項 日別 に質問 した。 経費は1

7,8,9月 の3か 月平均 で記入 して もらった。目周辺装置のハー ドウェア全体 に占める構成比

%を 質問 した。

③ コンピュータ部門運営組織 ω コンピュータ部門の名称,回 コンピュータ部門の組織変

更経験の有無,内*組 織変更 の理由,同 コン ビ=一 夕の1か 月使用時間,困 コンピュータ部門

の長 の職制上 の地位,の 諸点について質 問 した。

④ コンピュータ要員 および教育問題 ω コンピュータ部門の交替制 の有無,回 要員の確保

方法(新 卒 採用,社 内配置転換,社 外採用),内*要 員に関 して困 っている問題,自 職種別,

性 別 コンピュータ要員数,困 職種別要員平均賃金,内 職務手当制度の有無 とその状況,(ト)*コ

ン ピュータ教育状況(職 制別,職 種別)の 諸 点について質問 した。

⑤ コン ピュータをめ ぐる労使関係 ω労働組合の有無 回 コン ピュータ問題が,労 使間 で

とりあげ られたことがあ るか,㈲*あ る場合は,話 し合われた問題 の種類は何 か,に ついて質

問した。

⑥ データの伝送手段 ω*コ ン ピュータ部門 と他部門 とのデータお よび情 報の伝達手段 の

種 類,回*情 報の伝達に使用す る媒体の種類を質問 した。

(7極 信 回線によるデータ伝送(/)通 信 回線利用の有無,回 通信回線利用予定 の有無,内 利

用 している場合*,そ の方法(テ レックス,専 用線 オフライン処理,専 用線 オンライン処理),

←}*使 用 回線数,困 通信回線使用料,内*現 在使用中の回線で とくに満足 している点,(ト)*利

用 していないか)利 用 していて満足 していない点,㈲ 業界内情報 ネ ッ トワー クあるいは異種産

業間情報 ネッ トワー クを必要 と考 えるか,(リ)*必 要 と考 える場 合はその理由,国 同じくその形

態,四*不 要 と考 える場合は,そ の理 由,(ヲ)*情 報 ・情報処理 サー ビスを提供す る場合,そ の

サー ビス形態は何が好 ましいか,の 諸点について質問 した。

(8)計算 サ ービス機関について(イ)外 部サー ビスの利用の有無,回*外 部 サー ビス委託 の種

類(例:シ ステ ム設計の委託),の 諸 点について質 問した。

⑨適用業務につい て*生 産,在 庫,営 業,経 理 ・財務,人 事 ・労務,技 術 ・設計,企 画

・調査,広 告 ・宣伝,そ の他,の 適用業務の どの業務を現在 までに のせ,今 後3年 間に どれを

のせ る計画かを,実 施年度別,「 計算 ・集計 ・ファイル等の処理」,「解析 ・計画 ・予測等 の処

理」別 に質問 した。

(10)利用 効果につ いて ㈲*直 接的効果,回*間 接的効果に分け て質問 した。

(11}プログラムにつ いて 過去1年 間に開発 したお もなプログラム(本 数)を,ア プ リケー

シ ョン別,基 本 プログラム別,開 発主体別に質問 した。

(12)コン ビ=-eタ に 関す る意見 につ いて ㈲政府に対す る要望,回 メーカーに対す る要望,

㈲ 所属業界団体に対す る要望,(=)当 協 会,ユ ーザ ー会な どに対す る要望,困*今 後5年 後,

10年 後,1985年 ごろな どに重視す る分野(経 営システム,ハ ー ドウェアとソフ トウェア,教 育

・労働 問題 スペシ ャ リス トの処遇
,情 報流通,通 信回線,法 制,産 業動向,そ の他)と その

意見,の 諸 点について記入を求めた。'.

な お,*印 の項では,質 間者側 で項 目を具体的 に列記 し,回 答者 のマルチ プル ・チ ュージ ン

グを求めた。

o
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D.調 査 票 の 回 収 状 況

調査票の回収状況は,第1表 のとおりである。すなわち,発 送数1,067通 に対して有効回収

数は382票 で,回 収率は35.8%で ある。

第1表 産業別アンケー ト回収状況

産 当 発当 回峻 別訓 産 業 発酬 回収数 回収率

第 二 次 産 業
% 第 三 次 産 業

卸 小 売 ・商 事 148 51

%
34.5

鉱 業 4 3 75.0 金 融 64 25 39.1

建 設 ・ 15 10 66.7 保 険 33 17 51.5

食 品 25 10 40.0 証 券 14 2 14.3

繊 維 34 13 38.2 不 動 産 3 2 66.7

紙 ・ パ ル プ 14 7 50.0 運 輸 ・通 信 ・報 道 チ8
27 56.3

出 版 ・ 印 刷 5 2 40.0 電 力 ・ ガ ス 15 13 86.7

化 学 ・ 石 油 86 35 40.7 計 算 受 託 業 154 26 16.9

窯 業 ・ 土 石 20 9 45.0 サ ー ビ ス 業 17 4 23.5

鉄 鋼 17 7 41.2 合 計 496 167 33.7

非 鉄 金 属 37 12 32.4
そ の 他 の 産 業

機 械 56 16 28.6
法 人 団 体 ・農 協 13 7 53.8

電 気 機 器 70 18 25.7
政 府 関 係 機 関 17 6 35.3

輸 送 用 機 器 55 22 40.0
政 府 20 4 20.0

精 密 機 器 23 11 47.8
地 方 公 共 団 体 30 14 46.7

そ の 他 の 製 造 業 30 9 30.0
合 計 80 31 38.8

合 計 491 184 37.5
全 産 業1L・67}382}…

2・ 調査結果

A.産 業 別 回 収 企 業 ・事 業 体 分 布

第2表 は 「産業別 アンケー ト回収企業 ・事業体分布」である。わ が国ではまだ第一次産業に

おいて コンピュータ導入は発生 していない(農 協はその他の産業に分類)の で,回 収 票 も な

い。第二 次産業 の183社 の 資本金合計は1兆6,707億5,300万 円で,1社 当 り資本金91億3・000万

円 とな っている。 年間売上高は記入182社 の 合計が11兆7,891億1,600万 円,1社 当 り売上高

647億7,500万 円 である。 また,従 業員数は183社 合計1,286・378名,1社 当 り従業員数7・029

名 となってい る。

同様に して,第 三 次産業をみ ると,155社 資 本金合計1兆4,322億4,000万 円 ・1社 当 り資

本金92億4,000万 円,163社 年 間売上高合計44兆6,939億4,000万 円,1社 当 り年間売一ヒ高
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第2表 産 業 別 ア ン ケ ー ト

産 業 別 資 本 金

大分類 ・中 分 類 記入件数
(社)

合 計
(百万円)

1社 当 り

(百万円)
資本金なし
又は無記入

記入件数
(社)

第

二

次

産

業

鉱 業

建 設

食 品

繊 維

紙 ・ パ ル プ

出 版 ・ 印 刷

化 学 ・ 石 油

窯 業 ・ 土 石

鉄 鋼

非 鉄 金 属

機 械

電 気 機 器

輸 送 用 機 器

精 密 機 器

そ の 他 の 製 造 業

3

10

10

13

7

2

35

9

7

12

16

17

22

11

9

18,973

51,502

48,515

140,745

34,025

6,076

262,156

70,654

440,963

ぐ48,930

88,876

239,009

185,265

18,455

16,609

6,324

5,150

4,852

10,827

4,861

3,038

7,490

7,850

62,995

4,078

5,555

14,059

8,421

1,678

1,845

二

=

=

=

=
-

1

=
一

3

10

10

13

7

2

35

8

7

12

16

17

22

11

9

(小 計) ・83い67軌753 9・3・1・1・82

第

三

次

産

業

卸 小 売 ・商 事

金 融

保 険

証 券

不 動 産

運 輸 ・通 信 ・報 道

電 力 ・ ガ ス

計 算 受 託 業

サ ー ビ ス

50

25

9

2

2

27

13

23

4

114,216

333,946

43,480

3,100

91

209,234

725,316

1,136

1,721

2,284

13,358

4,831

1,550

46

7,749

55,794

49

430

1

-

8

=

=
3

一

51

25

17

2

2

26

13

23

4

(小 計) ・55い43・24・1・24・1・21・63

1第二次麟 ・第三次産業計 338h・ ・29931⇒ ・3[345

そ
の

他
の

産業

法 人 団 体 ・農 協

政 府 関 係 機 関

政 府

地 方 公 共 団 体

1

=

=

二

=

=

=

7

6

4

14

=

=
(小 計) 一1-「 -1・ ・1 一

全 建 業 338已 …g931・ ・8・1441345 ,

(注),年 間売上高=金 融業は預金残高,保 険業は契約残高(生 保)保 険料収入(損 保)証 券業は収入。
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回 収 企 業 お よ び 事 業 体 分 布

年 間 売 上 高 従 業 員 数
回収数
(社)合 計

(百万円)
1社 当 り
(百万円)

売上高なし
又は無記入

記入件数
く社)

合 計
(人)

1社 当 り
(人)

記入なし
(社)

165,000

713,550

651,682

961,491

282,539

90,000

2,150,696

284,979

1,800,195

407,590

639,277

1,423,480

1,883,567

145,551

189,519

7,130,619

18,982,312

15,739,492

33,400

3,550

1,013,143

1,422,453

5,499

363,472

55,000

71,355

65,168

73,961

40,363

45,000

61,448

35,622

257,171

33,966

39,955

83,734

85,617

13,232

21,058

139,816

759,292

925,852

16,700

1,775

83,967

109,419

239

90,868

1

3

10

10

13

7

7

12

16

17

22

11

51

25
'17

2

2

27

13

26

4

28,800

42,582

42,308

122,212

32,818

9,700

143,794

43,402

193,007

33,902

81,274

256,018

191,254

26,262

39,045

116,547

141,142

154,712

2,273

580

192,731

159,985

2,206

16,750

9,600

4,258

4,231

9,401

4,688

4,850

4,108

4,822

27,572

2,825

5,080

15,060

8,693

2,387

4,338

2,285

5,646

9,101

1,137

290

7,138

12,307

85

4,188

10

10

13

12

16

18

22

11

51

25

17

2

2

27

13

26

4

44,693,940 274,…1 4 …1 786,926 ・,・・21 －i 167

56,483,0S61
`

163,719 ・1 35・1 …73・3・41 ・・924[ ・1 351

一

一

一

叫 一
一

一

一

764.61676917

6518,8653.77316

40--44

14897,53612.192614

■ 一
～

3119121,0176.3691231

56,483,・56i・6・,・ ・9 371・6gl・,・9・ ・32・【 ・,947・3382
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2,741億9,600万 円,167社 従業 員数合計2,073,304名,1社 当 り従業員数4,712名 とな ってい

る。 もっとも,第 三次産業 の場合は金融,保 険がはい ってお り,こ れ らの業種では,売 上高に

相当す る ものが,預 金残 高あ るいは契約残高(生 保),保 険 料収入(損 保)で あ るとみ られ るの

で,44兆7,000億 円 とい う数字をそ うい う意味合いで受取 らなけれぽな らない。いま,金 融,保

険両業種の42社 を除 いて他の303社 の1社 当 り年間売上高をみると,329億1,100万 円 とな る。

以上第二次産業,第 三次産業 の1社 当 り資本金,年 間売上 高,従 業員数規模をみ ると,一

般 に回答を寄せた企業は上記三つの計数の規模が大 きく大企業 に属す るものが多いとい うこと

がわか る。ただ し不動産業,計 算受託業(計 算 センター),サ ー ビス業 の3業 種は,平 均資本

金4,600万 円 ～4億3,000万 円 と1け た規模が小さい。

第二次産業,第 三 次産業を合計 した回収企業 の資本金規模別,年 間売上高規模別,従 業員数

規 模別分布は第3表 の とお りであ る。

第3表 回収企業 ・資本金規模別 ・年間売上高規模別 ・従業員数規模別分布

資 本 金 規 模 劇1年 間売上高規模1撒 従麹 醐 模1雌

百万円未満 0 49人 以下 19

百万～5百 万円未満 4 50百 万円未満 8 50人 ～99人 3

5百 万～10百 万 円未満 8 50百 万 ～100百 万 円未 満 6 100人 ～299人 17

10百 万 ～50百 万 円未満 21 100百 万 ～500百 万 円未 満 8 300人 ～499人 15

50百 万～100百 万 円未満 8 500百 万 ～1,000百 万 円未 満 4 500人 ～999人 31

100百 万 ～1,000百 万 円未満 68 1,000百 万 ～10,000百 万 円未 満 68 1,000人 ～2,999人 84

1,000百 万 ～5,000百 万 円未満 97 10,000百 万 ～50,000百 万 円未 満 113 3,000人 ～4,999人 66

5,000百 万 ～10,000百 万 円未満 49 50,000百 万 ～100,000百 万 円未 満 50 5,000人 ～9,999人 59

10,000百 万 円 以上 83 100,000百 万 円 以上 88 10,000人 以上 56

無記入 13 売上なしまたは無記入 6 無記入 1

合 計35・ll合 計13511合 ∋35・

第3表 か ら,資 本金5,000万 円 未満の中小企業は351社 の うち33社,9.4%と1割 に満たず,

1億 円未満 として も41社,11.7%に す ぎないこ とが明 らかである。従業員数をみても,300人

未 満 の中小企業は39社,11.1%,500人 未満 の企業は54社,15.4%で あ る。

法人団体,農 協,政 府関係機関,政 府,地 方公共団体を含むその他の産業は,31事 業 体が回

答 を寄せ ているが,こ れ らの事業体には,資 本金,売 上高 がないので,従 業員数だけの記入を

求めた。従業員数合計は121,017名(第2表)で あ り,1事 業 体当 り従業員数は6,369名 となっ

て いる。従業員数規模別分布をみ ると,100～299人 が2,300～499人 が1,599～999人 が3,

1,000～2,999人 が5,3,000～4,999人 が2,5,000～9,999人 が3,10,000人 以 上が3事 業体,

無 記入が12事 業 体 となっている。

B.ハ ー ドウ ェ ア

(1)導 入 後経過年数 とEDPSレ ン タル料(月 額)投 資規模 の関係

第4表 はrEDPSレ ンタル料(月 額)投 資規模別 ・産業別 ・導入後経過年数別回答企業分

布 」である。 この表は,コ ンピュータを複数 セ ッ ト使用 していても,そ れに関係な く,全 社 と

L
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第4表EDPSレ ンタル料(月 額)投 資規模別 ・産業別導入後経過年数別回答企業分布

経 過 年 数

区 分
1年 未満

1年 以上

3年 未満

3年 以上

5年 未満

1

(4.0)

5年 以上

10年 未 満

19

(76.0)

E

D

P

S

投

資

規

模

別

0社22
,225万 円以 上

(0)(8.0)

10年 以 上 合 計

325

(12.0)(100.0)

2107

(1.9)(100.0)

555万 円 ～2,225万 円 未満
4

(3.7)

10

(9.3)

29

(27.1)

62

(57.9>

88万 円 ～555万 円未 満
27

(14.5)

71

(38.2)

51

(27.4)

36

(19.4)

1

(0.5)

186

(100.0)

22万 円～88万 円未満
15

(29.4)

22

(43.1)

9

(17.6)

5

(9.8)

0

(0)

51

(100.0)

22万 円未満
3

(23.1)

7

(53.8)

3

(23.1)

0

(0)

0

(0)

13

(100.0)

合 計
49

(12.8)

112

(29.3)

93

(24.3)

122

(31.9)

6

(1.6)

382

(100.0)

産

業

別

第 二 次 産 業
18社

(9.8)

55

(29.9)

48

(26.1)

59

(32.1)

4

(2.2)

184

(100.0)

第 三 次 産 業
27

(16.2)

47

(28.1)

36

(21.6)

56

(33.5)

1

(0.6)

167

(100.0)

そ の 他 の 産 業
4

(12.9)

10

(32.3)

9

(29.0)

7

(22.6)

1

(32)

31

(100.0)

合 計
49

(12.8)

112

(29.3)

93

(24.3)

122

(3L9)

6

(1.6)

382

(100.0)

代

表

産

業

繊 維1・ 社 ・551・ ・3

化 学 ・ 石 ・d・198・4[・135

鉄 鋼1・1・1・1・1・1・

電 気 機 器 ・[・1261・1・8

輸 送 用 機 ・・1・1・1・1・1・1.22

051卸 小 売 ・商 ∋ ・31・41・ ∋ ・・

金 融1・ ・1・ ・81・[25

保 険 ・1・t・1・ ・|・ ・7

計 ‥ 託 当 ・ ・43L・1・126

(注)か っこ内は%。

して,八 一 ドヴェアに1か 月 レンタル料に換算 してい くらを投資 しているかを表わ している。

もし,購 入 した ハー ドウェアがある場合は,減 価償却費が支出され ているので,そ れを月当 り



378イ 「j㊨属 資 業平1

支出に換 算すれぽ よい。

この表か らまず読 取れ ることは,下 表の よ うに回答ユ ーザー382の うち186ユ ーザー(48 .7%)

が,1か 月 レンタル料 に換算する と

〔レンタル〕

2,225万 円以上

555万 円 ～2,225万 円未満

88万 円 ～555万 円未満

22万 円 ～88万 円未満

22万 円未満

〔合 計〕

〔売価換算〕

(10億 円以上)

(2億5,000万 円 ～10億 円未 満)

(4,000万 円 ～2億5,000万 円 未満)

(1,000万 円 ～4,000万 円 未満)

(1,000万 円未満)

〔企 業 数 〕

25

107

186

51

13

382

88万 円 ～555万 円未満を投資 してお り;最 大の集団を形成 している とい うことである

のハー ドウェア ・システ ム(複 数セ ッ トまたは1セ ッ ト使用に関係な く)規 模 を売価に換算す

れば,4,000万 円 ～2億5,000万 円未 満の規模 であ り,中 型級のシステム利用率が最 も高い。次

いで利用率 の高いのは,レ ンタル料555万 円 ～2 ,225万 円未満,売 価2億5,000万 円 ～10億 円 未

満 のグループで,107ユ ーザー(28・0%)と な ってお り,一 方,超 小型級(レ ンタル料22万 円

未満)グ ル ープは3・4%に す ぎない。 これは,前 述 のよ うに今回 の調査票 の回収 企業 の うち88 .3

%ま でが資本金1億 円以上の大企業に よって占め られていることも一 因と思わ れる。

導入後経過年数 とレンタル料投資規模 との間の関係をみ ると,一 般 に,経 過年数 の長いほ ど

投資規模が大き くな る傾向がみ られ る。 わが国の コンピュータ導 入史は まだ約11年 に す ぎず,

したが って・10年 以 上経過 のユーザ ーが,382ユ ーザ ー中6ユ ーザ ーしかないのは当然 であ る。

また・88万 円 ～555万 円未満のグループ186ユ ーザーの うち,1～3年 未満が71ユ ーザーと多

くな っている理 由は,意 欲的に商売す るには,普 通,中 型級程度 のハ ー ドウェアが営業上必要

とされ る計算受託会社が26社 回 答 してきてお り,そ の14社 ま でが,コ ンピュータを導入後1～

3年 未満 であるためである。

〔%〕

6.5

28.0

48.7

13.4

3.4

100.0

。 使 用 中

(2)産 業 別導入後経過年数企業分布

全産業 でみれぽ・382ユ ーザ ーの うち31.9%が 導 入後5～10年 未満 の経験を もち,24.3%が

3～5年 未満,29.3%が1～3年 未満の経験 を有 していることがわか る
。1年 未満 のユ ーザー

も12.8%に 達 す る。 この態様は,わ が国の全 ユーザ ーに当てはめてみ ても,ほ ぼ 同様 とみてよ

い。 このよ うに導入後経過年数別企業分 布が,各 グループに均分的に分散 していることは,わ

が国の コンピュータ導入例 が毎年継 続的に発生 していることを物語 っている。

代表産業別にみ ると,繊 維,化 学,石 油,鉄 鋼,電 気機器,金 融,保 険 では ,比 較 的早 くか

らコンピュータ導入が行なわれた ことがわか る。 とくに ,金 融,保 険はこの傾向が 顕 著 で あ

る。一 方,そ こに属す る未導入を含 む企業 の母集団の大 きさを考える とき,卸 小売 ・商事 では
コンピェータ導入の衝撃が比較 的最近にお よんだことが うかがえ る

。計算受託業の発生は ご く

最近 の ことなので,当 然,経 過年数 の短い グループに集中 してい る。5～10年 未満 の4社 の中

には,従 来は他産業に属 していたが,今 は親会社か ら分離独立 した法人 として計算を受託 して

い る企業 が含 まれていると考え られ る。産業別 ・型別 コンピュータ保有状況運用経費な どにつ

いては,本 文第3部 第2章 『コン ピュータ利用 の現状』 でふれたので
,参 照 されたい。



C.コ ン ピュー タ部 門 の運 営 組織

(1)組 織 変更 の有無

第5表 の とお り,記 入のあ った364ユ

ーザーの うち204ユ ーザ ー56 .0%が 組 織

変更の経験を有 している。

導入後経過年数か らみ ると,長 いほ ど

変更率 が高 く,使 用経験 の蓄積に より,

コ ンピュータ利用の高度化 のため組織変

更が必要 とな ることが表われ てい る。
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第5表

＼ 変更した
ことがある

第 二 次 産 業

産

第 三 次 産 業(,ll、)

業

そ の 他 の 産 業

別

組織変更経験の有無 〔単位:企 業数〕

な い 合 計

10374177

(58.2)(41.8)(100.0)

69156
(44.2)(100.0)

141731

(45.2)(54.8)(100.0)

(2)組 織 変更の理由

組織変更 があった と答 えた204ユ ーザ

ーについて ,そ の理 由が何 であったかを

集計 したのが,第6表 である。組織変更

理 由は,複 合 している場 合があるので,

回答件数は288件 にな っている。

産業別にみた場合,第 二次, ,第 三 次,

そ の他 の産業の間に大 きな違いはほとん

どみ られない。ただ,そ の他の産業には

合 計
204160364

(56,0)(44.0)(100.0)

…
入

1年 未 満
14

(31.8)

30

(68.2)

44

(100.0)

1年 ～3年 未 満
47

(44.3)

59

(55.7)

106

(100.0)

3年 ～5年 未 満
52
(57.1)

39
(42.9)

91
(100.0)

後
経
過
5年 ～10年 未 満

86

(73.5)

31

(26.5)

117

(100.0)

年
数 10年以上注

5

(83.3)

1『

(16.7)

6

(100.0)

(注)か っこ内は%。

第6表 産業別導入後経過年数別コンピュータ部門組織変更理由 〔単位:件 数〕

＼ ▲麟 蹴 罐 亘総 禦 覧鞍 その他合計

産

業

別

コ

ン

ヒ。

ユ

1
夕
暮
入
後
経
過年

数

第 二 次 産 業

第 三 次 産 業

その 他 の 産業

全 産 業

37224134610150

(24.7)(14.7)(27.3)(22.7)(4.0)(6.7)(100,0)

30173225512121

(24.8)(14.0)(26.4)(20.7)(4.1)(9.9)(100.0)

44420317

(23、5)(23.5)(23.5)(11.8)(0)(17.6)(100.0)

714377611125288

(24.7)(14.9)(26.7)(21.2)(3.8)(8.7)(100.0)

・ 年 未 満(,,1,)(、 、1、)(221、)
3

(16.7)

0418

(0)(22.2)(100.0)

・年 一・昧 満(、ll,)
712

(1L3)(194)

11

(177)

4362

(65)(4.8)(100.0)

3年 ～5年 未満
17921

(24、3)(129)(300)

13

(186)

5570

(7.1)(7.1)(1000)

5年 ～10年 未 満
242536
(18.6)(19.4)(27.9)

32
(24.8)

111129

(0、8)(8.5)(100.0)

10年 以上
004

(0)(0)(444)

2

(222)

129

(11.1)(222)(100.0)

(注)か っ こ内 は%。
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官 公庁がはいってお り,「 業務量 の増大」 が他産業 よ り10%方 高 く,ま た 「部門別個別処理 か

ら全社的処理へ」が逆 に10%方 低 くなっているのが,そ の他の産業の特 徴を表わ している(官

公庁活動には,業 務量 が膨大 であ る,部 門間の連絡が希薄であ り,閉 鎖性 を有す る,と い う特

徴がある)。 先に述べた とお り,回 答 ユーザ ーは,導 入後経過 年数の違 う ユーザー が混在 して

いることか ら,組 織変更理 由も,「 全社的組織変更」24 .7%,「 業 務量 の増大」14.9%,「 コ

ン ピュータ部門 の地位の向上」26.7%,「 部 門別個別処理か ら全社的処理へ」21 .2%と,四 つ

の理 由がおおむね均分 している。

これを導入後経過年数 別にみ ると(第6表)次 の ような傾向が はっき りして くる
。すなわち,

経 過年数の短 いユーザ ー(1年 未 満,1～3年 未満)で は,「 全社的組織変 更」が最 も多 くな

ってい るが,3～5年 未満 にな ると 「社 内におけるEDPS部 門 の地位」 が上が って きて30.0

%を 占 めるに至 り,さ らに5～10年 未 満 にな ると,地 位の向上 と同時に情報処理段階が一段あ

が って,「 部門別個別処理か ら全社的処理へはいるため」 が24.8%と 高 くなっている。 さらに

10年 以上 になると,「 地位 の向上」 「全社的処理 へ」 の二 つ とともに,「 利用者を 広 げ る た

め」が高 くなって くるとい う傾向が うかが える。

その他の理由 としては,「 準備段階か ら導 入へ の移行」,「OCR用 ジ ャーナルの採用」,「パ

ンチの全面外注のため」 など,技 術的理 由に よるものが多 い。

D・ コ ン ピ ュ ー タ要 員 お よ び 教 育 問 題

(1)交 替勤務制度

第7表 産業別導入後経過年数別交替勤務制度状況 〔単位:件 数〕

☆ ＼週足1一 直づ 二酬 三酬1時 差・綱 合 ∋ 無言・入
・

産

業

別

第 二 次 産 業 132

(73、3)

19

(10.6)

8

(4.4)

21

(11.7)
180

(100.0)

4

第 三 次 産 業
114

(72.2)

18

(11.4)

3

(1.9)

23

(14.6)

158

(100.0)
9

その他 の産 業
25

(86.2)

0

(0)

3
(10.3)

1

(3.4)

29

(100.0)

2

全 産 業 271

(73.8)

37

(10.1)

14

(3.8)

45

(12.3)

367

(100.0)

15

コ

ン
ピ
ュ

ー
タ

導
入
後
経
過
年数

1年 未 満
45

(97.8)
0

(0)

　

0

(0)

1

(2.2)

46

(100.0)
3

1年 ～3年 未満
■

89

(82.4)
10
(9.3)

1
(0.9)

8

(7.4)

108

(100.0)

4

3年 ～5年 未満
6111316912

(67.0)(12.1)(3.3)(17.6)(100.0)

5年 ～10年 未 満 72169Ψ191166

(62。1)(13.8)(7.8)(16.4)(100.0)

10年 以上 4

(66.7)

0

(0)

1

(16.7)

1

(16.7)
6

(100.0)
0

(注)か っこ内 は%。
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わが国では,現 在,全 産業の ユーザーの大半が,一 直制'(73。8%)を 採用 してお り,三 直制

はわずか3.8%で あ る。企業 では,二 直制へ の緩衝装置 として,時 差 出勤制(二 次産業11.7%o,

三 次 産業14.6%)を 採 用 してい ると考 えられ る。官公庁を含むその他 の産業では,二 直制がな

く,一 直制か三直制 のいずれかの選択 を行な っているよ うである。 したが って時差出勤制 も少

ない。

導 入後経過年数別 にみ ると(第7表),明 らか経過年数が長 いほ ど二度制,三 直制が 多 くな

っている。 また,時 差 出勤制 も多 くなってい る。 コンピュータの1か 月稼動時間については,

第3部 第2章 においてふれた。

(2)コ ンピュー タ要 員に関 して困 ってい る問題

「絶対数が足 りない」 お よびそれ と関係 の深 い 「教育に手間がかかる」 が,最 も大 きな問

題になってい る(第8表)。 「そ の他」 の困ってい る事柄 には,「 他課 より労働時間が多 い」,

「キ ーパンチ ャーの 自然減に よる年間平均能力確保 の困難」,「 ローテーシ ョンの問題」 な ど

があげ られ る。

第8表 要員に関して困っている事柄 ・〔単位:件 数〕

項 目
区分

教育に手間
がかかる

忙しくて研
修時間をさ
くのが困難

有能社員を
他部門がは
なさない

定 着 性
が 低 い

絶対数が
足 りない

その他 合 計 `

i

{

1

;

産

業

別

第二次産業
84

(28.9)

61

(21.0)

53

(18.2)

6、

(2.1)

81

(27.8)

6

(2.1)

291

(100.0)

第三次産業
75

(28.5)

67

(25.5)

31

(11.8)

5

(1.9)

79

(30.0)

6

(2.3)

263

(100.0)

その他の産業
15

(34.1)

9

(20.5)

3

(6.8)

0

(0)

14

(31.8)

3

(6.8)

44

(100.0)

合 計
174

(29、1)

137

(22.9)

87

(14.5)

11

(1.8)

174

(29.1)

15

(2.5)

598

(100.0)

(注)か っこ内は%。

(3)コ ン ピュー タ要 員平均年齢および平均賃金

第9表 のとお り,大 分類に よる産業別 コンピュータ要員の平均年齢 ・平均賃金 には,大 差が

み られ ない。 しか し,官 公庁を含むそ の他の産業 においては要員 の年齢が高 く,一 方賃金は民

間 よ りやや低 くな っている。

代表産業別にみ ると,電 気機器,輸 送刷 幾器,卸 小売 ・商事,計 算受託業が,他 産業に比べ

て平均賃 金が安い。逆 に,金 融,保 険は とび抜けて良い。

(4)過 去1年 間の職制 別 ・職種別教 育状況

アンケー トでは,過 去1年 におけ る職制別 ・職種 別 ・教育主体 別教育状況について,教 育を

受けた延人数,お よび1人 当た り年間教育時間で表 わ し,記 入す るよう求めたが,実 数 の記入

は少 な く,し たがって実数の集計は行なわ なか った。第10表 は,記 入件数 による集計 を示 した

ものであ る。

第10表 に よれば,一 般に第三 次産業 よ り第二次産業が,そ の他の産業 よ り第三次産業が,ユ

θ
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第9表 産業別コンピュータ要員職種別平均年齢および平均賃金

職 種

産 業 別

ナ ペ レ ー タ キ ー パ ン チ ャ ー プ ロ グ ラ マ
シ ス テ ム ・.

エ ン ジ ニ ヤ

年 齢 賃 金 年 齢 賃 金 年 齢 賃 金 年 齢 賃 金

第 二 次 産 業 才
23.0

千 円
34.9

才

20.5

千 円
26.7

才

25.9
千 円
44.1

才
30.4

千 円
57.4

第 三 次 産 業 23.5 35.7 20.8 26.6 26.0 43.8 30.6 62.3

そ の 他 の 産 業 24.5 33.9 212 25.4 27.6 40.2 33.3 56.2

全 産 業 1…
35.2 20.7 26.5 26.1 43.7 30.7 59.4

1 1

代

表

産

業

繊 維

化 学 ・ 石 油

鉄 鋼

電 気 機 器

輸 送 用 機 器

卸 小 売 ・商 事

金 融

保 険

計 算 受 託 業

22.9

23.6

21.7

21.9

22.9

22.4

242

23.0

22.6

36.1

36.8

37.6

'32 .8

34.1

30.8

42.8

36.5

31.6

20.4

20.5

20,3

20.6

19。8

21.0

20.3'

21.4

20.4

27.2

28.2

28.2

27.3

25.6

25.6

29.6

28.7

23.3

26.8

26.3

23.5

26.2

24.5

25.7

26.4

25.5

24.6

48.0

45.7

43.4

42.5

40.2

39.9

53.7

45.0

35.5

30.4

3L7

27.8

28.1

30.6

29.5

29.5

30.1

28.6

62.2

62.2

57.7

48.8

56.2

50.1

76.0

64.7

54.2

第10表 職制別 ・職種別 ・教育主体別教育状況 〔単位:件 数〕

職 別産 業 別 回答件数
合 計

部長 クラ
ス以上

課 長 ・係
長 ク ラス

一 般 職 新入社員
シ ステ ム ・

エ ン ジニ ア

プ ロ グ

ラ マ
キ ーパ ン

チ ャ ー

オ ペ レ
ー タ

第 二 次 産 業 184
(100.0)

89
(48.4)

lo9
(59.2)

114
(62.0)

104
(53.5)

86
(46.7)

136
(73.9)

116
(63.0)

96
(52.2)

第 三 次 産 業
167
(100.0)

56
(33.5)

79
(47.3)

70
(41.9)

74
(44.3)

64
(38.3)

128
(76.6)

104
(62,3)

80
(47.9)

そ の 他 の 産 業 i(31100.0)`

8
(25.8)

15
(48.4)

9
(29.0)

9
(29.0)

13
(41.9)

21
(67.7)

15
(48,4)

11
(35.5)

全 産 業 382
(100.0)

153
(40.1)

203
(53.1)

193
(50.5)

187
(49.0)

163
(42,7)

285
(74.6)

235
(61,5)

187
(49.0)

教

育

主

体

,

第

二

次

産

業

社 内 教 育

コンピュータ ・メーカー

そ の 他

184
(100.0)

184
(100.0)

184
(100,0)

47
(25.5)

51
(27.7)

17
(9.2)

71

(38.6)

〆
47

(25.5)

26

(14.1)

84
(45,7)

44
(23.9)

12
(6.5)

89
(48,4)

24
(13.0)

4
(2.2)

21
(11.4)

56
(30.4)

43
(23.4)

45
(24.5)

104
(56.5)

39
(21.2)

70
(38,0)

64
(34,8)

5
(2.7)

54
(29.3)

58
(3L5)

8
(4.3)

第

三

次

産

業

社 内 教 育

コンピュータ ・メーカー

そ の 他

167
(100.0)

167
(100.0)

167
(100.0)

23
(13,8)

29
(17,4)

15
(9.0)

49'
(29.3)

39
(23.4)

23
(13.8)

48
(28,7)

29
(17.4)

11
(6.6)

61

人36.5)

19

(11.4)

3

(1.8)

20
(12.0)

43
(25.7)

21
(12.6)

61
(36.5)

104
(62.3)

19
(11.4)

75
(44.9)

50
(29.9)

5
(3.0)

44
(26.3)

53
(31,7)

3
(1.8)

そ
の
他
の
産業

社 内 教 育

コンピュータ ・メーカー

そ の 他

31
(100.0)

31
(100.0)

31
(100.0)

3
(9.7)

3
(9.7)

2
(6.5)

4
(12.9)

9
(29.0)

4
(12.9)

8
(25.8)

2
(6.5)

0
(0)

8
(25.8)

2
(6.5)

0
(0)

1
(3.2)

8
(25.8)

9
(29.0)

11
(35.5)

16
(51.6)

5
(16,1)

12
(38.7)

4
(12.9)

1
(32)

5
(16.1)

9
(29.6)

0
(0)

(注)か っこ内 は%。

c'
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一ザ ーの うち各職制 ・職種 に対 して教 育を実施 しているパーセンテ ージが高い ことがわか る
。

また,一 般に社内教育 の比重が,メ ーカー教育のそれを上回 っていることは興味のある とこ

ろである。

教育方法は・ この項に記 入 してきた349ユ ーザ ーの うち,72.5%(253ユ ーザー)が 必要 に

応 じて教育 してお り,体 系的に行 なっているユーザーは27.5%(96ユ ーザー)と まだ低調 であ

る。

E.コ ン ピ ュ ー タ を め ぐ る 労 使 関 係

(1)労 働 組合の有無

回収 ユーザ ー382の うち・319ユ ーザ ー(83・5%)が 労 働組合を もち,57ユ ーザ ー14.9%が
.

も っていない。無記 入は6ユ ーザ ー,1.6%,

第 二 次 産 業

第 三 次 産 業

そ の 他 の 産 業

全 産 業

〔あ る 〕

174.(94.6)

117(70.1)

28(90.3)

319(83.5)

{な い 〕

9(4.9)

47(28.1)

1(3.2)

57(14.9)

〔無 記 入 〕

1(0.5)

3(1.8)

2(6.5)

6(L6)

〔回 収 数 〕

184(100.0)

167(100.0)

31(100.0)

382(100.0)

また,第 三次産業には卸小売 ・商事(52.9%),計 算 受託業(26.9%)の よ うに労働組合保

有率の低い業種がはいっているので,保 有率 が7Q.1%と 低 くなっている。繊維,鉄 鋼,金 融,

保 険は100%労 働 組合を保有 している。

(2)労 使間で協議された事項

最も多 く協議(協 議会)さ れている事項は,導 入計画,交 替勤務制の採用,適 用 業 務 の拡

大,労 働強化である(第11表,第12表)。

第11表 労使間の協議事項 〔単位:件 数〕

交渉の場

交渉・対象 輿

労 使 協 議 会 団 体 交 渉

第二次酬 第三次酬 ・・他・産業1 合 計
`第二次酬 第三次⇒

・・他・麟1 合 計

導入計画 (1㌘。)1 (111,){(171,)1
46
(13.8) (121,)1(,;,)1(、。58)1

8
(121)

交替勤務制の採用
(,;1、)1 (lll,)1(o。)} 52

(15.6、 (,51。)い 田r,)1 (、'2)1

11
(167)

配置転換
(,1、)1 ,駕 、)1 (171,)120(6.0) ,o。)1(219)1 (823)1

3
(45)

コンピュー タ'要員の賃金 (,1,)1,;!,)1(o。)1 26
(7.8) (37;,)1(171,)「 (12;,)1 12(18.2)

コ ンピュー タ要員の資 格
(、1、)1 (63.1)}(o。)1 9

(2.7) 、0。)1(219)1 (、!,)1
2
(30)

コンピュー タ・按員の組合

員 の範囲 (,;,)1∂1、)1 (o。)i 24
r7.2) (12},)1(,;,)1(o。)1

4
(61)

組織変更
(、;。)1 (1;},)1(lll,)1 28〔8.4) (0。)1(,1,)1 (12;,)1

4
(6.1)

適用業務の拡大 (;;,)1(1…『,)1 (111、)1

40
(12,0) (0。)1(111、)1 (,14.2)1

5
(7,6)

教育問題 (、;、)1 (,11)1 (o。)1 8
(2.4) (0。)1(0。)1 (o。)1

0
(0)

労働強化
(2016。0)1 (11;,)1(,9;、)1 55

(16,5) (12},)1(,、1,)} (、,%)1
15
(22,7)

その他 (11馴 (63.1)1rlll、)1 26
(7.8) (0。)い0。)1 (、1,)1

2
(3.0)

合 計 1[(125100.0)1(192100.0)1(1。1!。)1
334
(100.0) ;1(1。 。1。)1(1。 言㌔)1 (24100.0)166(100.0)

(注)か っ こ内 は%。
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第12表 コンピュータ利用をめぐる労使間の問

題点は何か(労 働組合対象)〔 単位:件 数〕

項 目1回 剰%

導 入 計 画 22 9.4

交替勤務制度 の採用 33 14.1

配 置 転 換 41 17.5

要 員 の 賃 金 8 3.4

要 員 の 資 格 1 0.4

要員の組合員 の範 囲 13 5.6

組 織 変 更 25 1α7

教 育 問 題 10 4.3

適用業務の変化,拡 大 39 16.7

労 働 強 化 30 12.8

解 雇 7 3.0

そ の 他 5、 2.1

合 計123411…

F.デ ー タ 伝 送 手 段

(1)伝 送 手段

産業別にみた場合,社 内便が伝送手段の大宗を成 し,郵 便がそれに次いでいる。通信回線は

13.0%～15.0%を 占め てい る。

その他 のお もな手段 としては,電 話,手 渡 し,エ ア ・シ ューター,委 託運送便(ト ラ ックを

含 む)な どが あげ られ ている。

導 入後経過年数別にみ ると(第13表),経 験 年数の長 くな るに従 って,社 内便の比重が 下 が

ってゆき,代 わ りに通 信回線使 用率 が上が って くることが明 らかに読取れ る。

(2)伝 達 媒体

産業別でみる と,伝 票(31.2%,全 産 業),紙 テ ープ(24.3%)が 最 も比重が高 く,両 者だ

け で55.5%を 占 める。

これを導 入後経過年数別にみ ると(第14表),年 数 の長 くな るに従 って磁気 テープと通信回線

を介 して使用す る率が高 くな り,一 方,伝 票使用率が低 くな ってゆ く傾向が うかがえる。

G.通 信 回 線 に よ る デ ー タ 伝 送

(1)通 信 回線利用の有無

この項に 回答 した381ユ ー ザーの うち,通 信回線 を利用 しているユーザーは125,32.8%で

あ る。 「いない」は256,67.2%。

(2)通 信 回線 の利用予定

「いない」 と答 えた256ユ ーザ ーに対 して,今 後の利用予定 を聞いたが,そ の結果は次の と

L
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第13表 産業別導入後経過年数別データ伝達手段利用状況 〔単位:件 数〕

区 分 項 目1社 内申 司 鑓 便1腔 貨物1通信⇒ そ・他巨 計

産

業

別

第 二 次 産 業
148
(30.3)

12f

(24.8)

34
(7.0)

95
(19.5)

73

(15.0)

17

(3.5)

488

(100.0)

第 三 次 産 業
127
(34.8)

85

(23.3)

35

(9.6)

46

(12.6)

48

(13.2)

24

(6.6)

365

(100.0)

そ の 他 の産業
20

(43.5)

13

(28.3)

1

(2.2)

1

(2.2)

6

(13.0)

5

(10.9)

46

(100.0)

コ

ン

ピ

ュ

ー
タ

導
入
後
経
過年

数

1年 未 満
35

(43.2)

24

(29.6)

2

(2.5)

9

(11.1)

8

(9.9)

3

(3.7)

81

(100.0)

1年 ～3年 未満
74

(33.3)

58

(26.1)

14

(6.3)

31

(14.0)

27

(12.2)

18

(8.1)

222

(100.0)

3年 ～5年 未満
76

(35.3)

49

(22.8)

16

(7.4)

31

(14.4)

31

(14.4)

12

(5.6)

215

(100.0)

5年 ～10年 未満
104

(29.0)

83

(23.1)

36

(10.0)
67
(18.7)

56

(15.6)

13

(3.6)

359

(100.0)

10年 以 上
6

(27.3)

5

(22.7)

2

(9.1)

4
(18.2)

5
(22.7)

0
(0)

22

(100.0)

合 計
295

(32.8)

219

(24.4)

70
(7.8)

142

(15.8)

127

(14.1)

46

(5.1)

899

(100.0)

(注)か っ こ内 は%。

第14表 産業別・導入後経過年数別情報伝達媒体使用状況 〔単位:件 数〕

区 分
頓 田 紙テープ巨 烈 旦 割 通信回線【伝 票 その∋ 合 計

産

業

別

第 二 次 産 業
12284455914213465

(26.2)(18.1)(9.7)(12.7)(30.5)(2.8)(100.0)

第 三 次 産 業
8879414412920401

(21.9)(19.7)(10.2)(11.0)(32.2)(5.0)(100.0)

そ の 他 の産業
12115214448

(25.0)(22.9)(10.4)(4.2)(29.2)(8.3)(100.0)

コ

ン

ピ

ュ

ー
タ

導
入
後
経
過
年数

1年 未 満
2295635683

(26.5)(10.8)(6.0)(7.2)(42.2)(7.2)(100.0)

1年 ～3年 未満
56392117762211

(26.5)(18.5)(10.0)(8.1)(36.0)(0.9)(100.0)

3年 ～5年 未満
51451524728215

(23.7)(20.9)(7.0)(11.2)(33.5)(3.7)(100.0)
＼

5年 ～10年 未満
887645539821381

(23.1)(19.9)(11.8)(13.9)(25.7)(5.5)(100.0)

10年 以 上
55554024

(20.8)(20.8)(20.8)(20.8)(16.7)(0)(100.0)

1

合 計
2221749110528537914

(24・3)(19・0)(10・0)q1・5)(31・2)(4・0)(100・9)

(注)か っこ内は%。

`
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第15表 通信回線の利用予定 〔単位:企 業数〕

項 目
産業別

3年 以内に

使 用

予定はないが
いずれ使用す
ると思う

将来とも必
要がない

わからない そ の 他 合 計

第 二 次 産 業
40

(36.7)

56

(51.4)

2

(1。8)

10

(9.2)

1

(o・P)

109

(100.0)
←

第 三 次 産 業
36

(31.3)

62

(53.9)

4

(3.5)

12

(10.4)

1

(0.9)

115

(100.0)

そ の 他 の 産 業
5

(17.9)

16

(57.1)

3

(10.7)

3

(10.7)

1

(3.6)

28

(100.0)

全 産 業
81

(32.1)

134

(53.2)

9

(3.6)

25

(9.9)

3

(1.2)

252

(100.0)

(注)か っ こ内 は%。

お りであ った(無 記入4,第15表)。

すなわち,「3年 以内に使用予定」 が32.1%,「 予 定はないが,い ずれ使用す ると思 う」が

53.2%に 達 し,両 者を合わせれば,需 要老は85.3%に お よぶ。

(3)現 在の通信回線利用者の伝送方法 一
ノココ

現在,通 信回線を利用中 と答 えた125ユ ー ザーの伝送方法は,第16表 の とお りである。1ユ

ーザーで複数の伝送方法を用 いている場合があるので ,回 答件数 は145に な ってい る○

この表に よれ ぽ,オ ンライ ン専用 回線使用 が,第 二次産業において低い ことが明 らかである

(そ の他 の産業 は4件 しかないので,判 断す ることはできない)。

第16表 現在利用者の伝送方法 〔単位:件 数〕

項 目
産業別

テ レ ッ ク ス

(デ ータ処 理 用 に限 る)

専 用 線
(ナフライン処理)

専 用 線
(オンライン処理)

合 計

第 二 次 産 業
●

29

(33.0)

52

(59.1)

7

(8.0)一

88

(100.0)

第 三 次 産 業
19

(35.8)

18

(34.0)

16

(30.2)

55

(100.0)

そ の 他 の 産 業
1

(25.0)

2

(50.0)

1

(25.0)

4

(100.0)

全 産 業
49

(33.8)

72

(49.7)

24

(16.6)

145

(100.0)

(注)か っ こ内は%。

(4)現 在 使用の通信回線に対す る満足,不 満足"

記 入 ユーザ ー123の うち,「 満足 していない」 と答えた ユーザーが106,86・2%に の ぼって

い る。

産業別にみると次の とお りである。
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第 二 次 産 業

第 三 次 産 業

そ の 他 の 産 業

〔満 足 し て い る 〕

9(12.3)

7(14.9)

1(33.3)

〔満 足 し て い な い 〕

64(87.7)

40(85.1)

2(66,7)

〔合 計 〕

73(100.0)

47(100.0)

3(100.0)

(5)満 足 している場合の理由

満足 している場合,「 と くに満足 してい る理 由」 についての回答件数は31件 あ り
,そ の内訳

は・ 「情報入手の迅速化」 が13件(41 ・9%),「 集 中管理 ができる」が8件(25 .8%),「 人 員

が減少 した」 が0件 ・「経費が節減 した」が2件(6 .5%),「 業 務の円滑化」が8件(25 .8%),

「そ の他」 が0件 とな っている。

(6)満 足 していない場合の理由
一方,通 信回線を利用 していて不満足を感じている場合,お よび不満足だから現在利用して

いない場合の理由は第17表 のとお りである(回答件数517件) 。

第17表 不 満 足 の 理 由
〔単位:件 数〕

理 由
産業別

イ ニ シア ル ・
コ ス トが高 い

(設 置費 用)

回線使用
料が高い

企業間で回交換網にコンビ
線を利用で ユータなどを接
ぎない 続できない

ス ピー ド

が 遅 い そ の 他 合 計
ウ

第 二 次 産 業 50

(19.1)

73

(27.9)
17

(6.5)

27

(10.3)
62

(23.7)
33

(12.6)

262

(100.0)

第 三 次 産 業
41

(ユ8.1)

53

(23.5)

29

(12.8)
17

(7.5)
38

(16.8)
48

(21.2)

226

(100.0)

その 他 の 産業
5

(17.2)
6

(20.7)

0

(0)
0

(0)
3

(10.3)

15

(51.7)
29

(100.0)

全 産 業 96

(18.6)
132
(25.5)

46

(8.9)
44

(8.5)

103

(19.9)
96

(18.6)

517

(100.0)

(注)か っ こ内は%。

全産業 を通 じてみる と,最 も不満足 な点は 「回線使用料が高い」 ことで ,132件(25.5%)

嵯 してお り・次・・で 「イ・シ アル ・・ス トが高い」 の18.6%,「 ス ピー ドカ・遅 ・・」 の19 .9%

の2点 に不満が集中 してい る。一 方,広 域情報流通の円滑化の立場か らは,「 企業間 で回線 を'

利用 できない」(8・9%)と 「交換網に コン ピュータな どを接続で きない」(8 .5%)の2点 が

あ り・両者を合わせれば17・4%に 達 す る。 「その他」 の理由は,「 システムがで きていない」,

「ニーズと経 済性 の点 でその時期 ではない」,「 社内体 制が まだ確立 していない」
,「 現在 では

利用す る必要 がない」,「 バッチ処理 で間に合 う」,「 端末装置に適当なものがない」 な どがお

もなもの となってい る。 なお第三次産業 には ,計 算受託 業な どがはい っているため,「 企業間

で回線を利用 できなし
.・」 が12・8%と 他 産業 より高 くな っている。

(7)業 界 内情報ネ ッ トワークあ るいは異業種 間情報ネ ッ トワー クの要不要'

回 答件数349の うち・ 「必要」 と答えた ものは261件(74 .8%)(第 二 次産業169件 中112件 ,
66・3%・ 第 三次産業150件 中125件 ・83・3%,そ の他 の産業30件 中24件,80.0%)に 達 している

。
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(8)必 要 とする理 由

必要 と考 える理 由は,第18表 の とお りで,「 情報が容易に得 られる」が,最 も多 く,37.0%

を 占 めている。

「その他」 の理由は,「 政策決定に役立つ」,「他社 と共 同運航 の コンテナ船のため絶対必要」,

「計 算センターとして営業的に利用 できる」,「地域社会への貢献」,「情報 サー ビス業が可 能に

なる」な どがおもなものであった。

第18表 業 界内企業間内情報ネッ トワーク必要の理由 〔単位:件 数〕

理 由
産業別

情報が容
易に得ら
れる

他社との
決済が容
易になる

経費節約
になる

計画が立
てやす く
なる

業界全体
がまとま
る

そ の 他 合 計

第 二 次 産 業
82

(38.7)

26

(12.3)

33

(15.6)

51

(24.1)

ユ6

(7.5)

4

(1.9)

212

(100.0)

第 三 次 産 業
72

(31.9)

48

(21.2)

44

(19、5)

21

(9,3)

34

(15.0)

7

(3.1)

226

(100.0)

そ の 他 の 産 業
19

(65.5)

1

(3.4)

3

(10.3)

4

(13.8)

1

(3.4)

1

(3.4)

29

(100.0)

全 産 業
173

(37.0)

75

(16.1)

80

(17.1)

76
(16.3)

51
(10.9)

12
(2.6)

467

(100.0)

(注)か っ こ内は%。

(9)情 報 ネ.yト ワーク形態

ネ ッ トワークを必要 と考 える場合,そ の形態は どのよ うな ものが望ま しいかについての答え

は,第19表 の とお りであ った。すなわち,「 同業種内情報 ネッ トワー ク」,「系列企業内情報 ネ

ッ トワーク」,「情報 ・情報処理サ ー ビス」を望む件数 が,相 対的に他の形態 より高 くな ってい

るo

第19表 必要の場合の望ましい情報ネットワークの形態 〔単位:件 数〕
」

形 態
産業別

同業 極 内

情 報 ネ ッ
トワ ー ク

他 産 業 間

情 報 ネ ッ
トワ ー ク

同業種内
と他産業
の両方

系 列 企業 内

情 報 ネ ッ ト
ワー ク

情報 ・情
報処理サ
ービス

そ の 他 合 計

第 二 次 産 業
25

(16.0)

10
(6.4)

23

(14.7)

55

(35.3)

40

(25.6)

3

(1.9)

156

(100.0)

第 三 次 産 業
42

(24.3)

13

(7.5)

34

(19.7)

43

(24.9)

39

(22.5)

2

(1.2)

173

(100.0)

そ の 他 の 産 業
9

(39.1)

1

(4.3)

2

(8、7)

3

(13.0)

8

(34.8)

0

(0)

23

(100.0)

全 産 業
76

(21.6)

24

(6.8)

・

59

(16.8)

101

(28.7)

87

(24.7)

5

(1.4)

352

(100.0)

(注)か っ こ内 は%。
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(10)情 報ネ ッ トワークが不要 と考える場合の理 由

第20表 に 見 るとお り,「 自力解決」

が全件数91件 の39.6%,「 秘 密漏 え 第20表 不要の場合の理由 〔単位:企 業〕

いの恐れ」が同 じく39.6%,「 そ の

他」が20.9%と な っている。

「その他」 の内訳は,「 現在は ニ

ーズがないj
,「 現 状 では'tコー ド統

一な どが 困難だか ら不要」
,「 業界内

情報 で急を要す る ものが少ない」 な

どである。

†1

理由
産業別

自力で解
決できる

秘密漏え
いの恐れ
がある

その他 合 計

第二次産業
19

(33.3)
26

(45.6)

12

(21.1)

57

(100.0)

第 三次産業
13

(46.4)
10

(35.7)

5

(17.9)

28

(100.0)

その他の産業
4

(66.7)

0

(0)
2

(33.3)

6

(100.0)

全 産 業 36

(39.6)

36

(39.6)
19
(20.9)

91

(100.0)

(注)か っ こ内 は%。

(11)情 報 ・情報処理サー ビスの望 まし¢s形態

情報ネ ッ トワークが必要 で,報 情 ・情報処理サ ー ビスが必要 と考え る場合,そ のサ ービス形

態は何が望 ましいかにつ いて の集計結果が第2|表 で ある。 この表に よれぽ,最 も集中 している

のは 「民間が主体で国は補完的に一部実施」で,回 答件数323件 の うち195件 ,60.4%に 達 して

い る。 「その他」(7件)の 形態 の回答欄には○印のみが してあ り,具 体的な内容の記入がな

かった。

第21表 情報 ・情報処理サービスの望ましい形態 〔単位:件 数〕

形 態
産業別

国 に よ る
独 占サ ー
ビ ス

国が主体
で民間も
一部実施

民間が主体で
国は補完的に
一部実施

そ の 他 合 計

第 二 次 産 業
8

(5.0)

59

(37.1)
90
(56.6)

2

(1.3)

159

(100.0)

第 三 次 産 業 4

(2.8)

38

(26.8)

95

(66.6)
5

(3.5)

142

(100.0)

その 他 の産 業
1
(4.5)

11

(50.0)

10

(45.5)
0
(0)

22
(100.0)

全 産 業
13

(4.0)

108

(33.4)
195
(60.4)

7

(2.2)
323
(100.0)

(注)か っ こ内 は%。
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H・ 計 算 サ ー ビ ス 機 関 の 利 用

(1)計 算 サー ビス機関利用の有無

記入 ユーザ ー362の うち57・2%に 達 す る207ユ ーザ ーが,外 部 サー ビスを利用 してい る。

産業別にみて も,全 く傾向は同様 であ る。

導入後経過年数別にみ ると,第22表 の よ うに経過 年数 の長いほ ど外部サ ービスの利用率 が高

くな っている。

また,1か 月 の レンタル料投資規模別にみ ると,こ れ も投資規模 の大 きいほど,外 部サービ

スの利用率 が高 くなっている。

第22表 外部の計算サービス機関利用 〔単位:企 業数〕

項 目

区 分
利用している 利用していない 合 計

産

業

別

第 二 次 産 業 98
(55.4)

79

(44.6)

177

(100.0)

第 三 次 産 業 92
(58.6)

65

(41.4)

157

(100.0)

そ の 他 の 産 業
17
(60.7)

11

(39.3)

28

(100.0)

E
D
P
S

投資

規模

別

2.225万 円 以上 20

(83.3)
4

(16.7)

24

(100.0)

555万 円 以上

2.225万 円未 満
73

(72.3)

28

(27.7)

101

(100.0)

88万 円以上
555万 円未満

99

(55.9)

78

(44.1)
177

(100.0)

22万 円以上
88万 円未満

13

(27、7)

34
(72.3)

47

(100.0)

22万 円未満 2

(15.4)

11

(84.6)
13
(100.0)

コ

ン

ピ
ュ

ー
タ

導
入

後経

過
年
数

1年 未 満
20

(45、5)

24

(54.5)

44

(100.0)

1年 ～3年 未 満
50

(46.7)

'57

(53.3)

107

(100.0)

3年 ～5年 未 満
44

(51.2)
42

(48.8)

86

(100.0)

5年 ～10年 未 満
87

(73.1)
32

(26、9)

119

(100.0)

10年 以 上 6

(100.0)
0
(0)

6

(100.0)

合 計 207

(57.2)

155

(42.8)
362
(100.0)
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(2)利 用 してい る外部サー ビスの種類

委託計算(22.1%),パ ン チング委託(38.6%)が 最 も大 き く,両 者 だけ で60.7%を 構 成す

る(第22表)。 マシン ・タイム賃借は,12.5%と か な りの構成比を占め るが,シ ス テム ・デザ

イン委託は2.4%と 小 さい。産業別 ・EDPSレ ンタル料投資規模別 ・導入後経過年数別でみ

た場合,層 別間 の態様はほ とん ど同 じである。

第23表 利用している外部サービスの種類(産 業別 ・投資規模別 ・経過年数別) 〔単位:件 数〕

利用サー ビス

区 分

システ ム

デザ イン
の委託

プ ログ ラ

ミングの
委託

計算の委託
マシン ・

タイムの
利用

パンチング
EDPS
要員の派
遣

情報提供 そ の 他 合 計

産

業

別

第 二 次 産 業
4
(2.3)

14
(8.0)

53
(30.5)

25'(14.4)
61
(35,1)

8
(4.6)

4
(2.3)

5
(2.9)

174
(100.0)

第 三 次 産 業
5
(2.8)

24
(13.5)

24
(13.5)

20
(11.2)

74
(4L6)

19
(10.7)

7
(3.9)

5
(2.8)

178
(100.0)

そ の 他
0
(0)

3
(12.5)

6
(25.0)

2

(8.3)
ヒ

10
(41.7)

2
(8.3)

0
(0)

1
(4.2)

24
(100.0)

E

D

P

S

投

資

規

模

別

2,225万 円以上
25951961148

(4、2)(10.4)(18.8)(10.4)(39.6)(12.5)(2.1)(2.1)(100.0)

555万 円以上
2,225万 円未満

1、0・,,;P・ 、 、・;T・、,Sli)、 ・ll・、1、;P・ 、,・1・)(・1・)(,63・ ・

88万 円以上
555万 円未満 ・363)(,10・ …;0・)(,18・ …17…12・,1・242、 ・257)(,691・ ・

22万 円以上
88万 円未満

1573312123
(4.3)(21.7)(30.4)(13.0)(13.0)(4.3)(8.7)(4.3)(100.0)

22万 円未満

1、0・ 、1,・ ・1・・ 、0・ 、 、0・ 、1、0・,、O・ 、 、・・1・,(0・)(1・ ・;・・

コ
ン
ピ
ユ

|

タ
導
入
後
経
過
年数

15939401321年未 満

(3.1)(15.6)(28.1)(9.4)(28.1)(12.5)(0)(3.1)(100.0)

510181628623881年～3年 未 満(5
.7)(ll.4)(20.5)(18.2)(31.8)(6.8)(2.3)(3.4)(100.0)

0518729433693年～5年 未 満(0)(7
.2)(26.1)(10.1)(42.0)(5.8)(4,3)(4.3)(100.0)

21835197513541715年～10年 未 満(1
・2)(10・5)(20・5)(11・1)(43・

.9)(7・6)(2・9)(2・3)(100・0)

133242101610年以 上

(6.3)(18.8)(18.8)(12.5)(25.0)(正2.5)(6.3)(0)(100.0)

合 計941834714529>1111376(2
.4)(10.9)(22.1)(12.5)(38.6)(7.7)(2.9)(2.9)(100.0)

(注)か っ こ内は%。

1.適 用 業 務

本文第3部 第2章 に述べてあ るのでここではふれないが,い ずれの部門 の適 用業 務も,現 在

までは 「計算 ・集計 ・フ ァイル等の処理」,い わ ゆる"事 後処理"が 多 く,一 方,今 後3年 以

内には 「解析 ・計画 ・予測等の処理すなわち経営管理」,の ための"事 前処理"が 多 くな るこ

とを示 している。



大学 にお け るコ ン ピュー タ教 育

に関す る ア ンケ ー ト調査結 果

1・ 調査の概要

A.調 査 の 目 的

この調査は,大 学在学中に コン ピュータに関す る教育を行 な う必要があ るか,ま た あるとす

れば どの ような課 目が重要かにつ いて,コ ンピュータ ・ユーザーの見解をただ した も の で あ

る。 また調査項 目は,1967年 版 コンピュータ白書に収録 した ものと全 く同様に し,2か 年 間の

変化を比較 できるようにした。

B.調 査方法 と調査時期

付属資料1'『 コ ンビ=一 タ利用状況 アンケー ト調査』 の付帯調査 として実施 した もので,調

査 の方法,時 期,対 象な どについては同調査 と同じである。

C・ 学卒者種類区分

a=コ ン ビ=一 夕業務にたず さわ る者で,技 術系の学卒者。

b=コ ン ピュータ業務にたず さわ る者 で,事 系務の学卒者。

c=一 般 技術系業務にたず さわ る学卒者。

d=一 －me事務 系業務にたずさわ る学卒者。
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第24表 産業別回答企業分布表一
策

次

産

業

鉱 業1・.

建 設10

食 品1・ ・

繊 維11

パルプ・紙7

出版 ・印刷1・

化学 ・石油30

窯業・土石7

鉄 鋼1・

非鉄金属1・ ・

機 械16

電気艦1・5

輸送聯 器 レ ・

融 艦1・ ・

その他・製錬1・

小∋
1・68

一
第

次

産

業

小計

言

の

他

卸小売 ・商事

金 融

証 券

保 険

不 動 産

運輸 ・通信 ・報道'

電力'ガ ス

計算受託業一
法人団体 ・農協

142

1・9

1・

1・6

{・

123

1・3

1・ ・

1・39

1・

政府関係機関 6

政 府 4

小∋

地方公共団体
1・ ・

28

合 計
133・

第25表 大学におけるコンピュータ教育は必要と思うか

学 卒 者 の 種 類 必 要 あまり必要ではない
不 要 合 計

a.コ ンピュータ業務にたずさわる者で

技術系の学卒者

309

(95.1)

14

(4.3)

一

2

(0.6)

325

(100.0)

b.コ ンピュータ業務にたずさわる老で

事務系の学卒者

312

(95.1)

14

(4.3)

、

2

(0.6)

328

(100.0)

c.一 般技術系業務にたずさわる学卒者
270

(86.3)

41

(13.1)

2

(0.6)

313

(100.0)

d.一 般事務系業務にたずさわる学卒者
273

(84.'3)

47

(14.5)

4

(1.2)
324
(100.0)

合 計
1,164

(90.23)

116

(8.99)

10

(0.78)

1,290

(100.0)

1967年 版白書
464

て83.75)

78

(14.08)

12

(2.17)

554

(100.0)

(注)か っ こ内 は%。



第26表

大学 にお け るコ ン ピュータ教 育 に どの よ うな課 目を必 要 とす る と思 うか

A.全 産業(学 卒 別)

関連基礎学科について

重要度

学卒別

論理代数学

数値計算および解析

OR

シ ステ ム工 学

統 計 学

最重

普
不

最
重
普
不

重

必

計

重

必

計

要要

通
要

要要

通
要

最
重
普
不

重

必

要要

通
要

計

最
重
普
不

重

必

要要

通
要

計

最
重
普
不

重

必

計

要
要
通
要

学 卒 者 の 種 類

a

「
b

1・
C

94(32.5) 32(11.3)
136(47.1) 102(36.0)
54(18.7) 120(42.4)
5(1.7) 29(10.3)

289(100.0) 283(100.0)

174(59.2) 42(14.4)
106(36.0) 130(44.5)
14(4.8) 107(36.6)
0(0) 13(4.5)

294(100.0) 292(100.0)

12

91

121

39

263

46

135

78

11

(4.6)
(34.6)
(46.0)
(14.8)

(100.0)

(17.0)
(50.0)
(28.9)
(4.1)

270(100.0)

146

115

30

1

(50.0)
(39.4)
(10.3)
(O.3)

122
・133

38

4

(41.1)
(44.8)
(12.8)
(1.3)

28

136

97

10

(10.3)
(50.2)
(35.8)
(3.7)

292 (100.0) 297 (100.0) 271 (100.0)

155

103

33

0

(53.3)

(35.4)

(11.3)

(・0)

93

129

62

5

(32.2)
(44.6)
(21.5)
(1.7)

27

105

113

24

(10.0)
(39.0)
(42.0)
(9.0)

291 (100.0) 289 (100.0) 269 (100.0)

110

142

38

2

292

(37.7)
(48.6)
(13.0)
(0.7)

(100.0)

132

136

36

2

306

(43.1)
(44.4)
(11.8)
(0.7)

(100.0)

1 d

3

34

129

106

(1.1)
(12.5)
(47.4)
(39.0)

272・(100.0)

3

37

157

77

(1.1)
(13.5)
(57.3)
(28.1)

274(100.0)

18

85

149

27

(6.5)
(30.5)
(53.4)
(9.6)

279(100.0)

8

63

162

57

(2.8)
(21.7)
(55.9)
(19.6)

290(100.0)

35

127

106

(12.8)
(46.5)
(38.8)
1.9)

28

136

111

8

(9.9)
(48.1)
(39.2)
(2.8)

283(100.0)

已 計

141

363

424

179

(12.7)
(32.8),
(38.3)
(16.2)

1,107(100.0)

265

408

356

101

(23.5)
(36.1)
(31.5)
(8.9)

1,130(100.0)

314

469

314

42

(27.6)
(4L2)
(27.6)
(3.6)

1,139(100.0)

283

400

370

86

(24.8)
(35.1)
(32.5)
(7.6)

1,139(!OO.0)、

305
541

291

17

(26.4)
(46.9)
(25.2)
(1.5)

1,154(100.0)

t
曄 嶋 ・9畔
43

171

151

123

(8.8)
(35.0)
(30.0)
(26.2)

・488(100 .0)

100
198

132

78

(19.5)
(39.0)
(26.1)
(15L4)

508(100.0)

100
284

119

20

(19.2)
(54.3)
(22.7)

(3.8)

523 (100.0)'

77

202

141

85

(15.2)
(40.0)
(28.0)
(16.8)

505(100.0)

141
294

82

19

(26.3)
(55.0)
(15'.2)
(3r5)

536(100.0)

ω⑩
.中
L.

‡ ・

章

印



人 間 工 学 最重

ゴ血目

不

重

必

要
要
通
要

25

92

142

19

(9.0)
(33.1)
(51.1)
(6.8)

121
88

137

35

(7.5)1
(31.3)
(48.8)
(12.4)

11

65

130

54

(4.2)
(25.0)
(50.0)
(20.8)

3

43

152

90

(1.0)
(14.9)
(52.8)
(31.3)

60

288

561

198

(5.4)
(26.0)
(50.7)
(17.9)

17

104

199

155

(3.6)
(21.9)
(41.9)
(32.6)

計 278 (100.0) 281 (100.0) 260 (100.0) 288 (100.0) 1,107 (100.0) 475 (100.0)

電 子 回 路 最
重
着
不

重

必

要
要
通
要

84

81

90

20

(30.5)
(29.5)
(32.7)
(7.3)

3

17

116

128

(1.1)
(6.5)
(43.9)
(48.5)

15

61

117

68

(5,7)
(23.4)
(44.8)
(26.1)

0

1

63

211

(0)
(O.4)
(22.9)
(76.7)

102

160

386

427

(9.5)
(14.9)
(35.9)
(39.7)

15

83

152

212

(3.3)
(17.9)
(32.9)
(45.9)

計 275(100.0) 264(100.0) 261 (100.0) 275 (100.0) 1,075(100.0) 462(100.0)

自 動 制 御

通 信 工 学

最重

着
不

最
重
着
不

重

必

計

重

必

計

要要

通
要

要
要
道
要

95(33.7) 5(1.8)
116(41.1) 32(11.7)
63(22.3) 125(45.8)
8(2.9) 111(40。7)

282(100.0) 273(100.0)

97(34.0) 8(2.9)
122(42.8) 59(21.2)
62(21.8) 143(51.4)
4(1,4) 68(24.5)

285(100.0) 278(100.0)

31

83

102

45

261

15

62

125

55

(11.9)
(31.8)
(39.1)
(17.2)

(100.0)

(5.8)
(24.1)
(48.7)
(21.4)

257(100.0)

0

4

64

196

0
1.5)

(24.2)
(74.3)

264(100.0)

0

8

74
183

(0)
(3.0)
(27.9)
(69.1)

265(100.0)

131

235

354

360

(12.1)
(21.8)
(32.8)
(33.3)

1,080(100.0)

120

251
404

310

(11.1)
(23.1)
(37.2)
(28.6)

1,085(100.0)

32

70

104

197

(8.0)
(18.0)
(26.0)
(48.0)

403(100。0)

18

111

148

204

(3.8)
(23.1)
(30.8)

(42.3)

481(100.0)

計 量 経 済 学 墨

葉

重

必

要
裏
通
要

22

102

131

31

(7.7)
(35.7)
(45.8)
(10.8)

126

132

39

4

(41.9)
(43.9)
(12.9)
(1.3)

1

34

131

87

(0.4)
(13.4)
(51.8)
(34.4)

33

119

106

21

(11.8)
(42.7)
(38.0)
(7.5)

182

387

407

143

(16.2)
(34.6)
(36.4)
(12.8)

69

196

151

80

(13.9)
(39.5)
(30.5)
(16.1)

計 286(100.0) 301 (100.0) 253(100.0) 279(100.0) 1,119・(100.0) 496(100、0)

経 営
重

計

要要

通
要

23

117

124

22

8.0)

(40.9)
(43.4)
7.7)

286(100.0) 303

(51.5)

(38.6)

8.6)

1、3)

(100.0)

11

67

150

40

4.1)

(25.0)
(56.0)
(14.9)

268(100.0)

(30.6)
(51.8)
(16.5)
1.1)

284(100.0)

277

448

347

69

1,141

(24.3)
(39.3)
(30.4)
6.0)

(100.0)

94

203

166

53

(18.2)
(39.3)
(32.2)
(10.3)

516(100.0)

丙

＼

ト

|

π

1

プ

蟄

搦 、

(注) か っこ内は%。

ω
o
o

o



第27衷 情報処理について

重要度

学卒別

情 報 理 論

経 営 機 械 化 論

シ ス テ ム 設 計

情 報 処 理 技 法

最

重

苦

不

重

必

要

要

通

要

諦

学 卒 者 の 種 類 1
a

98

131

65

0

(33.3)

(44.6)

(22.1)

(0)

} 294(100.0)

最

重

着

不

重

必

要

要..

通

要

計

量

重

苦

不

重

必

要

要

通

要

計

最

重

普

不

霊

必

要

裏

通

要

計

69

130

77

9

(24.2)

(45.6)

(27.1)

(3.1)

285(100.0)

157

101

36

1

(53.2)

(34.3)

(12.2)

(0.3)

295(100.0)

137

115

41

1

(46.6)

(39.1)

(14.0)

(0.3)

b

111

131

55

8

(36.4)

(43.0)

(18.0)

(2.6)

305(100.0)

154

121

33

5

(49.2)

(38.7)

(10.5)

(1.6)

313(100.0)

215

71

24

3

(68.7)

(22.7)

(7.7)

(0.9)

C

10

69

151

39

(3.7)

(25.7)

(56.1)

(14.5)

269(100.0)

10

91

142

34

(3.6)

(32.9)

(51.3)

(12.2)

277(100.0)

15

90

137

29

(5.5)

(33.2)

(50.6)

(10.7)

・・3(・ ・…)127・(・ ・…)

149

110

40

1

(49.7)

(36.7)

(13.3)

(0.3)

294(・ ・…){…(・ ・…)

8

70

151

42

(3.0)

(25.8)

(55.7)

(15.5)

271(100.0)

d

16

85

143

35

(5.7)

(30.5)

(51.3)

(12.5)

279(100.0)

30

126

117

13

(10.5)

(44.1)

(40.9)

(4.5)

286(100.0)

21

113

129

22

(7.4)

(39.6)

(45.3)

(7.7)

285(100.0)

14

79

154

40

(4.9)

(27.5)

(53.7)

(13.9)

287(100.0)

合 計1

235

416

414

82

(20.5)

(36.3)

(36.1)

(7.1)

・,・47(・ ・…)1

263

468

369

61

(22.7)

(40.3)

(31.8)

(5.2)

1,161(100・0){

408

375

326

55

(35.1)

(32.2)

(28.0)

(4、7)

1,164(100.0)

308

374

386

84

(26.7)

(32.5)

(33.5)

(7.3)

1,152(100.0)

1967年 版 白書

56

212

170

79

(10.8)

(41.2)

(32.8)

(15.2)

517(100.0)

52

211

170

75

(10.3)

(41.6)

(33.5)

(14。6)

508(100.0)

71

190

156

75

(14.5)

(38.4)

(31.8)

(15.3)

492(100.0)

62

191

147

101

(12.7)

(38.0)

(29.2)

(20.1)

1 501(100.0)

(注) か っこ内は%o

ω
o
o

目



第28表 コ ン ピ ュー タ につ いて

学卒別

重要度
課目

学 卒 者 の 種 類
l

l・967年 版 酪
a b C d 合 計

コ ン ピュ ー タ概 論 最 重 要

重 要

普 通

不 必 要

186(62.2)

83(27.8)

30(10.0)

0(0)

182(59.1)

92(29.9)

33(10.7)

1(0.3)

52(18.4)

134(47.3)

95(33.6)

2(0.7)

56(18.6)

132(43.9)

109(36.2)

4(1.3)

476(40.0)

441(37.0)

267(22.4)

7(0.6)

151(28.2)

277(52.0)

91(17.、0)

15(2.8)

計 299(100.0) 308(100.0) 283(100.0) 301(100、0) 1,191(100.0) 534(100,0)

プ ログ ラ ミン グ 最

重

書

不

重

必

要

要

通

要

164

96

34

2

(55.41

(32.4)

(11.5)

(0.7)

135

110

42

3

(46.6)

(37.9)

(14.5)

(1.0)

12

82

156

27

(4.3)

(29.6)

(56.3)

(9.8)

11

54

170

56

(3.8)

(18.6)

(58.4)

(19.2)

322

342

402

88

(27.9)

(29.6)

(34.9)

(7.6)

92

231

124

92

(17.0)

(43.0)

(23.0)

(17.0)

計 296(・ ・…)1 290(100.0) 277(100.0) 291 (100.0) 1,154(100.0) 539(100.0)

ア プ リケ ー シ ョン

プ ロ グ ラム

最

重

普

不

重

必

要

要

通

要

114

105

60

15

(38.8)

(35.7)

(20.4)

(5:1)

112

120

58

14

(36.8)

(39.5)

(19.1)

(4.6)

4

49

149

68

(1.5)

(18.1)

(55.2)

(25.2)

7

38

136

102

(・2.5)

(13.4)

(48.1)

(36.0)

237

312

403

199

(20.6)

(27.1)

(35.0)

(17.3)

62

154

135

148

(12.4)

(30.4)

(27.2)

(30.0)

計 294 (100.0) 304 (100.0) 270(100.0) 283(100.0) 1,151 (100.0) 499(100.0)

実 習 最

重

着

不

重

必

要

要

通

要

162

84

39

9

(55.1)

(28.6)

(13.3)

(3.0)

154

93

51

8

(50.3)

(30.4)

(16.7)

(2.6)

20

60

141

48

(7.4)

(22.3)

(52.4)

(17.9)

17

49

149

69

(6.0)

(17.3)

(52.5)

(24.2)

353

286

380

134

(30.6)

(24.8)
'(33
.0)

(11.6)

41

120

132

226

(7.9)

(23.1)

(25.4)

(43.6)

計 294(100.0) 306(100.0) 269(100.0) 284(100.0) 1,153(100.0) 519(100.0)

(注) か っこ内は%。

六

u

μ

|

丙

|

ア

ωΦ
刈



第29表 プログラム言語について

学卒別 学 卒 者 の 種 類 『
重要度 一 1967年 版白書

機 械 語 最

重

普

不

重

必

要

裏

通

要

72

75

72

62

(25.6)

(26.7)

(25.6)

(22.1)

30

65

95

85

(10.9)

(23.6)

(34.5)

(31.0)

2

7

60

196

(0.8)

(2.6)

(22.6)

(74.0)

1

1

44

226

(0.4)

(0.4)

(16.2)

(83.0)

105

148

271.

569

(9.6)

(13.5)

(24.8)

(52.1)

34

68

118

259

(7.1)

(14.2)

(24.6)

(54.1)

計 281(100.0) 275(100.0) 265(100.0) 272(100.0)1,093(100.0) 479(100.0)

ア セ ンブ ラ 最

重

普

不

重

必

要

要

通

要

103

106

68

17

(35.0)

(36.1)

(23.1)

(5.8)

91

105

78

24

(30.5)

(35.2)

(26.2)

(8.1)

1

16

92

157

(0.4)

(6.0)

(34.6)

(59.0)

1

9

84

183

(0.4)

(3.2)

(30.3)

(66.1)

196

236

322

381

(17.3)

(20.8)

(28.4)

(33.5)

58

104

104

215

(12.1)

(21.6)

(21.6)

(44.9)

計 294(100.0) 298(100.0) 266(100.0) 277(100.0)1,135(100.0) 481(100.0)

ALGOL 最 重 要 181(62.4) 56(19.1) 51(18.4) 5(1.7) 293(25.2)

FORTRAN
重 要 79(27.2) 129(44.0) 102(36.8) 22(7.3) 332(28.5)

普 通 26(9.0) 91(31.1) 93(33.6) 156(51.4) 366(31.5)

不 必'要 4(1.4) 17(5.8) 31(11.2) 120(39.6) 172(14.8)

計 290(100.0) 293(100.0) 277(100・0) 303(100.0) 1,163(100.・0)

COBOL
最 重 要 75(25.5) 176(58.5) 6(2.3) 27(9.3) 284(24.7) 60(12.3)

重 要 121(41.2) 86(28.6) 42(16.0) 93(32.0) 342(29.8) 176(36.2)

普 通 81(27.6) 32(10.6) 131(50.0) 130(44.7) 374(32.6) 108(22.2)

不 必 要 17(5.7) 7(2.3) 83(31.7) 41(14.0) 148(12.9) 143(29.3)

計 294(100.0) 301(100.0) 262(100.0) 291(100.0) 1,148(100、0) 487(100.0)

(注)か っ こ内は%。

ゆ

留

目
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第30表 関連基礎学科について

大学におけるコンビ=一 タ教育に関するアンケー ト調査結果399

産業別

重要度科
目

,製 造 業 非 製 造 業

最割 重 要1普 通「不馴 合 計 最藪 已 要巨 司不必斗 計

論 理 代 数 学
71

(12.0)

178

(30.0)

232

(39.2)

111

(18.8)

592

(100.0)

70

(13.6)

185

(35.9)

192

(37.3)

68

(13,-2)

515

qQO.o)

学数値計算および解

析

141

(23.3)

205

(34.0)

202

(33.4)

56

(9.3)

604

(100.0)

124

(23.6)

203

(38.6)

154
'(29β)

45

(8.5)

526

(100.0)

OR
169

(28.0)

254

(42.1)

169

(28.0)

12

(2.0)

604

(100.0)

145

(27.1)

215

(40.2)

145

(27.1)

30

(5.6)

535

(100.0)

シ ス テ ム 工 学 154

(24.9)

222

(35.9)

203

(32.8)

39

(6.4)

618

(100.0)

129

(24.8)

178

(34.2)

167

(32.0)

47

(9.0)

521

(1PO.0)

統 計 学
165

(27.4)

280

(46.5)

150

(24.9)

7

(1.2)

602

(100.0)

140

(25.4)

261

(47.3)

141

(25.5)

10

(1.8)

552

(100.0)

人 間 工 学
26

(4.3)

140

(22.9)

333

(54.6)

111

(18.2)

610

(100.0)

34

(6.8)

148

(29.8)

228

(45.9)

87

・(17.5)

497

(100.0)

電 子 回 路
47

(8.2)

72

(12.5)

215

(37.5)

240

(41.8)

574

(100.0)

55

(10.9)

88

(17.6)

171

(34.2)

187

(37.3)

501

(100.0)

自 動 制 御
71

(12.1)

133

(22.6)

1931

(32.8)

191

(32.5)

588

(100.0)

60

(12.2)

102

(20.7)

161

(32.7)

,169

(34.4)

492
.,共 」,A

(100.0)

通 信 工 学
52

(8.9)

128

(22.0)

237

(40.7)

166

(28.4)

583

(100.0)

68

(13.5)

123

(24.5)

167
P.〔

(33.3)

.一一迎.

(28.7)

502

(100.0)

計 量 経 済・学
103

(17.6)

189

(32.3)

203

(34.7)

,90

(15.4)

585

(100.0)

79

(14.8)

198

(37.1)

204

(38.2)

53
-一 「,

(9.9)

一534

(100.0)

経 営 学
135

(22.0)

271

(44.0)

18σ

(29.3)

29

(4.7)

615

(100.0)

142

(27.0)

177

(33.7)

167
A層 怜,-層

(31.7)

40
-・..・ ■}

(7.6)

.526

(100.0)

(注)か っこ内は%。

第31表 情報処理について

産業別

重要度科
目

製 造 業
一

非 製 造 業

掻頭 ∈ 要1普 通1不同 合 計 最醸 匡 要1苦 汁 必当 合 計

情 報 理 論
105

(17.4)

228

(37.8)

225

(37.3)

45

(7.5)

603

(100.0)

130

(23.9)

188

(34.6)

189

(34.7)

37

(6.8)

544

(100.0)

経 営 機 械 化 論
145

(23.5)

254

(41.1)

196

(31.7)

23

(3.7)

6!8

(100.0)

118

(21.7)

214

(39.4)

173

(31.9)

38

(7.0)

543

(100.0)

シ ス テ ム 設 計
201

(32.5)

210

(33.9)

185

(29.9)

23

(3.7)

619

(100.0)

207

(38.0)

165

(30.3)

141

(25.9)

32

(5.8)

545

(100.0)

情 報 処 理 技 法
141

(23.2)

200

(33.0)

212

(34.9)

54

(8.9)

607

(100.0)

167

(30.6)

174

(31.9)

174

(31.9)

30

(5.6)

545

[(100・0)

(注)か っ こ内 は%。

¶
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第32表 コ ンピュータについて

産業男1

重要度

科 目

製 造 業 非 製 造 業

糎 要⊆ 要普叶 瀕 合 計 最重要 重 要 普 通 不必要b計

コ ン ピュ ー タ 概 論 233

(37.4)

236

(37.9)

148

(23.8)

6

(0.9)

623

(100.0)

243

(42.8)

205

(36、1)

119

(21.0)

1

(0.1)

568

(100.0)

プ ロ グ ラ ミ ン グ 152

(25.4)

188

(31.4)

213

(35.6)

46

(7.6)

599

(100.0)

170

(30.6)
.

154

(27.7)

189

(34.1)

42

(7.6)

555

(100.0)

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・

プ ロ グ ラ ム

124

(20.4)

161

(26.5)

'
225

(37.0)

98

(16.1)

608

(100.0)

113

(20.8)

151

(27.8)

178

(32.8)

101

(18.6)

543

(100.0)

実 習
165

(26.9)

165

(26.9)

214

(34.9)

70

(11.3)

614

(100.0)

188

(34.9)

121

(22.4)

166

(30.8)

64

(11.9)

539

(100.0)

(注)か っこ内は%。

第33表 プ ログラム言語について

産業別

重要世科
目

製 造 業 非 製 造 業

最重要1重 要 普 通 不渡1合 計 最重要1重 要 普 叶 必要1合 計

機 械 語
45

(7.8)

65

(11.3)

139

(24.2)

326

(56.5)

575

(100.0)

60

(11.6)

83

(16.0)

132

(25.5)

243

(46.9)

518

(100.0)

ア セ ン ブ ラ
93

(15.5)

115

(19.2)

171

(28.5)

221

(36.8)

600

(100.0)

103

(19.3)

121

(22.6)

151

(28.2)

160

(29.9)

535

(100.0)

ALGOL

FORTRAN

161

(25.6)

174

(27.6)

208

(33.0)

87

(13.8)

630

(100.0)

132

(24.8)

158

(29.6)

158

(29.6)

85

(16.0)

533

(100.0)

COBOL
143

(23.6)

181

(29.8)

187

(30.9)

95

(15.7)

606

(100.0)

141

(26.0)

161

(29.7)

187

(34.5)

53

(9.8)

542

(100.0)

(注)か っ こ内 は%。



付 属資 料 皿

情報産業の開発 と育成

に関する提言

日本経営情報開発協会は日本生産性本部 と共催で,1968年9月 に 「訪米情報産業特別調査

団」(団 長 ・北川一栄 ・住友電気工業㈱会長)を 派遣した。同調査団はアメリカにおいて,ア

メリカの情報産業の概念と歴史,現 状と将来などについて調査を行ない,帰 国後,各 地で帰朝

報告会やシンポジウムを開催 して,わ が国における情報産業の開発 ・育成について啓蒙活動を

行なった。そして1968年12月 には,標 記提言を作成 し,関 係各方面に対 して実現方を強 く要望

した。以下その全文を記す。

所 見

1.ま え が ・き

情報産業 とい う言葉は新鮮で,未 来 に対す る多 くの予見を含む ように見 える。 しか し,今 回

のアメ リカ視察において見た ところでは,わ が国で これまで喧伝 されてきた よ うな花やかな話

題のすべ てが,そ のまま実現 し企業化の段 階に至 ってい るとい うわけではなか った。そ して,

情報産業 の定義 も,人 に よってまち まちであ り,こ の言葉 で統一 して呼ぶには未熟 な ものでは

ないか とい う印象 を当初受けたものであ る。 このため,は じめは拍子抜け した団員のあ った こ

とも事実 である。

しかしなが ら,こ の視察が進み,背 景が次第に掘 り下げ られるに従 って,ア メ リカにおいて

は情報産業お よび知識産業 と呼ばれ るものは,き わめ て着実にその歩みを進 めつつあ るとい う

こと,ま たそ の基礎 は深 くハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,ま た これ を受入れ るた めの標準化の

問題 教 育,社 会制度な どすべての面 におけ るわが国の後進性を切 実に思い知 らされた のであ

る。

明らかに情報は今 日の社会において,鉄 鋼,石 油,電 力な どとな らべて考 えるべきいまひ と

.つ の重要な資源である。

・しか も鉄鋼 や電力が,天 然に存在す る物質 またはエネルギーの利用に よって得 られ るもので

あるのに対 して,こ こでい う情報はす べてが人間の知恵 に よって発掘 され るものであ る。

したがって,そ の利用 には尽 きることのない無限の可 能性 をもつ ところにその特徴があ る。
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そ して,地 理的条件を越えて情報を瞬時に伝達す る通信技術 と,そ の処理 のための コソピュ7

タ の高度な発達 とが結びつ くことに よって,す ぺての人々が この貴重な資源を利用で きること

にな るのである。 この よ うな意味での産業形態がアン リカにおいて生 まれつつ あることは確か

であ る。今回の視察に よってその ことを確認 し理解'しえた ことは幸 いであろた。 スパ

2.情 報産 業 の意義

情報の意義については,人 類が言葉を発見することによって,先 人の多 くの経験,こ れによ

って得た知識および着想を蓄積し利用することができるようになり,他 の動物と離れて文明を
`

きず くようになった ことを考えれば,お のずか ら明らかであろ う。

N.ウ イナ ーはそ の著"サ イバ ネテ ィックス"に お いて,多 くの個体を有機的に結合 し行動

させ るため の情報の機能について解 明したが,コ ンピュータと通信技術の発達 は,こ の よ うな

意 味を もつ情報を処理す るための工学的手段 を与 えた とい うことができる。
パ

アメ リカにおいて・
..情 報 産業 の定義は人に よって必 ず しも一致 しないと述べたが,未 だ発達

期 にある産業に とっ'て,そ れは当然の こ『とか もしれない。 しか し,こ の産業は この二つの技術
ネエ ワ

の結合を背景として発展していぐであろうとい うのがすべての人々の一致した見解であった。

さきに情報は人類め発見 した重要な資源のひとつであると述べたが,そ れが他の天然資源 と

全 く異なるところは,コ ンピュータと通信とを結ぶことによって誰もが距離と時間とを超越し
ヘ エ トリ

て利用す ることがで きる点にあ る。 とくに通信衛星 に よる宇宙中継 の成功 は,地 球上 のすべ て

の地点か ら目的 のコンピュータを使 用 し,そ の情報を取出す ことを可能に した。 この ことは人

類 の歴 史におけ るひ とつの画期的なできごとといってよい。

文 明は,人 類が これ までに発見 し創造 した多 くの情報の結合 によってきずかれる。従 って情

報 を蓄積 し,処 理 し,伝 達す るため の手段が発達 した今 日,そ れを背景 とした新 しい産業形態

が生 まれ て くることは,歴 史のひとつの必然 とも考え ることがで きよう。情報 時代は従来の時

代 の緩慢 な延長ではな く,新 しい時代への飛躍 または急激 な成長 である。

われわれの調査 団がFCC(連 邦 通信委員会)を 訪問した とき,1967年,公 共放送法の署名

に 当た って ジ ョンソン前大統領が行な った演説の記録を入手 した。それには次のよ うに述 べ ら

れ てい る。

"わ れわれは 日夜
,新 しい物 と富 とをつ く り出すために働 いてい るが,こ こで人間の精神を

豊かにす ることに努力 しようではないか。 これが本法の 目的であ る。それには過去の ことには

こだわ らず,情 報化時代を未来 のために栄 えあ るものにす るために,コ ンピュータと通信網 な

らびに通信衛星を通 じ知識網(ナ レッジ ・ネ ットワー ク)を 形成 し,だ れ もが どこにいても即

時 平等 に教育を受け られ るようにす る作業 に着手 し,そ の青写真 を作成するよ う命 じた。"

こ こでは教育を中心 に述べ られているが,そ の考 えかたの よってきたるゆえんは明らか であ

ろ う。

情報産 業では情報を蓄積 し,処 理 し,分 配す ることとな らんで,教 育もそのひ とつ の重要な

テ ーマ としてあげ られていることに気 をつけなけれぽな らない。

さらに,IBMのP.W.ナ プ ラン ド副社長は,い まひ とつの要素 として知識の創造 を あ げ

た。つ ま り価値 ある情報の生産である。

もともと,コ ンピュータを道具 とす る情報処理は膨大なアメ リカの国防予算 と,宇 宙開発,

原 子力 といった巨大科学の実施を背景 として進歩 し,そ れが企業合理化の手段(MIS)へ と
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発展してきた。すなわち,軍 ではその開発を民間へ委託する場合,60%を 民間持ちとする。従

って民間では軍の研究であっても自社の経済ベースに近い形で行なわれ,,そ の成果は一般民間
し リ イ 　

産業にも流用できるので,き わめて意欲的に開発を進めることができる。
ロトの

コ

そして,そ こで得た成果は逐次一－re企業のMISそ の他合理化の手段として普遍化し,情 報

産業への芽生えとなったのである。

しかしながら,こ れを情報産業としてきびしい自由競争のもとで利益を生む商業ベースにの

せるためには,'市 場を育成しそのための突破口をみつけ出さねばならない。それは一般の私企

業まだは大衆を相手とするだけに,非 常な努力を要する。しかしながらアメリカでは,こ の難

問を相当程度克服して,そ れぞれの企業がおのおのの目標を定めて,よ うやく実施の段階には

いるものが 目立ちつつある。

さて,こ のような意味での情報産業の発展 と普及は,他 の産業とは違った意味を も っ て い

る。すなわち,そ れは直接的な物やエネルギーの生産手段ではなく,情 報という無形の資源の

提供と利用である。従って,そ れは企業に対 しても行政においても,ま たは社会活動全般につ

いても,そ の生産性の向上 とか新しい機能の開拓の面での寄与である。この産業はかつて人類

が経験したことのないような形で,こ れからの社会にその影響を与えることになるであろう。

た とえぽ,キ ャ ッシュレス,チ ェックレス ・ソサ≒芝 イ,つ ま り現金 もふ切手 もな しの社会 と

い うことについては,す でにいろいろな ことが語 られているが,プ リンス トン大学のF .マ ハ

ル ープ教授 は,す べての支払 いが コジピュータの中の信号のや りと りで行 なわれ るようにな っ

た とき,そ こで流通す るものは従来 の経済学では考 えてもいなか った もので,一 体何 であろ う

と述べた。

コン ピュータに よるシ ミュレーシ ョン ・プログ ラムの発達 によって,研 究者 は直接実験で し

か確かめ ることのできなか った複雑 な現象についてのデータを,コ ンピュータと対話 しなが ら

ブラウン管上に求める ことがで きる。企業の意 思決定 のために,こ れ まで多 くの思考過程を経

なが ら多量 の計算作業に よって求めた推測値を,タ イムシェア リングによって数秒 の待ち時間

でテ レタイプに プ リン トさせ ることが行なわれ ている。新聞記事の編集 も実験 的には可能であ

る し教育用の プログ ラムも次 々とつ くられて実用期 には いった。

また電話線で どこか らで もコンピュータを呼 出し,心 電図を送 って診断を求め るサ ービスも

行 なわれてい る。 これ らの ものは長い研究 と試行の期間を経 て,い まようや く企業化 の途 を着

実 に歩 き出 したのである。

この状 況をある団員は,こ の産業はいま第1コ ーナ ーを回った ところだ と評 したが,こ れは

まさに実感 である。 アメ リカ社会では これ らは全力をあげてつ き進むであろ う。 訪問 した とき

わずか20台 の端末装置で試行中 とい っていた コンビ=一 タ ・サ イエ ンシス社の切 符予約販売シ

ステ ム(コ ン ビューチケ ッ ト)は,わ ずかその1か 月後 に約2,000台 の端末 装置 によるサ ービ

ス計画を公表 した。

1967年 度 において30社 といわれた情報サ ービス会社がわずか1年 後には70社 に なった とい う

ことも聞か された。

このよ うな ことか らもわかるよ うに,コ ンピュータを中心 とした情報 サービス産業 は開発期

を終わ り,成 長期 にはい りつつ あることは確かであ る。 そしてこれがアメ リカ社会 に与 える影

響 として,ま ず効率の向上 に次いで社会そ のものの質の転換を もた らす と予想 して もさしつか

えあるまい。そ の影響は教育,行 政,生 産販売か ら一般 の家庭生活 に至 るまで,は か り知れな

c
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いものがあるであろう。つまり,情 報という資源の普遍的利用からもたらされる変化である6

3.コ ン ピ ュ ー タ と通 信 との 結 合

アメ リカの情報産業 発展 のカギをに ぎるものは,こ れ までにも述べた ように,コ ンピュータ

と通信 との結合であ る。

データを通信回線に よって遠方に送る ことは,古 くか らテ レタイプまたはテ レックス ・サー

ビスがあったが,こ れを飛躍的に拡大 したのが1957年 よ り開始されたATT(ア メ リカ電信電

話会社)の データホン ・サー ビスであ る。'アメ リカの電話網は全土に またが りほ とんど即時 に

接続で きる。 しか しなが ら,普 通の電話線 には雑音や瞬断があ るために,そ のままテ レタイプ

ライタを接続 しても誤 字が頻発す るおそれが ある。 これに対 してATTは,パ ラレル トーン と

呼ばれ る方式 を考え,通 常の電話線にデ ータホンまたはデータセ ッ トと呼ばれ る変復調器(M

ODEM)を 取 付け,こ れにテ レタイプまたは コンピュータといった データ機器を接続するサ

ー ビスを始 めた。 これに よって電話のあ るところな らどこか らでもダイヤルで コン ピュータを

呼 出して使 うことがで きるようにな ったのである。

それ までに も通信回線に よるコンピュータ利用は行なわれていたのであるが,こ れに よって

電話線 の通 じるところであれぽどこか らで も利用可能 とい うことで,コ ンピュータにとって有

力な機動力を もつ ことになった。 この場合,コ ン ピュータのためのデータ通信交換網を全 く別:

につ くることも考 えられ るが,既 設 の電話網 のほかに もつ ことは,い かに アメ リ、カでも負担 に

耐 えかね るところで,音 声 とデータとを同 じ回線にのせることが一般化 したわけである。 目的

に よっては,よ り高速度のデータ通信専用回線 ももちろん用意 されているが,デ ータ通信の大

衆 化はデータホ ンによってなされた とい って よい。

それ以来,デ ータ通信に よる情報 の伝送量 は急速に増大 し,ATTで は あと数年 で電話のそ

れ を上 回るであろ うとさえ予想 してい る。 タイムシェア リングに よる計算サ ービス,オ ンライ

ンの株式そ の他の情報サ ービスも,デ ータ通信の制度に よって実現した ものであ る。

この ようなデ ータ通信の利用 の拡大に対 して,最 近FCC(連 邦 通信委員会)の 勧告に よ り

次の ような制度が1968年10月 よ り実施 された。それは電話線に接続す るデータセッ トは電話会

社 の供給す るもの以外を認めなか った ものが,一 定 の技術基準を満足す るものな ら直接的,音

響的 または電磁的に接続 してさしつ かえない ことにな ったので ある。 これ によって通信 回線利

用 における機器設計上 の 自由化がさ らに増大 したわけ である。
'通 信回線 と

コンピュータとの結合 が行 なわれて以来,コ ンピュータと対話す るためのオンテ

ィン用端末 装置には各種 のものが考 案され,実 用 に供せ られ て い た が,こ の制度の実施に よ

り,さ らにそれは多彩な もの とな ると予 想されている。

4.デ ー タ通信 と情報 処理 につい てのFCCの 見解

コンピュータを通信回線と結合する場合,こ れに対するFCC(連 邦通信委員会)の 規制は

いかにあるべきかが問題となる。FCC公 聴会,ア ンケートなどによって各種の検討を加えて

いる。さしあた り,前 項に述べたような付属装置についての諸制限緩和を行なった。

通信会社が情報サービスを行なうことについて規制すべきかどうかの最終結論は 出 て いな

い。しかし,公 正競争とい う『立場かちみるとき,そ の原価構成の中で通信回線の使用料が通信

会社に有利 となるということから,通 信会社が情報サービスを行なうべ きでない。もし行なケ

◇

[
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な ら完全別会社で経理を明 らかにす べきだ とい う見解 もあるとのことであった。'

1こ れ はアメ リカの連邦政府の4般 的性格を知れ ば理解で きるものである。す なわち,ア メ'V

力 社会 では〆 自由競争が原則で,;そ れ が公正を欠 くと認め られ るときにのみ規制が必要 だ とい

う考えである。 ∵`,・

関 係各方面 よ り得たアンケー トのまとめは,目 下ス タン フォー ド研究所 において進め られ て・

`いるが
,結 論を得 るのは1969年 春 ごろと予想 され ている。 ∵':

5.企 業 化 の 条 件 ㌧ ・ ・ 一

情報革新が どの工 うな形 で進展す るかにつ いては,こ れ までわカミ国においても多 くの夢多 い

未来が語 られ,そ の能力について時 として過 大に,'ま た あ る場合には過小に評 価され ている。

しか しなが ら今 回の視察先においては,一この よ うな夢 を語 るものは ほとん どな く,い ずれ もが

企業化 におけ る採算性お よびその成長性について,現 実的な検討をひ とつひ とつ積重ね,実 現

へ の努 力を図 っていた。"

畠コンピュータ内の情報処理 のみで取引きを完了す るチ ェックレス社会は,情 報革新 の話題に

は 必ず登場す るものである。全米銀行協会で もス タンフォー ド研究所 でも,1処 理 当 り15な い

し20セ ン トの経 費が7セ ン トにな るとい う推定を出 したとい う話 も聞か された。 しか し な が

ら,同 協会 のG.ロ ー リー氏 の意見は将来への見通 しをたて るための代表的な もので,次 の よ

うに述 べている。

技術的に可能だ とい うことは,企 業化においてひ とつの条件が満たされたにす ぎない。その

ためには,こ れに関連す る一連 の事象の複合が必要である。それぞれの事象には一 見関連がな

い よ う'に見えるものもあ るだろ うが,そ の実現へ のひ とつ の重要な要素 とな っている。そ の条

件が整 うまでは ほとん ど変化 が見 えない ように見 えるか もしれ ないが,や が て,急 テ ンポに変

化が進み,.'ひ とつ の変革 が実現す るだろ う。 当協会で も2週 間前にそのため の四つの研究委員

会 をスター トした。

これは他の変革について も言えることである。 アメ リカの情報処理産業にお いては,技 術的

に はわれわれの ものと大差がない ように見えても,'需 要 を創造 し,経 済的基礎 を養い,そ の突

破 口を見出すため には多 くの潜在的努力が地道 に払われて きた。

そ して,最 近 ようや くこの長 い準備期間を経 て,そ れぞれの企業 の体質に応 じた 方 策 を 得

そ,い よい よ実 施の段階にはい ってきた企業 の数が増加 しつつある。そ の数値 は,す でに年間

数億 ドルの売上 げを実現 し,年 率10数%以 上の成長率 を示 している とされている。
'
・そのため め準備 の内容を大別す ると,・次 の五つの ものに分類する ことがで きる。

.1.

2,

3.

4.

5.

シ ステ ム分析 とそ の設計"

ソフ トウェアの開発

.ハ∵ ドウェアとくにその中で も端末装置の開発

マーケテ ィングの問題

以上 の背景、とレて制度,、,標準化な どの準備 一

情報処理 システムを計画す るため の基本は,い うまでも'なくそのシステム分析 である。'これ

については項を改めて説 明す るが,1そ のために 日本 とはけた違 いの投資が行なわれていること

に まず注 目、しなけれ ぽな らない。:tt・.・"・1

2の ソ フ ト・ウェアの費用は ます ます高 く・なる一方である。 スペ リーラン ド社では,1950年 代`
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には・ ソフ トウェアの費用は全体 の5%で あ ったのに対 し・65年 に は50%,70年 には80%に 達

す るであろ うと述べた。 これを下げ るための努 力もな され てい るが,こ れか らのひ とつの重要

な分野 と予想 され るタイムシェ.ア リング ・サー ビスは,ソ フ トウェアの勝負であってマサチ ュ

セ ッツ工科大学 のMAC以 来喧伝 されながらもi∵意外 と実用化に時間を要 したのは ソフ トウェ

アの開発のためで あった。

各社 のデモ ンス トレーシ 。ンを見ると,何 で もタイムシ ェア リングでやれ るよ うに 見 え る

が,そ れははい っているものを取 出してい るだけの ことであ って,考 えられ る例外的 な要求 に

も対応できる多種類のプログラムが用意されなければばならない。クイムシェアリングに最 も

プ ログラムを もってい るといわれ るGEで は,300の パ ッヶ"sジ が ある といっていたが,他 社

ではは っき りした 回答の得 られない ところ もあったb

、わが国 より1け た多いセ ッ ト数 を保有す るアメ リカにおいてす ら,ソ フ トウェア費用の増大

は,今 後の情報処理 の企業化 において採算点を左右す るひ とつ のキーポイン トとなっている。

そのため タイムシェア リングは特定の産業勤 な り目的別に共通 した プ ログラムを もつ とい う形

で発展す るだ ろ うといわれ ている。従 って∴わが国でこの種の情報サ ー ビスを実現す るには
,

ソフ トウェアについぞよほ どの～とを考 えておかねぽ,利 用価値 の低い名 目だけ のタイムシェ

ア リング とな るおそれ があるだろ う。
ぺ に

今回の視察においていまひとつの話題ば,'通 信回線に接続する端末装置の多様性であった。
の コ

これ まで コンピュータが特殊な 目で見 られたひ とつの理由は ,プ ログラムに特殊な 言 語 を 要

し,入 出力装置 も素人にはふれるのも恐ろ しいよ うな もの が多か った。

しか しながら,情 報処理 が大衆化す るには,会 話の言葉を機械 が理解 し,扱 う機械 も親しみ

やすい ものにす る必要 がある。それは プログラムと,端 末装置 の問題であ るが,こ れをアメ リ

カは見事 に解決 しつつある。複雑な計算サ ービスも,ま た経営 シ ミュレーシ ョンも,通 常の言

葉 で機械 と対 話 しながら答を求め ることができる。 ブラウン管玉で図面 を引 くと,そ の装置の

特性 が計算 されて出て くるとい った ことは,当 然のこととなった。

さ らに通信回線利用について も,次 々と費用 の安い方法が考案され ている。 このよ うな工夫

を こらした端末装置が次 々と開発 され,そ れ ぞれ 目的 に応 じて便利 に使用 されているのは
,わ

が国の現状 と比べ注 目すべ き ことで,こ れが情報サー ビスの質 とそ の領域を きめるとい うこと

か ら,さ らに今後 ますます多様化 し発達す ることが予想 され る。

4の マーケテ ィングは,そ の使用料 の問題 も含 めて,全 く未知の ものを含 んでい る。座席予

約や株式情報システムは誰に も理解できるし,順 調にその範囲を拡大 してきてい るが,キ ャッ

シ ュレスとなる とこれ までの銀行業務その ものの革命であって
,広 範 囲な研究 とよほ どの準備

とが必要である。計算サ ー ビスにつ いて も一見便利の ように見えるが,一 般企業に もコンピェ
ータが普及 し,卓 上計算機が タイ プライタなみにおかれ てい る今 日,よ ほ どキ メの細かな調査

とシス テム分析,適 切なマーチャンダイジ ングがなされない限 り採算にのせ ることはむずか し

いo

ロ ー ・リサ ーチ社 がウ ェスタン ・ユニオン社の通信網 と組 んで発足 した裁判 の判例サー ビス

は,デ ータ ・パ ンクの適切 な例 としてわが国に も紹介 され ていた。 これ は約50人 の ベテラン弁

護士を動員 して代表的判例 を集め るとい う本格的 なものである。 ところが,ウ ェス タン.ユ ニ

オ ン社 の通信網は もともと電信専用であって ,麦 一 ミナル数が少な く,需 要に充分対応できな

い。そ こで,み す みす顧客を失 った ことに よる損失に対 して ,契 約違反 とい うことで賠償訴訟
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を起 こして勝訴 したのはよいが,サ ービスの方は開店休業のままとな っている。'

これは当初 のシメテム分析,マ ーケテ ィングなどについての研究不足に よる ものと考え られ

るが・ このよ うな失敗 や成功 などがつみ重 ねられつつ,情 報産業は発展 してい くであろ う。

6.シ ス テ ム分 析 に つ い て

情報産業におけ るいまひとつ のテーマは,シ ステム分析であ る。アメ リカにおいては とくに国

防,宇 宙 開発な どの 目的 のために,多 くの金 と人 とがシステム分析 のため に動員 され てきたが,

そ の手法 がそ のまま情報産業を実現す るため の背景 として,重 要な意味 を もつ ことになった。

もともと情報処理 システムの設計には,キ メの細かい しか も広範なシステム分析が必要 であ

る。

今回訪問 した カ リフォルニア州政府 では,す でに行政事務,交 通,犯 罪 の情報検索な どに大

規模な コンピュータ ・システムを導入 しているが,将 来 の問題 として,1件 当 り10万 ドル以上

のシステム分析を外部機 関に委託 して回答 を求めつっあ る。.

テ ーマ としては,州 の交通問題,廃 棄物 の処理,水 資源利用な ど,そ のいずれを とっても大

きな ものであ るが,そ の方法 として,交 通 の例を とると,ま ず人 と企業活動 との関連 からスタ

ー トして物の方 か らの種 々の要求,土 地利用な ど輸 送の本質的な問題 を解析 し,州 全体 として

のパターンを描 き,輸 送への要求 を出レてシ ミュレーシ ョンをす るといった ものである。 この

ようなや りかた については,あ ま りに も手を広げす ぎたや り方だ とい う意見 もあ った そ うだ

が,一 方において今 までのや り方 はあま りに も一面的なつかまえかた しか していない とい う反

省が生まれ,シ ステム分析の方法 を進歩 させ るため の非常な刺激 となったのである。

この話だけを 聞 くと,従 来 の社会科学な どとあま り変わ らないではないか とい う気がす るか

もしれないが,シ ス テム ・アプローチの方法 として,そ の関連を膨大 なデータを もとにしてす 、

べて数量的に とらえ評価を進 めてい くとともに,よ り効率的なシステムを提案す るプ ロセスに

特徴 があ る。,

従 って,そ の作業はオペ レーシ ョンズ ・リサーチの専門家を中心 に,各 種の分 野の専門家を

動員 してチームによって行なわれ る。そ して,そ の結論は人 と物 の配置や組 合わせ だ け で な

く,法 律や制度 の変更についてまでの提言 も含 むものであ る。 カ リフォル ニア州政府で示 され 、、

た廃棄物処理 の例 などは,ひ とつ の社会改革につなが る提案であって,こ れはす でに大 きな創

造的活動の結論 といえるほ どの ものである。

このよ うなシステム分析は,そ の専門家を養成維持す ることがた いへ んで,ア メ リカにおい

て も軍 の強力なバ ックに よって初め て育 った もの といえ よ う。 カ リフォル ニア州政府 のシステ

ム分析 も,エ アロジェッ ト・ゼネラル,ロ ッキー ド航空会社,ノ ース7メ リカン社な ど軍 また

は宇宙開発で活躍 した会社 が請負 っている。わが国において これを行な うことを考え ると,現

在 のところその専門家がほ とんどいないし,ま た経験 もない点に気 づ くであろ う。

情報システムをわが国で計画す るためのひ とつの大きな課題であ る。

7.情 報処理 産業 の現 状 とそ の発展

アメリカ国内における情報処理に関連する企業の内容はIBM社 によると次のようになって

いる。
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a)タ ー ミナ ル 製 造 業

b)デ ィス プ レ イ 関 係

c)ス キ ャ ナ ー,MICR関 係

d)コ ン ピ ュ ー タ 関 係

e)タ イ ム シ ェ ア リ ン グ ・シ ス テ ム に よ る 計 算 サ ー ビ ス

f)情 報 サ ー ビス ・ ビ ュ ー ロ ー

以上であるが,1950年 代 の後半か らコンピュータは通信 と結合 し,

50%は 通 信回線 と結ぼれて稼動す ると考えられ る。 この産業の成長率は年間約15%で タ イムシ

ェア リングは まだ始ま ったばか りだが,・1966年 に ター ミナル数力～1,000で 売 上げが1,000万 ド

ル,今 年 はター ミナル数7,500で1億 ドルにまで成長 した。 あと2年 で情報処理 の10%の 売上

げ にまで達す る と予想 している。

この分 野に進出 した企業 の数は,昨 年30社 だ ったのが今年は70社 に な り急速にのびてい る。

70社 の 内訳 は コン ピュータ ・メーカー5社,銀 行,宇 宙航空機 メーカー8社,通 信会社3社,

専 業小規模企業54社 で あ る。そ のサ ー ビス内容は大 別 して次 の二つになる。 一

(1)情 報 検索 サー ビス

座席予約,株 式情報,判 例情報サ ー ビスなどが これ であるが,ロ ー ・リサ ーチの ようなつま

ず きが一部にあ った としても,歴 史 も古 く比較的順調 にそのサ ー ビスを拡大 しつつあるといっ

てよい。 この場合,端 末装置 とソフ トウェアがやは りひ とつ の決め手であって,大 小各種の も

のが使わ れている。バ ンカー ・'レモ社 の株式情報 システ ムには100な い し150社 が 加入し,'情 報

を とるだけではな く取引の端末装置 としても使われてい る。 このサ ービスが次の'タイムシェア

リングと異なる ところは,各 ユーザ ーに対す るプログ ラムが同一であ って,情 報だけを提供す

る とい う点である。

(2)計 算 サー ビス

これは多数 の加入者が別 々の問題を同時にコンピュータに アクセス して別 々の計算を得 るシ

ステムで,一 般 にタイムシェア リングと呼ばれ るものである。そ の用途は科学技術計算が主で

ある・。 タイムシ ェア リングで主導的立場にあるGEの シ ステムは,国 内60の 都 市に6,000N8,

000タ ー ミナルがあ り,約5万 人のユ ーザーが使用 している。

また,GEの 社 内用のシステムは800の タ ー ミナルがある。また,海 外には欧 州6か 国お よ

びオース トラ リアにおけ る大都市 でサ ー ビスを開始 した。

GEの システムでは,技 術計算の プログラムのほかに,経 営 のシ ミュレーシ ョン・モデル も入

っていて,デ シジ ョン ・ツ リー(DecisionTree)の 先 の方まで コンピュータな ら簡単1こ結果が

求め られ るので,こ れを使 って意思決定の資料にで きると説 明していた。 この ような試みは,

ORで は 理論 的には考えていたが,計 算が厄介なので,考 えかたが面 白い とい うくら「いに とど

まっていた。 しか しなが らコン ピュータのオンライ ン ・サ ー ビスに より誰 もがその結果を十数

秒 で入手で きる となると実用価値が あるわけで,タ イムシ ェア リングは現在の よ うな技術計算

サー ビス のほかに,大 きな利用分野を開拓す ると予想 してもさしつかえないであろ う。GEで

は この種の企業 モデルを開発す るために巨額 の資金を投 入してい ると説 明したが,こ のサ ービ

メは情報産業 のひ とつ の重要なテーマとして,.注 目してお くべ きであろ う。,一

一般的にいって
,給 与計算や会計処理のよ うな大量 なインプッ トとアウ トプ ットのある分野

ではバ ッチ処理が適当であ り,ラ ンダムなインプッ トについては タイムシェア リングが うって

70社

30社"

20～30社

60社

70社

700社

あ と5年 もす ると,そ の
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つけであって,今 後のコンピュータ利用としては,そ れぞれ50%ず つを占めると考えられてい

る。,

この場合 コス トがこの分担をきめ るわけだが,そ れぽ通信回線 のコス トに よって 左 右 さ れ

る。 もし通信回線 が充分安けれ ぽ どのよ うな処理 もリモー ト・アクセスをやれば よいわけで,

訪 問先ではいずれ において も,そ の コス ト・ダウンが話題 になっていた。

また,最 近は コンピュータが他の コン ピュータと通信回線 で連絡され て使用 され る例 が多 く

な・,ている。大企業の中には 自社の コンピュータの余力で情報サ ー ビスを しようとい うところ

もある。そのためには この場合 めプログ ラムや コー ドの標準化 も重要で,連 邦政府 では標準局

が中心にな らてそれを まとめつ つある。将来 の姿 としては,コ ンピュータはユ ーザーか ら通信

回線で アクセスす るとともに,コ ンピュータ同士 も通信回線で結ぼれ,た くさんの コン ビュー・

タのネ ッ トワークとい う形 で情報サ ービスが行なわれ るようになる と考 えられている。

8.コ ン ピ ュ ー タ ・パ ワ ー の 展 開 ・ ・

コン ピュータそれ 自体め情報処理能力の利用分野は ます ます広が りつつあ り,そ れは少な ぐ

とも情報 とい う概念で扱い うる分野 のすべてに浸透 しつつある。数年前,テ ィーチング9マ シ

ンと呼ばれた教 育面へ の応用は,,そ の プログ ラムの充実に従 って一般化 してきた。当初の応用

はやは り国防関係であった よ うだが,専 門教育か ら一般教育にいた るまでの応用が進め られつ

つ ある。"　 '

さ きに紹介 した公共放送法 もそのひ とつで,す べての人た知識 を獲得す る機 会を均等に与 え

ようとい う主 旨か らでた ものであ る。また,シ ミュレーシ ョン ・プログ ラムの急速 な発達に よ

らて,研 究 ・計画な どの分野 にコンピュータは多 くの可能性を提供 しつつ ある。研究において

は部品を集めて試作 しデ ータを とるのに多 くの労力 と日数がかけ られていた。それを コンピュ

ータ ・シ ミュレーシ ョンに よって,ブ ラウン管 とライ トペ ンで直ちに答が得 られ るプログ ラム

が数多 くつ くられている。

これ らの情報処理 サー ビス の特徴は,人 と機械 のインターフェイスの進歩 である。 とくにそ

のためのグラフ ィック ・デ ィスプ レイおよび プ リンタは各社想を こらし,次 々と便利でユ ニー'
'クな ものがつ くられている

。'

このよ うな状況を見 ると,や がて人間は コン ピュータを とくに意識す ることな く,他 の人 と

対話す るの と全 く同じ感覚で利用す ることになるで あろ う。そ して,そ のための産業 の規模は

訪 問先で聞かされた よ うに,GNPの50%に 達 す るか もしれない。

さて,こ れ らの新 しい展開に対応 して,わ が国においてなすべ きことは何かについては提言

においそ詳述す るが,こ の場合忠実に アメ リカのた どった道をそのまま追 うことは必ず しも得

策 ではあるまし'。'

情 報産業 の発展は単な るコンピュータ技術の応用 ではな く,わ が国の政治経済か ら一般 家庭

生活にもお よぶひ とつの社会革命である。従 って,そ のたあの施策は国 のレベルにおいて検討

されその方針をつ くり,各 界の協 力のもとにひ とっ ひ とつ具体化す る作業が進め られ る こ と

カ・,・樟 成功さ已 ための必要条峠 あるバ 暢 合室 醐 な・とがらの甑 環 境蝿

捕は官が主体性をとり,そ れ以外のこと,た とえぽ企業の合理化,企業間の情報ネッドワーク,

匡《耀 し煕 ㌢ 噸 が主体性をと㌍ ミこオ噸 成する鰍 とrこと!響
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1.・ 一 般 国民 へ の 提 言t
`

「コンピュータと通信との結合により,情 報化時代と呼ばれる新 しい状態の入口にわれわれ

は立っている。人類のみが創造しうる情報という資源をすべての人々が有効に利用 しう るよ

う,新 しい時代を迎えるための個人の自覚と健全な常識を一般化することのために,国 民それ

ぞれの立場で理解 し,力 をつくすべきである。」

明治以来のわが国の急激な発展の基礎のひとつは,読 み ・書き・そろぽんを国民の常識とし

た義務教育にあるといわれている。またアメリカではジョンソン前大統領が来たるべき21世紀

へのアメリカの義務として,「 情報と知識のネッ トワーク」を建設することについての声明を

発表した。わが国においても,情 報産業の意義と将来社会における必要性についての一般国民

の認識を深め 「情報と知識のネットワーク」を建設するための国民的合意の基盤を確立しなけ

れぽならないo

そこで,こ れか らの情報化時代において,コ ンピュータ ・パワーの利用についての知識はす

ぺての人々に対 して読み ・書き・そろぽんと同じような意味をもつであろう。そこでわれわれ・

は次のように一般国民に提言したい。

① 政府,産 業界,教 育界などがそれぞれの立場において情報産業を新しい社会機構のひとつ

の柱として受入れるための制度,環 境の整備と,こ れ らを実現するための努力を払 うぺきこ

と。

② 情報産業の構成については,わ が国の政治 ・経済 ・社会の特性を充分に考慮し,長 期の見

通しに立った うえで,日 本独 自の情報産業パターンの開発とその実現を図ること。

③ コンピュータ利用についての知識の大衆化と,そ の社会の一員としての理解が,情 報化社

会実現への背景として必須条件であることから,そ の啓蒙 と教育について国家的施策を確立

すること。

④ 従来,わ が国ではソフ トウェアなど頭脳の所産に対して経済的評価をする慣習が不充分だ

が,情 報産業の発展のためにはこれらを改める必要がある。

2.政 府 への提 言

「情報化社会の形成ならびに発展において,政 府の果たすべき役割の重大性にかんがみ,総

理大臣が自ら主導権をとり,関 係諸官庁の総合的活動について強力な指示を与え,長 期的視野

に立つ情報産業政策の確立とその推進を図るべきである。」

アメリカにおける新しい重要な産業政策の推進に当たっては,ま ず大統領が現行行政機構の

まま,そ れぞれに仕事の責任と権限の所在を指示し,逐 次新しい態勢を形成しているように思

われる。'

すなわちt.P'PBSが 国防省において開発されるや,大 統領命令によ'Dて各省にこれを導入

[
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す ることを指示し,ま たコンピュ'一タの国家予算が30億 ドルに達するとともに,ブ ルックス法

が制定され,予 算,調 達,技 術的問題などをそれぞれ予算局,調 達局,標 準局などで担当する

よう指示し,全 体の効率化を図った。

また,情 報時代への移行に対するひとつの重要な立法として,そ の知識の網をつ くるべく,

1967年公共放送法を作成し,来 たるべき新時代への大統領の考えかたを示唆したのである。

アメリカの情報産業の背景として,政 府関係,と くに国防,宇 宙開発などの面からの膨大な

投資が強力な支えとなっていたことは明らかである。'}'

このような背景のもとで発達 した技術が,今 日ようや く民間の需要開拓に成功し,企 業ペニ

スにの りつつある。従 ってわが国においても次のことを期待する。

① 情報産業政策の樹立においては,わ が国の情勢に最も適切な方法を充分研究し,情 報化社

会の実現推進のために総合的な産業政策を策定するとともに,将 来の有力な輸出産業への育

成を強力にあわせ推進すること。

② 情報産業が物の生産ではなく無形の資源である情報を生産分配する機能的システム的産業

であるという新しい視点に立ち,政 府は他の産業に対する位置づけを検討 した うえで情報産

業発展の基盤i,す なわち情報産業の育成策と秩序だてを確立するための法律,諸 制度の準備

をすること。

「情報産業の発展が,コ ンピュータと通信回線との結合を前提としてなされるという技術的

条件にかんがみ,こ の目的のための通信回線の自由かつ効率的利用を促進するための有効な措

置をとるべきである。」

コンピュータとの対話に必要な端末装置の多様化と,プ ログラム開発についてのわが国のお

くれは著しいものである。 これらの開発の意欲を刺激し,わ が国の実情に最も適した技術を確

立するためにも,通 信回線の利用について新時代に対応 しうる制度を用意して,そ の受入れ態

勢を整える必要がある。

① 電話 ・電信通信に基礎をおいた現行の法律,制 度を新時代に対応 しうるよう,す みやかに

再検討するとともに,合 理的な料金体系の設定を行なうこと。

②PCM(パ ルス符号変調)そ の他のデータ伝送の速度を飛躍的に高め,あ るいは信頼性を

増すための新しい技術の開発導入を積極的に推進するとともに,そ の回線網を豊富に用意す

ること。

③ 欧米諸国では公衆電話回線に任意のデータ信号をのせるサービスが一般化し,こ れがコン

ピュータの大衆化のための有力な背景となっているので,わ が国においてもこれを直ちに検

討 し所要の技術的措置を用意すること。"・

④ 端 末装置およびソフトウェアの開発にはかな りの日時 と多額の費用を要するので;前 記の

制度の実施計画のスケジュールを可及的すみやかに検討し発表すること。 一'

⑤ ハー ドウェア,ソ フトウェアなど,あ らゆる面での標準化について,積 極的に推進を図る

こと。

「現在の工業化社会に比べてより知能的に高度な情報化社会に対応 しうるよう,国 民全体の

コンピュータ ・マイン ドを高め,そ の創造的能力を向上するために,情 報科学教育の充実を図
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dるぺ きである。」 ・∵'『 一..,.tt..-t・.、
'
・'nJ},概.

① 現行 の義務教育において も情報科学的思想 を折込み,高 校以上の教育課程に コン ピュータ

・に関す る教科な らび に実習を加 える こと。

② 大学および修士課程に システム・。アナ リシ ス,経 営科学,行 動科学 など,コ ンピュータの

高 度利用に関連ある学科を充実 し,情 報 化社会にふ さわしい次代の指導層の育成に努力す る

こと。

③ 急 激 な情報化社会の進展 に適応 させ るため の社会人教育,と くに中高年齢 層の再教育,再

訓練 のための施設 を大幅に拡充す ると同時に,現 在不足してい る関連技術者の能力を総合的

に活用 でぎるよう手を打リべきであゐ(後 述4参 照)。

④ コンピュータの活用については,・IE,・ ・QC,シOR,SEな どの知識が不 可欠であ り,こ

れ らの普及を図ることもきわめ てたいせ つである。

「わが国の情報産業の形成と発展を促進するため,シ ステム開発を推進する総合的な研究開

発機関の設置,産 業界 ・大学 ・研究所などによる業種別 ・地域別のデータ ・バンクの設置,ソ

フトウェアの開発などに充分な財政資金を投入 して積極的に援助を行ない,民 間における情報

産業の育成に努めるべきである。」

11t:ラメリ'}の 情報産業の発展には政府関係機関より国防費,宇 宙開発費などの形での投資が膨

大になされたが,そ れがあってもなおかつ企業としてベイラィンにのせるには,慎 重な準備作

業が必要であった。わが国においてもその発展のために最も有効的なスケジュールを組み,実

行す るには,政 治 ・経済 ・社会の特性を考慮しつつ思いきった投資が必要である。.

① 政府は産業界や学界が専門別 ・地域別のデータ・バンクを設置する場合に,研 究費や施設

費について大幅の助成金を交付し,こ れを積極的に援助すること。

② 民間研究機関のタイムシェアリングな どに必要なハー ドウェアおよびソフトウェアの研究
'・開発に大幅な助成金を交付し

,こ れを援助すること。

③ わが国の情報産業がある程度の自立しうる段階に到達するまで,外 国企業の情報産業への

進出に特別の措置を講ずること。

「政府のコンピュータ利用効率を高め,行 政の総合的運営を促進するため,政 府各機関にお

ける情報の横断的なマネジメント・システムを確立すべきである。」

① 政府機関内部の情報の総合的なマネジメン トを可能ならしめるため行政情報のネットワー

ク機能を早急に開発すること。'

② 政府各機関の文書や報告書 ・会計処理に関する手続き,基 準,コ ー ドなどを標準化し,統

一し,行 政情報の有機的な交換を可能にする環境条件を並行して整備すること。

「情報時代における情報の機密保持,情 報に関する占有権,出 版物の版権の概念の変化など

従来の法律によっては律しされない問題が数多 く発生すると予想されるので,そ のための法律

を検討すぺきである』」...

[
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さきに産業スパイ事件における罪名が,盗 品故買として処理され世間の話題になったが,現

行法規では情報内容の価値についての考慮は一般になされていない。来たるべき情報化社会に

おける刑法その他の諸法令について,ど のようにあるべきかの研究を開始する必要がある。

3.産 業 界への提 言

「情報産業が将来の複合的 ・機能的産業発展の中核的役割を果たすという重要性 に か ん が
'
み,産 業界全体として情報化社会への同化ならびに体質改善に努力すべきである。」

産業の主導権を情報が握 りつつある今 日,情 報の交換が物の移動に比べ制限が困難で国境の

存在も障壁 とならないということから,企 業競争はすべて国際的な規模で行なわれると考えら

れ る。

① 予想されるこの情勢に対応して企業の国際競争力を強化するためMIS体 制を確立するこ

と。

②MISを 進める場合,社 外情報の活用も必要であ り,こ のために,政 府保有の情報を必要

とすることが多いと思われるが,各 業界のレベルでの情報整備,提 供も必要である。これに

対して充分な協力をすること。

③ 産業界はコード番号や様式の標準化,統 一を図 り,企 業相互間の情報交換機能ならびに業

界全体の生産 ・流通機構の近代化を促進すること。また,ソ フ トウェアなどの開発成果はで

きうる限 り公開し,相 互に利用(適 当な対価のもとに)し うるような道を開くこと。

④ 官庁向け報告事務の合理化と官庁諸統計の機械化を促進するための政府機関における報告

様式改正の促進に協力すること。

⑤ 新聞 ・通信 ・放送 ・出版 ・金融 ・証券 ・教育関係の産業は将来の情報産業の担い手となる

べき性格を備えているので,い まから準備体制を整備し,そ の検討に着手すべきである。

「ハー ドウェアおよびソフ トウェア ・メーカーなどはタイムシェアリング時代の急速な発展

に備えて,異 なった機種相互間の接続,互 換性や各種端末装置の開発,会 話的なプログラムの

開発などに努めるべきである。」

① コンピュータの異な った機種相互 間の接続 ・互換性 を効率的に可能な らしめるよ うその技

術的開発を急 ぐこと。

② 中小企業におけ るタイムシェア リングを普及 させ るた め共通の プログラム ・パ ッケージな

,ら びに低廉で機能的な端末装置 の開発 を進め,そ の種類 を豊富にす ること。

③ 大容量 の記憶装置か らのデータの引出 しに要す る待ち時間を少な くす るためのデータ ・マ

ネジメン トに関す る新 しい技 術を開発す る こと。

4.教 育界 への 提言

「教育界は,情 報化社会実現に当たって教育の果たす役割の重大性を自覚 し,教 育関係者自

らが情報化時代の教育者としての資質をかん養するとともに,コ ンピュータ ・ナレッジを正 し

く評価し,か つ,コ ンピュータ ・パワーを利用した教育体制の確立に努力すべきである。」
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① 教育界は情報化社会における新しい教育のあ り方を追究するとともに,自 らこれにふさわ

しい資質 ・能力を具備するよう努めること。

② 中学から大学まで,各 学校にコンピュータを設置できるよう,政 府 ・産業界にその実現へ

の協力を求めること。
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米 国バ ロース ・コーポ レー シ ョン日本総 代理 店 高 千穂交 易株式会社

本社 大阪市北区小松原町27(大 阪富国生命ビル)

代表機種

規模におい て超小型か ら超大型,業 種 において金融 ・生産 ・販売 ・管理 ・計画計測 ・科学技

術,処 理 方式 においてパ ッチ,イ ンライ ン ・パッチ,リ アルタイム ・オ ンライン,タ イムシ ェ

アなどあ らゆ る需要に答え られ る下記 の フルライ ン機種 を揃 えてい る。 これ らの機種は用途 に

応 じた周辺装置 ・特殊機能を付加 し,組 合わせ ることに より個 々の需要 にマッチ したシステ ム

が構成できる。 さらに,バ ロース社お よび高千穂交易は機械 システムに とどまらず広 く業務 シ

ス テムに必要な機械器具を準備 している。

△E4000・ ・…・磁気元帳(磁 気ス トライプ補助記憶を もつ)ベ ース。13桁/語,200語,4桁

/指 令,内 ・外パ ラレル ・プ ログラム,カ ー ド・ベ ースに よるパ ッチ処理 も可,日 常管理に最適 。

△E6000… … パッチ処理(カ ー ド),逐 次 処理(磁 気元帳)共 に可能な汎用機,13桁/語,

400語,ア センブラ,4桁 指 令,内 ・外 パ ラレル ・プログ ラム方式。

△B500… … クロック170KC,メ モ リー19.2KCま で,全1/0は バ ッファつ きで同時操作。

小型 よ り中型機 の事務汎用機。衛星機 あるいは オンラインの専用機 として実績 をもつ。

△B2500… … クロック1MC,メ モ リー69KBま で の小～中型汎用機。30KBメ モ リーまで

はアセンブラを使用 しBCP操 作,30KB以 上 は コンパ イラ,MCPに よ る自動操作が標準機

能。

△B3500… … クロック2MC,メ モ リー500KBま で の中型汎用機。1/Oチ ャ ネルは20台 まで

可能で他はB2500同 様,FORTRANIV・COBOLが 主 要言語でMCPで 操 作される。

・△B5500… … クロック1MC ,メ モ リー32KWま で の中 ～大型汎用機。2台 のプ ロセ ッサ

を含め,モ ジュール構 成に よるフェイル ソフ ト。 ソフ トウェアを中心 にした量産機。

△B6500・ … ・・クロック5MC,メ モ リー512KWま で の大型汎用機i。タイムシェア,オ ンライ

ンを意図 した情報 センターの メインコンピュータに最適。B5500の 発 展的設計。

△B7500… … クロック10MC,メ モ リー512KWま で の大型汎用機。B5500/B6500同 様ALG

OLFORTRANIV,COBOLを 言語 としMCPに よる 自動操作に よ り経済的効果大。

△B8500… … クロ ック20MC,メ モ リー1024KWま で の超大型汎用機i。MCPの 能力を倍化

したESPに よる自動操作が設計の基本。 タイムシェアに よる科 学技術計算に最適。

△TC500… … 上記B500シ リーズ ・システ ムの オンライ ン端末 コンビ=一 タ と し て設計。

10KBメ モ リーを有 し,ア センブラに よる独 自の コン ビ=一 タとしても稼動。

ソ フ トウェア

バ ロース社の ソフ トウ ェアはハー ドウェアと共に双方のデザ イナ ーが一体 となったチームで

設 計され る。従 って,ハ ー ドウェアに ソフ トウェア上必須 な機能が組込まれてお り,使 用者に

はその機能がハー ドウェアか ソフ トウェアか区別 のつかない程調和 している。

△MCP… … 総ての周辺装置,メ モ リー,プ ロセ ッサな どのハー ドウェアをタイムシェアで利

用 し,フ ェイル ソフ トとその使用効率をあげ,プ ログラムはその実行時に割当て及びスケジュー

ルがなされ るので,マ ルテ ィプログラムランあるいはパ ラレルプ ロセスは定常的機能であ る。

△ その他……各種 コンパイ ラは勿論の こ と アプ リケーシ ョン ・プ ログラムにPERT/TI

ME/COST,LP関 係 ではALPSシ リーズ,在 庫管理 にはBICS,ACTON・ な ど各分野}こ20

年 の経験を誇 る ソフ トウェア ・ス トックを準備 している。



417

米国CDC日 本総代理店 伊藤忠商事株式会社

本社 東京都中央区日本橋本町'一

代 表 機 種

・超 ス ー パ ー ・コ ン ピ ュ ー タ==CDC7600

・超 大 型 コ ン ピ ュ ー タ=CDC6000シ リ ー ズ(CDC6600/6500/6400)

・汎 用3000シ リ ー ズ ・コ ン ピ ュ ー タ=CDC3800/3600/3400/3100

・タ イ ム シ ェ ア リ ン グ ・シ リ ー ズ ニCDC3500/3300

・ビ ジ ネ ス ・デ ー タ ・プ ロ セ ッサ=CDC3150

・ リ ア ル タ イ ム ・コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム=CDC3520

・プ ロ セ ス ・ コ ン トロ ー ル ・ コ ン ビL－ 夕=CDC1700

1968年 の 諸活動

ハー ドウェア 従来 の超大型 コン ピュータCDC6600シ ステ ムをはるかに上 まわ るCDC7600

シ ス テムを発表 した。7600は,「1970年 代 の コンピュータ」 と銘打 って開発 された超ス ーパ ー

・コン ピュータである。

ソフ トウェア 超大型 コンピュータ(CDC6000シ リーズ)の オペ レーテ ィング ・システムの

開発をはじめ,図 形 データ処理(デ ィジグ ラフ ィック ・システム)用 の独特な ソフ トウェア,

あ るいは,サ イセ ミック ・データ処理(地 震探鉱デー タ処理)の ための新 しい システ ムなどを

多数開発 した。

アプ リケーシ ョンウェア6000シ リーズ ・コン ピュータ用のLPあ る いはOR・ シ ミ ュ レ ー

シ ョン用のアプ リケーシ ョン ・プログラムがあい次いで強化 された。 また,3300/3500タ イ ム

シ ェア リ・ング ・コン ピュー タ用 のアプ リケーシ ョンも多数整備 された。

その他 図形処理 のための新 しい応用技術 開発の成果には注 目すべ きものが多い。 た と え ば

CDC3300/3500コ ン ビ=一 夕で,デ ィジグラフ ィック274シ ス テ ムを使用す るための システ

ム「MASTERMARK4.0」 は,最 大12台 の グラフ ィック ・コンソールを動か し,同 時に他の

バ ッチ処理,リ モー ト・アクセスの仕事 も こなす とい うソフ トウェアである。

OEMに つ いて 各種周辺装置,と くに大容量記憶装置 の開発 と,そ のOEM販 売(コ ンピュ

ータ ・メーカーへの供給)で はシ ェアを拡大,わ が国のメーカーで も採用 されてい る。

今年度の 目標

1968年1月 ～12月 ま での売上高は4億3,801万 ドル(前 年3億2,690万 ドル)に 達 した。 これ

らの背景の もとに①超大型 コンピュータ市場でのシ ェア拡大,す なわ ちCDC3300/3500タ イ

ムシェア リング ・コンピュータの受注をのぼす こと。②OEMの シ ェア拡大。 など信頼性 の高

い コン ピュータを よ り安い価格で提供 し,情 報処理の普及 に貢献 していきたい とい うのが現在

までの,ま た将来につづ く,CDCの 課 題 であ り,目 標である。
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富士通 株式 会社

本社 東京都千代田区丸ノ内2-8(古 河総合 ビル)

代表機 種

FACOM230シ リーズ

FACOM230シ リーズは,FACOM230・10・20・30・35・45・50・60か ら成 り,下 はF

ACOM230-10に よ る幅広い低辺 と,上 は230-60に よ る高い頂点にいたる ピラ ミッ ドを形

成 してあ らゆる規模 のEDPに 能 率 よく適用す ることが 出来 る。 このシ リーズには使いやすい

豊富な ソフ トウェアが準備 してあ り,全 機種は相互 に互換性を もち出力装置は どのモデルでも

共通に使用 出来 る。 また このシ リーズは記憶装置 を時分割で使用す るデータ ・チャネルを採用

してい るので演 算 と入出力処理 が同時に可能であ る。特に このシ リーズの うちFACOM230

-25・35・60型 にはIC(集 積 回路)やMSI(中 規 模集積回路)を 全面的に採用 している。

この他FACOM270シ リーズ ・FACOM231・222と の プ ログラムの互換性 について も 考

慮 されてい る。

FACOM270シ リーズFACOM270シ リーズは固定語長方式に よる高速性 と多重処理

及び経 済性 を追求 した科学用 コン ピュータで,科 学技術計算や計 算制御 ・通信制御を含 む リア

ル タイ ム処理 に対 して威力を発揮 します。FACOM270シ リーズは超小型の モデル10小 形 の

モデル20集 積 回路(IC)を 用 いた中形 のモデル30か らな り,ど のモデル も非常に コンパク ト

に まとめ られている。 このシ リーズ間のプ ログラムは完全に互換性を もってお り,ま たFAC

OM230シ リーズとの プログ ラムの互換性 も充分考慮 されてい る。

FACOMRミ ニ コンピュータであ り,科 学計算用,デ ータ収集用,デ ータ通信端末制

御用1/O制 御 用な ど広い範 囲にわた り活用が可能である。

1968年 の諸活動

最近通信網 と連結 されたいわゆ るオ ンライン ・システムが脚 光を浴びている。が,こ のよ うな

時代の要請 に応 じ新たにMSI(中 規 模集積回路)を 採用 した コン ピュータFACOM230-

25/35/45を 開発 し,9月 に発売を開始 した。

周辺装置 につい ては漢字プ リンタ,光 学文字読取装置,光 学 マーク読取装置お よびデ ィス プレ

イ装置 な どを開発 した。 この うち漢 字プ リンタは朝 日新聞社 の注文に応 じて製作 した もので,

数 字その他 の記号の組 合せ による入力で270本 の ビンマ トリックスを使 って直接漢字を打出す

画期的な装置で ある。

デ ータ通信 シス テムについ ては電電公社か ら受注 した全国地方銀行協会 および群馬銀行の為替

通信システムの運営が開始 されたが,第 一銀行,協 和銀行,三 菱銀行,日 本通運㈱ などに納入

した 自営大規模 デー タ通信 システ ムも順次稼 動を開始 しつつ ある。

発売以来 ます ます好評 の小型機FACOM230-10に つ いては新たにデ ィス ク ・パ ック記憶装

置 を接続す ることに より処理能力の増大をはかった。

今年度の 目標

同社 では今般,低 価格高性能の ミニコンピュータFACOMRを 開発完成,発 売を開始す

るが,周 辺装置 について も自己開発の長所を生か し,時 代の要求に応ず るのみな らず 日本 の国

情にマ ッチ した ユニークな新製品の開発 を積極的に行 う予定 である。



419

株式会社 日立製作 所

本社 東京都千代田区大手町2丁 目8番 地(日 本ビル)"H－

代 表機種'一'

HITAC-8500,S400,8300,8210,8200,5020,5020Ett'・'

・HITAC-5020F ,4010,3010,201,102,HIPAC-103

HITAC-10,8811グ ラ フィック ・システム,9000シ リーズ,デ ータ通信端末装置

1968年 の 諸活動

ハー ドウェアTSSお よびオンライン ・リアルタイム ・システム(OLRT)'の 市 場要 お

よび受注増加 に対応 して8000シ リーズ各 システ ムの周辺装置 とオ ンライン端 末 用9000ツ リー

ズ装置の充実 を行 なった。 中小型機に関 して も,よ り広い市場性 を 目的に処理装置 のエ ソバン

スをは じめ と し て,周 辺装置 の多彩な充実 を計 り,ま たパー ソナル ・コン ピュータHITAC-

10で 小型機 の分野に進 出を開始 した。"

この ように大はTSSか ら小はパー ソナル ・コンビt.t-"一タ まで広い市場要求に答えてきた。

主 な開発製品は次の とお り。

・HITAC-10パ ー ソチル ・tiソ ピ ュータ

・HITAC-8811グ ラフ ィック ・デ ィスプ レ!・ システム ・

・HITAC-8210記 憶 容量を従来の8/16KBに24/32KBを 追 加 し,デ ィスク装置 も従来

の ものに加 えてH-8564-21形 コアキシャルデ ィス ク装置(1台 で7台 分 の機能を持つ)

を 追加,ま た専用 のカー ド読取機お よびせん孔機 も開発

・H-8557/8577型 集 団デ ィス ク装 置(記 憶容量233.4Mバ イ ト/装 置)

・H-8451/8453型 磁 気 テープ装置(従 来 の2倍 の記録密度1600BPI)

・光 学文字読取装置H-8255(ジ ャ ーナル ・リーダ),H-8253/8252(ド キ ュメン ト・リ

ーダ)
,H-8233/8238(マ ー ク読 取機構付 カー ド読取機)

ソ フ トウェアTSSお よびOLRT関 係,特 にOLRTに 関 しては三和銀行,日 産 自動車,

国 鉄SRの 処 理量増強,な どのシステムを提供 してい る。

2次 元番地付方式に よるTSS完 成,ま たHITAC-8210シ ス テムに大型機なみの機能,IS

AM,SPOOL(マ ル チプ ログラム)を 追加 した。

アプ リケー ションウェアLP,PERT,CPM,DYNAMO,TLPそ の 他数多 くの パ ッケ

ージを提供 し続けてきたが ,本 年 もこれ らの機 能拡張は もとよ りBMプ ロセ ッサ,HEAP,H

IBAL,DPGな ど特長 あるパ ッケージの提供,ま た中 ・小型機に も数多 くの提供を開始 した。

今年度の目標

1968年2月 オンライン ・システムの本格化 に対処す べ く,コ ン ピュー タ ・通信両事業部を統

合 して電子通信事業本部を設立。1969年2月 には 日立 システムエ ンジ ニア リングK・K・ の吸収

合併に よりソフ トウェア部門の強化を行 なった。 またハー ドウェアは昨年 度中に秦野市への移

転 を完了 した神奈川工場をはじめ として小田原,戸 塚 各工 場で,ソ フ トウェアは旧神奈川工場

を新 し くソフ トウェア工場 として各 々ハ ー ド,ソ フ ト共に本格的量産体制 に入 った。

今年度は この強力 な体制によ り驚異的な普及を続け るコンピュータ市場に対 しさらに充実 し

た サー ビス提供を行 ない,顧 客 に満足 して もらうことを 目標に してい る。
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・三 菱 電機株 式会社

本社 東京都千代田区丸の内2丁 目12番地(三 菱電機 ピル)

代表機種

MELCOM-3100シ ス テ ム ・シ リーズ モデル10・30・20・40。MELCOM-9100シ ス テ ム

・グル ープ5・30。MELCOM-3900デ ー タ収 集システム。MELCOM-80シ リーズ81・

82。MELCOM-811小 型磁気 デ ィメ ク記憶装置。MELCOM-821磁 気 デ ィスク記憶 装

置。

1968年 の諸 活動

・ハー ドウェア 主な発表機器は下記 の とお り。

主な発表 ソフ トウェアは下記の とお り。

システム ・シ リーズ モデル20・40;MERK-IOS(20MTシ ス テム)

(40MTシ ス テム)'MARK－ 皿OS(デ ィス クシステム)COBOL・FOR

TRANIV・ACE(AUTOMATICCOMPILINGEOITOR)。 ・

MELCOM-9100グ ル ープ5;BOS・ アセ ンブラ。

MELCOM-9100グ ル ープ30;BOS・ROS(リ ア ルタイ ムOS)TSOS(タ イ ムシェア リ

ングOS)FORTRANIV。

・アプ リケーシ ョンウェア 主な開発 アプリケーシ ョンウェアは下記 のとお り。

MELCOM-3100シ ス テム;ALICE(LINEBALANCING)DMP(DATAMANAGE

MENTPROCESSOR)PROCS(工 程 管理 システム)MPA(需 要予測)MEMOCS(情

報 検索)MBICS(資 材管理 システム)PERTLP。

MELCOM-9100グ ル ープ30;研 究所 システム,GASCHROシ ス テム

MELCOM-80シ リーズ82;SAPP(STANDARDAPPLICATIONPROGRAMPAC

KAGE)と して経理業務 ・販売管理 ・在庫管理 ・給与計算 ・銀行業務などを完備,そ の他各

種業種別 パ ッケージを作成。

今 年度の 目標

各種ON-LINEシ ス テム ・TSSシ ス テムの多面化 と拡充,EDPペ リフェ ラルの開発 と

自製品の多様化,タ ーン・アラウン ド・システムの発展,生 産管理におけ る階層構造 システムの

完成な どを・・一 ドウェア面 での目標 として い る。 一方ベーシック ・ソフ トウェアのVERSI

ON-UPと 共 に,高 能率のDOSを 整 備 し,ア プ リ ケ ー シ ョンウ ェアにおいて もFMS

(FILEMANAGEMENTSYSTEM)の 発 展を計 り又医療情報 システ ムの開発な ど,9一 ザ

ーのMIS確 立 のためのアプローチに有効 なシステ ムの完備を進め る。

MELCOM-3100

MELCOM-:-9100

MELCOM-3900

MELCOM-80

MELCOM-811

MELCOM-821

・ソ フ トウェア

MELCOM-3100

MARK-HOS

モ デル20・40;全 面IC採 用 の最新鋭汎用 コンピュータ。

グルー プ5;IC採 用 の科学技術計算 ・データ収集処理 システム。

デ ータ収集 システ ム;広 汎多種の機器をもつデータ収集 システム。

シ リーズ82;磁 気 デ ィス ク,IC採 用 の小型 コンピュータ。

小型磁気 デ ィス ク記憶装置;マ ルチヘ ッ ド式浮動ヘ ッ ド使用 の装置。

磁気デ ィスク記憶 装置;浮 動ヘ ッド採用 の小型軽量高信頼度の装置。
、
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日本電気株式会社

本社 東京都港区芝5丁 目7番15号

代表機 種

1.NEACシ リーズ2200・1965年4月 第3世 代の汎用 コンピュータ として,ワ ン ・マシンの

概 念を実現 し発表 した。

・NEACシ リーズ2200は 次 のモデルか ら構成 され てい る。

モデル名

モデル50

モ デ ル100

モ デ ル200

モ デ ル300

月 間 レンタル価格(万 円)

30～80

50～200

80～500

150～1000

モデル名

モデル400

モ デ ル500

モ デ ル700

月 間 レンタル価格(万 円)

250～1500

400～2000

1500～7000

2.NEAC-3100(25万 円 ～100万 円/月)多 目的科学用ICコ ン ピュータ
の

3.NEAC-1240(17万 円 ～60万 円/月)全IC超 小型汎用 コンビL－ 夕

4.NEAC-1210(14万 円 ～17万 円/月)超 小型汎用 コンピュータ

1968年 の諸 活動

NEACシ リーズ220011月 に 超大型 タイ ムシェア リング用 コン ピュータ,モ デル700を 発

表,よ り一 層 このシ リーズを拡大,整 備 した。 こ.Oモ デ ル700は ・ マルチプ ロセ ッサ ・システ

ムを構成でき,主 記憶容量 は最高4194K字,加 減算を毎秒200万 回行な う性能を有 してお り',

1970年3月 東北大学 に第1号 機納入を予定 してい る。

入 出力装置6月 に,ラ インプ リンタで打 出された文字をそのままコンピュータに入力で

きる光学文字読取装置(OCR),11月 に は,毎 秒900字 の データ移送速度 をもつ高速磁気 ド

ラム装置,294億 字 を記憶 で きる集団デ ィス クパ ック装置な ど,を 相次いで実現 した。

ソフ トウェア1月 に大阪大学におい てモデル500,モ デ ル200に ょるタイムシ ェア リング

が本格的に稼動を開始 し,7月 に はバ ッチ処理,オ ンライン ・リアルタイム処理な ど,広 範囲

な独立 した20個 の 仕事 を同時に処理す るオペ レーテ ィング ・システ ムMODIV,11月 に は マ

ルチプロセ ッサの制御を 目的 としたオペ レーテ ィング ・システムMODVI[を 開 発 し た。

アプリケーシ ョンウェア 日本電気では 昏マネジメン ト・サ イエ ンスの実用化⇔をア プリ

ケーシ ョン開発 の基本的思想 として,そ の拡充整備を行 な ってい る。た とえば,汎 用予測シ ミ

ュレーシ ョン(GPES),PERT/Man-Schedulingな ど の開発を行な った。

今年度の 目標

1958年 に コンビ=一 夕の企業化 を開始 してか ら,単 に・・一 ドウェアだけでな く,ソ フ トウェ

"ア
,ア プ リケーシ ョンを含めたシステム全体の拡充,強 化に努めて きた。本年は通信部門にお

け る伝統 的な技術力に コンピュータ部門での新技術を加)Z'sMan-MachineCommunicationを

指 向 したデータ通信用機器 および各種端末 装置 の開発,整 備 をはか ることを 目標に してい る。

`
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日本 ア イ ・ピー ・エ ム株 式 会 社

本社 東京都千代 田区永田町1丁 目11番32号 レJ・

代表機種IBMシ ス テ ム360の モ デル20か らモデル85ま で の10種 類 の コンピュータ本体

を中心に,あ らゆ る業種に適 した多様な入 出力装置,小 容量 のデ ィスク ・・ファイルか ら大容量

の デ ィスクあるいはデ ータセル にいた るファイル装置 な どがあ る。 このほかIBM1800デ ー

タ収集 システ ム(DACS)お よびIBM1130シ ス テムがあ る。1800DACSは 制御用 コンピュ

ータとして ,ま た1130は1800DACSと 互 換性を もつ小型技術計算用 コンピュータ として優れ

た性能を もってお り,必 要に応 じてシス テム360と 連動す ることが可能である。

1968年 の 諸活動

.ハ ー ドウェア・…・・68年初 頭に モデル25お よびモデル65マ ル チプ ロセッサを発表。 モデル25は

モ デル20と30の 中 間機種 で1400シ リーーズか らの移行を容易に した小型機種 として,ま たモデル

65マ ル チプ ロセ ッサは一つ のコン トロール ・プログラムで2セ ッ トのモデル65の 稼 動を可能に

したシステムとして注 目された。さ らに1月 には,新 型磁気 テー プ装置IBM2420,超 大型機

モデル85と 新 機種を発表 した。2月 以後 の主要 なハー ドウェア面 での活動 としては,低 価格 の

モデル20(2月),会 話 方式で 使 え るIBM2760光 学 映像表示装置,新 遠隔表示 装置IBM

2265原 始 データを磁気テープに直接キーインす るIBM50お よび これをコンビ=・・一夕に直接

入力す るIBM2459(5月),従 来 のモデル20の2倍 の記憶容量,3倍 の 内部速度 をもつモデ

ル20,サ ブ モデル5(6月),IBM1288光 学式文字読取装置(7月)IBM1275磁 気 文字読

取分類装置(12月)な どがある。なお,モ デル40,50,65,75に 新 しい コアサイズが追加 さ

れ,ま たモデル40にGF型,50にHG型 が加わ った。

ソフ トウェアおよびアプ リケ ーションウェア プ ログラ ミング ・システ ム関係では,DOS

FORTRAN-F,OSFORTRAN-H,PL/IVersionIV,USACICOBOL,モ デ ル20'PL/1

な どがあ り,オ ペ レーテ 元ングシステムも会話 モー ド,リ モー トオペ レーシ ョンを中心に機能

の追加 ・拡 充が行 なわれた。 アプ リケーシ ョン ・プ ロ グ ラ ム では製造業 のPICS,流 通業 の

IMPACTな どの汎用 パ ッケージが実用段階に入 ると同時に,銀 行向のCIF,保 険用 のALIS,

交 通運輸 のVIS,全 業 種に共通 なもの としては経営科学用のMPS,PMS,LPS,な どが開発 さ

れた。情報検索用 のGIS,IMS,DPSは 今 後のプ ログラム開発 の方向を示唆す るもの として注

目され てい る。

今年 度の 目標 システム360が 第三世代の コン ビ=一 タ としてデ ビ=一 し世の注 目を集め

た理 由の一つは,当 時 ごく限 られた機種 にしか採用 されていなか ったオペ レーテ ィング ・シス

テム/モ ニターを ソフ トウェアの中心 として全面 的に組み入れ るとともに,ユ ーザ ーが情報量

に合せて高性能 のハ ー ドウェアに移行 してもユーザー ・プログラムは全 く変えないです む,い

わゆ る べ単一 システム構 想、 をハー ド面のみな らず オペ レーテ ィン グ ・システム設計の基本理

念 としていたか らであ り,そ の重要性は万人の認める ところであろ'う。 言 うまで も な くMIS

に集 約 され る高度な情報処理 システムを確立す るには充実 した ソフ トウェアな くしては考えら

れないが,と くにその高度利用に最重点を置 くべ きである。 さもなけれ ぽ多額の費用 と多 くの

日時をかけ て開発 したMISが 完 成 と同時に陳腐化す るおそれがない とは言 えない。 したがっ

て同社の 目標はバ ー下 ウェアを よ り充実 した ものにす ると同時に ソフ ト/ア プ リケーシ ョンウ

ェアの拡充 に努め ることにある。
`
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日本 ユ ニパ ック株式会社:`.

本社 東京都千代田区大手町1-1(三 井生命ピル7階)

代表機 種

ユ ニパ ックでは リアルタイ`ム・コソピL・一ータUNIVAC490を 送 りだ して以来,数 多 くの リ

アル タイ ム ・コンピュータを発表 してきた。い まや,リ アルタイムか らタイムシェア リングへ

と,そ の利用技術は加速度的に高度化 してい るなかで,リ アル タイ ム ・コン ピュータの評価は

高 まって きている。L

'UNIVAC418=す ぐれた コス ト・パ フォ ーマ ンスを誇 り,リ アルタイムのみな らず,一 般 バ

ッチ処理 に も高性能を発揮す る,日 本で初の旅行情報 シス テムを完成 した近畿 日本 ツー リス ト

をは じめ,毎 日放送,花 王石鹸な ど,サ ー ビス,流 通,生 産な どの面 で使用 されてい る。

UNIVAC418一 皿=中 型機 で大型機の設計思想を もつ高性能機,大 量のバ ッチ処理は もち ろ

ん,科 学技術計算,リ アルタイ ム処理を一つの コンピュータで同時に実現す る。遠隔入出力装

置群 の豊富 さとあいまって,オ ンライン ・バ ンキング ・システ ム,オ ーダー ・プロセシ ング ・

システム,株 式情報 システムな ど,適 用は広範囲にお よぶ。

UNIVAC494=数 個 の リアルタイム ・プ ログラム と多数のパ ッチ ・プログラムを同時 に併行

処理す る多重 プログ ラム処理 に強力なパ フォーマンスを発揮 する,完 全にモジ ュール化 した構

成は,小 規模なパ ッチ ・プロセス ・システ ムか ら,大 規模なタイム ・シェア リング ・システム

まで,ユ ーザーのシステムに応 じた有機 的オーダー ・メー ド・システムが構成 できる,わ が国

では川崎製鉄のオーダー ・エン トリーな どをは じめ営業情報 システム,三 菱銀行の為替 ・預金

のオンライ ン ・リアル タイ ム ・シス・テ ム,山 一証券のECHOシ ス テ ム,な ど近代企業経営に

生か されている。

UNIVAC1108=商 業 用 マルチ ・プロセ ッサ ・シス テムとして,ユ ニパ ック の技術 と 経 験を

すべて投 入 した完壁なハー ドウェア,ソ フ トウェアを誇 る。最高3セ ッ トまでの中央処理装置

を結合 したシステムでは,完 全に異 った プログ ラムを完全にパ ラレルに処理 でき る。 富士銀

行,野 村証券,三 洋電機,中 部電力,三 井物産な どの企業 では,デ イ リーな業務処理は もちろ

ん,MISを め ざす システムの確 立をはか っている。労働省の労働 市場 センター でも威力を発

揮 している。

1968年 の 活動

MISを 標 修 して突入 した1968年 は ユニパ ック大型 リアル タイ ム ・コンピュータが稼動を開

始 した。富士銀行,三 菱銀行,太 陽銀行な ど大手金融機関におけ るユニパ ック ・オンライ ン ・

バ ンキ ング ・システ ムの実績は注 目に価す る。 これ に呼応 して同年9月 には幅ひろい アプリケ

ー シ ョンを備 えた ユニパ ック418一 皿 を発表 した。

今年度の 目標

脱工業化社会=情 報化社会の到来にそなえ,・情報処理の中枢,コ ンピュータの利用技術 開発

を推進す る。絶え間な く生みだ され る情報 の流れに各産業,各 企業はいか に適応 し,価 値を創

造 してい くか,ニ ユバ ック総合研究所の活動開始をは じめ1ユ ニパ ック ・コン ビL－ タのハー

ドウェア,ソ フ トウェアを駆使 して,ゆ たかな知恵 を提供 してい くことを 目標に している。.
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日本ナショナル金銭登録機株式会社

本社 東京都港区赤坂溜池1-2-2

代表機種

セ ンチ ュ リー ・シ リーズは1968年3月,一 斉 に発売 された。 センチュ リー ・シ リーズを一貫

して流れ る設計の基本方針は 「ロー コス ト・ハイパ フォーマ ンス」の実現である。 この シ リー

ズには磁 気 ファイルを中心 とした中 ・小規模 システ ム向けの"セ ンチュ リ・-100・ と中 ・大規

模のオ フライン ・パ ッチ処理,オ ンライン ・リアル タイム,多 重 プログラム処理 な どに適する

⇔センチ
ュ リー-200.と が ある。 さらに,近 い将来,同 じ ファ ミリー ・シ リーズ の超大型 シス

テムの発表が考慮 されている。 これに よってセンチ ュ リー ・シ リーズは下は電子会計機利用の

分野か ら上はタイムシ ェア リング ・システムお よび科学計算の領 域までを広 くカバーす る真の

ファ ミリー ・シ リーズを構成す る。

・1968年 の 諸活動

、、ハー ドウェアNCR315シ リーズ コンピュータは 改良 が 続 け ら れ,高 速かつ大容量の

CRAM(CardRomdommAccessMemory)とDiscMemoryが 加 えられた。315RMCで は,

は じめて磁気簿膜 の ロッ ド・メモ リーが全 面的に採用 されたが,セ ンチュ リー ・シ リーズでは

,.この技術を さらに発展 させ たシ ョー ト・ロッ ド・メモ リーを採用 している。 この ロッ ド・メモ

リーの特徴はサイ クル ・タイム800ナ ノ ・セカン・ドとい う高速性にあるぼか りでな く,生 産方

式 のオー トメーシ ョン化に よる コス トの引下げにある。 このシ リーズでは周辺装置を含めて全

面 的にモノ リシック集積回路を採用 し,回 路板の種類を徹底 的に標準化 した。そのために コス

トの引下げ と保守 サー ビスが著 し く容易にな った。その他,各 種周辺装置 も高性能化 されてお

り,特 に磁気 デ ィス クは,従 来 のデ ィス ク ・パ ック方式を大 幅に改良 し,プ レーテ ィッ ド方式

を採 用 した。CRAMも 初 期 の ものよ り30倍 も容量 が拡大され,ア クセス ・タイムも2分 の1

に 縮め られた。

ソフ トウ ェア すべてデ ィス ク ・オ リエ ンテ ッ ドであ るセンチュ リーの ソフ トウェアは,

オ ペ レーテ ィング ・システム,3レ ベ ル以上の多重 プ ログラ ミングお よび コンパイラとして,

COBOL,FORTRANな らびにNCRが 独 自に開発 したNEAT/3ラ ンゲージか ら構成 され

てい る。NEAT/3は315用 のNEAT,BESTお よびCOBOLの 長 所を集大成 した もので,セ

ンチュ リーのハー ドウェアの特徴が充分考慮 された効率 の高い ランゲージである。 これ らソフ

トウェアは,ベ ーシックなセンチュ リー100か ら,い ずれの システムへ も完全 な共用性を有し

,ている。

アプ リケーシ ョンウェア 銀行用応用 プログラムCIFを は じめ として,商 工業,官 公庁,

病 院,ホ テル,学 校な どの標準 プログラムがすでに多数用意 されているが,特 に 日本では,1.

CAPITAL(百 貨 店用),2.MERIT(大 量 販売店用),3.PROFIT-1,H,皿(大 量 販売

店用),4.TARGET(百 貨 店,専 門店用),5・COMPASS(ス ー パーマ ーケ ッ ト用),6・M

ASCOT(卸 商 用),7.普 通預 金パ ッケージな どの需要 が多 く,NCRデ ー タ ・セ ンターでは現

在 約700社 が これ らのアプ リケーシ ョンを利用 してい る。

今 年度の目標

10億 ドル市場を 目ざして開発 されたセンチュ リー ・システムは,予 想通 り多 くの企業 で受け

入れ られ,そ の米国内での納入先は125の 業 種にわた っている。 日本におけ る本年度の販売 目

標 は140シ ス テムである。
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沖電気工業株式会社

本社 東京都港区芝琴平町10番地(新 膚ノ門ピル)

代 表機種

(1)OUK-9000シ リーズ

プ レーテ ッ ド・ワイヤ ・メモ リーとモ ノ リシ ック集積回路を全面的に採用 し
,高 い コス ト・

パフォーマンスを実現 した第3世 代の コン ビ=一 夕 ・システムであ る。OUK-9000シ ステ

ムは・最 もベ ーシックな9200か ら9300,9400そ し てさらに超大型 のシステムまで ハ_ド ウ
ェ

アとソフ トウェア両面で一貫 した インター リン クの思想に もとずいて設 計されてい る
。

(2)OKITAC-5000

0KITAC-5000シ ス テムは帳票発行業務か らバ ッチ処理 までを一貫 して処理 す る事務用 コ

ンピュータ ・システムであ る。各種 の端末を8台 まで接続す ることがで き
,多 種類 の帳票発

行処理 とバ ッチ処理 の同時併行作業が可能である。又,紙 テー プには任意 の コー ド入出力が

で き,プ ログ ラムは カナ文 字 コンパ イラを採用 し,モ ニター ・シス テムを とってい るのでシ

ステムを能率的 に運用す るこ とがで きる。

(3)OKITAC-6000

0KITAC-6000シ ス テムは,安 定性 の高いICを 使 用 し
,10K・ ミイ トか ら80Kバ イ トまで

拡張す ることができる。大容量 のデ ィス ク ・カー トリッジを接続 でき,さ らに通信制御装置

を介 してオ ンライン ・リアルタイムが可能である。 マルチ プログラ ミング,マ ルチオペ レー

シ ョンのオペ レーシ ョン ・システムが準備 された事務用 コンピュータ ・システムである
。

{4)OKITAC-7000

0KITAC-7000シ ス テムは ,手 もとにおいて 自由に使用することがで きる科学技術用 コン ビ

=一 夕 ・シス テムである。高速度の演算(IC),記 憶 容量 の大型化(最 大65K語)
,高 精 度

の演算(1語25ビ ッ ト),浮 動 小数点演算 と倍精度演算の ハー ドウェア 処理 ,多 様性に とん

だ入 出力の秀れた特徴を備 えている。廉価 な基本 システムか らFORTRANを 用 いて プログ

ラ ミングがで き,各 種科学計算 のほか,ハ イブ リッ ド・システム,計 算制御 システ ムな ど適

用範 囲の広いシステムである。

1968年 の諸活動

前年10月 に 新機種OKITAC-6000を 発 表,・ ・一 ドウェア ・ソフ トウェアともに完備 され コ

ス ト●パ フォーマンスの高い コンピュータであ る。 さ らにOKITIAC-7000をIC化 し
,

一 段 とその性能を アップした
。

今年度の 目標

.今 年 度e;i電電 公社 の大型 プロジ ェク ト計画にのっと り,大 型 コン ピュータOKTIAC-8000

の 開 発,さ らに最近 の各方面の要求 によ り,低 価格 を 目標に した コン トロール ・コン ピ
ュー

タへ の進出を急 ぎたい としている。
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東京芝浦電気株式会社

本社 東京都千代田区内幸町1-1-6

・代表機種

{1)事務 ・科学用:TOSBACr5400,TOSBAC-5100・TOSBAC-3400・TOSBAC-1500・

TOSBAC--1100'

{2)工業 用:TOSBAC-7000,TOSBAC-3300,TOSBAC-3000

{3)アナ ログ:TOSAC-40,TOSAC-400,TOSAC-200

{4)デー タ伝送装置:DATANET-30,TOSBAC・DN-340,TOSBAC・DN-110,TOSB

AC・DN-140,TOSBAC・DN-520

1968年 の諸活動

ハー ドウェア ①IC化 新鋭 機の開発,科 学用を中心 として実績をあげている高速汎用 コ

ンピュータTOSBAC-3400のIC化 モデルの開発をはじめ,IC化 新 鋭機,小 型科学制御用

TOSBAC-3000,小 型 事務用TOSBAC-1500お よび超小型事務用TOSBAC-1100Eを 開発

した。 とくにTOSBAC-3000は,科 学 用 としては完全な ファイル処理 システ ムによ り,2台

の タイプライタを タイ ムシェアで使 える。 また制御用 としては,中 小規模の プロセス制御や,

大 規模プ ロセスにおけ るDDCに も使 える。

② 高性 能データ伝送装置 の開発,全 面的にIC採 用 の高信頼度,高 速度デー タ通信 処 理 装 置

TOSBAC・DN-340を 開発す るほか,各 種端末 装置を開発,オ ン ライン ・タイ ムシェア リン

グ時代に備 えてい る。

⑤周辺装置 の充実,コ ンピュータ本体の利用効率の向上をめざ し,デ ィスク ・,パック装置,光

学的文字読取 り装置(OMR),カ ラ ー文字 デ ィスプ レイな ど,多 種 の周辺装置を開発 した。

ソフ トウェア ①経 営管理関係,経 営管理の トータル ・システ ムを 目指す もの として,企

業会計を中心 として,財 務管理,業 績管理,意 決定システムであるMESを 開発 した。また,計

量経済分析 用言語,市 場調査 に必要な需要予測 システムMARTな ど,マ ク ロ的に経営情報を

とらえた アプ リケーシ ョン ・システムを開発 した。言語処理 プログ ラムLISP,SNOBOLの 開

発,ま た シ ミ=レ ーシ ョン言語GPSSの 充 実,SIMSCRIPTの 開 発をな しとげた。

②科学,技 術計算関係,水 理 計算,線 形計算,構 造物計算,経 済計 算な ど土木工学面 でユーザ

ーが使 う標準 プログ ラムの開発をは じめ原子力,化 学工業 関係な ど多方面 にわた るアプ リケー

シ ョン ・プ ログラムを開発 した。

⑤TSSTOSBAC-5400の 汎 用タイムシァ リング ・システムの実用化に成功 し,ま たTOS

BAC-3400tl=
.つい ても会話型FORTRANを 持 ったTSSの 開 発に成功 した。

④ 気象情報オ ンライ ン ・システム,TOSBAC-5400,DATANET-30デ ュ アル ・システムに

よる気象 庁 「気象資料 自動編集中継装置」が本格的に稼動は じめた。 これは 日本を含む東南 ア

ジア,太 平洋か ら北半球 にいたる地域か ら通信回線を とお して送 られ て くる各種気象資料 を自

動的に,必 要地区に放送するオンライン ・システムであ る。同様 なデータ処理システムとして

東芝商事 データ伝送 システ ム,ま た防衛庁需銃隊 システムを完成 した。

本年度の 目標

①TOSBAC-Family全 機 種の信頼性向上。②特徴ある周辺装置の開発。⑤ ソフ トウェアの

充 実。
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株式会社 内田洋行

本社 東京都中央区京橋1の3 (新八重洲ビル)

代 表機種

USAC-2500:小 型 コンピュータで,磁 気デ ィスク ・パ ックを主体に した システムで,主 記

憶 は4KB～32KBで あ る。入力は紙 テープベースで行 う。 出力はラインプ リ

ンタ又 は紙 テープである。 このほかカ ー ドベース,リ クエス トタイプ,磁 気 テ

ープ装置な どの接続ができる
。

プ ログラム言語はアセンブラでAPOLI・APOLHが あ る。

USAC--15001超 小 型 コンピュータで,紙 テープベ ースで磁気 ドラムを接続す ることができ

る。主記憶は コア500語 ・1000語 で,出 力装置は ライ ンプ リンタ,高 速 パンチ

な どである。

プ ログラム言語 はアセンブラでMAPを 用 い,ジ ェネ レータ,サ ブルーチン

な どを使 うことがで きる。

USAC-1020:超 小 型 コン ピュータ分野では入出力 ・演算 の速度が速 い。各種の アプ リケー

シ ョンを持ち,シ ステムの構成 も融通性があ る。

外部 ファイル として磁気 ドラムの接続 も可能である。

USAC-500:電 子作表計算機iで各種 の伝票発行に用 いられ る。記憶装置16語 が分割使用で

きるの と判断命令が多いので給与計算 ・分類集計な ども処理で きる。

USAC-300:電 子 作表計算機で伝票発行 の専用機 である。 あらゆる種類の電動 タイプライ

タに接続 でき,紙 テープパ ンチの接続 も可能であ る。

1968年 の諸 活動

ハー ドウェア1000シ リーズに外部記憶装置を接 続す る とともに高速 プ リンタの開発 ,電 子

作 表計算機に各種の1/0装 置 接続を施行 した。また生産技術 の改善を計 り,量 産体制 を確立す

るとともに,工 場の増 築を行な った。

ソ フ トウェアUSAC-2500の オ ペレーテ ィング ・システムを開発す るとともに,1000シ リ

ーズでのアセンブラ ・サブル ーチンなどの開発を行 った
。

アプ リケー ションウェア プログ ラムのパ ッケージ化 とジェネ レータ形式 の プログラムを業

種別 にそれぞれ開発 した。 またシステムの増設 に伴 うアプ リケーシ ョンの発展 をテーマ とす る

研究 が行なわれた。

今年度の 目標

営業部門では販売網 の拡充に よる売上高 の大幅 アップを計 る。 このため各地での展示会 など

へ の積極参加,ユ ーザ ー担当者教育ρ充実 を計 るとともにア プ リケーシ ョン面 でも新な企画の

も とに開発を進める。

研究開発のテーマ としては,自 由化に対処 し うる機種 の開発,デ ータ通信の端局をテーマと

す る研究,素 子 ・ハー ド仕様の発展に伴 うソフ トウェアの開発な どがあげ られ る。

生産部門では,量 産体制の確立 とコス ト低減,保 守効率 の向上がテーマの中心 である。

このほか,海 外市場への進 出,2500の 量 産計画が 目標 としてあげられ る。
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